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折橋靖介教授定年退職号に寄せて

大学院地方政治行政研究科教授 秋山 義継

折橋靖介先生は, 2011年 3月末をもって拓殖大学商学部教授兼大学院

商学研究科教授を定年退職されました｡ 先生は, 1963年 3月に東京大学

経済学部を卒業されました｡ 他大学で教鞭を執られた後, 1993年 4月に

本学商学部教授に就任され, 経営学総論, 国際経営論, NPO論などをご

担当されました｡ また, 1998年 4月から 99年 3月まで経営学科長を歴任

され, 私たち後輩教員のリーダーとして貢献していただきました｡ 私たち

経営学を研究する者にとりましては, 長きにわたり研究・教育活動を通じ

てご指導をいただきました｡ 特に大学院商学研究科においては経営学を研

究する留学生の進学が多く, 修士, 博士論文の指導のあり方について深く

ご教示いただき厚く感謝を申し上げます｡

先生の研究分野・領域は, ｢21世紀における企業環境変化と企業理論｣

｢多国籍過程における経営現象に関する実証研究｣ ｢企業家と新産業創造の

ダイナミズム 日米のベンチャー企業 ｣ ｢NPOの発展方向と経営・

マーケティング改革｣ などであり, それらの研究成果は, ｢日系多国籍企

業における国際人的資源管理｣ 経営経理研究 (57号) 1996年, ｢ホンダ

HAMにみる国際経営モデル｣ 経営経理研究 (61号) 1998年, ｢中国企業

経営における新展開｣ 拓殖大学経営経理研究所アジアプロジェクト研究報

告書 2001年に纏められ, 先生の長年のご功績を窺い知ることができます｡

また, 著書におかれては 『経営戦略とマーケティング』 白桃書房 1992年,

『グローバル経営論』 白桃書房 1997年, 『多国籍企業の意思決定と行動』
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白桃書房 2002年, 『経営学要論』 白桃書房 2003年, 『経営学の再生 社

会・環境問題への挑戦』 白桃書房 2007年, その他多くの著書に纏められ

ています｡ 先生の数多くの著書・論文は実務界や学会での高い評価から窺

い知ることもできます｡

大学院では, 経営学特論・特研を担当されてきました｡ 先述しましたが,

本学大学院は多くの留学生が学んでおり, 先生のご指導により優秀な留学

生を世に送り出してきました｡ そして, 先生のいつでも温厚なお人柄と熱

心な指導から多くの留学生に慕われていました｡ 特に, 大学院生を連れ立っ

ての中国海外進出企業の研究など, 現地での弛まぬフィールドワーク研究

は, 先生の素晴らしい研究成果として結実されてきました｡

私は, 学生指導にあたり先生の研究室でお会いすることが度々ありまし

た｡ 先生はいつも明るく接してくださり, よく話しかけていただきました｡

どの方にもそのように接していらっしゃったように思われます｡ 印象に残

ることは, 修士論文の口頭試問のときです｡ 先生は要点を的確に質問し,

次の研究に通じる論文指導を熱心に語られていたことが鮮明に記憶にあり

ます｡ また私にも情熱を持って教育, そして研究について語られ, 私たち

の教員, 研究者としての模範のような方でありました｡

そこで, 経営経理研究所は, 商学部, 大学院における先生のご功績に報

いるにはあまりにもささやかではございますが, 心からの感謝の意を込め

まして本号を先生に捧げるものです｡

最後に, 先生のご健康とご多幸を心よりお祈り申し上げます｡

2010年 12月
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�退職のご挨拶〉

平成 4年 (1992年) 4月に都内にある前任校の大学から, 経営学担当の

教授として移籍して参ってから約 18年間教鞭を執らせて頂いたことにな

る｡ ここ一両年は膝関節痛をはじめ数々のフィジカルなトラブルに悩まさ

れて, 行動面で思うに任せぬ体調ではあったが兎にも角にも任務を果たせ

て一先ず安堵の念で一杯である｡

当学での思い起こす出来事の中で触れておきたいのは, 矢張り大学院に

おける院生たちとの, 密度の濃い人間的な触れ合いの中で楽しみだけでな

く, 共に悩み共に苦しみながら辿った軌跡である｡ それは 3人の日本人院

生を含む 34名のアジア諸国から集った留学生達との交流である｡ 彼らは

それぞれ大望を抱いて日本の地に人生の活路を賭けた, 誠に魅力のある個

性に溢れる人々であった｡ 中国, 韓国, 台湾, マレーシア, バングラデシュ

等の国々地域からの青年達で, 大学院での勉学期間は個々に異なるが 2年

から 5年そして 10年の間, 皆で励まし合い切磋琢磨し合うゼミナール仲

間同士として過ごした日々であった｡ 学部からのゼミナール生 (3名) に

なると 10年を超えるお付き合いとなった諸君もいた｡ 特に博士学位に挑

戦する人などは期間が長くなったが, 彼らの多くは学業だけでなくアルバ
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イトで生活費を稼ぐ必要に迫られる人もいて, 調査研究と論文作成に神経

を磨り減らし, ストレスに苛まれて不眠と胃痙攣との闘いを克服しなけれ

ばならなかったのである｡ 多くの人に襲い掛かる強いストレスは神経や体

のあちこちに障害をもたらすため, こうした院生からの悩みを聞くと, ど

のようにアドバイスしてよいのか常に悩んだものだ｡ ついには支援し指導

する側の私自身が胃潰瘍で倒れ, 約 1か月間手術入院し治療する破目に陥っ

たこともあった｡ このように論文完成までには多大な艱難と苦労があった

が, こうした幾多の困難を乗り越えて計 8人 (韓国人 2人, 台湾人 3人,

中国人 3人) の人々が博士学位を見事に獲得したのである｡ 彼らは母国に

帰り, 多くは大学教授や研究者となって現在活躍している｡ またゼミナー

ル活動の範囲を学外に拡大し, ゼミ旅行を兼ねて海外に調査研究に出掛け

たことも今思い返すと忘れ難い想い出となっている｡ 調査研究とは, 海外

現地で活躍している日系多国籍企業の経営現場を訪問して工場や店舗そし

て研究所を見学し現地幹部にインタビューする過程で, 同行している院生

たちにも積極的に挑戦してもらったことだ｡ 出向いたのは, 中国 (北京,

上海) と台湾 (台北, 台中, 高雄), シンガポール, タイ (バンコク, ア

ユタヤ), マレーシア等であった｡ アメリカとイギリスへは予算の都合で

強行軍の貧乏旅行となるため私一人の単独の旅行となったのは, 現地では

安宿に泊まりレンタカーを借りて走り回る過密なスケジュールとなること

が予測されたため, 学生を同伴することは気の毒で巻き込むことが憚られ

たからであった｡

さていよいよ退職する今日から振り返り追想してみると, 拓殖大学, 大

学院, 研究所を通じて, 本当に自由に行動させていただき, 数多くの諸先

生や職員の方々に多大なご迷惑をかけてしまったが, 極めてお世話になっ

たことに感謝の気持ちで一杯である｡ この場を借りて御礼を申し上げたい

と思います｡ 中でも国際経営論の藤森英夫先生, 経営管理論の秋山義継先

生, そして原価計算論の伊藤善朗先生には日頃からご相談に乗って頂くこ
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とも多くお心を煩わしたことも度々でお詫びとともに感謝の気持ちを申し

上げたいと思っている｡ 最後になりましたが, 本学及び研究所の今後益々

のご発展をお祈り申し上げたいと思います｡

学 歴

昭和38年 3月 東京大学経済学部経済学科卒業

職 歴

昭和38年 4月 三菱重工業株式会社に入社, 船舶輸出業務担当

昭和45年 4月 三菱商事株式会社に転籍, 自動車輸出業務担当

昭和53年 広島経済大学助教授 経営学総論担当

昭和57年 湘北短期大学商経学科学科長 教授 経営学総論担当

昭和61年 4月 国士舘大学政経学部経営学科教授 経営学総論担当

平成 4年 4月 拓殖大学商学部教授 経営学総論担当

著書・学術論文等

[著 書]

戦略的事業経営の展開 (単著) 昭和 49年 経営情報出版社

システムで売れ生活産業 (単著) 昭和 50年 経営情報出版社

企業システムと人間 (単著) 平成元年 白桃書房

現代経営学の基本 (単著) 平成 2年 白桃書房

戦略経営イデア (単著) 平成 4年 黎明出版

経営戦略とマーケティング (単著) 平成 4年 白桃書房

現代経営学 (単著) 平成 7年 白桃書房

グローバル経営論 (単著) 平成 9年 白桃書房

多国籍企業の意思決定と行動原理 (単著) 平成 14年 白桃書房

経営学要論 (単著) 平成 15年 白桃書房
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経営学の再生 社会・環境問題への挑戦 (単著) 平成 19年 白桃

書房

[学術論文]

日系多国籍企業における国際人的資源管理 平成 8年 拓殖大学 ｢経営経

理研究｣ 57号

ホンダ HAMにみる国際経営モデル 平成 10年 単著 拓殖大学 ｢経営

経理研究｣ 61号

中国企業経営における新展開 平成 13年 単著 拓大経営経理研アジア

プロジェクト研究報告書

[翻 訳]

公共・非営利組織のマーケティング 平成 3年 共訳 白桃書房
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嶋 和重先生に感謝

拓殖大学教授, 商学研究科委員長 岡本 治雄

1941年 1月, 八ヶ岳の麓, 山梨県高根で生を受けられた嶋先生は 1959

年春に上京され, 学生時代を含めると半世紀以上の歳月を拓殖大学で過ご

されています｡ 会計学研究 (主として理論会計) の世界で活躍され, わが

国制度会計研究の発展に多大な貢献をされてきました｡ 教育や学内行政に

も大きな足跡を残された偉大な先達について, 私のような若輩者が退職記

念を語ることはおこがましいことですが, 多くを教示賜った者の一人とし

て感謝を申し上げるつもりで筆をとりました｡

先生には, 私が大学院博士課程に在籍の中, 副手として当時の佐藤勘助

先生 (会計学) の大学院講義に参加した折にお目にかかりました｡ やがて

専任講師として外書講読や簿記の講義を担当し, 共通の簿記テキスト作り

に参加させて戴いたり, 夏期ゼミ合宿でご一緒してからの記憶が鮮明に思

いだされます｡ 今から 32年前 (1979年) のことです｡ それから長い拓殖

大学を礎とした世界を共に歩ませて戴くこととなりました｡

これまでに培われた嶋先生の印象といえば, 大学院 D館の研究室で一

日中研究にふける会計学者, 八王子と文京の両キャンパスで熱心に講義さ

れ, 心のこもった指導がゆえに, 学生のだれからも好かれる教育者, 同僚

や職員の方々どなたに対しても公平にして優しく接する温厚なお人柄の紳

士, そして, 経営経理研究所長, 学部長, 図書館長などの要職を歴任され

て, 獅子奮迅の活躍をされた像が折り重なって見えます｡ 要するに, ｢大

学人｣ としてあるべき姿を実践された敬愛する信念の人というイメージが
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浮かびます｡ 私は, 先生から数々の示唆に富んだ教えを賜り, かつて先生

が苦労されて切り開かれた道を迷わずに歩くことができていることを幸せ

に思っています｡ 研究や大学の仕事に関して行き詰まっては, いつも相談

相手になって戴きました｡ ｢困ったときには嶋先生｣ と頼ったのは私だけ

でないと思います｡ 先生は, 会計学のメッカといわれる米国イリノイ大学

に単身で留学をされましたが, その豊富な経験を話していただき, 研究会

や学会発表に向けてはしばしば貴重なアドバイスを賜りました｡ 会計研究

を語りあい, 問題意識を共有させて戴き, いつも心地よい研究環境にいる

ことができました｡

さて, 拓殖大学の会計教育には深い伝統があると自負していますが, そ

の伝統を承継し, 推進するために, 先生は学生に対して惜しみない愛情を

注がれ, 多くの有為な学生を輩出されました｡ 財務会計論, 国際会計論,

簿記原理等の会計学のコアとなる科目を担当され, テキストを出版して会

計教育のレベルアップを図ってこられました｡ そのご努力は本学のみなら

ず, 武蔵大学経済学部, 自治大学校, 明治大学経営学部でも実践されまし

た｡ 大学院教育においても, 徹底的に会計理論の基礎を教育する姿勢をつ

らぬかれ, 企業で活躍する者, 税理士や会計士の職業会計人を多く輩出し

てこられました｡ 加えて, 先生は法律 (商法) にも造詣が深く, その影響

を受けた院生の中には法曹界で活躍する者もいます｡ そして, 大学院では

次代を担う新進気鋭の会計研究者を送り出してきました｡

こうした教育活動に余すことなく能力を発揮されたのみばかりか, 先生

は数々の研究論文を発表されてきましたが, その集大成が博士論文 『戦後

日本の会計制度形成と展開』 (Generation and Development of the Ac-

counting Institutions in Japan after the World war II, 2006年 9月) で

あると思います｡ 僭越ではありますが, 簡単に触れて先生の研究世界の一

端を紹介させて戴きます｡ 論文はタイトルのごとく, 戦後日本の各時代に

おける経済的基盤と会計の関係を分析して, わが国会計制度の本質を究明
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したものです｡ 会計制度という概念を明確にし, 企業の経済活動を単に計

数的に管理する手段のみでなく, 会計は国家レベルの政治, 経済, あるい

は社会政策とも切り離すことができない社会制度であると認識されて, と

りわけ経済や法等との関連において変転してきた因果関係を歴史的に分析

した内容です｡ その骨子は, 上部構造としての会計制度が下部構造の社会・

経済環境に規定される一方, 会計制度が時代の流れに変化しつつ社会・経

済的環境に影響する, 相互作用の関係を明らかにされました｡ さらに, 日

本の会計制度の動態的変化が, 戦前から継続してきたとする見地と断絶と

いう見地の対立について, 嶋先生は, 日本の社会制度や経済の基盤がドラ

スティックに変革してきた戦後を起点とする断絶論の解釈を展開されるの

です｡ わが国の会計制度が, 米国の会計制度に倣って産声をあげ, 次第に

独自の形成と発展プロセスを歩んできたという視点に立ち, 会計制度が法

規制とは時に対立し, 時には妥協しながら戦後約 60年間にわたり形成さ

れてきたと論じます｡ 制度会計論アプローチに基づき, わが国の会計制度

の本質は経済的基盤に規定されるだけでなく, 社会経済的環境に奉仕する

という相互作用の仕組みがあることを分析された論文は高く評価されてい

ます｡

大学人の基本的職能は, 教育と研究活動に専念することにあります｡ 嶋

先生は, 1987年 4月から 1991年 3月まで経理研究所所長として, 会計研

究と教育の充実にも貢献されました｡ 所長に就任されてから, 研究所の研

究会はこれまで以上に盛り上がり, 活発な議論が一層華やかになったこと

が思い出されます｡ こうした環境は嶋先生のリーダーシップから生まれた

ものです｡ 続いて, 1991年 4月から 1995年 3月まで商学部長を 4年間歴

任されたのです｡ これはまさに激職ですから, 研究活動を停止するという

犠牲を払っての活動であり, 学部の新しいカリキュラム改革を推進し, 自

由かつ闊達な意見が飛びかう教授会を運営し, 今に続く商学部の民主的な

教授会の基を作り上げられました｡ 風通しがよりよくなり, 多くの意見が
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教育に反映されたと考えます｡ この改革の道を閉ざすことなく継続する努

力を払うことは私たちの責務といえます｡ さらに, 1995年 4月から 1997

年 3月まで大学図書館長に選出されました｡

先生のご努力は, 拓殖大学の会計教育と研究レベルを高めるだけではな

く, 大学全体の発展に多大に寄与してこられたと確信します｡ 自らを厳し

く律する精神力と行動力は, 先生がまさに信念の人であるからと思います｡

そのエネルギーの源はどこにあるのでしょうか｡ 温かなご家族の支えと,

山紫水明な悠久の自然に育まれたからでしょうか｡ 研究と教育に粉骨砕身

された先生, 長い間, お疲れさまでした｡ 退職されることはまことに寂し

い限りですが, 時には, 先生のお好きな ｢おゆき｣, ｢武田節｣ の美声を是

非お聴かせください｡ 大変お世話になりました｡ ありがとうございました｡

平成 23年 1月 15日
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�退職のご挨拶〉

初めて拓殖大学の教壇に立ったのは, 1965年 (昭和 40年) 10月経理研

究所の公開講座の講師としてでしたが, 拓殖大学に専任として採用されて

教壇に立ったのは翌年 1966年 4月でした｡ 身分は, 助手兼講師でした｡

以来今日まで, 45年を数えることになります｡ この間, 大学並びに同僚

の教職員の皆様方に大変お世話になり, 心から感謝申し上げる次第です｡

40数年と言えば長いようですが, 夢中で走り抜けたように感じています｡

私のような者が母校の専任教員に採用されたのは, ほとんど僥倖と言う

べきだろうと思っています｡ 昭和 40年代初頭はベビーブーム期の子供た

ちが大学受験期を迎える時期に当たり, 日本の大学はどこでも受験生が急

増し始めていました｡ 本学も例外ではなく, 学生の受け入れ増に備えて教

員スタッフの充実が必要であったわけで, そんな時期に助手兼講師として

採用されたわけです｡ 簿記教育を重視し少人数のクラス分けをしていたの

で, 朝から夕方まで幾つものクラスで簿記の講義をし, 夜間は経理研究所

の公開講座の講義をするというような状態で過ごしていましたが, 若かっ

たから出来たのだろうと思います｡

当時, 日本の会計学 (財務会計) は, 近代会計理論華やかなりし頃で会
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計原則論を中心に展開されていました｡ 大学での会計学の講義も, ｢企業

会計原則｣ の内容に沿って展開されていたように思います｡ したがって,

私の研究内容もその頃はアメリカの AAAや AICPAの会計原則書並びに

その理論的基礎であった ｢費用動態論｣ を対象としていました｡ その後す

ぐに ｢会計情報論｣ が俄に議論されるようになりました｡ それは, AAA

から 1966年に公表され, 大きなパラダイムの転換ともいうべき理論となっ

た ASOBATの理論の影響が大であったと思います｡ それに刺激されて,

私の興味も会計コミニュケイション論・ディスクロージャーへと移ってい

きました｡ ｢会計は情報システムである｣ という捉え方にはとまどいもあ

りましたし, かなりの違和感もありましたが主流の会計理論をひとまず追

いかけようとしていたように思います｡

ASOBATの理論は, 費用動態論を中心とする近代会計理論から意思決

定論を中心とする現代会計理論へと進展する切っ掛けであったのです｡ し

かし, 会計実務はそう簡単にドラスティックな転換をすることは出来ず,

現実の会計の実態は依然として損益計算を中心としていて, 評価について

も取得原価主義評価のまま続けられていました｡ そういった理論と実務と

の乖離を感じながら私の興味は, 会計とは一体何かという問題で, いわば

会計の本質論に向き合うようになっていきました｡ その疑問に対する一つ

の解として, ｢現実に行われている会計｣ そのものを究明しなければ, そ

の本質には辿り着かないのではないかということでした｡ ｢在るべき会計｣

から ｢在る会計｣ を対象としてその本質に迫ろうとすることが, 辿り着い

た私の研究姿勢であったといえるでしょう｡

会計研究においては, 会計の (利益) 計算構造の諸概念を分析しそれら

の整合性やその学説史的背景を理論分析的に追究する研究方法が伝統的に

採用されてきていて, それが主流であったように思います｡ そこでは ｢在

るべき会計｣ を理論的に構築することを主な目標とするものとなるのです｡

それに対して制度派理論とりわけ比較制度分析を会計に援用する研究方法
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や, 現実の会計制度の実態分析を通して会計の制度性を立証し, それが土

台としての経済基盤とどのように相互関連するかを解明しようとする研究

方法などの制度論的なアプローチ (会計制度論) が一方では採用されてき

ていました｡ そこでは先ず ｢在る会計｣ (現実の会計) が社会的制度の中

でどのように機能しているかを究明し, それが制度維持・制度発展のため

の役割を担っていくという宿命を負うという現実を解明しようとするもの

ですが, それは少数派であったと思います｡ しかし, 私の辿り着いた方法

は, 後者の方法こそが会計とは何かの本質に迫る方法として妥当ではない

かということでした｡

現実の具体的存在としての会計は, いうまでもなく社会的存在であり,

したがって政治, 経済, 法律などの社会の諸々の仕組みとの関連において

成り立っているわけで, その意味で会計は社会的制度であります｡ そのよ

うな社会的制度は, 社会経済構造としての下部構造である経済的基盤 (土

台) の上に形成される上部構造をなすものです｡ そこで, 会計制度の形成

とその発展を, 時代の流れを築く経済的基盤との関連に基づいて分析し,

上部構造としての会計制度の制度的本質を解明しようと探究し続けて参り

ました｡ しかし, 道半ばにして余す時間がなくなりました｡ “日ぐれて道

遠し” の心境です｡

これまでの本学での 45年間を振りかえりますと, いろいろな出来事が

思いおこされますが, 嘗てのことは茫々たる往時で, 正確な記憶は薄れて

いるように思います｡ しかし, 最も強く印象に残っているのは, 1970年

(昭和 45年) 5月に発生した空手愛好会のしごきによる死亡事件, いわゆ

る ｢安生事件｣ でした｡ そしてそれをきっかけに起こった学園紛争です｡

学生たちはこの事件の原因を究明し, 大学の暴力体質の改革のために大学

側に対し全学対話集会の開催を求め校庭でデモを繰り返しました｡ それに

対し大学側はロックアウトして学園を封鎖しました｡ 混乱は約 1ヶ月半程

続きそのまま夏休みに入り, 秋口になって多少の混乱は続きますがようや
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くなんとか授業の再開ができたという出来事でした｡ この事件の発生を知っ

た時は大きな衝撃を受け, 学園から暴力を根絶しない限り本学の発展はな

いと純粋に思い, 若さもあって暴力排除・学園改革のための意見を積極的

に発言し, 恩師から諫められたりもしました｡ しかし残念ながら徹底した

改革が実行されなかったからかその後 8年毎に, 応援団, 空手部と同様の

死亡事件が 2回も繰り返されました｡ ｢安生事件｣ を直接経験した人は今

では数少ないと思いますが, この事は今でも決して忘れてはならないし,

風化させてはならないことだと思っています｡

さて, 最後になりましたが, 45年の長きに亘って勤めることが出来た

のは, 温かい事務の方々と接し, さらによき同僚に恵まれて楽しく仕事が

出来たからであると思います｡ 特に, 商学部の雰囲気はとても良い雰囲気

で, こういった雰囲気は長く続いてほしいと願っています｡ 長い間お世話

になった事務職員の方々, 同僚の先生方に心から感謝申し上げます｡ あり

がとうございました｡ 皆様のご健勝と大学の限りない発展を祈念して止み

ません｡

略 歴

1965年 3月 拓殖大学大学院商学研究科修了 商学修士

1966年 4月 拓殖大学商学部専任講師

1970年 4月 同 助教授

1978年 1月 アメリカ, イリノイ大学にて在外研究 (～1979年 3月)

1981年 4月 拓殖大学商学部教授

1983年 4月 武蔵大学経済学部非常勤講師 (～1991年 3月)

1983年 7月 自治大学校非常勤講師 (～2009年 3月)

1987年 4月 拓殖大学経理研究所長 (～1991年 3月)

1991年 4月 拓殖大学商学部長 (～1995年 3月)

1991年 6月 拓殖大学評議員 (～1995年 5月)
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1993年 4月 明治大学経営学部非常勤講師 (～2004年 3月)

1995年 4月 拓殖大学図書館長 (～1997年 3月)

2007年 2月 博士 (商学, 拓殖大学) の学位授与

研究業績

[博士学位論文]

｢戦後日本の会計制度形成と展開｣

[著 書]

『新財務諸表論演習』 (共著) 1975年 全経出版会

『(公認会計士試験必携) 財務諸表論』 (単著) 1978年 法学書院

『最新財務諸表論計算演習』 (単著) 1978年 全経出版会

『例解 簿記論』 (単著) 1983年 税務経理協会

『新会計法規の解説と演習』 (共著) 1983年 中央経済社

『商品売買取引の基礎と応用』 (共著) 1984年 税務経理協会

『会計学講義』 (単著) 1985年 同文舘出版

『公認会計士二次試験標準問題』 (共著) 1986年 税務経理協会

『財務諸表論の基礎と応用』 (共著) 1986年 税務経理協会

『グローバル化時代の企業経営』 (編著) 1991年 同文舘出版

『会計学講義 (改訂版)』 (単著) 1997年 同文舘出版

『企業と環境』 (編著) 1999年 税務経理協会

『企業会計の構造と変貌』 (共著) 2005年 ミネルヴァ書房

『戦後日本の会計制度形成と展開』 (単著) 2007年 同文舘出版

『基本財務会計論』 (共著) 2007年 同文舘出版

[学術論文]

｢会計における実現概念｣ 1966年 6月 『拓殖大学論集』 第 51号

｢『増価所得概念』 の検討｣ 1968年 2月 『拓殖大学論集』 第 59号

｢利益概念と資産評価基準｣ 1968年 11月 『経営経理研究』 創刊号
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｢コンピュータと会計学｣ 1969年 2月 『海外事情』 昭和 44年 2月号

｢会計目的観の変遷と利益概念｣ 1969年 6月 『経営経理研究』 第 2号

｢価値増加又は所得の予測概念としての利益｣ 1971年 2月 『拓殖大学論

集』 第 76号

｢新しい利益概念の発展方向｣ 1971年 10月 『経営経理研究』 第 6号

｢企業利益の測定について｣ 1972年 2月 『海外事情』 昭和 47年 2月号

｢会計情報理論についての若干の検討 (一, 二)｣ 1973年 2月, 10月

『経営経理研究』 第 9号, 11号

｢会計上の資本概念について｣ 1973年 6月 『海外事情』 昭和 48年 6月

号

｢『会計的認識』 の意味について｣ 1974年 5月 『会計人界』 第 5号

｢『企業の社会的責任』 とディスクロージャー｣ 1976年 2月 『経営経理

研究』 第 16号

｢ディスクロージャー拡大理論の検討 N. M. Bedford理論を中心に｣

1977年 10月 『経営経理研究』 第 16号

｢会計的ディスクロージャーの本質 (Ⅰ, Ⅱ, Ⅲ)｣ 1979年 12月, 1980

年 3月, 10月 『経営経理研究』 第 22, 23, 24号

｢国際会計へのアプローチ｣ 1981年 12月 『経営経理研究』 第 28号

｢会計情報とディスクロージャー コミュニケーションの観点から｣

1983年 11月 『経営経理研究』 第 31号

｢改正商法省令にみるディスクロージャー｣ 1983年 11月 『会計人界』

第 11号

｢会計ディスクロージャーの何が問題か｣ 1987年 5月 『旬刊・速報税理』

5月 11日号

｢証取法ディスクロージャー改正の意味 (その 1, その 2)｣ 1987年 11月,

1988年 9月 『経営経理研究』 第 39号, 第 41号

｢連結の範囲について 国際的動向に関連して｣ 1989年 9月 『経営経
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理研究』 第 45号

｢連結の範囲基準見直しの必要性｣ 1991年 3月 『旬刊・速報税理』 3月 1

日号

｢公表会計上の利益概念｣ 1991年 3月 『経営経理研究』 第 47号

｢日本型企業社会と会計 会計の国際化との関連で｣ 1995年 『会計理

論学会年報』 第 8号

｢戦後復興経済と会計 戦後日本の会計制度形成過程 (その 1)｣ 1998

年 12月 『経営経理研究』 第 61号

｢戦後経済の安定化と会計の制度化 戦後日本の会計制度形成過程 (そ

の 2)｣ 2000年 3月 『経営経理研究』 第 64号

｢自由経済への復帰と企業会計制度整備 戦後日本の会計制度形成過程

(その 3)｣ 2001年 3月 『経営経理研究』 第 67号

｢金融危機と会計政策 98年金融機関救済措置を巡って｣ 2002年 6月

『危機管理学会年報』 第 10号

｢市場原理主義と我が国制度会計 改正商法の資本制度に関連して｣

2003年 2月 『経営経理研究』 第 70号

｢合理化投資促進の制度・政策と企業会計制度 戦後日本の会計制度形

成過程 (その 4)｣ 2004年 3月 『経営経理研究』 第 72号

｢高度成長過程での日本的会計制度の形成 戦後日本の会計制度形成過

程 (その 5)｣ 2005年 3月 『拓殖大学論集 (259) 政治・経済・法律

研究』 第 7巻第 1・2合併号

｢連結計算書類導入に見る商法会計規制｣ 2005年 3月 『経営経理研究』

第 74号

｢わが国制度会計における会計責任観｣ 2006年 8月 『会計理論学会年報』

第 20号

[辞 典]

『体系会計学習辞典』 (嶌村剛雄編, 51項目執筆) 1978年 税務経理協会
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『世界大百科辞典』 (会計学関係項目 12項目執筆) 1984年 平凡社

『現代英和会計用語辞典』 (小川洌・鎌田信夫編, Ⅰ及び G 項目執筆)

1991年 同文舘出版

『新・経営行動科学辞典』 (高宮晋監修, 小林末男責任編集, 会計関連 35

項目執筆) 1997年 創成社

『現代商業・流通辞典』 (宇野政雄・金子泰雄・西村林編, 会計関連項目執

筆) 1992年 中央経済社

『会計学中辞典』 ( 6項目執筆) 2005年 青木書店

[その他]

税務実務演習 ｢簿記論｣ 1981年 8月 『税経通信』 8月号～1984年 7月

号まで隔月連載

｢利益処分の処理｣ (『最新 簿記会計の基礎』) 1982年 11月 『税経セミ

ナー』 11月臨時増刊号

｢簿記論合格問題の解き方｣ 1983年 3月 『別冊税経セミナー』 通巻 16

号

｢商法計算書類規則逐条解説｣ 1983年 12月 『税経セミナー』 12月臨時

号

｢簿記論 基礎と演習｣ 1984年 3月 『別冊税経セミナー』 通巻 22号

税務実務演習 ｢財務諸表論｣ 1984年 9月 『税経通信』 9月号～1987年 6

月号まで隔月連載

｢完全マスター簿記｣ 1984年 12月 『税経セミナー』 12月臨時増刊号

｢簿記論合格問題攻略法｣ 1985年 5月 『別冊税経セミナー』 通巻第 33

号

｢税理士試験の疑問点・難解点の学習手引き｣ 1985年 5月 『税経セミナー』

5月臨時増刊号

｢損益計算書に関する処理・表示・作表のすべて｣ 1986年 12月 『税経

セミナー』 12月号
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｢財務諸表論のすべて 基礎から完成まで｣ 1990年 1月 『税経セミナー』

1月臨時増刊号

｢当期業績主義と包括主義 (財務諸表論理論演習)｣ 1991年 11月 『税経

セミナー』 11月臨時増刊号

学会発表・講演

｢日本型企業社会と会計 会計の国際化との関連で ｣ 1993年 7月

会計理論学会, 第 8回大会 (於, 北海道大学), 統一論題報告

｢金融危機と会計政策 98年金融機関救済措置を巡って ｣ 2001年 6

月 危機管理学会, 第 10回大会 (於, 国士舘大学), 統一論題報告

｢会計の立場から見た商法改正｣ 2002年 12月 地域振興整備公団, セミ

ナー講演

｢わが国制度会計における会計責任観｣ 2006年 8月 会計理論学会, 第

20回大会 (於, 明治大学), 統一論題報告

学会活動

1967年 日本会計研究学会会員

1978年 American Accounting Association (AAA) 会員

1984年 国際会計研究学会会員

1986年 会計理論学会会員

1987年 日本簿記学会会員

1988年 日本監査研究学会会員

1994年 アジア経営学会会員

1994年 アジア経営学会監事 (～1999年)

2006年 会計理論学会理事 (～2010年)
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ソーシャル・エンタープライズの意義と

特徴にみる CSR経営の課題

潜 道 文 子

Ⅰ 問題意識と研究の目的

1. 問題意識

2009年 5月～7月に, �日本経済団体連合会が企業会員 1,297社に対し

て行った CSR (企業の社会的責任) に関するアンケート調査結果1) は,

CSRの方針や戦略を推進する上で, 企業が様々な課題を抱えていること

を示している｡ それらの課題は, ｢方針・戦略の明確化｣, ｢CSR推進体制

の整備｣, ｢サプライチェーン・マネジメント｣, ｢従業員の教育・研修,

CSRに関する情報開示｣, ｢ステークホルダーとの対話や協働｣, ｢マーケ

ティングとの連動 (関連する製品・サービスの開発等)｣ 等の分野にまと

められているが, そのなかで, ｢方針・戦略の明確化｣ では, 次のような

具体的課題が示されている｡

・事業特性に応じ, 関連各社が CSRをどのように事業に採り入れ,

具体化していくか

・本業とのかかわりで正しく順位付けすること｡ さらに業績向上につ

ながる明確な方針や戦略を策定すること2)

これらの課題からは, 企業が CSRを事業の中に位置づけ, そのことに
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よって業績の向上を目指そうとする姿勢がみられるが, 同時に, そのため

の方針や戦略を策定することの難しさが示されている｡

CSRは, 企業にとってコストでも制約でもなく, また, 慈善行為でも

なく, ビジネスチャンスやイノベーション, そして競争優位の構築, ひい

ては持続的成長へつながる有意義な事業活動であり, また, ｢企業の成功｣

と ｢公共の福祉｣ をゼロサムで考えないという視点をもってのぞめば,

CSRは社会を大きく進歩させることが可能であるという考え方がある3)｡

企業はこのような考え方に基づき, CSR経営に取り組んできている｡ 実

際, 上記の調査においては, 2005年度の調査との比較を行っているが,

｢方針・戦略の明確化｣ については, ｢CSR推進体制の整備｣, ｢従業員の

教育・研修｣ ならびに ｢CSRに関する情報開示｣ と共に, ｢かなり進んだ｣,

｢ある程度進んだ｣ と回答した企業の比率の合計が 7割を超えており, こ

れらの分野においては, 2005年以降, 企業が特に力を入れて取り組んで

いることが示されている4)｡ しかし, 戦略的に CSR をとらえ, 事業と

CSRを一体化することには, 依然として課題が存在していると考えられ

る｡

2. 本研究の目的

社会的課題の解決をミッションとしてユニークなビジネスモデルを構築・

展開する事業体であるソーシャル・エンタープライズ (社会的企業) が注

目されている｡ 障害者雇用, 地域の環境問題, ホームレス支援, 途上国支

援などさまざまな社会的課題にビジネス手法を用いて取り組む企業や

NPOである5)｡ このソーシャル・エンタープライズの特徴の第 1は, 社会

的課題に取り組むことを事業活動のミッションとするという面での ｢社会

性｣ である｡ 第 2は, ｢事業性｣ である｡ これは, 社会的ミッションをビ

ジネスモデルに落とし込み, 継続的に事業を進めていくことを意味してい

る｡ 第 3は, ソーシャル・エンタープライズは, 基本的に収益事業のスタ
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イルにのらない領域への対応を行うことから, 社会性と事業性を結びつけ

ることが必要であるが, そのために, 新たなビジネスモデルを創出し, 新

たなものを生産したり, 既存のものを新しい方法で生産したりする ｢革新

性 (イノベーション)｣ が必要とされている6)｡

以上のようなソーシャル・エンタープライズの, 社会性と事業性を包含

し, 社会的成果の追求と経済的成果の追求が一体化しているという特徴に

注目し, 成功しているソーシャル・エンタープライズの成功要因を考察す

ることによって, CSR経営における, 事業と CSRを一体化するという課

題の解決へのヒントを導き出したい｡

本稿では, 公共の利益の増大を目的としているソーシャル・エンタープ

ライズの ｢社会性｣ を倫理的視点から分析することによって, ソーシャル・

エンタープライズの社会性の本質について考察する｡ また, 英国のシンク

タンクのデモス (DEMOS) のフェロー, チャールズ・リードビーター

(Leadbeater, Charles) はソーシャル・エンタープライズを率いるリー

ダーとしての社会起業家に着目し調査を行っているが, その報告書には,

社会起業家の特徴が抽出されている｡ そのなかに, ｢物語 (storytelling)｣

の語り手としての能力があげられている7)｡ 物語には出来事に意味を与え

る力があり, 社会的な団結のための手段としての意義がある｡ さらに, 物

語が組織における社会関係資本 (ソーシャル・キャピタル：social capi-

tal) 構築にとって重要な意味を持つという主張がある8)｡ ソーシャル・エ

ンタープライズの成功のためには, ステイクホルダーも含めた関係者全体

の理念の共有化が大きな影響を与える｡ その意味でも, 前述の倫理に支え

られた物語の存在はソーシャル・エンタープライズの事業の成功にとって

大きな役割を果たしていると考える｡ そこで, 組織における物語をとりあ

げ, その種類や有する力について論じる｡ さらに, 上述のソーシャル・エ

ンタープライズの特徴のうちイノベーションをとりあげ, ソーシャル・エ

ンタープライズが創造しているイノベーションの特徴について考察する｡
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また, 本稿では, 成功しているソーシャル・エンタープライズの事例と

して, 世界初のネット版マイクロファイナンス (貧困者向けの ｢小口 (マ

イクロ) 金融サービス｣) 機関として有名な米国サンフランシスコの Kiva

(キヴァ／キーヴァ)9) をとりあげ, 上述の 3点からの考察を行う｡

Ⅱ ソーシャル・エンタープライズの事例 Kiva

Kivaは, 207ヶ国 (2011年 2月現在) もの発展途上国の国々において,

貧困状態から抜け出すために自分で事業を始めたいと考え事業計画をもつ

起業家に対し, 各起業家の状況や計画に共感する個人による融資をインター

ネットを通じて仲介する事業を行っている10)｡

設立は, 2005年 10月｡ 創設者は, マット・フラネリー (Flannery,

Matt), ジェシカ・ジャックリー (Jackley, Jessica) 夫妻である｡ 彼ら

は, 当初, ウガンダの 7人の貧困状態にある人々を助ける活動を行ってい

た｡ その後, そのことがきっかけとなり, 現在の事業を NPOとして行っ

ている｡ ミッションは, ｢貧困緩和を目的に, 融資を通して人々をつなぐ

こと｣ である｡

Kivaを通じての融資に興味のある人は, インターネットを用い, 一口

25ドルからの融資に手軽に参加することができる｡ この手軽さが功を奏

し, 貸し手の数を急速に増加させることができた｡ インターネット上で,

融資を希望している起業家の写真および人物や資金が必要な理由について

の説明を確認することができる｡ 融資目標額と目標額までの残額も示され

ている｡ 一回きりで相手の顔も見えない ｢寄付｣ ではなく, 顔の見える

｢投資｣ により持続的に小規模事業主たちを支え, 自分の出した資金がど

のように使われ, その起業家の事業がどのように発展あるいは衰退してい

るか, そして, 起業家やその家族の生活をどのように支援しているかを把

握できることが大きな特徴となっている｡
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2010年 10月 4日現在までに, 485,018人の貸し手が 425,656人に総額

163,824,200ドルを貸付けている｡ 返済率は約 98.91％である｡ 貸し手一人

当たりの融資総額平均 (再融資含む) は 214.32ドルであり, 貸し手一人

当たりの融資件数は 6.32件となっている｡ 貸し手が行う融資が 1度で終

わらず, 継続的なものなるケースが少なくないことがわかる｡

Kivaの主な収益源は, 貸し手からの寄付である｡ Kivaは融資総額の

10％の金額を寄付してくれることを貸し手にお願いしている｡ 平均して 8

割の人々が応じてくれるという｡ さらに, 貸し手の貸付金を管理すること

で, 運用益や 5％ほどの利子を得ている11)｡ これらに助成金を加えた収益

が Kivaの三大収益源となっている12)｡ これらの収入源から収入を得, か

つ協力企業から貢献等によって事業コストを低減することに成功し,

Kivaは, 2007年の終わりまでに歴史上最も早い成長を遂げた非営利団体

の 1つとなった13)｡

Kivaのビジネスの仕組みは, 次の通りである14)｡

① 事業計画の評価

途上国でマイクロファイナンスを行っている世界中のフィールド・

パートナー (マイクロファイナンス機関：MFI) が融資を希望する人々

が作った事業計画を厳選し, Kiva のウェブに掲載する｡ 事業主が

Kivaのサイトで融資を募ることができるのは 1ヶ月間である｡ 融資

をしようと考えている人々がウェブに掲載されている様々な計画をみ

て, 融資したいと思った計画に貸付金を振り込む｡

② 貸 付

Kivaは世界中の MFIへ資金を提供し, ここからそれぞれの借り

手に貸し出す｡ 貸し手には利息は支払われない｡

③ 事業記録と返済

MFIは返済金を集め, ビジネス記録をつけて Kivaへ返済する｡

借り手は利子も支払うが, Kivaは利息を受け取らず, MFIの運営に
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使われる｡

④ 回収と再貸付

資金は Kivaより貸し手に返金され, 貸し手は, 別の起業家に融資,

Kivaへ寄付, 回収という選択肢の中から返済された資金のその後の

流れを決める｡

借り手は商店, 農業, 食品製造等のビジネスを行おうという人々で

あり, 必要な資金額は 100ドルから 1000ドルぐらいが多い｡

『社会起業家』 (2000年) の著者の町田洋次は, Kivaの仕組みおよび成

功要因について以下のように説明している15)｡

① 貸し手と借り手をインターネット上で結びつけるインターネット

ソフト開発

② 貸し手を増やすマーケティング

③ 世界中に散らばっている確かな借り手探し

①および②については, 米国シリコンバレーの IT企業が協力し, ③は,

発展途上国のMFIがパートナーとなって活動を行っている｡

このように, 発展途上国の起業家, 発展途上国のMFI, 米国シリコンバ

レー等における IT企業, ボランティア従業員 (技術者), 世界中の貸し

手が Kivaを介して結びつき, コミュニティを形成している｡

また, 現在, 49の企業が Kivaへの協力企業となっている16)｡ 例えば,

以下のような企業がそれぞれ企業の強みを生かした貢献を行っている｡

■ Paypal：インターネットを利用した決済サービスを提供する企業｡

世界最大のオンライン個人売買コミュニティー・ビジネスを行ってい

る eBayの子会社｡ オフィシャルパートナーとして, IT技術 (借り

手への送金システムと資金決済のセキュリティシステムを無料提供)

と人材を提供

■YouTube：1億 2,000万回のバナー広告スペースを無料で提供し, 貸

し手の増加に貢献
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■Google：寄付, および看板商品であるアドワーズ広告の無料スペー

スの提供によって貸し手の増加に貢献

■Yahoo：キーワード広告の無料提供によって貸し手の増加への貢献,

ボランティア従業員の提供

■Microsoft：マイクロソフトの研究機関が途上国のフィールド・パー

トナーのコンピュタシステムを開発

■Myspace：2006年, Kivaはマイスペースのインパクト賞にノミネー

トされ, 貸し手増加活動を共に実践

■ Starbucks：Kivaはスターバックスのコミュニティ・パートナーと

して, サンフランシスコ地区の店舗でイベントを行い, 貸し手の増加

を実現

町田は, これらの企業が Kivaへ協力する理由として, 企業にとって,

この協力活動がそれほど大きな負担とならず, 無理なく行うことができる

こと, また, IT企業で働く人々の感性と Kivaの事業との相性のよさが

事業への協力を実現させていると指摘している｡

また, 共同創業者兼 CEO (最高経営責任者) であるマット・フラネリー

は, それらの企業が, もともと事業を通じて世の中に好影響を及ぼしたい

と考えており, Kivaの活動が彼らのニーズと一致したことを指摘してい

る｡ さらに, Kivaは, それら企業と同じインターネットというツールを

活用してビジネスを展開していること, そして, ビジョンや手段がそれら

の企業と似ていることもあげている｡

Ⅲ ソーシャル・エンタープライズの意義と特徴

1. ソーシャル・エンタープライズと経営倫理

� ケアの倫理と関係構築

カント (Kant, Immanuel) をはじめとする伝統的な倫理学に対し, 現
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代倫理学といわれる倫理学の理論があるが, そのひとつに, ｢フェミニス

ト倫理｣ (feminist ethics)17) がある｡

一般的に, 倫理学では, ｢善｣ とは何か, ｢悪｣ とは何かという抽象的な

概念がテーマとなるが, フェミニスト倫理では, ケア (優しさ, 世話, 思

いやり) (caring) の概念を通じ道徳性と関わり, 他者への感情や責任感

に注目する｡ フェミニスト倫理の柱となっている概念がケアの精神 (倫理)

である｡

キャロル・ギリガン (Gilligan, Carol) は, 著書 『もうひとつの声』

において女性の道徳判断が従来の男性中心主義の発達理論の枠組みではは

かれない異なるファクターが基本となっており, 従来の道徳性発達モデル

とは異なる ｢もうひとつのモデル｣ が存在することを主張している｡

ケアの倫理の中心的な関心は, 人と人との間の愛情を強め, つながりを

大切にして互いの責任を認識することである｡ したがって, 他者の苦しみ

や悩みに対しても感情や共感をもって対応する｡ ケアの倫理に対して伝統

的な倫理学は ｢正義の倫理｣ とされ, ｢ケア対正義｣ の論争が始まった｡

伝統的な倫理学では, 公平性を重視し, 個人を, 同じ権利を与えられた

独立した理性的存在と考えるが, この見方では, 個人は抽象的に捉えられ

ている｡ ケアの倫理は, このような伝統的倫理学の見方を, 他者の独自の

人生, 特定の愛情, 愛着, 抱負などが見えなくなり, 他者の心配やニーズ

が理解できなくなると批判している｡ つまり, このような批判的な見解は,

伝統的倫理学を支える ｢権利に基づく道徳モデル｣ への批判につながって

いる｡ さらに, 互いの権利の尊重, 個人の自立を重んじることが他者と距

離を置く態度につながり, そのことが他者への無関心, 孤立の結果をもた

らすことになる｡ ケアの倫理における相互依存関係や他者との積極的な関

わりを重視する人間関係とは対照的である, としている18)｡

このようなことから, フェミニスト倫理やケアの倫理の視点からビジネ

スを考察すると, 組織や事業のステイクホルダー (利害関係者) への配慮
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が充分なされているかどうかという点にその重点が置かれることになる｡

社会的課題を扱うソーシャル・エンタープライズは, その課題の解決のた

めにコミュニティや社会におけるステイクホルダーたちとの対話を実践し,

その対話を通じてステイクホルダーとの関係構築を行っている19)｡

C. リードビーターは, ｢成功している社会起業家は関係構築が得意であ

る｣ と指摘している｡ それは, ｢通常, ソーシャル・エンタープライズが

経営資源面での脆弱さを補うために, 広いネットワークや外部からの支援

を必要としており, その支援を得られるかどうかが起業家の成否に大きな

影響を与えているからである｣ と述べている20)｡

また, ソーシャル・エンタープライズの活動の根底には, 社会的弱者や

自然環境等の現状のなかに社会課題を見出し, 自らの力でその問題を解決

しようとする責任感が存在する｡ 社会的起業家が率いるソーシャル・エン

タープライズは, その問題の解決のために, コミュニティの様々な組織や

人々 (ステイクホルダー) へ彼らの想いを伝え, ステイクホルダーたちの

ケアの倫理を醸造し, その結果, 知識・知恵, 資金, 施設・設備, 労働力

等の資源を獲得することができる｡ つまり, ソーシャル・エンタープライ

ズのもつ特徴は, ケアの倫理やフェミニスト倫理の視点からみると倫理的

な意義を包含しているといえる｡

では, 以下で, この倫理の側面から Kivaの活動を検討する｡

Kivaの信念は, ｢人々は生まれつき寛大であり, 明白かつ理にかなう

方法があればいつでも人を助けたいと思っている｣ というものであるが,

このことは, まさに, 前述のような, 創設者のフラネリー, ジャクリー夫

妻がウガンダの人々のために行った活動を支えるケアの精神を示している｡

この他者への配慮, 思いやりというケアの倫理の実践が, 協力企業や共に

働く人々, そしてローンの貸し手の ｢共感の連鎖｣ を生み出し, Kivaを

介して様々なステイクホルダーを結びつける関係を構築していった｡ この

倫理的態度が, 倫理的組織文化を創造し, それに共感する優秀で情熱のあ
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る人材と多くのローンの貸し手, そして途上国の現地MFIを集め, それ

らステイクホルダーの存在が Kivaの成功の源となっている｡

さらに, Kivaには, ｢人々の架け橋になることで, お金のやりとりを

超えた関係を創造することができ, お互いを支援したり励ましたりしてグ

ローバル・コミュニティを構築できる｣ という信念もあるが, 共同創業者

のジェシカ・ジャクリーは, ローンを通じて人間同士がつながる仕組みを

提供することの重要性を強調している｡ したがって, 例えば, 同じ金額が

集まるなら少数の大口の貸し手よりも多数の小口の貸し手を集めることを

選択するという｡ その理由は, より多くの人々がお互いに関わりあうこと

が Kivaの理念に適合していると考えるからだという21)｡ また, Kivaで

は, 貸し手同士がサイト内で交流することができる仕組みが作られている｡

このように, Kivaは, 人々の対話を促進しながら人々の関係構築を目指

している｡

加えて, Kiva成功の大きな要因として, サンフランシスコに本拠地を

置く Kivaにとっては, 隣接する地域に多くの ITベンチャー企業が活動

するシリコンバレーが存在するため, 多くの人的ネットワークを共有でき

たことがある｡ たとえば, Kivaの職員の中には過去に Googleや eBay,

Facebookなどで働いていた人々がおり, Kivaで仕事をするようになっ

た知り合いを訪問するかたちで, それらの企業から Kivaに遊びに来くる

人々がいる｡ つまり, 協力関係を築く前に, 従業員間でネットワークがあっ

たことが, 現在の企業間提携に繋がっている22)｡ ソーシャル・エンタープ

ライズの成功にとって, ステイクホルダーとの関係構築が非常に重要な役

割を果たすことを考えると, 組織文化やビジネスモデル, オフィスのロケー

ションなどの要因も重要な意思決定となることがわかる｡

� 徳倫理が支えるソーシャル・キャピタル

倫理体系のうち, ｢最大多数の最大幸福｣ をスローガンとし, ある行為
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が道徳的であるか否かは, いかなる結果を生じせしむるかに依存している

とする ｢功利主義｣, そして, 行為や判断の背後にある善意志 (善意) の

みがすべての倫理的行為の正当化の根拠であるとするカントの ｢義務論｣

などは, 行為や制度に焦点をあてている｡ それに対し, 行為者自身が善い

人であるとか悪い人であるとか, 彼らの性格的特性がどのようなものであ

るかということに注目し, 善き性格をもつ人, つまり, 徳を備えた人によ

る意思決定を重視する ｢徳倫理学｣ (virtue ethics) がある｡

この徳倫理学では, 人間の様々な実践上の機能や能力や性格の優秀さを

評価し, ｢卓越｣ の観念を徳を評価する基準とする23)｡ また, この倫理学

を特徴づける重要な論点は, 知性の役割である｡ 徳の概念は, プラトンと

アリストテレスに代表されるが, アリストテレスにおいては, 徳 (�����,

arete, アレテー) は倫理的徳 (卓越) と知性的徳 (卓越) の両方を含

む24)｡ これは, ソーシャル・エンタープライズの経営や CSR経営におい

て, 顧客との強い信頼関係を構築すること, 最高の技術力を目指すこと,

品質の高い製品やサービスの提供を目標とすること, 従業員 (職員) の福

祉を重視すること, 寄付者, ボランティアや協力企業などのステイクホル

ダーを大切にすること, といった ｢質の高い経営｣ につながる考え方であ

る｡

さらに, アリストテレスは, 徳は, 感情でも生得的能力でもなく, むし

ろ適切に訓練され, 内省を繰り返しながら評価し, 構築し, 身に着けてい

くものであり, その結果が個人の一部となるとしている25)｡ いわば, 徳は,

｢行為の習慣づけ (エトス)｣26) によって生じるのであり, ｢倫理的習慣形

成｣ といえるものである｡ この徳を持った人は, 何らかの行為を実践する

とき, 道徳的に相応しい欲求をもつ｡ これは, 単なる義務の規則に従うと

いうようなものとは異なる｡ したがって, 道徳的に相応しい欲求をもち何

らかの行為を実践する場合と, 義務に従う場合は, 結果的には, 同様に道

徳的に正しい行為を行うかもしれないが, 義務に従う場合は, 行為者が内
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省しつつ自らの卓越さを評価し, 構築していくという過程を経てはいない

ことから, 徳倫理学の立場からは不十分なものとなる｡ つまり, 欲求が正

しくなければ, 徳の必要条件が欠けていることになる27)｡

このように, 徳とは, 義務論的規則や常識道徳, 社会通念として横行し

ている価値基準や権謀についての処世術のような, 容易に得られるものに

自分を合わせることなく, 事柄の本質を探究し, 絶えず自らに問いかける

魂の知的活動であるといえる｡ そして ｢美徳｣ とは, この徳のもつ ｢卓越

性｣ に合致する場合に使用される用語であり, それに反するならば, ｢悪

徳｣ となる28)｡

さらに, 徳の有する卓越した能力や性格の優秀さは, 共同体全体の利益

への貢献欲求を創造する｡ しかも, 徳倫理が問題にするのは行為の評価で

はなく, 行為者の倫理的 ｢心の習慣｣ がその基盤にあるかどうかというこ

とである｡ そして, その倫理的習慣のある人が行為をしたとき, それは,

行為者個人の利益や善となるだけではなく, 共同体全体への利益や善とな

ることが可能となる｡ この善は, 共同体主義を徳の倫理学として展開しよ

うとする, A. マッキンタイア (MacIntyre, Alasdair) がいうところの,

実践に参加する共同体の全体にとっての善である ｢内的善｣29) である30)｡

貧困や地球環境の破壊問題ということが地球規模の深刻な社会問題となっ

ている今日, 組織が利益や影響力のような外的善31) を獲得し成長を続け

るためには, まずは社会の共通善を創り出し, 外的善とは異なり, 排除性

も競合性も持たないという内的善の特徴32) を活用し, 顧客や地域社会や

協力組織といったステイクホルダーからの支援や協力も獲得しながら信頼

関係を構築し, その後に, 外的善の創出を行っていくという姿勢が CSR

経営には求められよう｡

そのためにも, 経営者の美徳, ひいては, 従業員全体の美徳を創り出す

ための方策が必要である｡ 制度や義務を整備してそれを守らせようとして

も徳は作られないのであり, 組織には, 美徳のもつ自発的倫理性が必要で
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ある｡

また, そのような倫理性を有するソーシャル・エンタープライズの活動

により, 社会の効率性を高めることが可能となり, 社会の信頼関係, 規範,

ネットワークのような蓄積された社会的仕組みが構築される｡ これが組

織にとってのソーシャル・キャピタルとなり, このソーシャル・キャピタ

ルの構築, 活用がソーシャル・エンタープライズの持続可能な発展に貢献

するといえよう｡

R. D. パットナム (Putnam, R. D.) によれば, ソーシャル・キャピタ

ル理論において中核となるアイディアは, ｢社会的ネットワークが価値を

持つ｣ ということである｡ つまり, ｢社会的接触が個人と集団の生産性に

影響する｣ ということである33)｡ Kivaの例でいえば, 現地のMFIに悪徳

業者がおり, 大きな損害を受けたときに, ユーザーに対してその事実を公

表し, ユーザーが受け入れてくれたというエピソードがあるが, ソーシャ

ル・キャピタルが存在し, そこに信頼が生まれることによって, そのよう

な経営上の危機を乗り越えたり, 時間や作業を縮減したりすることが可能

となる｡

さらに, パットナムは, ソーシャル・キャピタルの特性を次のように指

摘している｡ 第 1に, 市民が集団問題をより容易にすることを可能にする｡

第 2に, コミュニティがスムーズに進むための潤滑油となる｡ 第 3に, 自

らの運命がたくさんのつながりを持っている, ということへの気づきを広

げることによって人々の取り分を増やすことができる｡ 第 4に, ソーシャ

ル・キャピタルを構成するネットワークは, 目標達成を促進するのに役立

つ情報の流れるパイプとしても働く｡ 第 5に, 心理学的, 生物学的プロセ

スを通じて, 個人の生活を改善する｡

このように, パットナムは, ソーシャル・キャピタルは個人とコミュニ

ティに多大な恩恵をもたらすとしている34)｡

さらに, マット・リドレー (Ridley, Matt) は, 『徳の起源』 において,
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人間は利他主義者を褒め称え善と考え, 利己主義者は悪と考えるという意

見が一般的だが, 実際の行動でみると, 利他主義的行動をとらない人のほ

うが多い｡ これは, 他人が利他主義であればあるほど, 自分たちは得をす

るが, 自分や近親者の場合にはその逆に自己利益を追求すればするほど,

自分たちの得になるからである｡ しかし, お返しをし合う互恵的な行動を

とるグループが存在する場合, そのグループの中では美徳を備えた人々が

力をあわせて互いの利益を引き出すことができる｡ つまり, 信頼できる正

しいパートナーをひきつけることが重要である｡ また, 人間は, 公益を高

めようとする本能と, 自己利益を高め, 反社会的行動に走ろうとする本能

を合わせもつが, 互恵的な関係を有する相互依存型の集団に属すことによっ

て, 人間は自己利益を高めつつ公益を高めることができる35)｡ その意味で,

Kivaが人々のつながりの構築を促進することを最重要の目的とし, コミュ

ニティの創造を実践していることは, 組織を成長させ, かつ, 社会を進化

させることにつながるといえる｡

また, Kivaにおける資金の貸し手の人たちは, 融資をすることによっ

て利息を獲得できないため, 互恵関係を確立することは難しいということ

も考えられるが, 貸し手は, ｢他者のために役立っている｣ という満足感

や ｢社会において責任を果たしている｣ という誇りという利益を得ている

という意味で, 彼らは有形の利益を無形の利益に交換する ｢間接的互

恵｣36) 関係を Kivaと構築しているといえよう｡

2. 物語の力

� 物語の特徴

｢物語る｣ ということは, 知識や経験をもとにし, 新しい表現を作り出

す営みである37)｡ 言葉の上で想像世界を作り出すことである｡ また, 物語

を豊かなものにするには, 主人公の気持ちを思いやり, それに ｢共感する

能力｣38) が必要である39)｡ この想像の世界での遊戯, そして, 共感するこ

― 34―



とによって得られるコミュニティに属する心地よさ等が物語の力をより強

化することとなる｡

また, 前述のソーシャル・キャピタルに関連するが, D. コーエン, R.

プルサック (Cohen, D., Prusak, L.) は, 物語には, ソーシャル・キャピ

タルを蓄積し, それを支援する特別な力があると述べている｡ つまり, 物

語で語られる出来事についての知識を共有することによって人々が一体感

を抱くようになる｡ また, 物語を語り, それを聞くという行為は, それ自

体が社交的な出来事である｡ 物語を共有することで人々は結びつき, 社会

集団の仲間として規定することに役立つのである40)｡ 物語には説得力があ

り, 知識や文脈, 感情を示す力がある｡ その力はソーシャル・キャピタル

形成に大きな影響を与え, 信頼の構築につながる｡

近年, 企業活動における物語の役割についても議論されるようになった

が, 一般の物語と広告などの企業活動における物語には共通点と相違点が

ある41)｡ 共通点は, ｢生⇔悪｣ のような ｢対立関係｣, および ｢何か足りな

い｣, ｢何か不満がある｣ といった不均衡から均衡への上昇型, それに対す

る下降型, さらには, 循環型, 複合型等の ｢螺旋｣ が存在することである｡

相違点については, 広告などの場合, 第 1に, 商品を購入してもらうた

めの ｢説得｣ が常に存在する｡ この点については, 一般的な企業活動の物

語と異なり, ソーシャル・エンタープライズの場合, 寄付などで貢献する

人々, 事業活動に対して参加者として参加する人々, ボランティア, 協力

企業としての貢献等に共通していえることは, 社会問題解決のために貢献

できるという満足が貢献者にとってのインセンティブになっていることで

あり, 人々の共感を創造する形でその社会問題を伝えることが説得になっ

ていると考えられる｡

第 2は, ｢経済的価値と芸術的価値｣ のような無関係なものを媒介する

役割が必要とされていることである｡ Kivaの例でいえば, 融資の提供と

いう経済的価値と貧困問題の緩和という社会的価値を媒介する役割を果た
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しているのは, 寄付ではなく融資であり提供したお金は戻るというルール

が存在すること, 貸付金の使われ方が明確であること, さらには, 融資し

た相手の状況の変化をみることができたり, 感謝の気持ちを受け取ること

ができたりすること, 貸し手としてプロジェクトに参加した人々にとって

のコミュニティが形成されており, 同じ価値観を有する人々のグループに

入り交流することができるというメリットがあることなどがあげられる｡

第 3は, 一般の物語に比べて, 広告等では, 凝縮したストーリーを展開

するテクニックが必要であるということである｡ しかし, ソーシャル・エ

ンタープライズの物語は, 活動の結果, 対象の社会問題がどのように変化

していくかという物語の展開をライブでみることができるため, 必ずしも

短く凝縮したストーリー構築テクニックが必要であるとはいえない｡ また,

ローンの貸し手がその物語の展開に自分自身もキャストとして関わってい

るという緊張感をもつことができ, この点も広告などで活用される物語と

は異なる点である｡

� 事業活動における物語の類型

物語の力は, キリスト教のような宗教の世界でもみられ, また, 企業や

NPOなどでもその事業展開の中で活用されている｡ 例えば, 企業活動に

関わる物語には, 以下のような類型があると考えられる｡

① 経営者の物語

経営者のカリスマ性を示す物語によって社員の士気を高めたり, 社

長を一般公募するような通常とは異なる方式をとったりすることで,

社会における驚きや注目を集めることが物語となるケース等｡

② 広告における物語

テレビ CMで物語を用いる場合｡ しかし, 広告する商品やサービ

スは物語の主役とはならず, 援助者としての役割を果たすことが多い｡

また, 映画という物語の中で商品を登場させ, 消費者へ特定のイメー
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ジを与えるケース等

③ 商品企画における物語

アニメ等, 既存の物語を活用する場合と, 消費者がオリジナルの物

語を創造する仕組みを創る場合がある｡ また, 複数の商品に統一ブラ

ンドを使用し, 全ての商品を集めることによって消費者が一つの世界

を構築できるという気持ちにさせる効果を狙うもの等｡ さらに, ある

キャラクター商品が新たなキャラクター商品を生み出し, 物語をさら

に豊かなものにしていくという戦略もある｡

④ 経営理念や ｢想い｣ における物語

社会的課題の解決に積極的に貢献する姿勢や倫理性への配慮に物語

性を持たせる戦略｡ この物語に共感した消費者は, 商品を購入するこ

とによってこの物語の登場人物の一員となる満足感を得ることができ

る｡

⑤ 企業文化と歴史における物語

独特な個性をもつ強い企業文化や老舗といわれる企業における歴史

は, ひとつの物語となりその組織の事業活動を支える要素となる｡

� Kivaにおける物語の力の活用

ソーシャル・エンタープライズや企業の CSR活動では, 特に, 前述の

④のタイプの物語が重要な役割を果たすと考えられる｡ Kivaの場合は,

｢貧困の緩和｣ という社会的課題への挑戦テーマが, ひとつの大きな物語

を人々に連想させ, また, 融資を希望する起業家たちの現実の物語が人々

の共感を生み出している｡ 他方, 貸し手については, 起業家へ融資するこ

とによって物語のキャストとなることができ, さらに, 数ある選択肢から

同じ起業家への融資に参加する人々とは想いを同じくする仲間意識が生ま

れ, ネット上でのコミュニティが形成される｡

加えて, Kivaの場合, 様々なメディアで, 創設者へのインタビューや
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Kivaを設立するに至る経緯などが取り上げられ, そのことによって,

Kivaとその活動が人々の心の中に物語として強く記憶されるようになっ

ている｡ また, Kivaの活動や組織文化の物語性がシリコンバレーで働く

優秀な人材をひきつけている｡ これらは, ①および⑤のタイプの物語とい

えよう｡

さらに, Kivaのサイトでは, 借り手である起業家たちのその後の状況

や中間報告がされている｡ その結果, 貸し手たちにとって物語の続きを確

認するために, しばしばサイトを訪問することになるが, その結果, 自分

が支援しているローンの借り手が時間とともにどのような成長や変化を生

み出しているのかをみてとることができ, 借り手に対して身近な隣人のよ

うな親しみと現実性を感じることができるようになる｡ このような特徴は,

自分の提供した資金がどのように活用されるのか不明な組織への寄付活動

などとは根本的に異なる点である｡

また, 自分自身のことではなく, 公共性に関わる課題への貢献というよ

り大きな物語への参画は, 参加者たちにとって, ｢良いこと, 正しいこと

をしたい｣, ｢他人のために何かを行いたい｣, ｢社会を変えることに関わり

たい｣, ｢｢ありがとう！｣ といわれることをしたい｣ というような欲求を

満足させるという利益を得ることにつながる｡

Kivaの共同創業者であるジャクリーは, Kivaを創業する前に, グラ

ミン銀行の創設者であるムハマド・ユヌス (Yunus, Muhammad) 氏が

マイクロファイナンスについて話す講演会に参加した｡ そのとき, ジャク

リーは, ｢私の頭と心, 両方が反応した｣ という｡ 彼女は, マイクロファ

イナンスが貧困緩和活動に対して効果的でパワフルであるということを理

解し, かつ, ユヌス氏が貧しさについて話している様子が美しく, 礼儀正

しく, 荘厳だったため, ｢人々のストーリーを聞き, クライアントと一対

一で話したいと思った｣ という42)｡ このユヌス氏の講演の中にあった物語

が, ジャクリーに ｢刺激的かつ創造的ひらめき (インスピレーション：in-
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spiration)｣ を与え, 彼女を Kivaの創設へと駆り立てた｡ そして, その

ひらめきそのものが, 現在の Kivaの活動に現れている｡ 例えば, 寄付で

はなく, 融資という支援を行っていること, Kivaのサイトでは, 融資を

希望する借り手の写真が掲載され, その人自身が自らの物語を語るように,

自分自身のこと, 何をするために資金が必要なのかということが示されて

いる｡ つまり, Kivaの活動に共感し貸し手となったり, 労働力を提供し

たりしている人々は, このジャクリーの感じたインスピレーションをその

活動に感じとっているといえよう｡

さらに, Kivaの場合, 新しい貸し手の増加数, 返済状況, 融資金額等

が毎週の実績としてウェブサイトで報告され, また, 借り手の事業の状況

も報告があるため, 貸し手や協力企業, Kivaで働く人々は, 自分たちが

社会の状況をどれだけどのように変えているかを実感することができる｡

ソーシャル・エンタープライズは, 社会問題の解決に貢献することを目

指している｡ その意味で, この物語の力は, 活動にとってきわめて重要で

ある｡ さらに, その物語の中に, 人々の創造的思考を刺激し, 行動に駆り

立てるインスピレーションの要素を含んでいることがその組織の成功へ影

響を与えていることが推測される｡

3. イノベーションとしてのソーシャル・エンタープライズの活動

� イノベーションとは何か

イノベーションという言葉は, 経済学者の J. A. シュンペーター

(Schumpeter, Joseph Alois) がその著書 『経済発展の理論』 のなかで初

めて概念化した｡ シュンペーターは, 本書のなかで, 発展は生産要素の新

結合＝革新から生起するもので, その形態と内容は, 新結合の遂行と定義

され, この概念は次の 5つの場合を含んでいるとしている43)｡ ①新しい財

貨, ②新しい生産方法, ③新しい販路の開拓, ④原料あるいは半製品の新

しい供給源の獲得, ⑤新しい組織の実現｡
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シュンペーターは, この ｢新結合｣ という用語によって技術革新を軸と

する経済転換の諸相に動態的に道筋をつけているとされる｡ そして, シュ

ンペーターが想定していた革新＝イノベーションは, イギリスの産業革命

期における ｢鉄道｣ を機軸とする革新である｡ 彼はそれを ｢馬車を何台つ

なげても汽車にはならない｣ という比喩で表現した｡ つまり, 多数の貨車・

客車を連結し, イノベーションといえるほどのものにするには, 馬力を機

関車のエンジンに代える ｢新結合｣ が必要だということである44)｡ ただし,

シュンペーターの主張する技術革新は, 資源の完全利用が前提とされ, そ

の前提のもとで行われる技術革新とは現存する生産資源の組み替えを意味

する｡ したがって, 彼のいう新結合は技術開発や発明ではなく, 企業家に

よる既存技術の新しい組み合わせと解釈される45)｡ また, この新結合では

単に技術の結合ではなく, 新市場や新産業組織との結合が重視される46)｡

� ソーシャル・エンタープライスにおけるイノベーション

そのような意味においては, ソーシャル・エンタープライズにおける企

業家たちの行っているサービスの提供も, シュンペーターのいう新結合に

よるイノベーションといえるであろう｡ 例えば, Kivaにおいては, マイ

クロファイナンスという小口金融サービスのローン資金を, 金融機関のよ

うな機関から提供するのではなく, 個人の貸し手から事業資金を必要とす

る起業家へオンライン P2P (ピアツーピア) マイクロファイナンスによっ

て提供するという新しいサービス (新しい財貨) とその市場を革新的に創

造した｡ それまで, マイクロファイナンス事業はすでに存在しており, ま

た, 発展途上国への個人の寄付や様々な支援も NPO・NGOなどを介して

行われてきている｡ そのマイクロファイナンスの仕組みと個人からの融資

(原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得) を結合し, さらに, インター

ネット技術や現地の MFIのサービスをも結合させている｡ また, Kiva

の信念としてあげられている, ｢人々は生まれつき寛大であり, 明白かつ
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理にかなう方法があればいつでも人を助けたいと思っている｣, ｢ 貧しい

人々はモチベーションが高く, チャンスを与えられれば成果を上げられる｣

という貸し手と借り手の心理をも結合させたところにイノベーションの成

功の要因があるといえよう｡

販路についても, インターネットという技術を活用することによって,

世界中に低コストで販売できる方法を生み出している｡ また, 販売につい

ては, Kivaのパートナーとしての現地のMFIのサービスを活用してい

るが, このMFIがローン希望者の事業計画を審査し, 融資後は, 計画通

り返済できるよう支援し, さらに, 事業が失敗した場合は, 起業家のその

後の仕事の世話をする, というケアを行っている｡

加えて, NPOという組織形態, およびその魅力的な組織文化によって,

卓越した技術や資金を有する多くの協力企業の支援やボランティア, 寄付

等を獲得することが可能となり, そのことがイノベーションの実現に影響

を及ぼしているといえよう｡

� ソーシャル・イノベーションによる社会的課題の解決と社会的価値

の創造

大室は, ｢ソーシャル・イノベーション｣ をソーシャル・エンタープラ

イズによる社会的課題の解決を意図したシステムや製品・サービスを供給

もしくは提案することであるとしている｡ そして, シュンペーターのいう

イノベーションとの相違点を, 社会的課題の解決と社会的価値の創造であ

るとしている47)｡

Kivaの場合は, ｢貧困緩和を目的に, 融資を通して人々をつなぐこと｣

をミッションとし, 発展途上国で小規模事業を始めようとする企業家に対

しマイクロファイナンスのサービスを供給していることから, 社会的課題

の解決を目指す活動を行っているといえる｡

Kivaの創造する社会的価値については, 次の通りである｡
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① 貧困緩和

② 発展途上国のMFIへの継続的資金供給と利子による経費の支払

い48)

③ 融資を受けている起業家と貸し手, 貸し手同士等の人と人とのつ

ながりの形成およびコミュニティの構築

④ ｢他人の役に立ちたい｣ という気持ちをもっている人たちのニー

ズを満たす

⑤ Kivaの貸し手として活動に参加している人々同士のコミュニティ

の構築

⑥ 技術や資金面で Kivaの事業を支援している企業にとっては, 事

業を通じて世の中に好影響を及ぼしたいというニーズへの対応

このように, 事業に様々なステイクホルダーを巻き込み, 各ステイクホ

ルダーに社会的価値を創造している｡

ソーシャル・エンタープライズの場合, 経営資源不足という課題を解決

するため, 組織外部の人材や組織の協力を得ることが事業の達成のために

不可欠となるため, 様々なステイクホルダーにとっての価値の創造がなさ

れているということも考えられるが, 社会的価値の創造の仕組みを成功裏

に構築することが多くのステイクホルダーを事業に巻き込むことにつながっ

ているということもいえよう｡ 一般の企業の場合, ボランティアを得たり

他社の協力を無料で得られるような提携関係を結んだりすることは難しい

かもしれないが, 双方の利益のためにサービスを提供し合うような関係は

存在しえる｡ 本業の事業と社会における課題解決との接点をみつけ, 社会

的課題の解決と同時に自社の経済的利益の獲得を目指すことも可能であろ

う｡

� ドラッカーのイノベーションの定義

P. F. ドラッカー (Drucker, Peter F.) は, イノベーションを ｢消費者
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が資源から得られる価値や満足を変えること｣ と定義している49)｡ 従来の

寄付のような形での貧困問題解決への貢献から得られる満足は, ｢社会に

対する責任を果たすことができた｣ とか ｢他人のために何かしたいという

ニーズを満たすことができた｣ という種類のものであったであろう｡ しか

し, Kivaを通じて融資を行う人々は, ｢最低 25ドルという小額を融資す

ることによって, 目に見える起業家の成長を見守ることができる｣ とか

｢起業家や他の貸し手の人々との継続的なつながりを持つことができる｣

といった種類の精神的満足の価値をも得ることができる｡

Kivaは, 事業にイノベーションを導入し, 消費者 (精神的な満足とい

う価値を得るために資金を提供する (融資する) 人々) の得る価値や満足

を変えることに成功したのである｡ また, 融資される側 (利子分の料金を

払ってローンという金融商品を購入する消費者) の満足も寄付を得るので

はなく, やりたい事業を展開するための支援を受けることができ, かつ,

資金が集まって融資が決まるということは多くの個人の貸し手からの応援

を得るということであり, その意味で大きな喜びと連帯の心強さを感じる

ことができる｡

さらに, ドラッカーは, ｢人間が利用の方法を見つけ, 経済的な価値を

与えない限り, 何者も資源とはなりえない｣ と述べている50)｡ Kivaでは,

個人の貸し手が提供する 25ドルが他の貸し手の提供する資金と結合し,

起業家の必要とする金額になり, 起業家が事業を始めるのに必要な資金と

なる｡ さらに, 事業が成功すれば, 融資された金額がより大きな価値を生

み出すことになる｡ その資金の集め方や起業家の手元への届け方, 返済方

法などにおけるイノベーションがその貸し手の 25ドルに経済的価値を増

加させ, 資源を創造している｡
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Ⅳ 結論 CSR経営へのインプリケーション

ソーシャル・エンタープライズが活動の対象とする社会的課題における

便益の受け手は, 社会的弱者や自然環境など, サービスの対価を支払うこ

とが困難なケースが多い｡ そのようなケースで, 組織が利益を生み出すこ

とは至難の業である｡ したがって, 従来の価値観や手法を破壊し, 柔軟な

姿勢でビジネスモデルを構築し, これまでビジネスにおいて活用されてい

なかった人材や施設, 資金などに経済的価値を付与し, 経営資源として活

用していくことが必要である｡ つまり, イノベーションを行っていかなけ

ればならない｡

また, その際, 地域や社会の伝統的知恵や知識を再評価することが重要

である｡ つまり, 組織内ばかりでなく, 組織外の資源にも注目し, ステイ

クホルダーの協力を得られるよう, 信頼関係を構築することが不可欠とな

る｡ この信頼関係を構築するためには, ケアの倫理や徳倫理という倫理的

態度が企業の CSR経営にも重要であり, 短期的利益を求めるための表面

的倫理性では持続的な組織の成長は望むことができないであろう｡

さらに, 徳倫理に支えられたソーシャル・キャピタルの構築は社会の進

化を促進し, 企業にとっても, 信頼関係に支えられた, 効率的で複雑性が

縮減されたビジネスのしやすい場の創造につながる｡

前述のように, 物語の力は, このソーシャル・キャピタルの構築にも重

要な役割を果たす｡ 公共の利益に資する物語はソーシャル・エンタープラ

イズのみのものではない｡ 近年, 注目されている, 企業の利益を追求しつ

つ, 低所得者層の生活水準の向上に貢献できるWin�Winのビジネスモデ

ルが求められる BOP (Base of the Pyramid) ビジネスをはじめとして,

企業が物語の力を活用できる分野は多いといえよう｡

CSRは企業が社会への責任を果たすことを意味するが, 企業が社会と
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の間のボーダーを意識している限り, 企業の CSR経営への発想は, ｢責

任を果たす｣ こと以上の価値を生まないであろう｡ Kivaのケースのよう

な成功しているソーシャル・エンタープライズと社会との関係をみると,

自らが社会の中に存在し, ステイクホルダーとオープンで近い関係にある

と感じている様子が伺える｡ 企業が学ぶべきは, そのようなソーシャル・

エンタープライズの社会 (ステイクホルダー) への姿勢であり, CSRを

超えたところに, CSR経営の目指す成功があるといえる｡

�付記� 本研究は, 平成 21～23年度 科学研究費補助金 (課題番号：21530393)

による研究成果の一部である｡

1) CSRが現在の企業経営の中で, どのように位置づけられ, 実践されている

かを明らかにするとともに, 推進上の課題を整理・分析し, また, 2008 年秋

以降の経営環境の急激な変化の中で, 各社の取り組みにどのような変化が見ら

れるかについても調査することを目的としている｡

2) �日本経済団体連合会企業行動委員会 (2009) ｢CSR (企業の社会的責任)

に関するアンケート調査結果｣ p. 14｡

3) Porter, M. E., Kramer, M. R. (2006) “Strategy and Society: The Link

Between Competitive Advantage and Corporate Social Responsibility,”

Harvard Business Review, Dec. 01, 2006, Harvard Business School

Publishing (村井 裕訳 (2008) ｢競争優位の CSR戦略｣ 『DIAMONDハーバー

ド・ビジネス・レビュー』 2008年 1月号, ダイヤモンド社), p. 38.

4) �日本経済団体連合会企業行動委員会 (2009) ｢CSR (企業の社会的責任)

に関するアンケート調査結果｣ p. 10参照｡ なお, 回答の選択肢は, ①ほとん

ど取り組んでいない, ②あまり進んでいない, ③2005年度と同様に十分取り

組んでいる, ④ある程度進んだ, ⑤かなり進んだ, の 5つである｡

5) 谷本寛治 (2009) ｢ソーシャル・ビジネスとソーシャル・イノベーション｣
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要 約

� 世界のM & A (Merger & Acquisition) 上位の案件を見ると, 米国

や欧州における件数が多い｡ 大型のM & Aは, シナジー効果が出やす

い通信, 薬品, エネルギー関連 (石油・天然ガス, 鉱物) といった業界

で実施されている｡

� 日本における業界トップの会社は, 世界のトップの会社と比べると半

分以下の株式時価総額しかない｡

� 会社法が制定されてM & A促進策がとられている｡ この結果, ｢日

本の会社は外国の会社にM & Aされやすい｣ と言われている｡

� 会社法が制定されて 5年近く経過したが, 現実には業界トップクラス

の日本の会社が外国の会社からM & Aされた案件はない｡ 小規模のM

& Aが友好的に数件実施されただけである｡

� 他社からM & Aされないように会社が実施できる方策には, 時価総

額を大きくすること, 買収防衛策を導入すること, 上場をやめることが

あげられる｡ 外国の会社からのM & Aを防ぐ方策には, 外為法に基づ

く対内投資規制の利用がある｡ 日本の会社はこれらの方策をうまく利用

している｡

� 円高, ドル安, ユーロ安, 香港ドル安の現状では, 日本の会社は割高

になっている｡ これも日本の業界トップの会社が外国の会社によって

M & Aされていない理由の 1つになっている｡ 反対に, 円安・米ドル

高, ユーロ高, 香港ドル高, 人民元高になれば, 日本のトップの会社が

外国の会社にM & Aされる可能性は依然として残っている

キーワード：株式時価総額, M&A, 会社法制定, 外為法に基づく対内直

接投資規制

｢日本の会社は外国の会社にM & A

されやすい｣ は本当か？
1)



1. はじめに 本稿の目的

経済力の国際比較で用いられる名目 GDPを見ると, 2009年には日本の

名目 GDPは 50,689億米ドルであり, アメリカ合衆国の 141,190億米ドル

についで世界第 2位である2)｡

経済の発展・成長の原動力の 1つは株式会社制度の利用である｡ 世界第

2位の経済大国である日本の会社は, 世界的に見て大規模であると思われ

ているかもしれない｡ しかし, 株式時価総額で測ると, 日本の会社は国内

業界トップであっても世界トップの会社の半分以下の規模しかないのであ

る (例外はトヨタ自動車である)｡

経済に関する法律の規制緩和は, 1997年の持株会社の解禁に始まった｡

これ以降 2006年に会社法が制定されるまでの改革は, ｢カネをかけないで

景気回復させるには, 規制緩和によって競争を促進すればよい｣ という発

想に基づいている｡

会社法ではM & Aを促進させるための規制緩和が実施されている｡ こ

の根底には, 会社を売買しやすくすることで, 会社という資産 (あるいは

諸資産の集まり) が有能な新経営者によって効率的に利用されるようにな

れば, 経済が活性化するという考えがある｡

国内業界トップの会社の株式時価総額が世界トップの会社の半分以下の

規模しかない状況で, M & Aの促進を 1つの柱とした会社法が制定され

た当時, ｢日本の会社は外国の会社にM & Aされやすい｣ という外資脅威

論が存在した｡ しかし, 会社法が制定されて 5年近く経過したが, 業界トッ

プの日本の会社が外国の会社からM & Aされた案件はない｡ 小規模のM

& Aが友好的に数件実施されただけである｡

日本の会社は本当に外国の会社にM & Aされやすいのであろうか｡ 本

稿の目的はこの疑問に答えることにある｡ 第 1に, 会社法におけるM &
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A促進策についてまとめる｡ 第 2に, 株式時価総額と企業価値, 事業価値

の関係を整理した後で, 株式時価総額を計算して世界のトップ 20の会社

を決定する｡ 第 3に, M & Aの現状をデータによって明らかにする｡ ここ

では, 世界のM & A上位 25案件を明示し, 世界トップの会社と日本トッ

プの会社の株式時価総額を比較する｡ 第 4に, 外為法に基づく対内投資規

制の強化をまとめる｡ 最後に, 日本の会社は外国の会社にM & Aされて

いない現実の理由を明らかにし, 結論とする｡

2. 会社法制定とM & Aの促進の関係

2006年 5月 1日に施行された会社法は, 会社の設立や運営の基本を規

定している｡ 会社法は, ｢商法第 2編 会社｣ ｢有限会社法｣ ｢商法特例法｣

など, 会社経営にかかわる複数の法律が抜本的に再編されて新設されたも

のである｡

従来の商法等の概念は原則禁止であった｡ これは, 商法が株主や債権者

など会社関係者にとっての権利調整のルールであったことによる｡ 会社か

ら見れば商法は所与の制約条件となっていた｡ 日本経団連等の経済団体は

日本政府に対して, 日本の会社が厳しい国際競争に勝ち抜くためには経営

に関する規制を大幅に緩和するよう必要があると主張してきた｡

この結果, 会社法の概念は原則自由へと転換され, 画一的な規制は最低

限なものだけになっている｡ これは, 会社が公正さと健全性を満たしなが

ら積極的に経営を展開できるという枠組みへの転換を意味している｡ 原則

自由という概念は, 会社が積極的に経営を展開できるための, 事前の選択

肢の拡大という形で具体化されている｡ これは, 経営者が株主の了解のも

とで株価が上昇するような政策を比較的自由に選択できるようになったこ

とを意味している｡ この意味において会社法では利益性あるいは効率性が

重視されている｡
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会社法は, ｢M & Aの促進｣ ｢株式制度の柔軟化｣ ｢コーポレート・ガバ

ナンス制度の多様化｣ を 3つの柱として制定されている｡ 原則禁止から原

則自由へという流れは, 実は 1997年の持株会社の解禁から始まっている｡

表 1はこの流れに沿った規制緩和を一覧にしたものである｡ これらに共通

している発想は, ｢カネをかけないで景気回復するには, 規制緩和によっ

て競争を促進すればよい｣ というものである｡

本稿の目的と紙幅の理由から, M & Aを促進するために行われた改革

のみに集中し, 特に合併対価の柔軟化, 簡易組織再編行為, 略式組織再編

行為, 三角合併についてのみ以下で説明する｡
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表 1 原則禁止から原則自由への制度改革

西暦 M & Aの促進 株式制度の柔軟化 ガバナンス制度の多様化

1997年
・持株会社解禁
・合併法制の整備

・ストックオプショ
ン制度の導入

1999年
・株式交換と株式移
転の導入

2001年

・会社分割解禁 ・金庫株の解禁
・種類株式の導入
・新株予約権制度の
導入

2002年
・監査役機能の強化
・取締役責任の制限

2003年
・委員会等設置会社制度の
導入

2006年

・合併対価の柔軟化
・簡易組織再編行為
と略式組織再編行
為の明文化

・種類株式の整理
・単元株制度への一
本化
・株券不発行制度の
導入

・取締役解任決議の普通決
議への移行
・取締役会における書面決
議の導入
・株主代表訴訟制度の充実

2007年 ・三角合併解禁



2.1 合併対価の柔軟化と三角合併

商法では, 合併, 分割, 株式交換, 株式移転をする際に, 消滅する会社

の株主に対して支払う対価は存続する会社の株式に限定されていた｡ 会社

法ではこの対価が存続する会社の株式にとどまらず, 金銭その他の財産ま

で拡大されている｡ これを合併対価の柔軟化という｡ 会社法では定款で定

められていれば, 合併の対価は現金, 親会社の株式, 社債, これらの組み

合わせ等, 何でも可能となっている｡

合併対価の柔軟化により, 外国企業の株式等を対価とする三角合併が可

能となった｡ 三角合併とは, 親会社 A (外国の会社を含む) によって出資

された国内子会社 aが国内の会社 Bを吸収合併する際に, 国内の会社 B

の株主に対して親会社 Aの株式を対価として完全子会社化する手法のこ

とをいう｡ 合併には, 消滅する国内の会社 Bの株主総会において議決権の

2/3以上の賛成が必要とされる｡ 2/3以上の賛成が得られた場合には, 会

社は合併に賛成しない少数株主を強制的に会社 Bの株主の地位から排除

することができる｡ これをスクイーズ・アウトという｡

2007年 10月 2日に, 米国のシティグループが日本の日興コーディアル・

グループを三角合併の手法を使って完全子会社化することを発表した｡ 外

国の会社が自社株を使って日本の会社を買収する三角合併は, 2007年 5月

から可能になっていた｡

図 1はこの案件における仕組みを示している｡ 日興コーディアルの株主

によって保有されている日興コーディアル株式が米ドル建てのシティグルー

プ株式と交換され, シティグループの日本現地法人シティグループ・ジャ

パン・ホールディングスが日興コーディアルを吸収合併するという仕組み

になっている｡

株式交換比率は, シティグループの株価と円ドル為替レートが変動する

という理由から, 一定期間 (2008年 1月 15日から 17日) のニューヨーク
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証券取引所における VWAP (取引高加重平均株価株価) を基にして決定

された｡ 実際には, 日興コーディアルの株式 1株はシティグループの株式

0.602株と交換された｡ 合併に賛成しなかった株主がわずかに存在したの

で, シティグループは 1株あたり 1,650円の現金をそのような株主に支払っ

て日興コーディアルの株式をすべて買い取るスクイーズ・アウトを行った｡

2.2 簡易組織再編行為と略式組織再編行為

会社法では, 被合併会社の規模が小さい場合には, 合併する会社が株主

総会において 2/3以上の賛成を得なくても, 取締役会の決議があればよい

ということになっている｡ これを簡易組織再編行為という｡ ここで, 会社

の規模が小さい場合とは, 存続会社の純資産額の 20％以下である場合を

意味している｡ イオンや日本電産はこれまでに比較的規模の小さな会社を

M & Aすることが多かった｡ 会社法の制定によって, イオンや日本電産

のようなM & Aを実施する会社が新たに登場する可能性が高くなってい

る｡

会社法によって, 親会社が子会社の議決権の 90％以上を保有している

場合には, 子会社の株主総会で特別決議を経る必要がなくなった｡ この結

果, 親会社は子会社を 100％子会社にするために容易にM & Aできるよ

うになった｡ これを略式組織再編行為という｡ 会社法では, 議決権の基準

― 58―

シティグループ A

図 1 シティグループによる日興コーディアルに対する三角合併

日興コーディアルの株主
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シティグループ・ジャパン・
ホールディングス a

日興コーディアル・グループ B

出資関係
日興コーディアル株



日以降に株主になった場合であっても, 会社の定款によってそのような株

主に議決権を付与できるようになっている｡ 村上ファンドから阪神電鉄株

式を購入した阪急電鉄グループは, 阪神電鉄を子会社化する際に特別決議

を経ていない｡ これは, 会社法における略式組織再編行為の規定を利用し

た事案である｡

3. 株式時価総額と企業価値

3.1 株式時価総額, 企業価値, 事業価値の関係

図 2左側の貸借対照表は取得原価主義に基づいて作成されている｡ 資産

の部を現金・預金とそれ以外の資産である営業資産とに分け, 負債の部を

営業負債と借入金 (＝有利子負債) とに分類している｡ 営業資産と営業負

債は営業活動に使われている資産や営業活動に伴って発生した負債を意味

している｡ 現金・預金は営業活動に使用されていないという意味で余剰資

産であり, 借入金がある場合にはこれを返済する財源とみなす｡ 借入金か

ら現金・預金を差し引いた残額をネットデットという｡ 資本は簿価で表し

た純資産である｡

図 2右側の貸借対照表は資産と負債を時価評価したものである｡ ここで

は, 時価評価した営業資産の金額が営業負債, ネットデット, 簿価純資産

の合計額よりも大きくなり, 含み益が生じたと仮定している｡ 時価評価さ

れた総資産の金額から営業負債とネットデットを差し引いた部分を時価純

資産という｡ これは, 簿価純資産に時価評価による含み損益を加えた金額

に等しくなる｡

株式市場で決定された 1株当たりの株価に発行済み株式総数を掛けた金

額を株式時価総額または株式価値, 企業価値という｡ 株式時価総額と時価

純資産との差額を会社のブランド価値という｡ これは, 株式市場が知 (あ

るいは知識) という形のない, 目に見えない資産を主観的に評価した金額
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である｡ ブランド価値は投資家の主観によるので, 比較的短期間に大きく

変動するという特徴をもつ｡

株式価値にネットデットの金額を足したものを事業価値という｡ ネット

デットの金額は負債価値 (純額) であるので, 事業価値は株式価値と負債

価値 (純額) の合計額であると言える｡

株式時価総額は増加させるためには, 時価評価した場合の資産額を増加

させる, 事業価値はそのままでネットデットを減らす, ブランド価値を高

めるのうちのどれかあるいはすべてを行う必要がある｡

ブランド価値は, 投資家が会社経営における目に見えない資産, 知を主

観的に評価した数字である｡ 経営には多くの知が使われている｡ 購買, 生

産, 販売, 狭義の財務機能における, ノウハウ, 生産技術, スキル, ブラ

ンド, 顧客関係等である｡ これらの知は同業他社との競争上, 優位性をも

たらしてくれるものでもある｡
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図 2 事業価値, 株式時価総額, 企業価値の関係
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3.2 株式時価総額で見た世界の会社

表 2は株式時価総額で見た世界の会社トップ 20を表している｡ 株式時

価総額は, 各国証券市場の HPから 2011年 1月 28日の株価と発行済み株

式数を調べ, これらを掛けて計算している｡ 比較可能になるように, 当日
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表 2 時価総額で見た世界の会社トップ 20
(単位は億ドル)

順位 企 業 名 (国名) 業 種 株式時価総額

1 エクソンモービル (米国) 石油・天然ガス 3983

2 アップル (米国) コンピュータ 3083

3 中国工商銀行 (中国) 銀 行 2555

4 中国石油天然気 (中国) 石油・天然ガス 2498

5 マイクロソフト (米国) ソフトウエア 2374

6 ペトロブラス (ブラジル) 石油・天然ガス 2276

7 ロイヤルダッチ・シェル (オランダ) 石油・天然ガス 2199

8 GE (米国) コングロマリット 2150

9 中国建設銀行 (中国) 銀 行 2115

10 バークシャ・ハサウエイ (米国) 保 険 2025

11 ウォルマート・ストアーズ (米国) 流 通 2019

12 IBM (米国) コンピュータ 1978

13 中国移動通信 (中国) 通 信 1966

14 グーグル (米国) インターネット 1921

15 HSBCホールディングス (英国) 銀 行 1915

16 シェブロン (米国) 石油・天然ガス 1879

17 P＆ G (米国) 小売 (消費財) 1797

18 JPモルガン・チェース (米国) 銀 行 1741

19 ジョンソン＆ジョンソン (米国) 医薬品 1648

20 AT & T (米国) 通 信 1624

注) 各国証券市場の HPから 2011年 1月 28日の株価を基にして筆者が計算｡
当日の為替レートは 1米ドル当たり 0.73ユーロ, 82.1円, 7.79香港ドル｡



の為替レートから 1米ドル当たり 0.73ユーロ, 82.1円, 7.79香港ドルとし,

米ドル表示している｡

表 2から次のことがわかる｡ 第 1に, 世界トップの会社はエクソンモー

ビルであり, 時価総額は 3,983億ドル (約 32兆 7千億円) である｡ 日本

トップの会社はトヨタ自動車であるが, 時価総額は 1,423億ドル (約 11

兆 6千億円) であり, 約 2.8倍の規模である｡ 2位がアップルであり, 2社

のみが 3千億ドルを超えている｡

第 2に, 国別に見ると, 米国の会社が 13社, 中国工商銀行 (3位), 中

国石油天然気 (4位), 中国建設銀行 (9位), 中国移動通信 (13位) とい

うように中国の会社が 4社, 英国, ブラジル, オランダの会社がそれぞれ

1社である｡ 日本の会社はランクインしていない｡

第 3に, 業種を見ると, 石油・天然ガスが 5社, 銀行が 5社, コンピュー

タが 2社, 通信が 2社, ソフトウエア, 保険, 流通, 小売 (消費財), 医

薬品, コングロマリットがそれぞれ 1社ずつである｡ 特に, 石油・天然ガ

スが上位にランクインしていることが顕著な特徴である｡ 後述する表 8か

らわかるように, 石油・天然ガスに代表される資源エネルギー業界におい

て大型のM & Aが繰り返された結果である｡

4. M & Aの現状

4.1 M & Aの分類

M & Aとは合併 (merger) と取得 (acquisition) の略である｡ 合併

とは複数の会社が 1つになる行為のことであり, これには新設合併と吸収

合併がある｡ 新設合併は複数の会社が新しい 1つの会社に組織されること

であり, 吸収合併は 1つの会社が他の会社を吸収して存続することである｡

取得とは合併以外の買収を意味する｡ 具体的には株式取得による子会社化

(狭義の買収), 資産取得としての事業譲渡, 資本参加, 出資拡大から成る｡
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子会社化は, 50％を超える株式の取得によって経営を支配することを意

味する｡ 50％以下でも経営を実質的に支配するときにはここに含まれる｡

事業譲渡は, 資産, 従業員などから成る事業を譲渡することを意味する｡

2社の事業を統合した場合や会社分割はここに含まれる｡ ただし, 会社分

割の結果, 分割会社が承継会社の親会社になるときには子会社化に含まれ

る｡ 資本参加は, 原則的に 50％以下の株式取得を意味する｡ ただし, 子

会社になる場合は除かれる｡ 出資拡大は, すでに出資している当事者によ

る50％以下の株式の追加取得を意味する｡

表 3は 1996年以降, 形態別にM & Aの件数の推移を示している｡ こ

こから次のような傾向があることがわかる｡

件数の合計を見ると, 1996年以降増加しており, 特に 2000年, 2004年,

2005年に急増している｡ 2007年以降は減少している｡ このような傾向は

次の理由から生じているものと考えられる｡ 第 1に, 2006年に会社法が制

定され, 敵対的なM & Aが実施される可能性が高くなる前に, 会社同士

が友好的なM & Aによって規模を拡大した結果である｡ 第 2に, 株価水

準に影響を受けた結果である｡ 2005年以降の日経平均株価を見ると, 2005

年末が 16,111.43円, 2006年末が 17,225.83円, 2007年末が 15,307.78円,

2008年末が 8,859.563円, 2009年末が 10,546.44円, 2010年末が 10,228.92

円であった｡ 2008年 9月 15日に起こったいわゆるリーマン・ショック以

降, 特に日経平均株価は低水準にある｡ M & Aを実施する際には株式交

換か新たに増資をして調達した資金を利用することが多い｡ 株価の低迷期

には資金調達しにくく, M & Aの件数が減少する傾向にある｡

構成比を見ると, 株式取得による子会社化と資本参加が多く, 30～40％

台で推移している｡ ここ数年は子会社化の比率が高くなっている｡ これに

対して, 合併は 10％未満であり, ここ数年は 2％台に過ぎない｡ 出資拡大

も 10％以下であることが多い｡ このような傾向は次の理由から生じてい

るものと考えられる｡ 合併された会社の従業員がモチベーションをなくし
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てしまったり, 醸成された会社や職場の雰囲気を壊すことを恐れて, 日本

ではできる限り会社を独立させた形で残す傾向にある｡ この理由から, 合

併ではなくて子会社化や資本参加が選択されている｡ 出資拡大と子会社化

の違いは株式の追加取得の度合いの違いである｡ 利益を上げている会社に

出資した場合, 少数株主に対する利益分配を少なくすることが得策である｡

この結果, 子会社化 (特に完全子会社化) が選択されることが多い｡

表 4と表 5は, それぞれマーケット別にM & Aの件数と金額の推移を

表している｡ 表中の IN�INは日本の会社同士のM & Aを意味している｡
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表 3 形態別M & A件数と構成比率の推移

合 併 子会社化 事業譲渡 資本参加 出資拡大 合計

件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数

1996年 56 9.0％ 230 37.0％ 102 16.4％ 213 34.3％ 20 3.2％ 621

1997年 74 9.8％ 235 31.2％ 137 18.2％ 277 36.8％ 30 4.0％ 753

1998年 68 8.2％ 278 33.3％ 213 25.5％ 247 29.6％ 28 3.4％ 834

1999年 107 9.2％ 379 32.4％ 269 23.0％ 361 30.9％ 53 4.5％ 1,169

2000年 96 5.9％ 447 27.3％ 335 20.5％ 715 43.7％ 42 2.6％ 1,635

2001年 80 4.8％ 498 30.1％ 381 23.0％ 628 38.0％ 66 4.0％ 1,653

2002年 85 4.9％ 597 34.1％ 432 24.7％ 554 31.6％ 84 4.8％ 1,752

2003年 70 4.1％ 638 36.9％ 423 24.5％ 473 27.4％ 124 7.2％ 1,728

2004年 70 3.2％ 829 37.5％ 477 21.6％ 664 30.0％ 171 7.7％ 2,211

2005年 88 3.2％ 1,108 40.7％ 408 15.0％ 901 33.1％ 220 8.1％ 2,725

2006年 87 3.1％ 1,148 41.4％ 462 16.6％ 880 31.7％ 198 7.1％ 2,775

2007年 79 2.9％ 1,127 41.8％ 410 15.2％ 785 29.1％ 295 10.9％ 2,696

2008年 69 2.9％ 1,050 43.8％ 425 17.7％ 648 27.0％ 207 8.6％ 2,399

2009年 57 2.9％ 864 44.1％ 359 18.3％ 522 26.7％ 155 7.9％ 1,957

2010年 46 2.7％ 733 42.9％ 311 18.2％ 509 29.8％ 108 6.3％ 1,707

資料：MARR 2011年 2月号



IN�OUTは日本の会社による外国の会社へのM & Aを, OUT�INは外国

の会社による日本の会社へのM & Aを意味する｡ IN�OUTと OUT�INは

国境を越えたM & AということでクロスボーダーM & Aと呼ばれる｡

表 4から次の傾向が読める｡ IN�INの件数が半分以上を占めている｡ 特

に 2001年から 2009年までは 70％台で推移している｡ 2007年の三角合併

解禁を控えて, 規模の拡大のために日本の会社同士が自衛策としてM &

Aした結果である｡ IN�OUTは 2001年から 2009年まで 10％台で推移し,

OUT�INは 2002年以降 (2007年を除いて) 10％未満で推移している｡ 円
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表 4 マーケット別M & A件数の推移

IN�IN IN�OUT OUT�IN
合計

件 数 構成比 件 数 構成比 件 数 構成比

1996年 320 51.5％ 239 38.5％ 62 10.0％ 621

1997年 453 60.2％ 224 29.7％ 76 10.1％ 753

1998年 488 58.5％ 236 28.3％ 110 13.2％ 834

1999年 721 61.7％ 266 22.8％ 182 15.6％ 1,169

2000年 1,066 65.2％ 368 22.5％ 201 12.3％ 1,635

2001年 1,190 72.0％ 289 17.5％ 174 10.5％ 1,653

2002年 1,352 77.2％ 264 15.1％ 136 7.8％ 1,752

2003年 1,352 78.2％ 213 12.3％ 163 9.4％ 1,728

2004年 1,680 76.0％ 320 14.5％ 211 9.5％ 2,211

2005年 2,129 78.1％ 411 15.1％ 185 6.8％ 2,725

2006年 2,174 78.3％ 421 15.2％ 180 6.5％ 2,775

2007年 2,020 74.9％ 367 13.6％ 309 11.5％ 2,696

2008年 1,824 76.0％ 377 15.7％ 198 8.3％ 2,399

2009年 1,520 77.7％ 299 15.3％ 138 7.1％ 1,957

2010年 1,193 69.9％ 371 21.7％ 143 8.4％ 1,707

資料：MARR 2011年 2月号



高が進んだ時期に一致しており, 合併・買収金額が円建てで割安になるた

めに日本の会社は外国の会社をM & Aしやすくなっている｡ 反対に, 外

国の会社は割高になるために, 日本の会社をM & Aしにくくなっている｡

表 5からいくつかの特徴がわかる｡ 第 1に, 1999年の IN�INの金額が

12兆 393億円と巨額になっている｡ これは, 富士銀行と第一勧業銀行,

日本興業銀行の合併, DDIと KDD, IDOの合併, Jフォンコミュニケー

ションズと Jフォン関西, 東海, 東京の合併, JTによる RJRインターナ

ショナルの買収などの大型M & Aが実施された結果である｡
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表 5 マーケット別M & A金額の推移
(金額の単位は億円)

IN�IN IN�OUT OUT�IN
合 計

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

1996年 8096 45.4％ 5502 30.9％ 4222 23.7％ 17821

1997年 10253 45.7％ 8465 37.8％ 3698 16.5％ 22417

1998年 9915 28.5％ 11511 33.1％ 13351 38.4％ 34778

1999年 120393 66.5％ 25874 14.3％ 34670 19.2％ 180938

2000年 62797 54.1％ 34323 29.6％ 19013 16.4％ 116134

2001年 2292,0 27.7％ 14949 18.1％ 44953 54.3％ 82823

2002年 25630 51.9％ 9252 18.7％ 14547 29.4％ 49430

2003年 42627 73.5％ 5286 9.1％ 10093 17.4％ 58007

2004年 95269 78.4％ 18827 15.5％ 7434 6.1％ 121531

2005年 95580 81.3％ 16523 14.0％ 5532 4.7％ 117636

2006年 58735 38.8％ 86089 56.9％ 6436 4.3％ 151262

2007年 65992 53.1％ 28192 22.7％ 30187 24.3％ 124371

2008年 46193 36.9％ 74311 59.4％ 4692 3.7％ 125197

2009年 43394 54.8％ 28903 36.5％ 6823 8.6％ 79121

2010年 23844 36.8％ 36652 56.5％ 4345 6.7％ 64842

資料：MARR 2011年 2月号



第 2に, 2004年と 2005年の IN�INの金額が 9兆 5,000億円を超えてい

る｡ 三菱東京フィナンシャルグループ (MUFG) による UFJホールディ

ングスの買収, イトーヨーカ堂によるセブンイレブン・ジャパンの買収,

山之内製薬と藤沢薬品の合併によるアステラス製薬の誕生, 三共と第一製

薬の経営統合 (持株会社を新設しその傘下に両者が入ること) が進行して

いた年, 実施された年にあたる｡

第 3に, 2006年の IN�OUTが 8兆 6,000億円を超えている｡ ソフトバ

ンクがボーダーフォン日本法人を買収し, BBモバイルがボーダーフォン

KKを買収したのが同年のことである｡ 2008年の IN�OUTも 7兆 4,000

億円を超えている｡ この年に, 三菱 UFJファイナンシャルグループがモ

ルガン・スタンレーに資本参加し, 武田薬品工業がミレニアム・ファーマ

シューティカルを買収し, 新生銀行とアプラスが GEコンシューマ・ファ

イナンスを買収している｡

第 4に, 1999年の OUT�INが 3兆 4,000億円を超えている｡ この年に

GEキャピタルによる日本リースの買収, ルノーによる日産自動車の買収

が行われている｡ 2001年の OUT�INは 4兆 4,000億円を超えている｡ ボー

ダーフォングループが日本テレコムを買収した年である｡ 2007年の OUT�

INは 3兆円を超えている｡ シティグループが日興コーディアル・グルー

プを買収したのはこの年である｡

4.2 世界のM & A上位 25案件 (買収金額ベース)

表 6は世界のM & A上位 25案件 (買収金額ベース) を一覧にしたも

のである｡ ここからいくつかの特徴が読みとれる｡

第 1に, 大型のM & Aが実施された業種を見ると, 通信関連 (通信,

情報通信, ケーブルテレビ) 9社, 医薬品 5社, 金融 (銀行, 投資, カー

ド) 4社, エネルギー関連 (石油・天然ガス, 鉱物) 3社, ビール, 小売

(消費財), 電気通信装置, 自動車が各 1社である｡ 通信関連, 医薬品, エ
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表 6 世界のM & A上位 25案件 (買収金額ベース) 買収金額は億ドル単位

順
位

合併・買収側会社名
(国名)

業 種
被合併・買収側企業

(国名)
業 種 買収金額 実施日

1 ボーダーフォン (英国) 通 信 マンネスマン (ドイツ) 通 信 2028 2000. 6

2 AOL (米国) 情報通信 タイムワーナー (米国) 情報通信 1820 2001. 1

3
RFS ホールディングス
(英国)

投 資 ABNアムロ (オランダ) 銀 行 982 2007.11

4 ファイザー (米国) 医薬品 ワーナーランバート(米国) 医薬品 891 2000. 6

5 AT&T (米国) 通 信 ベルサウス (米国) 通 信 860 2006. 3

6
ロイヤルダッチ・ペトロ
リアム (オランダ)

石油等 シェル (英国) 石油等 803 2005. 8

7 エクソン (米国) 石油等 モービル (米国) 石油等 789 1999.11

8 グラクソウエルカム(英国) 医薬品
スミスクラインビーチャ
ム (英国)

医薬品 759 2000.12

9
トラベラーズグループ
(米国)

カード
等

シティコープ (米国) 銀 行 725 1998.10

10 コムキャスト (米国)
ケーブル
テレビ

AT & Tブロードバンド
＆インターネット (米国)

ケーブル
テレビ

720 2002.11

11
サノフィ・サンテラボ
(フランス)

医薬品 アベンティス (フランス) 医薬品 685 2004. 8

12 ファイザー (米国) 医薬品 ワイス (米国) 医薬品 680 2009. 1

13
SBC コミュニケーショ
ンズ (米国)

長距離
通信

アメリティック (米国)
長距離
通信

625 1999.10

14 ネーションズ (米国) 銀 行 バンクオブアメリカ(米国) 銀 行 616 1998. 9

15 インべブ (ベルギー) ビール
アンバイザーブッシュ
(米国)

ビール 604 2008.11

16 ボーダーフォン (英) 通 信
エアタッチコミュニケー
ションズ (米国)

通 信 602 1999. 6

17 ファイザー (米国) 医薬品 フェルマシア (米国) 医薬品 600 2003. 4

18 株主 (カナダ)
ノーテルネットワークス
(カナダ)

電気通
信装置

599 2000. 5

19 JPモルガンチェース (米国) 投 資 バンクワン (米国) 銀 行 587 2004. 7

20
BHP ビリトン (オース
トラリア・英国)

鉱 物
リオ・ティント (オース
トラリア・英国)

鉱 物 580 撤回？

21 P & G (米国) 小 売 ジレット (米国) 小 売 570 2005.10

22 クウェスト (米国)
長距離
通信

USウエスト (米国) 地域通信 563 2000. 6

23 GM (米国) 自動車 旧GM資産の一部 (米国) 553 2009. 7

24 AT & T (米国) 通 信
テレコミュニケーション
ズ (米国)

通 信 535 1999. 3

25 ベルアトランティック (米国) 通 信 GTE (米国) 通 信 534 2000. 6

資料：Merger & Acqusitions Review 各号から抜粋



ネルギー関連, 金融に集中している｡ 通信関連と医薬品, 金融は規模の経

済性が出やすく, エネルギー関連は扱う製品が同質であるという業種であ

る｡ 規模の経済性と製品の同質性から, これらの業種におけるM & Aは

シナジー効果が出やすい｡ 医薬品は特許が切れると他社がジェネリック

(後発) 医薬品として販売が可能になる｡ 主力医薬品の特許が切れた会社

の売り上げは大きく下落してしまう｡ 新たに特許を取るような医薬品を研

究し開発するためには, 莫大な資金と時間を要する｡ このために, 医薬品

業界では, 有望な医薬品を研究・開発している他社を合併・買収しようと

いう動きが強い｡

第 2に, 米国の会社同士が 16件, 欧州の会社同士が 5件, 欧州と米国

の会社間が 2社, オーストラリアと英国の合弁会社同士が 1件, カナダの

会社に関する案件が 1件である｡ 米国の件数が多い理由は, 世界規模で見

た業界上位の会社が多く, 制度上M & A促進策が従来からとられている

ことがあげられる｡ 欧州の多くの国々では, 敵対的買収をする際にすべて

の株主から買い付けをしなければならないとされている｡ これが欧州の会

社をM & Aしようとした場合に金額が大きくなる理由の 1つでもある｡

例えば, 第 1位のボーダーフォンによるマンネスマンの敵対的買収が良い

事例である｡

4.3 日本のM & A上位 20案件 (買収金額ベース)

表 7は日本のM & A上位 20案件 (買収金額ベース) を一覧にしたも

のである｡ ここからいくつかの特徴が読みとれる｡

第 1に, 銀行関連のM & Aが 12件あり, 三菱 UFJフィナンシャルグ

ループ, 三井住友フィナンシャルグループ, みずほフィナンシャルグルー

プといったメガバンクが誕生したきっかけとなっている｡ 前述したように,

金融は規模の経済性が出やすく, シナジー効果が見込めるためにM & A

が実施されやすい結果である｡
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第 2に, ソフトバンク, DDI, NTTドコモといった通信関連が 4件ラ

ンクインしている｡ ソフトバンクの携帯電話事業はボーダーフォン・ジャ

パンの買収によるものである｡ 前述したように, 通信も規模の経済性が出

やすく, シナジー効果が見込めるためにM & Aが実施されやすい｡
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表 7 日本のM & A上位 20案件 (買収金額ベース)

順位 合併・買収側会社名 被合併・買収側会社名 買収金額 実 施 日

1 住友銀行 さくら銀行 454.9 2001. 4. 1

2 三菱東京 FG UFJホールディングス 414.3 2005.10. 1

3 富士銀行 第一勧業銀行 400.9 2000. 9.29

4 三菱銀行 東京銀行 337.8 1996. 4. 1

5 富士銀行 日本興業銀行 307.6 2000. 9.29

6 三井銀行 太陽神戸銀行 230.1 1990. 4. 2

7 JT ガラハー 189.1 2006.12.15

8 預金保険機構 りそな銀行 166.5 2003. 7. 1

9 ソフトバンク ボーダーフォン日本法人 162.8 2006. 3.18

10 DDI KDD 158.2 2000.10. 1

11 三和銀行 東海銀行 149.8 2001. 4. 1

12 BBモバイル ボーダーフォン KK 143.3 2006. 4.24

13 イトーヨーカ堂 セブンイレブン・ジャパン 124.8 2005. 9. 1

14 DDI IDO 106.5 2000.10. 1

15 東京三菱銀行 三菱信託銀行 103.7 2001. 4. 1

16 NTTドコモ AT & Tワイヤレス 98.1 2001. 1.22

17 三菱東京 FG モルガン・スタンレー 87.7 2008. 9.23

18 武田薬品工業
ミレニアム・ファーマシュー
カルズ

87.4 2008. 4.11

19 住友信託銀行
中央三井トラスト・ホール
ディングス

83.8 2009.11. 6

20 協和銀行 埼玉銀行 80.9 1991. 4. 1

注) 買収金額は実施日の円ドルレートで換算した億ドル単位である｡
資料：MARR各号から抜粋



第 3に, 世界的なタバコ業界の再編に伴い, JTがガラハー (英国) を

M & Aした案件が 7位にランクインしている｡ JTは, フィリップモリス・

インターナショナル (米国), ブリティッシュ・アメリカン・タバコ (英

国) についでタバコ産業で世界第 3位の会社である｡ タバコは売れるブラ

ンドが限られているという理由から, 売れるブランドをもつ会社をM &

Aするという潮流になっている｡

第 4に, 親会社であるイトーヨーカ堂が子会社であるセブンイレブン・

ジャパンをM & Aした案件が 13位にランクインしている｡ この案件は,

子会社の株式時価総額が親会社の株式時価総額を上回っているという案件

であった｡ 経営が好調なセブンイレブン・ジャパンを敵対的にM & Aし

ようとした場合, イトーヨーカ堂を買収した方が安価になるという逆転が

生じていた｡ これを解消するために実施された案件である｡

第 5に, 武田薬品工業がミレニアム・ファーマシューカルズ (米国) を

M & Aした案件が 18位にランクインしている｡ 医薬品業界では, 世界規

模でM & Aが実施されている｡ 前述したように, 医薬品はシナジー効果

と時間の節約という理由からM & Aが実施されやすい業界である｡ この

案件もこれらの理由からM & Aが実施されたものである｡

4.4 世界トップの会社と日本トップの会社の株式時価総額の比較

表 8は, 業界別に株式時価総額世界第 1位の会社と日本第 1位の会社の

株式時価総額とを比較したものである｡ 株式時価総額は, 各国証券市場の

HPから 2011年 1月 28日の株価を基にして筆者が計算したものである｡

比較のために, 当日の為替レート (1米ドル当たり 0.73ユーロ, 82.1円,

7.79香港ドル) でドル表示している｡

表 8から次のような特徴があることがわかる｡ 第 1に, 自動車業界だけ

が日本の会社が世界規模で見て株式時価総額第 1位であるということであ

る｡ トヨタ自動車の株式時価総額は世界第 2位のフォルクスワーゲン・グ
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表 8 時価総額世界第 1位の会社と日本第 1位の会社の時価総額の比較

業 種
時価総額世界 1位の
会社名 (国名)

時価総額
(①)

時価総額日本 1位の
会社名

時価総額
(②)

規模比較
(②/①)

ドラッグ
ス ト ア

CVSケアマーク (米国) 472
マツモトキヨシホールディ
ングス

11 0.023

紙・パルプ P＆ G (米国) 1797 王子製紙 50 0.028

石 油 等 エクソンモービル (米国) 3983 JXホールディングス 167.4 0.042

食 品 ネスレ (スイス) 1887 キリンホールディングス 128 0.068

映 画 タイムワーナー (米国) 351 東 宝 31 0.088

流 通
ウォルマート・ストアー
ズ (米国)

2019
セブン＆アイ・ホールディ
ングス

233 0.115

ビ ー ル
アンハイザー・ブッシュ・
インベブ (ベルギー)

883 キリンホールディングス 128 0.145

建 設 中国鉄道建設 (中国) 153 鹿島建設 28 0.183

エレクト
ロニクス

サムスン電子 (韓国) 1222 日立製作所 253 0.207

保 険 中国人寿保険 (中国) 1121 東京海上ホールディングス 243 0.217

医 薬 品
ジョンソン＆ジョンソン
(米国)

1648 武田薬品工業 381 0.231

パソコン
ヒューレット・パッカー
ド (米国)

996 東 芝 258 0.259

銀 行 中国工商銀行 (中国) 2555 MUFG 748 0.293

百 貨 店 コールズ (米国) 149
三越伊勢丹ホールディン
グス

45 0.302

海 運
A. P.モラー・マースク・
グループ (デンマーク)

211 商船三井 77 0.365

タ バ コ
フリップモリス・インター
ナショナル (米国)

1026 JT 382 0.372

通 信
(携帯電話)

中国移動通信 (中国) 1966 NTTドコモ 781 0.397

鉄 鋼
アルセロール・ミタル
(ルクセンブルグ)

544
新日本製鐵
→新日本製鉄＋住友金属

236
→349

0.434
→0.641

家電量販店 ベスト・バイ (米国) 134 ヤマダ電機 66 0.493

広 告 WPP (英国) 154 電 通 86 0.558

化 学 ダウ・ケミカル (米国) 406 信越化学工業 246 0.606

アパレル TJXカンパニーズ (米国) 188 ファーストリテイリング 155 0.824

自 動 車
フォルクスワーゲン・グルー
プ (ドイツ) (世界第 2位)

709
トヨタ自動車 (世界第 1
位)

1423 2.007

注) 各国証券市場の HPから 2011年 1月 28日の株価を基にして筆者が計算した｡ 当日の為替レートは 1米
ドル当たり 0.73ユーロ, 82.1円, 7.79香港ドルである｡ 時価総額の単位は億ドルである｡



ループの 2.0007倍である｡

第 2に, ドラッグストア 0.023倍, 紙・パルプ 0.028, 石油等 0.042, 食

品 0.068, 映画 0.088というように, これらの業界では日本第 1位の会社の

株式時価総額は世界第 1位の会社の 1/10未満の株式時価総額しかないと

いうことである｡ 会社法によって三角合併が解禁され, 合併対価の柔軟化

により合併の対価の選択肢が広がった現在, 外国の会社が日本のトップ会

社をM & Aしやすくなっていると言える｡ 例えば, P & Gが王子製紙を

株式交換によって完全にM & Aしようとした場合, 王子製紙は時価総額

で測って P & Gの 2.8％しかないのであるから, P & G株 1株と王子製紙

株約 35.7 (＝1/0.028) 株を交換できることになる｡

第 3に, 流通, ビール, 建設においても日本の株式時価総額第 1位の会

社であっても世界規模で見たときには 20％未満の規模でしかないという

ことである｡ 日立製作所, 東京海上ホールディングス, 武田薬品工業, 東

芝といった日本を代表するような大会社であっても 1/4程度しかない｡

三菱東京 UFJホールディングス (MUFG), 三越伊勢丹ホールディング

ス, 商船三井, JT, NTTドコモであっても半分に満たない｡

第 4に, 複数の業界において中国の会社が世界第 1位になっているとい

うことである｡ 建設では中国鉄道建設, 保険では中国人寿保険, 銀行では

中国工商銀行, 通信 (携帯電話) では中国移動通信がそれぞれの業界にお

いて株式時価総額世界第 1位の会社となっている｡ 中国の会社が日本のトッ

プの会社をM & Aすることは可能な状況になっている｡

5. 敵対的なM & A防止策

日本の会社は他社から敵対的なM & Aされないためにいくつかの対策

をとっている｡

第 1に, 買収防衛策の導入である｡ 買収防衛策には事前警告型とライツ
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プラン型の 2種類あるが, どちらも大量の新株が発行されて敵対的な買収

から自衛するという共通点がある｡ 確かに買収防衛策が敵対的なM & A

を阻止した効果はあると思われる3)｡ しかし, 最近は導入した買収防衛策

を撤回する会社が出始めている｡ それは, 投資ファンドや機関投資家の理

解が得られないこと, 大量の新株が発行されることを恐れて当該会社の株

式が購入されずに株価が上昇しないこと, その結果株式時価総額が増加し

ないことが理由とされている｡

第 2に, 友好的なM & Aによる株式時価総額の増加がある｡ 2011年 2

月 4日に, 新日本製鐵と住友金属が経営統合することを発表した｡ これは,

両者の事業を補完することを目的としたものであるが, 株式時価総額を増

加させる効果をもっている｡ 表 8に示したように, 両者が経営統合した場

合, 時価総額は 236億ドルから 349億ドルへと約 47.8％増加する｡ 鉄鋼業

界で世界第 1位の株式時価総額をもつ会社はアルセロール・ミタルである｡

同社に対して新日本製鐵は 43.4％の株式時価総額しかなかったが, 経営統

合によって 64.1％にまで上昇することになる｡

第 3に, 外為法 (外国為替及び外国貿易法) に基づく対内直接投資規制

(2007年 9月改正) の利用である｡ この規制は, 特定の外国投資家が対内

直接投資 (株式の購入) を契機として, 大量破壊兵器等に転用しうる重

要技術が海外に不法に流出することを適切に防止するため, あるいは防衛

生産・技術基盤の毀損を適切に防止するために, 特定業種に属する日本の

会社の株式取得を進めるには, 日本政府に事前届出しなければならないこ

とを定めたものである｡

特定業種は国際ルールに基づき規制を行っている業種と, 我が国固有の

事情により自由化を留保している業種とから成る｡ 前者は 3つに分類され

ている｡ それらは, 国の安全に係る業種 (例えば武器・航空機・原子力・

宇宙開発, これらの電子部品や電子計算機製造業), 公の秩序に係る業種

(例えば電力・ガス・水道, 通信, 放送, 旅客運送), 公衆の安全に係る業
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種 (例えば生物学的製剤製造業, 警備業) である｡ 後者には, 農林水産業,

石油業, 皮革・皮革製品製造業, 航空運輸業, 海運業がある4)｡

外国の投資家はこれらの特定業種に属する日本の上場会社の株式を 10

％以上 (あるいは非上場会社の株式を) 取得する際には, 届出をして財務

大臣及び事業所管大臣の審査を受けなければならない｡ さらに, 届出をし

た外国の投資家は原則として 30日間は投資を行ってはならない｡ 審査の

結果, 問題がなければ投資が認められるが, 問題がある場合には変更・中

止勧告がなされる｡ 外国の投資家が勧告を応諾しない場合には, さらに変

更・中止命令が出される｡

外国の投資家から提出された対内直接投資に関する届出は, 2007年度

には 462件あった｡ 他の年度にも 150件程度ある｡ 実際に対内直接投資の

中止勧告がなされた事案は, ザ・チルドレンズ・インベストメント・マス

ターファンド (TCI) による電源開発株式会社の株式取得に関する届出に

対するものだけである｡ 日本政府は 2007年 4月 16日に公の秩序の維持を

妨げるおそれがあると判断し, 中止勧告を行った｡

特定業種に属する日本の会社であれば, 外国の会社からの敵対的なM

& Aを阻止する対策として, 上のような対内直接投資規制を利用すること

ができる｡ 実際に, 日本政府が中止勧告した事案は少ないが, 30日間は投

資が実行されないという決まりがあるので, その間に様々な対策ができる

というメリットがある｡ 他社との友好的なM & A, 新株の発行, マネジメ

ント・バイアウトなどの対策が可能となる｡ さらに, この規制は子会社に

も適用される｡ 特定業種に属していない会社であっても, 子会社に特定業

種に属した会社を保有していれば, 届出が必要とされるのである｡

6. ま と め

日本の会社は本当に外国の会社にM & Aされやすくなったのであろう
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か｡ 制度的には, 会社法においていくつかのM & A促進策が導入されて

いる｡ 自動車を除く業界において日本第 1位の会社であっても世界規模で

見れば半分以下の株式時価総額しかない｡ これらの観点から, 日本の会社

は外国の会社にM & Aされやすくなっているとは言える｡

しかし, 会社法が制定されて 5年近く経過した現在までに, 業界トップ

クラスの日本の会社が外国の会社からM & Aされた案件はない｡ 小規模

のM & Aが友好的に数件実施されただけである｡ なぜであろうか｡ 次の

ような理由が指摘されうる｡

第 1に, 買収防衛策が導入されたことである｡ 確かにブルドックソース

の事例を見れば, 買収防衛策が敵対的なM & Aを阻止した効果はあった

と思われる｡ 第 2に, 日本の会社は同業他社と友好的なM & Aを実施し

て株式時価総額を増加させていることである｡ 第 3に, 外為法の対内直接

投資規制によって特定業種に属する会社に与えられる 30日の猶予期間を

うまく利用していることである｡ 特定業種に属する会社を子会社にもつこ

とでも同様の効果を享受できる｡ この間に様々なコーポレート・ファイナ

ンス上の対策 (例えば他社との友好的なM & A, 新株の発行, マネジメ

ント・バイアウトなど) を取ることが可能となる｡ 最後に, (日本の会社

が能動的に実行してきた対策ではないが) 円高によって日本の会社の株式

時価総額が米ドル建てで割高になっていることである｡ 反対に, 円安・米

ドル高, ユーロ高, 香港ドル高, 人民元高になれば, 日本の会社の株式時

価総額は米ドル建てで割安になる｡ この結果, 日本のトップの会社が外国

の会社にM & Aされる可能性は依然として残っている｡

1) 本研究は, 拓殖大学経営経理研究所による 2010年度個人研究助成をいただ

いた成果である｡ 厚くお礼申し上げます｡

2) 2011年 1月 20日に中国国家統計局が 2010年の名目 GDPを発表した｡ 発
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表によると 2010年の名目 GDPは約 5.9兆ドルであった｡ 日本の 2010年の

GDPは 2月中旬に発表の予定であるが, 中国が世界第 2位の経済大国になる

ことが予想されている｡

3) 2007年 7月 11日に, スティールパートナーズに敵対的なM & Aを仕掛け

られたブルドックソースは買収防衛策を実行した｡ スティールパートナーズ

以外の株主に新株を発行した結果, スティールパートナーズの持株比率は 10

％から 3％まで低下した｡

4) 外為法は事前届出が必要な業種を限定列挙している｡ フランスとドイツも

同様である｡ 米国と英国はすべての業種を対象としている｡
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�論 文〉

法人税法上の資本概念

稲 葉 知恵子

1. 問題の所在

課税所得の算定には, ｢資本等取引｣ による項目を関係させないことと

している (法人税法第 22条第 2項, 第 3項)｡ ｢資本等取引｣ とは, 資本

金等の額の増加または減少を生ずる取引および利益または剰余金の分配を

いう (法人税法第 22条第 5項)｡

法人税法では商法 (会社法) 上の資本概念を借用しているが, 商法 (会

社法) 上の資本概念は 2001年 (平成 13年) 改正以降, 維持拘束すべき資

本と分配可能な利益の区分が曖昧になっている｡ 一方, 法人税法において

は 2006年 (平成 18年) 改正税制により資本金等の額は ｢法人が株主等か

ら出資を受けた額｣ (法人税法第 2条第 16号) と定義され, 課税対象とな

らないものが従前よりも明らかになった1)｡ すなわち, 商法 (会社法) 上

の資本概念と法人税法上の資本概念が乖離した｡

そこで, 本論文では商法 (会社法) と企業会計における分配規制をめぐ

る理論と制度の変遷を概観した上で, 法人税法上の資本概念を分析する｡
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2. 財務会計における資本

� 資本と利益の区分

わが国の企業会計原則は, 貸借対照表の貸方を負債の部と資本の部に区

分することを要請し (企業会計原則・貸借対照表原則 2), その資本の部

の中身について ｢資本取引と損益取引とを明瞭に区分し, 特に資本剰余金

と利益剰余金とを混同してはならない｣ と規定している (企業会計原則・

一般原則 3)｡ このように, 会計制度において資本という場合には, 負債

から区分される ｢資本｣ と, 利益から区分される ｢資本｣ という二つの観

点から規定される2)｡ ここでは, 法人税法上の資本概念を検討するため,

資本と利益の区分という観点から資本概念を考察する｡

資本と利益の区分は, 企業活動の成果である利益を元手である資本から

分けることを意味する｡ 貸借対照表では, 純資産の部 (株主持分) の累計

額を, 株主が払い込んだ拠出資本 (払込資本) の部分と, 企業の成果が分

配されずに再投資されている留保利益の部分に分ける｡ 拠出資本の増減取

引すなわち資本取引については, ①株主の払込資本を増減する取引と捉え

る見解と, ②株主の払込資本を増減する取引に加えて, 貨幣価値の変動に

よる資産の評価替えや保険差益の発生による自己資本増加の取引および国

庫補助金や工事負担金などの受け入れによる自己資本の増加の取引も含め

て資本取引と捉える見解がある｡ 商法および法人税法においては, 資本取

引とは, 株主の払込資本の増加をもたらす取引とされる｡ 一方, 初期の企

業会計原則においては②の広義説を採用していた3)｡

こうした資本と利益の区分が果たす役割は, 企業会計の基本的機能と捉

える見方が主流である｡ 例えば森川 (2002) は ｢利益剰余金は資本の運用

取引から生じたものであるから, 本質的に分配可能性をその特質とするの

に対して, 資本剰余金は, 資本金とともに, 企業活動の元手を表し, 維持
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拘束性を特質とするものである｡ したがって, この両者を区分することに

よって, 後者の資本剰余金が企業内に維持拘束され, 資本の維持が達成さ

れることになる｣ (森川, 2002, p. 19) と述べている｡ すなわち, ｢払込資

本と留保利益の区分｣ による機能を資本維持機能, ｢資本取引と損益取引

の区分｣ による機能を情報開示機能と捉えた上で, ｢資本と利益の区分｣

は, ｢情報開示機能と資本維持機能という 2つの主要な機能を担う原則で

あり, これらの機能を通して資本と利益を峻別するという役割を達成する｣

(森川, 2002, p. 19) としている｡

� 商法規定と企業会計

ここでは資本と利益の区分に関して, 資本の部の分類がどのように変容

したかを概観し, 企業会計原則と 1950年 (昭和 25年) 改正商法から 2001

年 (平成 13年) 改正前商法の関係を明らかにしたい｡ 以下では, 図表 1

に示した企業会計原則の改正と商法改正の経緯にしたがって, 資本剰余金・

資本準備金に組み入れられる項目を概観する｡

1949年 (昭和 24年) に制定された企業会計原則は, 貸借対照表原則

4�Bにおいて ｢剰余金は, 資本剰余金と利益剰余金とに区分する｡ 資本
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図表 1 資本に関する企業会計原則の改正と商法改正の経緯

1949年 (昭和 24年) 企業会計原則制定 資本準備金を例示列挙

1950年 (昭和 25年) 商法改正 企業会計原則に倣う

1954年 (昭和 29年) 企業会計原則修正 資本準備金の例示列挙が拡充

1962年 (昭和 37年) 商法改正 財産評価差益の削除

1963年 (昭和 38年) 企業会計原則修正 その他の資本剰余金の削除

1974年 (昭和 49年) 企業会計原則修正 表示区分を商法に倣う

1981年 (昭和 56年) 商法改正 額面株式・無額面株式の接近

1982年 (昭和 57年) 企業会計原則修正 株式払込剰余金という用語使用

1999年 (平成 11年) 商法改正 株式交換・株式移転制度の導入

2000年 (平成 12年) 商法改正 会社分割制度の導入

(出典) 安藤 (2006), 弥永 (2003) および嶌村 (1985) 等を参考に作成｡



剰余金は, 株式発行割増金, 無額面株式払込剰余金その他の資本剰余金に

区分して表示する｡ ……利益剰余金は, 法定準備金, 別途積立金, 当期未

処分利益剰余金に区分して表示する｣ と規定している｡

これに対して, 1950年 (昭和 25年) 改正商法における資本準備金は,

株式発行差金 (額面超過金), 無額面株式払込剰余金, 財産評価差益 (一

営業年度ニ於ケル財産ノ評価益ヨリ其ノ評価損を控除シタル額), 減資差

益, 合併差益とされた (1950年 (昭和 25年) 改正商法第 288条の 2)｡ こ

れらは, 企業会計原則において資本剰余金として列挙されている項目と概

ね一致する｡ 1950年 (昭和 25年) 改正商法において, 法定準備金を資本

準備金と利益準備金とに区分し, 企業会計原則に依拠して資本準備金の積

立源泉を拡充したのである｡

1950年 (昭和 25年) 改正商法において, 企業会計原則の資本剰余金が

資本準備金として商法に採用されたことを契機に企業会計原則は資本剰余

金の拡充を図った｡ 1954年 (昭和 29年) の改正では, 貸借対照表原則

4�Bに ｢剰余金は, 一定の基準に従って, 資本剰余金と利益剰余金とに

区分しなければならない｡ 資本剰余金は, 株式発行差金 (額面超過金),

無額面株式の払込剰余金, 固定資産評価差益, 減資差益, 再評価積立金,

国庫補助金 (建設助成金), 工事負担金, 保険差益に区分して表示しなけ

ればならない｡ 利益剰余金は, 利益準備金, 任意積立金, 当期未処分利益

剰余金に区分して表示する｣ と規定した｡ 1954年 (昭和 29年) の改正時

に, ｢企業会計原則注解｣ が新設されて, ｢注 6 剰余金とその区分につい

て｣ に資本剰余金ではあるが, 商法上の資本準備金ではない ｢資本的支出

に充てられた国庫補助金 (建設助成金) 及び工事負担金｣, ｢資本補填を目

的とする贈与剰余金又は債務免除益｣, ｢貨幣価値の変動に基き生じた保険

差益｣ が ｢その他の資本剰余金｣ と規定された4)｡

1962年 (昭和 37年) 改正商法は資本準備金の源泉から財産評価差益

(1962年 (昭和 37年) 改正前商法第 288条の 2第 1項第 3号) を削除し
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た｡ ｢一営業年度ニ於ケル財産ノ評価益ヨリ其ノ評価損を控除シタル額｣

の解釈について見解が分かれていたことに加えて, 1962年 (昭和 37年)

改正商法は資産評価に取得原価主義を採用したことから, 原則として財産

評価差益は資本準備金の規定から削除された5)｡ その結果, 商法における

資本金および資本準備金の合計額は払込資本と同額になった6)｡

企業会計原則および企業会計原則注解は, その後, 1963年 (昭和 38年),

1974年 (昭和 49年), 1982年 (昭和 57年) に改正が行われた｡

1963年 (昭和 38年) の改正においては ｢剰余金は, 一定の基準に従っ

て, 資本剰余金と利益剰余金とに区分しなければならない｡ 資本剰余金は,

株式発行差金 (額面超過金), 無額面株式の払込剰余金, 減資差益, 合併

差益, 再評価積立金等に区分して表示しなければならない｡ 利益準備金は,

利益準備金, 任意積立金及び当期未処分利益剰余金に区分して表示する｣

(企業会計原則・貸借対照表原則 4�B) と規定され, 資本剰余金の例示項

目から ｢固定資産評価差益｣, ｢国庫補助金 (建設助成金)｣, ｢工事負担金｣,

｢保険差益｣ が削除された7)｡

1974年 (昭和 49年) の改正においては ｢剰余金は, 資本準備金, 利益

準備金及びその他の剰余金に区分して記載しなければならない｡ 株式発行

差金 (額面超過金), 無額面株式の払込剰余金, 減資差益及び合併差益は,

資本準備金として表示する｡ その他の剰余金の区分には, 任意積立金及び

当期未処分利益を記載する｣ (企業会計原則・貸借対照表原則 4�B) と規

定され, 商法との調整に基づく改正がなされた｡ 具体的には, 区分のしか

たが, ｢資本剰余金と利益剰余金の区分｣ から ｢資本準備金, 利益準備金

およびその他の剰余金の区分｣ へと変わった｡ 資本剰余金という用語は

｢企業会計原則注解 19｣ において言及されるだけとなった8)｡ また, 1974

年 (昭和 49年) の改正においては例示項目について ｢再評価積立金｣ が

削除された｡

1981年 (昭和 56年) 改正商法は額面株式と無額面株式との接近を図り,
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1981年 (昭和 56年) 改正前商法第 288条の 2第 1項第 2号は削除され,

第 288条の 2第 1項第 1号に含められた (株式ノ発行価額中資本ニ組入レ

ザル額)｡ ただし, この改正によって資本準備金に組み入れられるものに

本質的な変更があったわけではない｡

1982年 (昭和 57年) の改正においては ｢剰余金は, 資本準備金, 利益

準備金及びその他の剰余金に区分して記載しなければならない｡ 株式払込

剰余金, 減資差益及び合併差益は, 資本準備金として表示する｡ その他の

剰余金の区分には, 任意積立金及び当期未処分利益を記載する｣ (企業会

計原則・貸借対照表原則 4�B) と規定された｡ 1982年 (昭和 57年) の

改正においては 1981年 (昭和 56年) 改正商法を受けて, ｢株式発行差金

(額面超過金), 無額面株式の払込剰余金｣ を ｢株式払込剰余金｣ とした9)｡

1999年 (平成 11年) 改正商法では株式交換・株式移転制度が導入され

たため, 株式交換差益および株式移転差益を資本準備金として積立てるこ

とが要求されるようになる｡ そして 2000年 (平成 12年) 改正商法では会

社分割制度が導入されたため, 分割差益を資本準備金として積立てること

が要求されるようになった｡

以上の企業会計原則における資本剰余金と商法における資本準備金の変

遷を時系列にまとめると, 図表 2と図表 3の通りである｡

ここで問題となるのが, 両制度が維持すべき資本をどのように捉えたか

である｡ 維持すべき資本については大別して 2つの考え方がある｡ 1つの

考え方は資本を ｢株主からの払込資本｣ と捉えるものである｡ もう一方の

考え方は資本を ｢株主を含む各種の利害関係者からの拠出額｣ と捉えるも

のである｡

わが国の企業会計は, 1949年 (昭和 24年) に企業会計原則が制定され,

1974年 (昭和 49年) に改正されるまで, ｢維持すべき資本｣ (資本金＋資

本剰余金) を ｢株主を含む各種の利害関係者からの拠出額｣ として捉えて

きた10)｡ 資本を ｢株主を含む各種の利害関係者からの拠出額｣ と捉える場
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合は, 国庫補助金等利害関係者からの拠出額も資本剰余金に含められる｡

しかし, 1974年 (昭和 49年) に改正された企業会計原則では, 資本を

｢株主からの払込資本｣ と捉えた｡ これは, 株主以外の利害関係者から拠

出された金額がなぜ ｢資本｣ の属性を有するかを明らかにできなかったた

めである11)｡

一方, 2001年 (平成 13年) に改正されるまでの商法は, 原則として株

主から拠出されたものだけを ｢維持すべき資本｣ と考えた｡ この観点を採

用する場合, 例えば国庫補助金は株主から拠出されたものではないから資
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図表 2 企業会計原則における資本剰余金の例示科目

昭和 24年 昭和 29年 昭和 38年 昭和 49年 昭和 57年

株式発行割増金 株式発行差金 株式発行差金 株式発行差金 株式払込剰余金

無額面株式払込剰余金 無額面株式払込剰余金 無額面株式払込剰余金 無額面株式払込剰余金 ―

その他の資本剰余金 固定資産評価差益 ― ― ―

― 減 資 差 益 減 資 差 益 減 資 差 益 減 資 差 益

― 合 併 差 益 合 併 差 益 合 併 差 益 合 併 差 益

― 再評価積立金 再評価積立金 ― ―

― 国庫補助金 ― ― ―

― 工事負担金 ― ― ―

― 保 険 差 益 ― ― ―

(出典) 嶌村 (1985, p. 156)｡

図表 3 商法における資本準備金の例示科目

昭和 25年 昭和 37年 昭和 56年 平成 11年 平成 12年

株式発行差金 株式発行差金 株式払込剰余金 株式払込剰余金 株式払込剰余金

無額面株式払込剰余金 無額面株式払込剰余金 ― ― ―

財産評価差益 ― ― ― ―

減 資 差 益 減 資 差 益 減 資 差 益 減 資 差 益 減 資 差 益

合 併 差 益 合 併 差 益 合 併 差 益 合 併 差 益 合 併 差 益

― ― ― 株式交換差益 株式交換差益

― ― ― 株式移転差益 株式移転差益

― ― ― ― 分 割 差 益

(出典) 嶌村 (1985, p. 156) を参考に作成｡



本準備金とはみなされない｡ さらに, 利益準備金が追加されることによっ

て, 株主の有限責任に対応した債権者保護が達成された｡

こうして, 1974年 (昭和 49年) 以降, 2001年 (平成 13年) に商法が

改正されるまで, 企業会計においても商法においても, 維持すべき資本は

｢株主からの払込資本｣ として一致していた｡ 2001年 (平成 13年) 改正

前商法と企業会計における資本を示せば図表 4のようになる｡

� 会社法規定と企業会計

企業会計原則と 2001年 (平成 13年) 改正前商法においては維持すべき

資本を ｢株主からの払込資本｣ と捉えて乖離がなかった｡ しかし, 2001

年 (平成 13年) 改正商法以降は, 商法上の維持すべき資本の額と企業会

計上の資本とが乖離した｡

商法上の維持すべき資本の額と企業会計上の資本の額とが乖離したのは,

2001年 (平成 13年) 以降, 資本と利益の区分が曖昧になったためである｡

2001年 (平成 13年) 改正商法では, 払込資本の性格を有する①資本金お

よび資本準備金減少差益および②自己株式処分差益が, 商法上配当可能利

益として取扱われるようになった12)｡ この改正により, 配当可能限度額を

留保利益の範囲内に制限してきた配当規制が変化した｡ このため配当規制

の観点からは, 株主からの払込資本と留保利益とを区分する必要がなくなっ

た｡

①の資本金および資本準備金減少差益に関する改正は, 減資差益を資本
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図表 4 商法および企業会計における資本

維持すべき資本 区分の理由

2001年 (平成 13年) 改正前
商法の立場

資本金・資本準備金 債権者保護

企業会計原則の立場 資本金・資本剰余金
資本維持機能
情報開示機能



準備金の組入項目とする従来の規定 (2001年 (平成 13年) 改正前商法第

288条の 2) の削除である｡ 減資差益は, 2001年 (平成 13年) 改正商法

の前までは, 資本準備金となるものとされていた (2001年 (平成 13年)

改正前商法第 288条の 2第 1項第 4号)｡ 減資差益を資本準備金とすれば,

それを株主に払い戻す際に, 再度債権者保護手続をとらなければならない｡

しかし, その必要性は乏しいとして, 2001年 (平成 13年) 改正商法によ

り, 減資差益は資本準備金ではなく, その他資本剰余金となるものとされ

た (2006年 (平成 18年) 改正前商法施行規則第 70条)13)｡

2001年 (平成 13年) 改正商法により減資差益からの配当が許容された

のは, 減資差益が資本に組み入れられるとしても, 法定準備金自体の取崩

し (法定準備金の減少) が許容され, その取崩手続は減資とほぼ同様であ

るから, 減資決議時にその取崩手続をもなされたとみることができるから

である｡

②の自己株式処分差益に関する改正は, 従来は例外的にしか認められて

いなかった自己株式の取得・保有につき, 取得事由および保有に関する制

限を撤廃し, 利益処分後の配当可能限度額の範囲であれば原則として自由

に取得し, また保有し続けることを認めたものである｡ こうした自己株式

の取得は, 実質的には資本の払戻しに当たる｡ そのため, 自己株式処分差

益もその他資本剰余金として配当可能利益として扱われた｡

これらの改正は資本準備金の性質を ｢株主からの払込資本｣ という定義

から乖離させた｡

配当規制の観点からは, 株主からの払込資本と留保利益とを区分する必

要がなくなった一方で, ｢資本の部｣ の表示形式においては払込資本とい

う概念が維持されている｡ つまり, 商法は払込資本の維持について, 従来

の配当規制による強制から新たな表示面のみの形式的なものへと方針を変

えたのである14)｡
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3. 法人税法における資本

まず会社法制と企業会計が乖離する前の法人税法上の資本から概観する｡

法人税法上の ｢資本等取引｣ (法人税法第 22条第 5項) については, 資本

主たる株主との取引のみに限定され, 法人税法上の ｢資本等の金額｣ (2006

年 (平成 18年) 改正前法人税法第 2条第 16号) は, 原則として対資本主の

関係から拠出された ｢資本の金額又は出資金額｣ と ｢資本積立金額｣ (2006

年 (平成 18年) 改正前法人税法第 2条第 17号) から構成されていた｡

つまり, 国庫補助金等その他の資本剰余金は, 法人税法では課税対象で

あるので, 法人税法における資本積立金額は, 企業会計原則における資本

剰余金と範囲を異にしていた｡ 法人税法における資本積立金は 2001年

(平成 13年) 改正前商法の資本準備金とほぼ一致していたといえる｡

ただし, ｢資本積立金額｣ とされる項目のうち合併差益については, 企

業会計原則とも商法とも, 範囲を異にしていた｡ 法人税法における合併差

益のうち承継した資産の評価益から成る部分の金額は益金の額となる｡ ま

た被合併法人の利益積立金額から成る部分の金額は合併法人の ｢利益積立

金額｣ となるため, 合併差益のうち資本積立金額となるのは消滅会社の残

余純資産額からなる部分の金額に限定された (2006年 (平成 18年) 改正

前法人税法第 2条第 17号)｡

法人税法, 商法, 企業会計における資本積立金額, 資本準備金, 資本剰

余金を表にまとめると次の図表 5の通りである｡

図表 5に示したように, 2001年 (平成 13年) の改正前は法人税法にお

ける資本積立金と商法における資本準備金とが概ね一致していた｡ 法人税

法および商法では, 資本を株主から拠出されたものであると定義づけして

いた｡ したがって, 企業会計上 ｢その他の剰余金｣ とされる国庫補助金お

よび工事負担金等が, 法人税法および商法においては利益となる｡
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商法上の資本概念を借用しているにも関わらず, 法人税法独自の規定と

して資本積立金を定義している点に着目して議論を進めたい｡ 資本積立金

を独自に定義している理由は, 課税所得計算から除かれる資本等取引の範

囲を明らかにするためである｡ 法人税法では, 法人を株主の集合体とみる

ため, 資本取引は対資本主との取引に限定されており, 資本積立金額は全

て資本主との間に発生したものおよび株主の拠出資本の修正により生じた

ものに限られる｡ そのため, 法人税の所得計算には, 資本等取引にかかる

収益・費用は一切関係させないこととして資本積立金を詳細に規定してい

る｡ 資本積立金額は株主からの拠出資本とその修正取引により生じたもの

に限定する｡

さらに利益積立金額を規定している理由は, 法人の所得のうち現時点で

株主に還元していない金額16) を明らかにするためである｡ 利益積立金額

は, 法人税の課税関係が終了した所得の内部留保の累計であり, 将来株主

に分配されるべき性格をもっている｡ つまり, 利益積立金の税務上の特質

は, 法人税の課税済所得の留保といえる｡ したがって, 利益積立金額の範
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図表 5 2001年 (平成 13年) 改正前会計制度の比較表

項 目 法 人 税 法 商 法 企 業 会 計

株 式 払 込 剰 余 金 資本積立金額 資本準備金 資本剰余金

減 資 差 益 資本積立金額 資本準備金 資本剰余金

自己株式の譲渡益 益金算入 利 益 利 益

合 併 差 益

資本積立金額
合併差益のうち,
被合併法人の資
本積立金額およ
び合併減資差益
からなる部分の
金額に限る｡

資本準備金
合併差益のうち,
被合併法人の利
益準備金相当額
は利益準備金と
することも可｡

資本剰余金
商法第 288条の
2第 2項の規定
により利益剰余
金等に組み入れ
たものを除く｡

国庫補助金および
工 事 負 担 金 等

益金算入15) 利 益 その他の剰余金

(出典) 武田 (1994, p. 221), 渡辺 (2006, pp. 118�119) を参考に一部修正｡



囲を明確にし, その金額を毎期計算させる理由は, 所得を不当に内部留保

することによって, 課税の軽減を図ろうとする意図を防止しようというも

のであると考えられる｡ 法人税法上の利益積立金額は, 企業会計上の利益

剰余金と異なった税負担の軽減を防止するという理由から, 設けられてい

ると言えよう｡

法人税法における資本等取引は, 法人税法第 22条第 5項において①法

人の資本金等の額の増加又は減少を生ずる取引および②法人の行う利益又

は剰余金の分配と定義されている｡ 法人税法上の資本等取引は, 企業会計

上の資本取引と 2つの点で相違する17)｡ 第一に, 資本積立金と資本剰余金

とがその意義と範囲において一致しない点である｡ 企業会計上の ｢その他

の資本剰余金｣ は, 法人税法上益金として取扱われ, 原則として課税対象

となる｡ 第二に, 法人税法では ｢利益または剰余金の分配｣ を資本等取引

に含めている点である｡ 法人税法では資本取引に資本自体の変動や資本積

立金の増減取引以外に ｢利益または剰余金の分配｣ が含まれるため, 資本

取引に ｢等｣ の文字が付いている18)｡ ｢利益の配当または剰余金の分配｣

ではなく, ｢利益または剰余金の分配｣ というように利益についても配当

ではなく, 分配という用語を用いる理由は, 必ずしも利益処分という形式

を重要視するのではなく, 実質的な分配であるか否かで資本等取引の判断

を行うためである19)｡

2006年 (平成 18年) 税制改正まで, 法人税法上, 資本の金額または出

資金額について定義されていなかった｡ そこで, 上記の考え方を踏襲して,

2006年度 (平成 18年度) 税制改正において, ｢資本金等の額｣ は ｢法人

が株主等から出資を受けた額｣ (法人税法第 2条第 16号) であると規定さ

れ, その本質が法人税法の本法に明示された｡

2006年 (平成 18年) 改正前税制における ｢資本等の金額｣ は, 資本の

金額と資本積立金額の合計額であった｡ しかし, これらは, いずれも株主

の拠出額であり, 両者を区分する必然性がないことから, 払い込まれた額
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を全体として ｢資本金等の額｣ とする整理がなされた｡ この改正を受けて,

法人税法, 商法, 企業会計における資本金等の額, 資本準備金, その他資

本剰余金を表にまとめると次の通りである｡

図表 6に示したように, 2001年 (平成 13年) 改正商法により, 法人税

法上の資本金等の額は会社法における資本剰余金の概念よりも企業会計に

おける資本剰余金の概念に接近した｡ これは, 2001年 (平成 13年) 改正

商法により, 商法上の配当規制が大きく変わったためである｡ 減資差益お

よび自己株式処分差益がその他資本剰余金として区分され, 処分可能となっ

た｡ 表示形式においては, 会社法と企業会計は概ね一致しているが, 配当

規制については減資差益, 自己株式処分差益等の扱いについて乖離してい

る22)｡ 法人税法上の資本概念は 2001年 (平成 13年) 改正商法以降, 会社

法制よりも企業会計に接近したといえる｡

4. む す び

会計上は配当規制と債権者保護の観点から ｢資本と利益の区分｣ が尊重
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図表 6 2006年 (平成 18年) 改正後会計制度の比較表

項 目 法 人 税 法 会 社 法 企 業 会 計

株 式 払 込 剰 余 金 資本金等の額 資本準備金 資本剰余金

減 資 差 益 資本金等の額 その他資本剰余金 その他資本剰余金

自己株式の譲渡益 資本金等の額 その他資本剰余金 その他資本剰余金

合 併 差 益
適格合併の引継利
益積立金を除き,
資本金等の額

資本準備金または
その他資本剰余金

資本剰余金

国庫補助金および
工 事 負 担 金 等

益金算入20) 利 益 明文規定なし21)

(出典) 武田 (1994, p. 221), 渡辺 (2006, pp. 118�119) を参考に一部修正｡



されてきた｡ しかし, 2001年 (平成 13年) 改正商法により, 商法上, 資

本金および資本準備金減少差益と自己株式処分差益を配当することが可能

になり, 配当可能限度額を留保利益の範囲内に制限してきた配当規制が変

化した｡ 2001年 (平成 13年) 改正商法以前は企業会計と商法の資本概念

は ｢株主による払込資本｣ として一致していたが, 2001年 (平成 13年)

改正商法より商法上の資本準備金の性質は ｢株主からの払込資本｣ になる

わけではなくなった｡

一方, 法人税法においては資本に対する課税を防ぐという観点から ｢資

本と利益の区分｣ が重要な意味を持つ｡ そのため, 法人税法上は資本等取

引が明確に定義され, 課税所得の計算から資本等取引は除かれている｡ 法

人税法上の資本概念は ｢法人が株主等から出資を受けた額｣ である｡ 制度

の変遷をみると, 法人税法上の資本概念は, 2001年 (平成 13年) 改正前

は商法おける資本概念と一致しなくなった｡

1) グループ経営と税制のあり方が議論の対象となり, 2009年 (平成 21年)

には ｢資本に関係する取引等に係る税制についての勉強会 論点とりまとめ｣

が公表された｡

2) 例えば, 古市 (2006) を参照されたい｡

3) 詳しくは新井 (2003, p. 42) を参照されたい｡

4) 詳しくは安藤 (2006, pp. 20�21) を参照されたい｡

5) 詳しくは上田 (1964, p. 110) を参照されたい｡

6) 表示に関しても資本金および資本準備金の合計額が払込資本の額に等しい

ことが反映され, 資本金, 法定準備金, および剰余金の各部に区分されるこ

ととなった｡ この表示形式は 2002年 (平成 14年) に公布される法務省令ま

で続いた｡

7) 法制審議会商法部会においては, これらの削除された項目が商法上の資本

準備金として列挙されることも検討されたが, 資本取引の概念が法的に明確

ではないこと, 資本的支出にあてられた国庫補助金, 工事負担金や財産の再

取得にあてられた保険差益について, 概念が不明確であり, 経常的に生ずる
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事項ではないことから見送られた｡ 詳しくは味村 (1958, p. 3) を参照された

い｡

8) ただし, 当時の関係者による解説でも資本剰余金の実質的な内容に変わり

はないとされている｡ 詳しくは飯野 (1964, p. 199) を参照されたい｡

9) 1982年 (昭和 57年) に改正された注解 19は資本剰余金について ｢株式払

込剰余金, 減資差益, 合併差益等｣ と規定している｡ ｢等｣ の字が入っている

ため, 企業会計原則は ｢その他資本剰余金｣ を削除したわけではないという

解釈もある｡ 詳しくは番場 (1986, p. 281) を参照されたい｡

10) 森川 (2002, p. 22) を参照されたい｡

11) 森川 (2002, p. 21) を参照されたい｡

12) 詳しくは小賀坂 (2002, pp. 19�20) を参照されたい｡

13) 詳しくは江頭 (2004, p. 623) を参照されたい｡

14) 詳しくは安藤 (2002, p. 13) を参照されたい｡

15) ただし, 圧縮記帳による課税繰延ができる｡

16) 株主の観点から述べると, これは, 所得税の清算が終わっていない金額で

ある｡

17) 詳しくは碓氷 (1985, p. 166) を参照されたい｡

18) 富岡 (2008, pp. 65�66), 末永 (1998, p. 94) 等を参照されたい｡

19) 詳しくは末永 (1998, p. 94) を参照されたい｡

20) ただし, 圧縮記帳による課税繰延ができる｡

21) 企業会計基準第 5号 ｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣

37項において言及されているが, 検討の対象から外されている｡

22) 菊谷・石山 (2006), 末永 (2003) を参照されたい｡
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要 約

2010年 4月, 10月の中国の 2度に渡る実質上のレアアース輸出停止は,

我国の主要輸出産業である半導体産業に対し, その供給, 調達はボトルネッ

クである故, 深刻な影響を与えた｡ その全量を輸入に依存する日本では,

今後, 貿易交易条件が急激に悪化し, 安定供給が危ぶまれる｡ 中国のレア

アース生産は世界市場占拠率凡そ 90％を占め, 寡占市場支配を達成して

いる｡ 中国のレアアース市場支配は, 開放経済の以前より継続, 計画的に

進められた貿易政策によるものであり, 過去においては, アメリカ, カナ

ダ他の競合するレアアース輸出産業を, その市場価格支配力 (価格ペネト

レーション戦略) により席捲, 淘汰してきた経緯がある｡ 中国貿易政策で

はその産業政策と連動し, 長期継続, 計画的な政策実施がなされ, レアアー

ス輸出停止もその一環であることが重要な理解の前提である｡ この供給危

機に対し, WTOへの提訴, また国際連携から対外圧力を掛ける等, 政治

的な対応が図られているが, 石油資源などの市場動向で見るように, 資源

ナショナリズムにより産出国の資源主権は保護されることから, 需要国側

には極めて厳しい供給状況が継続すると考えられる｡ 中国ではレアアース

輸出カルテルを形成する運びであり, 日本の貿易政策上, 短期対応では輸

入カルテル形成がある｡ しかし, 本来, 貿易政策は長期継続的視点から,

産業育成, 強化政策と連動する必要があり, この危機は, 日本での新しい

レアアース貿易政策立案の契機でもある｡

キーワード：輸出・輸入カルテル, 資源メジャー, レアメタル, レアアー

ス, 貿易交易条件, 環境技術



は じ め に

中国は 2010年 4月に一回目のレアアース (希土類) 輸出停止, その後,

しばらくの内に輸出が再開され 7月には, 以前と同輸出水準に回復, また

今回 10月に 2回目の温家宝首相の輸出停止処置 (公式には依然, 輸出停

止を否定) となった｡ 中国国務院が, 公式にはレアアースの輸出停止を発

表していないにも拘らず, 実際には輸出停止の状況が続いており, 経済産

業省では, レアアース供給危機に対し緊急対策として特別予算 390億円が

組まれた｡ また韓国を始め, 米国などの中国に依存度の高い企業はさらに

厳しい状況となっているが, レアアース備蓄は, 日本が最も遅れている状

況である (備蓄政策も重要な貿易政策の方針であるが, 日本政府側, また

JOGMEG等の対応は非常に遅れた)｡ 7月 8日に中国商務部から発表され

た 2010年下半期のレアアース輸出枠は前年同期比 40％減 7,976トンとい

う急激な枠制限が成された｡ 日本の自動車, 家電, 環境産業に中国のレア

アースは深く関わっており, 影響は大きい｡ 今年 11月に来年の EL (輸

出許可) 枠が発表されるが見通しは厳しい(1)｡

2009年 8月 12日, 中国内モンゴル包頭市で行われたレアアースカンファ

レンス (中国包頭希土産業発展フォーラム)で, 中国工業情報化部 (Minis-

try of Industry and Information Technology) は, テルビウム, ジス

プロシウム, イットリウム, ツリウム, ルテチウムの輸出の全面禁止を検

討｡ また, ネオジム, ユーロピウム, セリウム, ランタンといった金属の

輸出量も, 世界需要量よりはるかに少ない年間 3万 5,000トン以下に制限

する｡ 加えて①レアアースは原料としての輸出を制限, ②レアアースの応

用分野の発展を奨励し, 2015 年までにレアアース応用材料の生産量を

13.8万トンまで増加させる, ③その目標を実現し, さらに応用技術水準を

向上させるため, レアアース加工企業に対して毎年, 売上高の最低 1％を
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技術開発に支出させる, ④レアアース加工応用分野の特許取得件数を 50

％増加させ, 発光材料, 水素貯蔵合金材及び永久磁石材の生産量を全世界

の 70％を占めることを目標とする, と具体的な方策が発表された｡ 一回

目の中国の輸出停止では, 直後に米国のWTO提訴があり, このWTO

裁定では明確な判断は示されなかったが, 国際非難を受けて, 再輸出に応

じたと見なされている｡ 特に日本向けのレアアースについて, 今回 10月

の経済産業省の調査では, レアアースを供給する中国企業から, 輸出免許

の申請の厳格化や税関検査の長期化などで, 一方的に契約破棄を通告され

る日本企業が出ているという｡ 11月ごろになっても輸入ができなければ,

在庫切れとなる企業も出てくる可能性があり, 経済産業省は引き続き, 中

国政府に事態の改善を求めて行く考えであるという｡

かつて�小平は ｢中東には石油あり, 中国にはレアアースあり (中東有

石油, 中国有稀土)｣ と述べた｡ 中国のレアアース・メタル産業は, �小

平の ｢西部大開発｣ 政策の一環として, 内モンゴル等, 中国西部へ漢民族

8,000万人を移動させ, 計画的に産業開発された｡ 特にレアアースは, 酸

化鉱物として産出され, 多くは荒廃した不毛な地域で産する｡ これまでの

大量の人海戦術, また低価格での輸出ドライブで, 世界の主な産地, 特に

米国マウンテン・パス鉱床鉱山 (モリコープ社所有カリフォルニア州

1980年代世界 50％以上のレアアース産出) 等主要鉱山は, 2002年その安

値攻勢に追われ, 廃坑に至っている｡ その特に深刻な環境問題を引き起こ

す可能性が高いことから, 米国でも社会問題視され, 再採鉱には至らなかっ

た｡ この中国のレアアース産業であるが, 国有企業, 郷鎮企業から多くは

私有企業化した主には 90余りの中小企業の集合体であり, 中国の輸出は

自由化されず国家規制に支配される｡ その為, 密輸や, 製品品質のバラつ

き等, 問題点も多く存在した｡ 今回の中国側のレアアース産業についての

コメントを拾うと, ｢中国レアアース産業の集約 (90社から 30～60社へ

新産業体制への移行), 環境配慮のため, 中国企業の製造過程の改善を実
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施するなど｣, 公式には輸出停止を否定し, 新生産体制で, 環境改善され

た製品輸出を実施する方針が示されている｡

日本, 米国, 韓国など, ハイテク製品分野に比較優位を持つ側は, レア

アースが生産上ボトルネックになりかねない為, WTO再提訴を含め, 連

携対応を模索しているが, これまで日本のレアアース輸入の年間総額でも

約 150億円程度と言われ, 余り問題とされていなかった｡ 4月中国の輸出

停止以来, 4～9倍にも価格上昇している状況から, この中国側の対応に

より, 更に実質的な値上げが実現できることになる｡

1. 中国のレアアース供給停止と市場対応

1�1 レアアース市場の特性

レアアースの商品特徴として以下の市場特性が挙げられる｡

① 希少・偏在性

17の鉱物性元素群でレアメタルの一種とされる｡ 主に花崗岩層か

ら産出し, 中国内モンゴル地区 (鉱業都市包頭市中心) に集中して産

出する｡ 単独で存在せず, 分離精製, 抽出が必要な為, 取り出し難い｡

また放射性物質を含むことが多く, 環境問題にも影響がある｡ 中国が

世界市場 90％の占拠率を持つと言われるが, これは国家政策として

産業育成され, 競合する米国, カナダ, 豪州企業に市場浸透策で優位

に立ち, 独占的立場を築いてきたことによる｡

② ハイテク産業のボトルネック

製品性能の向上に不可欠な物質であり, 工業的に蓄電池や発光ダイ

オード, 磁石等エレクトロニクス製品の性能向上に必要不可欠な材料

であり, その使用は微量であれ, 資源枯渇ピークアウトも早期に来る

ことが予測され, 世界的にも調達が困難化している｡

③ レアアース危機への対応
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レアアース価格上昇により世界で採掘再開する兆しがある｡ 新鉱山

採掘の探鉱, 旧鉱山の再鉱, 都市鉱山からのスクラップ回収とリサイ

クル, 新技術による合成または代替物質開発, 以上による中国依存度

の引下げで輸入リスクの低減化を図る事が, 日本政府の主な対応となっ

ている｡ しかし都市鉱山でも回収困難で, 中国でしか産出しないネオ

ジ鉄ボロン磁石, 中重希土の調達が重要であり, これらについての調

達戦略は全く未知数である｡

④ 抽出方法 ｢溶媒抽出法による希土分離｣

イオン交換分離システムは多くの国・企業で採用されたが, 0.015

mal/l前後のトレーサー濃度のため希土類を必要とする産業に量的対

応は不充分であった｡ 1970～1980年代から蛍光体の他にセラミック

ス・光学レンズ・磁石・触媒等々で希土類が本格的に消費され始めた｡

更には, UV カット材や PSZ (部分安定化ジルコニア)・電子部品

(セラミックスコンデンサーやハードディスクなど) にも需要は広が

る｡ 溶媒抽出法はイオン交換法に比べて, 希土濃度が 10倍～100倍

位の領域で分離する事が可能となる｡

日本のN社はT社のバッチ方式製造法に技術改良を加え, 連続原料フィー

ドをしながら, 同時に 99.999％ Y液を連続製品液としてレアアース抽出

に成功 (15トン～20トン/月の製造)｡ 同時に特許を取得した｡ 日本では

主に 2種類の溶媒の組み合わせで相対分離係数を上げていた｡ 一方で, 工

場が豊富な中国では, 北京大学が主体となり, 単一の溶媒で全ての希土の

分離に対応出来る標準化されたシステムを普及させることにより, 中国全

域に技術を広めることに成功｡ 日本では公害に対する環境基準が厳しく規

制され, 窒素 (N) の基準値をクリア出来ずに撤退した企業が少なくない｡

硝酸―アンモニア水システムから塩酸―苛性ソーダシステムへの切り替え,

N基準値の改善見直し等も早急な着手が必要である｡
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1�2 中国レアアース産業の市場寡占的立場の確立プロセス

レアアースの世界生産の 9割超を握る中国に対し, 輸入に頼る日本の立

場は弱く, 打開策はすぐには見つかりそうもない｡ 液晶テレビのガラス基

板の研磨剤などに使われるセリウムの価格は 1キロあたり 40～50ドルと,

1年前の 5～6ドルから急騰し, 家電 1台あたりの生産に必要な量は微量

のため, 商品価格がすぐに上がることは考えにくいが, 製造過程に支障が

出るおそれもある｡ レアアース輸入商社, 双日㈱は ｢今回はレアアースユー

ザーに大きな衝撃を与えており, 20年に一回の大津波といっていいだろ

う｣ という｡ しかし実は数年前から中国がレアアースの輸出を絞り込み,

最終的には輸出そのものを止める方向を考えている, というのは 2006年

過ぎから流布されていた｡ 2006年頃から中国はレアアース輸出還付税の

撤廃にはじまり, 輸出関税を上乗せしてきた｡

中国レアアースの原産地は, 内モンゴル自治区包頭市白雲鉱区バヤン鉱

区であり, 包頭鋼鉄グループと中小業者が中心となって企業展開している｡
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輸入資源価格変動の企業収益性への影響度

寡占供給される資源の価格変動が企業収益へ与える影響を指数化する際

｢非競争輸入型均衡価格決定モデル｣ が定量的分析の基礎となる｡
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��：国内製品投入係数転置行列

��：輸入製品投入係数転置行列
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�：国内製品生産者価格の列ベクトル

��：輸入製品生産者価格の列ベクトル

�：粗付加価値率の列ベクトル
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輸入コスト増加を 100％国内製品価格へ転嫁すれば, このコスト増加に

より��
�×国内生産額分, 投入コストが増加し, 国内製品価格は��
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(％) 変化する｡



レアアース採掘企業の最大手の包頭鋼鉄は, 日本に日本包鋼商事株式会社

(日本バオガン商事株式会社：包頭鋼鉄 (集団) 有限責任公司出資 100％)

を設立し,

① 世界最大の希土類産出量を誇る ｢バヤンオボー｣ (白雲鄂博) 鉱

山を自社保有｡

② 同鉱山は希土類世界需要の 50％以上, 日本の輸入量の 90％以上

を供給｡

③ ｢中国包頭鋼鉄グループ｣ 100％出資企業｡ 鉱山直系の商社として

安定供給するという｡

崔晨教授によると, ｢包頭市は西部大開発により砂漠に作られた, 四川

省成都市に次ぐ西部第二の工業都市であり, 中国が世界レアアースの 60

％を産出する中の 90％は同市で産出｡ 包頭鋼鉄グループの本拠地で, 国

立包頭稀土研究所, 包頭稀土 (上場企業) を傘下に, ネオジウム他主要な

レアアースを生産する｣ ｢また包頭国家稀土高技術産業開発区が設置され,

1,588社の中国国内企業が操業している｣ という(2)｡

また中国政府のレアアース政策として ｢就地転化｣ 即ち, そのまま一次

原料として輸出するのではなく, 国内で二次原料化し付加価値をつける方
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図表 1�2�1 中国のレアアース輸出状況

2010.12



針がある｡ 白雲鉱区 (バイユン／バイヤン／バヤン鉱区) は中華人民共和

国内モンゴル自治区包頭市の北部に位置する市轄区であり, 早期に開発が

進み西部地域では成都に続く産業都市である｡ ｢ランタンやセリウムなど

の軽希土類元素に富む世界最大級の希土類元素鉱床である白雲鄂博 (バヤ

ンオボー／バイユンオボ) 鉱床があり, 中国包頭鋼鉄グループにより露天

掘り採掘が行われている｣｡

中国政府 温家宝首相(3) は 7月, 今年下半期向けのレアアースの輸出枠

を約 8千トンと発表｡ 年初からの合計では約 3万トンと, 今年の輸出枠は,

約 5万トンだった昨年と比べ約 4割の大幅減になる｡
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図表 1�2�2 レアメタルの日本輸入相手国とシェア

総輸入量 単 位 第 1位輸入国 シェア (％)

ニ ッ ケ ル 286,016 MT インドネシア 42.9

ク ロ ム 658,121 MT 南アフリカ 49.8

マ ン ガ ン 888,518 MT 南アフリカ 42.3

コ バ ル ト 14,593 MT フィンランド 36.0

タングステン 4,290 MT 中 国 86.5

モ リ ブ デ ン 28,420 MT チ リ 44.5

バ ナ ジ ウ ム 6,004 MT 南アフリカ 66.1

ニ オ ブ 7,215 MT ブ ラ ジ ル 92.9

タ ン タ ル 762 MT ア メ リ カ 44.3

ゲルマニウム 51 MT 中 国 54.1

ストロンチウム 17,958 MT 中 国 54.7

ア ン チ モ ン 8,092 MT 中 国 91.0

プ ラ チ ナ 62 MT 南アフリカ 73.4

パ ラ ジ ウ ム 81 MT 南アフリカ 46.3

チ タ ン 417,000 MT (鉱石) 豪 州 39.0

ベ リ リ ウ ム 7,291 MT 米 国 57.8

ジルコニウム 33,960 MT 豪 州 63.8

リ チ ウ ム 3,040 MT チ リ 78.6
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ホ ウ 素 39,393 MT ロ シ ア 45.1

ガ リ ウ ム 44 MT 中 国 29.1

バ リ ウ ム 51,000 MT 中 国 93.0

セ レ ン 6 MT ベ ル ギ ー 99.6

イ ン ジ ウ ム 421 MT 中 国 71.1

レ ア ア ー ス
(希土類)

37,652 MT 中 国 91.1

図表 1�2�3 日本のレアアース種類別輸入量
(トン, 輸入単価は円/kg)

2005年 2006年 2007年 2008年

輸入量 単 価 輸入量 単 価 輸入量 単 価 輸入量 単 価

酸化イットリウム 1,226 1,272 1,603 1,430 1,805 2,088 1,673 2,836

酸 化 セ リ ウ ム 6,147 274 11,489 265 11,013 406 8,883 641

セリウム化合物 7,216 319 9,069 341 8,015 375 7,924 447

酸 化 ラ ン タ ン 1,801 512 2,141 640 3,310 804 3,617 1,116

希 土 類 金 属 8,387 1,106 9,460 1,828 9,320 3,036 6,306 2,725

希 土 類 化 合 物 5,788 1,475 7,645 2,066 6,261 4,383 5,927 3,876

フェロセリウム 592 372 548 370 840 341 997 330

合 計 31,106 785 41,955 1,027 40,564 1,724 35,327 1,656

図表 1�2�4 レアアース E/L枠 (単位：トン)

地 域・企 業 1回目 2回目 合 計

江陰加華新材料資源有限公司 760 1,150 1,910

�陽��地亜稀土新材料有限公司 400 610 1,010

宣興新威利成稀土有限公司 770 1,170 1,940

平遠三協稀土冶錬有限公司 85 130 215

普楽 (合肥) 光 技術有限公司 0 0 0

包頭天驕清美稀土抛光粉有限公司 550 840 1,390

包 頭 �� 地 亜 稀 土 有 限 公 司 1,430 2,180 3,610

呼和浩特融信稀土金属有限公司 590 900 1,490



輸出削減の理由について中国政府は, レアアースの採掘には環境汚染を

伴うとして ｢環境保護の観点から実施した｣ (商務省の崇泉・国際貿易交

渉副代表) と説明する｡ ただ, 中国メディアによると, 温家宝首相は 7月

のドイツの企業関係者らとの会合で ｢輸出を止めることはないが, 適切な

価格で適切な量が輸出されるべきだ｣ と発言｡ レアアースがこれまで安価

で過剰に国外に流出してきた, との認識を示唆している｡ レアアースの主

要産地である広東省河源市など中国南部の 15都市が, 採掘量の厳格管理

や統一市場の構築検討を盛り込んだ行動計画に調印｡ 安価での国外流出を

防ぐ狙いとみられ, 中国国土資源省の汪民次官は ｢レアアースはハイテク,

軍事産業などの発展で重要な戦略性資源｣ と強調した｡ 訪中した近藤洋介

経産政務官が中国商務省に改善を要請｡ 中国側は, 昨年の輸出枠約 5万ト

ンが完全に消化されなかったことなどを指摘し, 輸出を減らしても問題は

ないと主張した｡ これに対し日本は, 不況, 減産による ｢特殊要因｣ とし,

昨年並みの水準の確保を求める構えである｡

中国のレアアース産業は, 20年以上, 大量安価に世界市場供給へ供給

してきたが, この安価供給は, 市場浸透政策に基づく戦略であり, 対抗す

る競合企業は次々と採算割れし, 廃坑に陥った (92年米国ハイマウント

廃鉱が最後)｡ その後, 中国企業のサプライチェーンの寡占化が進み, 世

界供給シェア 90％に至った｡ 資源メジャーとして価格, 流通を支配する

が, 自国でもその 40％近くを消費することから, 値上げについては慎重

と考えられる｡ 輸入国の日米では交易条件 (値上げなくとも供給減から)

が悪化し, 多少の備蓄があっても, 今後, 値上りは避けられないだろう(4)｡
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包 頭 華 信 冶 錬 有 限 公 司 160 240 400

包頭三徳電池材料有限公司 200 300 500

�博加華新材料資源有限公司 1,740 2,640 4,380

合 計 6,685 10,160 16,845

出典：MRBデータベース 2010より作成｡



今回の平成 22年 7月に続く 2回目の中国レアアース輸出停止 (レアアー

ス危機) であるが, 第 5全人代, APEC, 尖閣諸島問題, 人民元金利引上

げの時期に相当し, また米国のWTO提訴の中, 中国の真の狙いは何か

について追求する必要がある(5)｡

現在, 直面する中国の抱える最大の国際問題は, 米国による人民元の切

上げ・変動相場制への移行圧力であり, もし移行すれば, 経済成長に大き

な影を落とす事になる｡ レアアースの禁輸, 値上げは, この圧力をかわす

交渉カードとも考えられる｡ いずれにせよレアアース輸出停止は中国貿易

政策の一環であり, その背景の行動原理となる産業政策について考察を与

え, 長期的な視野で今後の対応を講じる必要がある｡

2. 中国の貿易政策の経緯

2�1 中国の貿易政策の進展

中国貿易が, 閉関自守を謳う ｢引進来｣ 政策から大きく転換し, 経済改

革, 対外開放政策を採ったのは 70年代からである｡ ｢三来一補｣ 外資から

の直接投資を奨励し, 通常貿易, 再輸出のための ｢進料加工｣ (輸出商品

の原料を外国から輸入して加工) 形態も利用, ｢中外合作企業｣：企業型と

プロジェクト型, ｢中外合営企業｣：中外合弁企業の三つの貿易政策から,

沿海地区の経済発展戦略 ｢大進大出｣ がスローガンとなった｡ その後, 90

年代に入り, �小平による利用外資 ｢走出去｣ 政策に転じ, 外資側によ

る完全子会社 (｢外商独資企業｣｡ 外資側が 100％出資する企業) 形態の投

資が増加, 2001年WTO加盟, 東西融合とグローバル化により, 急激な

経済成長を達成した｡

しかし, 90年代後半期より江沢民の米国協調路線から, 90年代後半に

胡錦濤多角貿易政策路線へ転換, ①｢境外加工｣：中国の企業が海外に進出

して, 海外で加工・販売を行う, ②｢帯料加工｣：中国側が原料を中国の海
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図表 2�1 中国の貿易政策の推移

年
代
主な
政治政策

主な
対外政策

主な
対外ビジネス形態

備 考
主要な
対外資政策

50
�60
年
代

独立自主

自力更生

ソ連政策

のみ

友好貿易

1. 易貨貿易

(バーター)

2. 協定貿易

バーター貿易：対ロシア,

朝鮮民主主義人民共和

国, タイなどとの国境

貿易において現在でも

実施｡

協定貿易：石油など, 一

部の特定の商品の取引

において現在でも実施｡

友好貿易

60
�70
年
代

文化大革命 閉関自守

｢引進来｣

同 上 バーター・協定貿易 友好貿易

70
�80
年
代

経済改革

対外開放

沿海地区

経済発展戦略

大進大出

利用外資

以我為主

以外為補

三来一補

来料加工(委託加工)

来件装配(SKD, KD)

来様生産(製造委託)

補償貿易(見返り貿易)

中外合作企業

中外合営企業

通常貿易, 再輸出のため

の ｢進料加工｣ (輸出商

品の原料を外国から輸入

して加工) 形態も利用｡

｢中外合作企業｣：企業型

とプロジェクト型｡

｢中外合営企業｣：中外合

弁企業｡

｢三来一補｣

外資からの直

接投資を奨励

90
年
代
�90
年
後
半

経済改革

対外開放

利用外資

｢走出去｣

同 上 外資側による完全子会社

(｢外商独資企業｣｡ 外資

側が 100％出資する企業)

形態の投資が増加｡

奨励策を縮小

増値税や輸入

加工保証金制

度導入

90
年
代
後
半
�現
在

経済改革

対外開放

西部開発

国際化

全球化

同上

境外加工

帯料加工

跨国経営

｢境外加工｣：中国の企業

が海外に進出して, 海

外で加工・販売を行う

こと｡

｢帯料加工｣：中国側が原

料を中国の海外現地法

人に持ち込み, 加工・

生産を行うこと｡

｢跨国経営｣：中国の企業

が海外に現地法人を設

立し, グローバル的な

経営実施｡

中国企業の対

外進出奨励

出典：杉田俊明 『国際ビジネス形態と中国の経済発展』 中央経済社, 2002年, 98頁を修正｡



外現地法人に持ち込み, 加工・生産を行う, ③｢跨国経営｣：中国の企業が

海外に現地法人を設立し, グローバル的な経営実施, など対外進出政策を

実施している｡

2�2 走出去政策

中国は, 海外投資戦略として外資導入, 外資企業提携と海外投資拡大を

推進する ｢走出去｣ 政策へ転換した｡ 従来の ｢引進来｣ 政策は中国海外投

資の政策であり, 国内産業保護と育成策を専らとしていた｡ 従来の経済発

展理論では, 幼稚産業保護政策から輸入代替産業を興し, 輸入代替から,

輸出へと転じる産業発展モデルが一般的である｡ しかし, ハイテク産業な

どでも技術・資本の民間育成を, 国家が代わり支援することで当初から外

資と提携し, 早期に輸出へ転じる走出去政策は, 世界市場のグローバル化

と相まって一定の成果が得られた｡

走出去政策内容として以下の貿易政策が掲げられる｡

① 外貨準備高の問題として人民元 RMBの切上げ, 変動相場制への

圧力回避

② 世界貿易機関WTOに加盟し (2001) 改革開放策を導入外資企

業に学び資本技術を育成する｡

また中国国際貿易促進委員会 (CCPIT) では, 中国企業の国際的戦略

を支持する政策 (1999) として, 以下の政策を掲げる｡

① 中国の直接対外投資の増加

② 製品の多様化

③ プロジェクトの質の改善

④ 中国市場における融資チャネルの改善

⑤ EU及び米国市場における, 中国企業のブランドの向上

走出去戦略実施後, 中国企業, 国有企業の海外投資は増加し 1991年に

30億元に過ぎなかった対外投資は, 2003年に 350億元, 2007年には 920
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億元に達した｡ 中国政府の指示のもと, 対外投資は増加し, 主に資源系企

業, 金融, 重機械, 自動車企業など基幹産業への買収投資に特徴がある｡

2�3 ｢走出去｣ 政策による海外資源企業投資の事例
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年 月 投資主体 投資対象国 投資対象企業 結 果

2005年
5月

CNOOC ア メ リ カ ユノカル 185 億ドルの買収提案,
失敗

2005 年
10月

CNOOC カザフスタン ペトロカザフスタン
(en)

41 億 8000 万ドルで買収,
日量 15万バレル

2007年
5月

中国投資有限責
任公司 (CIC)

ア メ リ カ ブラックストーン・
グループ

30億ドルの出資

2008年
9月

中聯重科 イ タ リ ア Cifa 買収し, 世界最大のコン
クリート機械メーカーと
なる

2009年
2月

中国�業 オーストラリア リオ・ティント 195 億ドルの出資の計画
も 6 月に契約破棄され,
失敗

2009年
2月

湖南華菱鋼鉄集団 オーストラリア フォーテスキュー・
メタルズ・グループ

鉄鉱石が目的
出資比率 16.5％
投資額 5億 5,800万 AUD

2009年
4月

中国五鉱集団 オーストラリア Ozミネラルズ (en) 亜鉛など金属が目的
出資比率 NA

投資額 13億 8,600万AUD

2009年
5月

中国有色鉱業集団 オーストラリア ライナス レアアースが目的
出資比率 51.6％
投資額 2億 5,200万AUD

2009年
6月

有色金属華東地
質勘査局

オーストラリア アラフラ・
リソーシズ

レアアースが目的
出資比率 25％
投資額 2,294万 AUD

2009年
7月

西北有色地質勘
査局

オーストラリア メリディアン・
リソーシズ

亜鉛が目的
出資比率 15％
投資額 1,050万 AUD

2009年
8月

�州煤業 オーストラリア フェリックス・
リソーシズ

石炭が目的
出資比率 100％
投資額 35億 AUD

2009年
9月

広東核電集団 オーストラリア エナジー・メタルズ ウランが目的
出資比率 70％
投資額 8,360万 AUD

出典：｢中国の資源メジャー動向｣ 日経新聞社編 2010. 9より作成｡



現在, 走出去政策は, 一定の経済成果が得られたとされ, 国内に進出し

た外資企業に対し国内企業への技術移転, 資本支援を求め, 法人税率を引

き上げ, 囲い込みがなされ, さらに対外に進出する積極的な政策が採られ

る(6)｡

3. 資源輸出カルテル形成に対する輸入戦略

中国側のレアアース輸出停止策には, 原料段階での輸出を禁じるもので

あり, 中国内での生産による製品段階では輸出停止されず問題視されない

ことから以下の外資政策の転換が考えられる｡

中国の外資政策は, 開放改革以前の ｢引進来｣, 外資との国内企業との

合弁提携を規制から, �小平以降の ｢走出去｣ 政策となり, 外資の積極的

な導入が図られ, WTO加盟とも時期が重なり, 中国の世界経済への進出,

高い経済成長を実現した｡ これまでは沿岸地域経済特区を中心に税金面,

操業面での特典奨励策が, 多くの外資を呼込み, 資本と技術が蓄積され,

国内外の株式市場整備, 民間資本も充実, 中国工商銀行など投資銀行の資

本充実が比較的短期間で実施され, 成果をあげた｡ この段階で, 受入れ外

資の選別, また投資についての規制などで, 受入れ外資企業の囲い込みを

計画的に図ってきており, 今回のレアアースショックも, レアアース産業

で, 中国国内へ外資企業の囲い込みを図る目的もある(7), (8)｡

輸出国側の中国で, この輸出カルテルに相当する機関が計画, 実施され

る｡ 中国工業情報化省の発表によるとこれは, 中国レアアース団体 ｢中国

レアアース業協会｣ が発足する｡ すでにメタル輸出機関である中国鉄鋼工

業協会 (CISA) をモデルに, 2011年 5月にレアアースの業界団体を設置

し, 貿易の担当窓口に担当させる｡ 今回のレアアース団体設置も, ほぼ資

源確保のための輸出管理と輸入備蓄, 及び環境対策のための価格管理の管

理主体設置が主な目的と見られる｡ 圧倒的な価格有利の生産体制で世界市
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場占有率 90％を達成したが, 価格浸透戦略により, 価格独占政策を推し

進めることが予想される｡ 尚, CISAは日本の鉄鋼業の海外輸出について

ダンピング提訴した経緯があり, 決して日本に理解ある組織ではない｡ ま

た石油, 金と異なりレアアースの国際市場はなく, 相対相場 (売買当事者

間の契約事項として公開されない) である｡ 即ち実質的な ｢輸出カルテル

の形成であり, 窓口の一本化により価格交渉を売り手に有利に進める方策

である｣｡

結 語

市場合理主義に立てば, 自由競争により全て商品は需給の相互関係で実

現される市場価格で交易される｡ しかし供給側, 需要側の対等条件を前提

にする制約下に限り市場合理性は実効性があるものの, 資源貿易では著し

く資源国, 供給側が有利な独占, 寡占, 不完全競争状態である｡ また資源

ナショナリズムの動向は, 資源産出国の利権を保護し, 資源メジャーを国

際市場から排除してきた｡ 無資源国にとっては当初から不完全競争貿易と

なる｡ 一方, 技術万能主義では, 供給側が乏しい資源を技術革新により創

出しようと企てるものであり, 戦前より人造石油などの試みがなされてき

たが, 未だに第二の石油資源を生み出すまでには至らない(9), (10)｡ レアアー

スにおいても, 輸入価格は交易条件悪化から価格上昇は避けられず, また

米国, カナダの休眠鉱山の再採掘から原料採掘が出来るのも, 環境問題か

ら閉山している故に, 市場に提供されるまで, かなりの時間を要するであ

ろう(11)｡ 日本の資源輸入政策は, 市場合理主義, 技術万能主義に立ち, 至っ

て短期的視点に立つものと言われる｡ 備蓄は海外油田, 鉱山の実質的な資

源輸入であり, また FTA等貿易取引関係強化により, 技術供与の見返り

に資源供給を受けるという政策は前者の立場に立つものであり, また依存

度を減らし都市鉱山, リサイクル回収, 新原料合成等は後者の発想による
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ものである｡ このレアアース輸入危機は, 石油危機の前例を貿易政策に活

かす機会であり, 政策点検の契機である｡ 欧米の資源メジャーは, 創始期

に自国資源を採掘開始し, 配送と販売ルートを確立, さらには取引市場を

確立し世界にそのサプライチェーンを展開してきた｡ 特に資源貿易では,

当初, 輸出から開始した資源産業は, その探鉱, 採掘技術を海外へ拡張し,

自国の資源が枯渇すると, 今度は自社開発した海外鉱山から輸入を開始す

る｡ またノルウェーなど無資源国でも, 自律的な資源メジャーを育成し,

技術貿易による産業育成政策を実施してきた｡ この時期にレアアースにお

いて中国資源メジャーが育成される｡ 中国国務院では 90社あるレアアー

ス採掘の私企業を包頭鉄鋼グループ以下 20社のグループへ統合し輸出価

格協定を結び, 国家管理下に置き, これまで密輸 (相手は日本企業とも言

われる) もあったとされる業界を整備する｡ その目的は環境対応, 環境改

善とする｡ これまで日本の貿易の主要相手国はアメリカであり, アングロ

サクソンの極めて明快な行動論理に合理的な判断, 交渉が図られてきたが,

中国との今後の貿易を考察すると, より慎重で長期間におよぶスタンスで

対応を図る必要がある｡ 以下, 3点の観点を論末に掲げる｡

① 中国の貿易政策の理解：走出去政策の転換点, 外資導入から内生化,

産業自立への地ならし｡

② レアアース市場の特性：価格上昇すると世界で採掘再開, 下落する

と閉山するという市場の自動調整機能があるため市場特性を考慮した

輸入政策決定が必要｡

③ 輸入カルテル編成：石油危機オイルショック時, 中東諸国の原油価

格 4倍値上げに対し, 各社が個別に輸出窓口と交渉したのは, 不利な

パフォーマンスであった｡ 値上げには購入窓口の一本化が重要な選択

肢であり, 豊田商事, 双日, 日立金属など日本の輸入企業がそれぞれ

中国輸出貿易に対応するのではなく, 輸入カルテルにより購入窓口の

一本化を図ることが必要である(12), (13), (14)｡
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( 1 ) 中国貿易政策情報について中国社会科学院 CASS : 財政与貿易経済研究所

IFTE｡ 中国社会科学院 (CASS：アジア最大規模の中国シンクタンク

http://www.cass.net.cn/) は, 特に米国において, 対中国経済への米国世

論形成として様々な研究と広報活動をおこなっている｡ 貿易関係情報では

｢中国社会科学院財政与貿易経済研究所 IFTE｣ が主要な提供先である｡ ま

たその系列の CASSリサーチセンターでは, 中国貿易動向についてデータ

公開している｡ CRC�CASSリサーチセンター 北京世研信息諮詢有限公司

前身, 中国社会科学院調査センター｡ 中国市場情報の専門企業として, マー

ケティングリサーチ・コンサルティング・データベースサービスなどを提供

する｡ 尚, ｢The leading Public policy research Organization｣ 世界主要

シンクタンクリストで, アジア地域では, 中国社会科学院 (マルクス主義研

究所) を第一位の内容と規模, 次いで国際問題研究所 (日本) を掲げている｡

( 2 ) 崔晨 ｢中国西部の経済開発｣ 拓殖大学海外事情研究所 『海外事情』 57号,

2009年 11月, pp. 65�88.

( 3 ) 温家宝首相：北京地質学院 (現・中国地質大学) 研究生課程 1968年卒業,

地質関係技術者｡ 1968年から 1978年までの間, 甘粛省地質局に配属され,

地質鉱産部門の技術員・行政指導員として業務に従事｡ 1979年には甘粛省

地質局副局長に就任｡ 甘粛省委員会書記だった宋平により抜擢 1982年国務

院地質鉱産部政策法規研究室主任｡

( 4 ) レアアース調達対策：電気自動車モータ使用の重希土類のディスプロシウ

ム (Dy) などは, 米国加州マウンテン・パスでは産出が難しいこともあり

(中国では産出), インドでの採掘期待は高まっている｡ また昭和電工, ベト

ナムで ｢昭和電工レアアースベトナム｣ を稼動 (2008年 10月) 豊田通商,

インドでレアアースの輸出権利獲得, 精錬工場の建設 (2010年 8月 27日),

カザフスタンやオーストラリアなどのウラン鉱床での希土類の回収プロジェ

クトも行われている｡ 住友商事はカザフスタンでレアアース回収プロジェク

トを展開する (2009年 8月)｡

( 5 ) レアアース密輸状況：南寧税関は希土類の密輸ルートを検挙｡ これは上海,

四川省成都, 広西省南寧, 防城港, 梧州のルートの密輸で中間に 3つの通関

申告会社が介入していた｡ 日本と韓国はどちらも希土類資源欠乏国であり,

日本は来年の需要が 3.2万トンとされるが中国とその他の国家を合わせても

2.5万トンに到達しない｡ 希土類合金輸出という手段もあり, 輸出規制は原

料にのみ課され, 希土類を利用した製品の輸出には一応規制がないため, 鉄
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との合金という形式で輸出するという方法である｡ 日本は希土類の分離技術

の先進国であり, 再び分離することによって実質的な原料が手に入る｡ この

合金輸出というグレーゾーンに対して, 中国政府は新たな規制を設けようと

の検討もあるようだが, 希土類合金輸出の検査は更に困難を極めるという｡

2009年の希土類の海外流出量は 2万トンと言われ, 密輸においては日本,

韓国で全体の 80％を占めていると言われる｡ 2010年の中国希土類輸出枠が

前年比 40％減であったが, 上半期の総販売収入は 23.3億元で前年比 157.3％

であった｡ それだけ中国国内の需要も拡大していることが分かる (出典：

RMBデータベース 2009)｡

( 6 ) レアアース希土産地経営状況：1970年代から上海・躍龍工場を始め, 中

央で統一された分離法・設備・工場レイアウト・人材配置等の標準化 (品質

保証上の) システムにより, 中国全土で希土工場が稼働を開始｡ 1980年代

後半からは, それまでの濃縮製品の製造から 99.99％の希土酸化物を生産｡

希土工場は徹底した自動化・小人数化により生産コストを押さえる｡ 中国に

次いで希土埋蔵量が多いと言われた旧ソ連時代のロシアは鉱石採掘・鉱石分

解・単一希土への分離精製・精製液を固型化・焼成し酸化物を生成し, その

酸化物を消費し最終製品を作る各工程を, 1国内で処理することを許さず,

遠く離れた独立国に送り処理をさせていた｡ その様な非効率的な操業をあえ

て行っていたのは, 最終的な利益が本国ロシアに流れ込むようなシステムを

意図していた｡ 旧ソ連では, 希土の分離・精製の技術を熟知している人間が

長年のブランクにより不足しており, 日本・欧米側に技術・人財を要求し,

最終製品を安く提供しようと試みている｡ 中央アジア諸国の希土鉱石は軽希

土を多く含むバステナサイト鉱・モナザイト鉱が主となる｡ その他に, Mn

鉱石・Ni鉱・Pb鉱・亜鉛鉱のバイブロとして産出物の中に希土類が軽や中・

重希土それぞれを含む, バイブロとして産出された鉱石が最近発見された

(出典：RMBデータベース 2009)｡

( 7 ) 2011年, レアアース価格 2倍高騰予想：TOKYO (MRB.ne.jp) 2010�10�

19, ヨーロッパ最大のレアアースメーカー OBrockは来年にはレアアース価

格は現状の 2倍にまで高騰する, と述べた｡ 来年のレアアース輸出枠はかな

り厳しいものになる見込み｡ 1999年当時, ランタンはキロ当たり 0.85ドル

だった｡ ニッケル水素電池用のミッシュメタルに不可欠なランタンは世界的

に消費が増加した｡ 今日ではそのランタンは 35～40ドルまで上昇している｡

ヨーロッパ SILMET社はエストニアの工場で 1970年代初期のレアアース

と濃縮ウランの処理を始めている｡

( 8 ) 世界レアアース資源開発状況統計では, 2013年ごろには, 比較的規模の
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大きな鉱山であるMountain PassやMt Weldなどが集中して生産を開始

し, 他の比較的規模の小さな鉱山も合わせると中国のレアアース精鉱産量の

比重が全世界の 80％以下にまで低下する｡ ここ何年かの中国レアアース輸

出量が 5～6万トンを維持していることを考えると, もし 2013年に計画通り

に進行していくと中国以外の国でレアアース自給率は 50％を超える可能性

も高くなる｡ またMountain PassとMt Weldは, 生産コストと品位にお

いて中国国内のものと大きな差異がある｡ Mountain Passのレアアース酸

化物のコストは包鋼稀土のものよりコストがかなり抑えられる｡ また

Mountain Passは中国の Baiyunebo鉱床よりも品位が良い｡ このほか, 日

本のべトナム Dong pao鉱に対する評価データでは, 鉱山は中重希土類が

採掘でき平均品位は 20％超｡ 2013年ごろを中心として集中的に生産が開始

されるならば, 世界の希土類業界の構造に比較的大きな変化が見られる｡ 豊

田通商はインド東部オリッサ州にインディアン・レアアースと合資で豊通レ

アアース・オリッサを設立｡ 年産 1万トンの計画でランタン, セリウム, サ

マリウム, プラセオジム, ネオジムなどを産出する｡ 精錬工場は 2011年 5

月に稼働する計画｡ レアアースの主要用途として消費が比較的多く見込まれ

るのは, テルビウム, ジスプロシウム, ネオジム, テルビウム, ユウロピオ

ム, イットリウムなどである｡ 日本や米国は大量の資金を投入して新型高性

能磁性体を開発したり, 重希土類の課題に対する研究を進めているが比較的

長い時間を必要とする見方も強く, Atlantic Council of Canadaは, 2015

年にはネオジム, テルビウム, ジスプロシウムなどが特に不足し重希土類は

逼迫するという予測をしている｡
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注表 世界レアアース資源開発主要状況

鉱山・プロジェクト 主 要 企 業 産量 (REO,トン) 生産開始予定

Mountain Pass MolyCorp 10000�20000 2011�2013

Mt Weld Lynas Corporation 10000�20000 2011�2013

Nolans Arafura Resources Limited 10000 2011�2013

Nechalacho Avalon Rare Metals 5000 2013�2014

Dong Pao 豊田通商, 双日／ベトナム政府 5000 2012

Hoidas Lake Great Western Minerals Group 3000�5000 不 明

Bear Lodge Rare Element Resources Ltd. 不 明 不 明

Kvanefjeld
Greenland Minerals and Energy

Ltd.
不 明 不 明

ウラン鉱残渣希
土類回収

住友商事／
カザフスタン Kazatompro

3000 2010�2011



( 9 ) RARE EARTH [Data in metric tons of rare-earth oxide (REO) con-

tent unless otherwise noted]

World Mine Production and Reserves : Reserves data for Australia,

China, and India were updated based on data from the respective coun-

tries.

(Mine productione Reserves)

2007 2008 2009

United States ― ― 13,000,000

Australia ― ― 5,400,000

Brazil 650 650 48,000

China 120,000 120,000 36,000,000

Commonwealth of Independent States NA NA 19,000,000

India 2,700 2,700 3,100,000

Malaysia 380 380 30,000

Other countries NA NA 22,000,000

World total (rounded) 124,000 124,000 99,000,000(Mt)

World Resources : Rare earths are relatively abundant in the Earth’s

crust, but discovered minable concentrations are less common than for

most other ores. U.S. and world resources are contained primarily in

bastnasite and monazite. Bastnasite deposits in China and the United

States constitute the largest percentage of the world’s rare-earth eco-

nomic resources. Apatite, cheralite, eudialyte, loparite, phosphorites,

rare-earth-bearing (ion adsorption) clays, secondary monazite, spent

uranium solutions, and xenotime make up most of the remaining re-

sources. Undiscovered resources are thought to be very large relative

to expected demand.

Source : U.S. Geological Survey, Mineral Commodity Summaries,

January 2010.

(10) CSIS戦略国際問題研究所で採り上げる中国レアアースクライシス

DIIG Current Issues No. 22 : Rare Earth Elements A Wrench in the

Supply Chain? By Reed Livergood Oct 5, 2010.
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ブラジル
Pitinga Neo

三菱商事／
Neo Material Technoligies

不 明 不 明

出典：MRBデータベースより作成｡



On 23rd September 2010, exports of rare earth elements (REEs)

from China to Japan apparently stopped due to a dispute over mari-

time boundaries. This use of economic leverage to influence policy

raised concerns about the impact of China’s strategic hold on these

precious metals. REEs have long been considered the “enhancers”

of global products and are used to manufacture defense and com-

mercial high-technology items. Their availability today, however,

could be jeopardized since China controls over 97 percent of their

production and refinement. The U.S. Magnetic Materials Associa-

tion (USMMA) cites this problem as a silent crisis to the industry’s

on-time acquisition of critical supplies. This Current Issue will ex-

amine supply and production, defense-related issues, and policy

options related to REEs.

(11) レアアースの放射線抽出危険度に関する問題：｢鉱産物の知識と取引｣ 財

団法人通産産業調査会 各年版資源開発大学校理事長 加賀山一 監修昭和

53年版 pp. 619�621.

｢希土類酸化物 (REO) を回収するためには, 放射性のトリウムの管理を

しなくてはならない｡ 希土類の代表である) モナザイトの処理工場はブラジ

ル, フランス, インド, 西独などにあり, インドやブラジルでは抽出したト

リウムは政府が管理し, 希土類は粗塩化希土類として世界に供給している｡

塩化希土類はレアアース酸化物やメッシュメタル生産の原料となる｣

｢わが国では最近まで輸入モナザイトを精製して希土類を分離, 抽出して

いた｡ しかしトリウムが原子力規制法の規制を受け, また公害防止策上, 鉱

石の処理が困難になってきたため, 現在はインドやブラジルなどからモナザ

イトを塩酸浸出して還元溶解したウラン, トリウムを原子燃料として, 残っ

た塩化物から分別沈澱した粗塩化粗塩化希土が輸入されている｣

レアアースの定義：希土類元素とは ｢周期表第Ⅲ族原子番号 57番ランタ

ンから 71番ルテチウムまでの元素と 21番スカンジウム, 39番イットリウ

ムの 2元素を加えた 17元素｣ また自然の中には, 希土類は酸化物 (酸化希

土) として存在する｡ ｢鉱産物の知識と取引｣ 吉田國夫 財団法人通産産業

調査会 各年版資源開発大学校理事長 加賀山一 監修, 昭和 53年版, p.

618.

アメリカ地質調査所 USGSのレア・アース定義 (HPで公表｡ USGS

Mineral Commodity Specialist, Daniel J. Cordier氏による説明)

｢The principal economic sources of rare earths are the minerals
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bastnasite, monazite, and loparite and the lateritic ion-adsorption

clays. The rare earths are a relatively abundant group of 17 ele-

ments composed of scandium, yttrium, and the lanthanides. The

elements range in crustal abundance from cerium, the 25th most

abundant element of the 78 common elements in the Earth’s crust at

60 parts per million, to thulium and lutetium, the least abundant

rare-earth elements at about 0.5 part per million. The elemental

forms of rare earths are iron gray to silvery lustrous metals that are

typically soft, malleable, and ductile and usually reactive, especially

at elevated temperatures or when finely divided. The rare earths’

unique properties are used in a wide variety of applications.｣

(12) 21世紀のゴールドラッシュ：北米, 日系企業の投資でレアアースに沸く

2011年 1月にレアアースの新たな輸入先としてモリコープ (ユノカルの

関連会社) へ, 日本からの投資がおこなわれた｡ ロサンゼルス郊外モハベ砂

漠の ｢マウンテン・パス｣ は日本からの投資により, 廃坑が甦る活況となる｡

プロジェクト・フェニックスなる再開計画では, 工場を新たに建設する｡ 元

鉱床は千フィートまで掘り下げる｡ 90年代に廃水が漏れる汚染事故により

廃坑が決定付けられたが, 中国のレアアース輸出停止により同鉱山モリコー

プへ 20社以上の日本企業が問合せしてきたと言う｡ また米国エネルギー省

エイムズ研究所もレアアースのリサイクルの困難な事を指摘し, 日本企業を

資金の標的とした, この廃坑再開には前向きの提言をおこなった｡ 一方, ユ

ノカルと中国は, かつて買収問題で関係があり, 日本は, 両者間の圧力から

資金提供したが, 産出開始の 2015年前後にレアアース市況暴落を懸念する

向きもある｡

(13) ｢中国がレアアース団体 来年発足, 価格交渉で主導権狙う｣

29日付の中国紙, 第一財経日報は, 中国政府高官の話としてレアアース

(希土類) 採掘や生産, 流通, 輸出にかかわる業者を集めた初めての業界団

体 ｢中国レアアース業協会｣ が来年 5月にも発足すると報じた｡ 業者ごとの

不統一の販売契約がレアアース輸出価格の乱高下につながったとの反省から,

業界団体に輸出などの対外交渉を一本化する｡ 輸出枠の削減とあわせ, 中国

にはレアアースの国際市場で主導権を握る狙いがある｡ 同紙によると, この

業界団体は中国工業情報化省が主導し, 外資との合弁も含むレアアース関連

の業者 93社で発足する方向で準備が進んでいる｡ 海外からの鉄鉱石調達で

価格交渉窓口となっている中国鉄鋼工業協会 (CISA) がモデルという｡ 政

府主導でレアアース業界全体に足並みを揃えさせる｡ 同紙によると, レアアー
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スの輸出平均価格は 2002年から 09年までに 1トン当たり最低 5,500ドル

(約 45万円) 前後から最高 1万 7,000ドル近くまで約 3倍もの開きがあった｡

価格決定権が日米欧など買い手側にあった他, 業者間の過当競争が影響した

とみられる｡

(14) 貿易関係カルテルの適用除外について

独占禁止法適用除外制度により独占禁止法の禁止規定等の適用が除外され

ている行為としては, カルテルが大部分を占めており, 現在, 36の法律に

おいて, 55のカルテル制度が独占禁止法の適用除外とされている｡ 貿易関

係の分野では貿易摩擦の回避, 過度の輸出競争及び輸入競争の防止等, 公正

な貿易秩序を維持するため, 一定の範囲内でカルテルを認めるもの (輸出入

取引法に基づく輸出・輸入カルテル等) がある｡

( 1 ) 杉田俊明 『国際ビジネス形態と中国の経済発展』 中央経済社, 2002年

( 2 ) 崔晨 ｢中国西部の経済開発｣ 拓殖大学海外事情研究所 『海外事情』 57号,

2009年 11月, pp. 65�88.

( 3 ) MRB: Metal Research Bureauデータベース http://mrb.ne.jp/

( 4 ) アメリカ地質調査所 United States Geological Survey (USGS)

http://www.usgs.gov/

( 5 ) Reed Livergood ｢A Wrench in the Supply Chain?｣ 戦略国際問題研究

所 CSIS Oct 5, 2010

http://csis.org/publication/diig-current-issues-no-22-rare-earth-elements

Reed Livergood ｢中国レアアースクライシス｣ CSIS戦略国際問題研究

所, Oct 5, 2010

( 6 ) 吉田國夫 ｢鉱産物の知識と取引｣ 財団法人通産産業調査会, 1978

( 7 ) 上木隆司 ｢M＆Aによる寡占化の進展と探鉱投資の傾向｣ 石油天然ガス・

金属鉱物資源機構, 2009. 12

( 8 ) 西山孝 ｢地球エネルギー論｣ オーム社, 2003. 3

( 9 ) JOGMEC ｢石油・天然ガスレビュー｣ JOGMEC Vol. 44, 2010. 5

(10) JOGMEC ｢金属資源レポート｣ JOGMEC Vol. 40, 2010. 5

(11) 小宮隆太郎 ｢日本の産業・貿易の経済分析｣ 東洋経済, 1999. 3

(12) アジアクラブ ｢アジアの経済統合｣ 文真堂, 2003. 9

(原稿受付 2010年 11月 26日)
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�論 文〉

アメリカの物流改革

芦 田 誠

宋 華 純

1. はじめに

物流が生産, 販売に続く第 3の利潤源として注目を集めている｡ 今まで

あまり注目されてこなかった裏方の物流にスポットあて, リードタイムの
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経営経理研究 第 91号
2011年 3月 pp. 119�151

要 約

日米の物流大賞を切り口として両国の物流改革を比較すると, 日本では

お馴染みの直接的なグリーン物流施策がアメリカにおいてはほとんどなく,

メーカー自身の企業オリエンティドの物流改革, すなわち物流効率化の施

策が中心となっている｡

2009年アメリカの物流大賞を分析すると, 莫大な投資を行った物流改

革ではなく, 比較的手頃な投資で費用対効果が大きい物流改革が選ばれて

いる｡ すなわち誰でも取り組むことができる改革というところが重要なの

であろう｡ いま一つは物流改革の切り口ないし着眼点, 発想 (創造性) が

重視されている｡ Kimberly-clark社は RFID, GPS, Wi�Fi (無線 LAN)

を活用したトレーラー追跡, Papa John’s International Incはベンダー

と輸送業者の整理統合と輸送過程の可視化, NewEgg.com は totes と

pick to light systemを利用した注文処理の効率化に新しい知見がある｡

キーワード：物流大賞, 日米の物流改革の相違点, 物流効率化, 最新の情

報機器を活用したトレーラー追跡の効率化, 輸送過程の見え

る化, totesと pick to light systemを利用した迅速な注文

処理の導入｡



短縮や欠品率の向上などカスタマーサービスの改善, ロジスティクス活動

を通じたトータルコストの削減, 在庫回転率の向上, 在庫削減など棚卸資

産の圧縮, 倉庫・物流拠点の統廃合など固定資産の縮減を行うことによっ

て顧客満足を充足し売上高を増大させる一方, トータルの物流コストを削

減し, 経営原価を低減することができるのである｡

かく ｢物流研究｣ は大別して理論, 政策, 物流改革 3分野に分けられる

と考える｡ そしてこれら 3者の関係は, ｢最新の物流理論｣ と ｢当該政府

の物流政策｣ によって企業の物流改革が影響を受け, 両者のインタラクショ

ンの結果, 現われてくると考える｡ すなわち物流理論は, 代表的には製販

を統合し情報を共有することによって在庫縮小とリードタイムの短縮, 物

流サービスの向上をめざすサプライチェーン・マネジメントや川下から川

上に販売情報をリアルタイムで伝え, 配送, 製品開発にリンクさせていく

ディマンドチェーン・マネジメントなどの理論1), 日本政府の物流政策

(09～13年総合物流施策大綱) は①グローバル・サプライチェーンを支え

る効率的物流の実現, ②環境負荷の少ない物流の実現, ③安全・確実な物

流の確保を目標とした施策, そして第一線の企業の物流改革はこれら両者

の影響を受け現れると捉えるのである2)｡ このうち, 最も困難を極めるの

が後者の物流改革の解明である｡ 物流改革が実践的で時代と共に変化し,

統一的かつ客観的にとらえるのが難しいからである｡

本稿の目的は二つある｡ 一つは予備的知識として日米の物流大賞を手掛

かりに両国の物流改革の特徴, すなわち相違点を明らかにすること｡ 二つ

目が直近の 2009年アメリカ物流大賞を考察し, なぜ 3社が賞に選ばれた

かその理由を考えることである｡ 今後物流改革に取り組む上で, アメリカ

の物流改革の研究が参考になれば幸いである｡
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2. アメリカ物流改革の基礎知識

� 日米の物流改革の比較

物流大賞とつくものには, アメリカトヨタ自動車販売が授与する Kai-

zen Challenge Award や 3 PL に限定した Best North American 3 PL

Awards, 個人を対象とした SOLE-Awardsなど幾つかあるが, 本論では

このうちアメリカロジスティクス・マネジメント社と日本ロジスティクス

システム協会の物流大賞二つを取り上げる｡ 表 1は毎年 6月に発表される

― 121―

表 1 アメリカの物流大賞一覧

年度 社 名 受 賞 内 容

2006年

金賞：American Identity

銀賞：Diageo

銅賞：Vulcan Threaded

Products

●貨物運送費見積モジュールの構築
●品目別物流システムの一元化
●荷主とトラック会社, ドライバーとの信
頼関係の回復

2007年

金賞：CDW Corp.
銀賞：Alcoa.

銅賞：Bakers.

佳作：Interface.

●DCの新設
●荷主の貨物と運送会社のトラックをリン
クした Connected Capacity Portal の
開発 (ITを活用した求貨求車システム)

●輸入物流の分散型から統合型モデルへの
転換

○GHGを削減するため鉄道へのモーダル
シフトを推進

2008年

金賞：Ashland

銀賞：Harper Brush Works

銅賞：Sun Microsystems

Inc.

●会社の 4部門の物流一元化
●新工場建設を機に, 製造, 保管, 配送の
徹底したリーン・フレーム体制を構築

●物流の動態的入札イベント (DBE) の
導入

2009年

金賞：Kimbery-clark

銀賞：Papa John’s inter-

nationaol Inc.

銅賞：NewEgg.com

●RFIDとウェブベースによるトレーラー
管理への転換

●輸送過程の自動化と積み荷の見える化

●注文商品ピックアップの合理化

出所：受賞事例については Logistics Management Com., Best Practices “AND THE

WINNERS ARE…”, Logistics Management, Jun, 2006, 2007, 2008, 2009を参照｡
注 1：○はグリーン物流の改革, ●はグリーン物流以外の改革を示している｡



アメリカ Logistics Management社の物流大賞であり, 表 2は毎年 1月

に発表される日本ロジスティクスシステム協会の物流大賞である3)｡ 二つ

を取り上げた理由は, 両者の物流大賞が比較的広く知られていること, 選

考対象, 選考方法, 審査基準がほぼ同一であるからである｡

本来, 日本の物流大賞に日本ロジスティクスシステム協会 (JLS) を取り

上げる場合, アメリカも同様の組織の大賞を取り上げなければならないが,

アメリカの組織 Council of Supply Chain Management Professionals

は JLSと異なり個人会員制度をとっており, 発行雑誌で Best Practicesは
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表 2 日本の物流大賞一覧

年度 社 名 受 賞 内 容

2005年

大 賞：日本ヒューレット・
パッカード

奨励賞：日本通運

技術賞：菱 食

●出荷貨物を輸送途中の配達店で統合する
Merge in Transitプログラムの導入

○ 12フィートコンテナの導入と高速船,
鉄道による北東アジア物流の推進

●増大する個人宅配に対応した物流システ
ムの整備

2006年

大 賞：国 分

奨励賞：日本板硝子

技術賞：新英産業

○ ITトラックを活用した CO2 削減の数値
的把握

●配送状況の可視化による CS向上のため
のシステム導入

○段ボール箱の国際リターナブル

2007年

大 賞：ファミリーマート

技術賞：富士ゼロックス

環境賞：トランザップジャパン
努力賞：ノーリツ

●Demand Chain Managementとマトリッ
クス物流をベースとした共販による店舗
商品供給の最適化

○リターナブル包装箱の開発と循環型デリ
バリーシステムの構築

○海運へのモーダルシフトの推進
●仕入れから販売に至る部門間のタイミン
グ調整による業務の効率化とコストダウン

2008年

努力賞：デンソー

努力賞：花 王
環境賞：リコーロジスティクス

○国際リターナブル箱の標準化と統一的管
理

●配送業務改善のシステム化と見える化
○リサイクル事業の高度化

出所：社団法人日本ロジスティクスシステム協会, ｢LOGISTICS SYSTEMS｣, Vol. 15, 16,

17, 18の各新年号におけるロジスティクス大賞の内容を踏まえタイトルをネーミング｡
注 1：○はグリーン物流の改革, ●グリーン物流以外の改革



取り上げているものの, 企業の物流改革に関する表彰制度は設けていない

ため, Logistics Management社の賞を取り上げた｡ なお同社は 1962年に

創設され, 物流に関係する荷主や物流会社, 大学, 個人が購入する月刊誌 7

万 7千部 ｢Logistics Management｣ を世界で発行する会社である｡

物流大賞に日米間でどのような違いがあるのだろうか｡ まず第一の相違

は, 08年銅賞をとった Sun Microsystems Incの ｢物流の動態的入札イ

ベントの導入｣ である｡ これは, 入札は通常 1回が一般的であるが, 物流

の契約金額を適切な水準に引き下げるため, 自社の入札順位がわかるよう

に複数回入札を繰り返す契約手法で, これは例外的で日米両国の商慣習の

違いからくる相違点といえよう4)｡

二つ目の相違点は, グリーン物流の大小において顕著な差がある｡ 表の

○はグリーン物流の改革, ●はグリーン物流以外の改革である｡ 日本が全

体の半数強グリーン物流に対して, アメリカはわずか 1つである｡ アメリ

カの唯一の事例は Interface社であり, 本社はジョージア州アトランタ,

モジュールカーペットや広幅じゅうたんなどを製造販売する会社で, 2006

年の営業収入は 11億ドルである｡ 受賞理由は GHGを削減するため, 製

品輸送を 25％鉄道で行うモーダルシフトを推進したところにあった｡ そ

の具体的な背景と経緯は, 次の通りである5)｡

○アメリカ：｢GHGを削減するため鉄道へのモーダルシフトの推進 (07

年佳作)｣
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2007年〈Honorable Mention (佳作)

�

：社名 Interface.

本社：ジョージア州 Atlanta｡ 製品：モジュールカーペット, 広幅じゅ

うたん, 布張織物の製造販売｡ 営業収入：11億ドル (06年)｡

�受賞理由

�

：GHGを削減するため, 製品輸送を 25％鉄道で行うモー

ダルシフトの推進｡



1994年 Interface社の CEOレイアンダーソン氏は, 著者パウエル・ホ

ウケンの ｢商業の生態学｣ に感銘を受け, 2020年までに環境に優しい組

織を作り出す使命感を抱いた｡ 以来, Interface社は製造工程において 3

億 6,600万ドルを拠出し, GHG (温室効果ガス) の排出を 60％削減する

経営努力を行ってきた｡ 彼の目標はその後物流に向けられ, SCMにおけ

る原材料輸送, 工場内移動, 製品輸送において, 次の 13年間 GHGを 50

％削減する施策を決定した｡ 同社の製品輸送を 25％鉄道で行った場合,

ミッションゼロ (CO2排出量を削減する使命) の目標が実現する｡ 価格だ

けを基準とした輸送手段の選択はもはや受け入れられない時代になってい

るのである｡

このアメリカの事例は, 環境問題の重要性を認識した特定企業, すなわ

ち Interface社の経営者個人 Ray Andersonの考え方に依存する部分が

大きい｡ これに対して日本は ｢12フィートコンテナの導入と高速船, 鉄

道による北東アジア物流の推進 (05年奨励賞)｣, ｢ITトラックを活用し

た CO2削減の数値的把握 (06年大賞)｣, ｢段ボール箱のリターナブル (06

年技術賞)｣, ｢リターナブル包装箱の開発と循環型デリバリーシステムの

構築 (07年技術賞), ｢海運へのモーダルシフトの推進 (07年環境賞)｣,

｢国際リターナブル箱の標準化と統一的管理 (08年努力賞)｣, ｢リサイク

ル事業の高度化 (08年環境賞)｣ と 4年間で 13分の 7がグリーン物流の

施策が賞を受賞している｡ なぜこのような違いが出てくるのだろうか｡

日本は, 2008～12年に 1990年比 6％の CO2削減を公約した京都議定書

を受け, 2006年と 08年の改正省エネ法, 具体的には原油換算で年 1,500 kl

以上のエネルギーを使用する荷主, 物流業者は CO2年 1％削減の計画と実

行, 報告が義務化されるとともに, 顕著なグリーン物流の改善に対して政

府の補助金を出すグリーン物流パートナー会議の活用が日本の物流大賞の

内容に大きな影響を及ぼしていると考える6)｡ 環境の専門家が不在の企業

にとって年 1％の CO2を削減するプランの作成と実行, 報告書の提出は大
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変困難な作業であり, この一環として先の補助金を獲得し前向きにグリー

ン物流推進事業に取り組む企業が増加しているのである｡ ちなみに 2006

年改正省エネ法以前のグリーン物流のロジスティクス大賞は, 2000年以

降では 03年 1件, 05年に 1件あるに過ぎず, この視点を裏付けている｡

ここで, 少し古いが日本の 06年物流大賞をみておこう｡

○大賞：国分株式会社7)

正徳 2年 (1712年) に創設され, 07年で 295年の歴史を有する国分株

式会社は, 従業員 1,527名, 06年 12月期で 13,889億円 (単体 12,952億円)

の売上高を誇る国内有数の食品酒類卸売業者である｡ 170の物流センター,

約 350の営業倉庫, 配送車両約 3,000両を有している｡

従来, 国分㈱は本業の環境負荷低減に取り組んできたが, 06年 4月に

施行された改正省エネ法への対応の一環として, 配送車両の環境負荷数値

の把握とその低減に取り組むことになった｡ ドライバーが携帯電話から走

行距離や給油量などを入力することにより, 車両 (エコトラック) 毎, 事

業所 (エコステーション) 毎の排出量計算を行うことが出来る機能の開発

にトライし, 走行距離や車両台数を削減する仕組みを構築している｡

図 1は, 物流改革の効果を示したものである｡ ITトラックを活用した

省エネと CO2 削減の数値的把握によって, 燃料費の削減による CO2 削減

にとどまらず, 整備費削減や無事故, ドライバー一人一人のやる気の向上

による生産性の増加, 荷主企業, 運送業者, 協力企業とのコミュニケーショ

ンが深まったことによる一体感の向上などの効果が現われている｡

次に, 2008年日本ロジスティクスシステム協会の ｢環境賞｣ を受賞し

たリコーロジスティクスを取り上げ, 一企業が環境問題に取り組む全体像

をつかんでおきたい8)｡ リコーロジスティクスは, 2010年 3月期連結売上

高が 544億円, 従業員数 1,950名で, 親会社のリコーは連結売上高 2兆

163億円, 売上の 56％を海外で稼ぐグローバル企業である｡ リコーにおけ
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る地球温暖化対策の中期目標では, リコーグループから排出される CO2

を 2000年と比較して 2020年までに 30％, 2050年までに 87.5％削減する

ものである｡

国内 80拠点, 海外 8拠点を有するリコーロジスティクスは主要製品の

複写機やプリンター配送の動脈物流と使用済みコピー機とカートリッジ回

収の静脈物流を組み合わせた循環型ロジスティクス体制を構築し, 計画的

な物流活動を行っている｡ グリーン物流の具体的な施策としては ｢デジタ

ルタコグラフを利用したエコドライブ｣, ｢CNG・ハイブリッドの低公害

車導入｣, ｢配車支援システムによる配送効率の向上｣, ｢モーダルシフト｣,

｢コンテナのラウンドユース｣, ｢循環型エコ包装｣ などである｡

配車支援システム (T�TRIS) は, 走行距離把握, 配達予定時間報告,

納入完了・時間報告の機能を担う PDA (携帯端末) とセットで利用し,

走行距離・燃費を正確に把握するツールとなっている｡ 荷主企業のリコー

に対しては, 重量・距離・車種・燃料使用量・積載率のデータを一輸送毎
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図 1 国分株式会社の物流改革の効果

出所：国分株式会社 人事総務部・物流統括部課長 山田英雄氏 07年 9月 4日 第 2回
拓殖大学物流セミナーにおける講演配付資料より｡



に提供することが求められ, そのデータ取得に際しては配車システムと現

場でデータを入力する PDAが役立っているという9)｡

複写機やプリンターなどを保護する循環型エコ包装は繰り返し使用な可

能な包装材料であり, 段ボールの廃棄量を減らすことに寄与している｡ ま

た包装容器毎にシリアルコードと ICタグを付けて循環容器管理を行い,

中国など国際物流に使用できるようにテスト運用を始めている｡ 注目され

るのは, 板橋の新規物流センターで照明 (2,100個) をすべて LED化し

た点であり, 通常の電球に比べ初期投資は高くなるものの, 3～5倍の長

期利用が可能なこと, 消費電力が小さいため, それなりの効果があるとみ

られている｡ コピー大手の物流会社リコーロジスティクスが取り組んでい

るグリーン物流の全体像はほぼ以上のようなものである｡

なおグリーン物流の施策のうち, 日本企業が実際に利用している割合を

示したのが図 2である｡ これは, 2008年, 09年に日本ロジスティクスシ

ステム協会がグリーン物流に関する 86項目を企業に調査しまとめたもの

である10)｡ 右にあるほど平均点が高い, つまり実施しやすいことを示して

いる｡ 最も多い実行が整備の ｢タイヤ空気圧 (3.6)｣ と ｢エアフィルター

(3.5)｣, エコドライブの ｢エコドライブ活動 (3.5)｣, 輸配送計画の ｢き

め細かい配車計画 (3.4)｣ などであり, 最も低い実行の施策が投資を必要

とするハードの ｢バイオ燃料 (1.8)｣, ｢鉄道のモーダルシフト (2.4)｣,

積載率向上の ｢調達物流ミルクラン (2.4)｣ などである｡

中央にある ｢車両の大型化 (3.1)｣ や ｢直送化と拠点経由の使い分け

(3.2)｣ などのグループは実施可能であるが, 実行するためには他部門や

他社連携が必要であり, 整備やエコドライブよりも点数が低くなっている｡

さらに ｢取引基準設定 (2.8)｣ や ｢大ロット化 (2.7)｣, ｢ピークの平準化

(2.6)｣ などは発荷主と着荷主, 運送業者, 倉庫業者等他社との連携が必

要であり, さらに点数が低くなっている｡

2008年秋のリーマンショック以降の景気後退を受け, 日本の物流改革
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は主流を占めてきたグリーン物流に対して, コスト引き下げや雇用の維持

など景気対策と直結した物流改革が重視され始めた｡ 平成 22年 12月 28

日, 日本政府は 2020年までに温室効果ガスを 1990年比 25％削減する政

府目標に向けた主要施策のうち, 排出量取引制度を企業経営への行き過ぎ

た介入, マネーゲームの助長といった懸念があると指摘, 国内の産業への

負担や雇用への影響などを見極めながら慎重に検討するとして実質導入を

先送りした11)｡ 日本ロジスティクスシステム協会のグリーン物流研究会も

特に 2010年に入って参加企業がやや減少し, ｢数億円かけてカーボンフッ

トプリントを試行する価値があるのか疑問を呈する｣ 企業も現れている12)｡

この点では, 今後日本のグリーン物流は実行しやすい施策, 言い換えれば

図 1において点数が比較的高い施策が一段と活用されていくものと推測す

る｡
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図 2 輸配送関連の施策の平均点の分布

出所：矢野祐児 ｢グリーンロジスティクスチェックリスト調査WG｣, 日本ロジスティクス
システム協会ロジスティクス環境会議, 2010年, p. 17の数値を基に論者作成｡



一連の物流改革のうちグリーン物流が多い日本に対して, アメリカはポ

スト京都に対しては比較的前向きであるが, 08年現在世界の CO2排出量

の 5分の一を占有しているにもかかわらず京都議定書非加盟である13)｡ か

つてのアメリカ連邦政府は CO2 対策に対して懐疑的であり, 積極的に取

り組んできたとはいえない｡ 物流の環境対策についても同様であり, ①ト

ラックの効率性の改善と②物流の効率化, 二つを中心に取り組んでいる｡

まずトラックの効率性の改善においては, 車両の排出規制基準の強化や

車両の大型化などを推進している｡ 連邦レベルで最大のトラックは 5軸

8.53メートルの 2両のツイン (ダブル) セミトレーラーであり, その他州

によっては最大 9軸 14.63メートル 2両ターンパイク・ダブル・セミトレー

ラーがある｡ トラックの大型化によって輸送効率を高める手法はいわば米

国のシンボルであり, トラックの排出規制基準も日本と比べ, CO1を除き

NOx, NMHC (非メタン炭化水素) ともアメリカの排出基準の方が厳し

くなっている｡ トラックの CNG車の普及は日本が 08年 3月現在 15,387

台に対して, アメリカも約 1万 5千台と決して劣っていない14)｡

いま一つ忘れてならないのが SCMである｡ 1990年代から 2000年代に

かけてアメリカ産業界は SCMを推進することで競争力を強化した｡ この

旗振り役が 3 PLであり, たとえば従来協力トラック会社のドライバーに

任せていたルート設定を過去のデータとトラックに搭載した GPSを使っ

てリアルタイムに伝え, リードタイムを大幅に短縮するなど生産効率を高

めている｡ 運転手は安全性, 集配時間の遵守度, 通信衛星追跡能力, EDI

能力, クレーム処理が評価され, この ITソリューションが物流の大幅な

生産性向上の原動力となり, 環境面にも貢献しているのである｡ いわゆる
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アメリカにおける物流部門の主要な環境対策

① トラックの効率性の改善 (車両の排出規制基準の強化)

② 物流の効率化 (トラックの大型化, SCMの推進, 本論でみた物流改革など)



グリーン ITである｡

アメリカの場合直接的なグリーン物流施策はほとんど行っていないが,

｢ITを活用した求貨求車システム｣ や ｢輸入物流の統合型モデルへの転換

による輸送回数の削減｣, ｢会社 4部門の物流一元化によるトラック台数の

削減｣, ｢DCを西海岸に新設することによる輸送距離の大幅な減少｣ など

物流効率化を中心とした施策を推進し, 結果として環境の改善が図られる

対策をとっている｡ 日本企業が行っているように, これらの改善効果が

CO2 削減量―455.7 t―CO2, 原油換算量―176.4 kl, あるいは原油換算原単

位―0.012 kl/トンといったように数値で表されればその効果が明確となっ

てくるが, 残念ながらその義務化はアメリカでは課されていない｡ 日米の

物流改革の最大の相違点はこの点に見出される｡ すなわち日本は “社会オ

リエンティド”, アメリカは “企業オリエンティド” を色濃く反映した物流

改革を志向していると総括することができるのである15)｡

一方, 日米の物流改革の共通点も存在する｡ 最新の SCM改革が両国で

行われている点である｡ 注( 1 )で示したように SCMについては多様な定

義があるため, SCMの改革を明確に示すことは困難であるが, そのコン

セプトのコアを ｢ITを通じた財と情報のフロー｣ と ｢調達から回収に至

る供給連鎖と関係企業の統合｣ に限定した場合でも, アメリカで ｢貨物運

送モジュールの構築 (06年金賞)｣ や ｢ITを活用した求貨求車システム

(07年銀賞)｣, ｢輸入物流の分散型から統合型モデルへの転換 (07年銅賞)｣,

｢リーンフレーム体制の構築 (08年銀賞)｣, ｢輸送過程の自動化と積み荷

の見える化 (09年銀賞)｣, 日本では ｢Merge in Transitプログラムの導

入 (05年大賞)｣, ｢ディマンドチェーン・マネジメント (07年大賞)｣,

｢仕入れから販売に至る部門間のタイミング調整 (07年努力賞)｣, ｢配送

業務改善のシステム化と見える化 (08年努力賞)｣ などが行われている｡

ここで, 物流効率化を中心とした 2006年から 08年までのアメリカの物

流大賞とは一体どのような内容なのか要点だけをみておこう｡ 金賞だけを
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取り上げる16)｡

アパレル商品が売り手から顧客へ直接輸送されているが, そうした輸送

費を販売会社である American Identityはほとんど把握しておらず, 貨

物費用に関して過大負担の感情を抱くクライアントの疑問が従来から一貫

して存在していた｡ そこで AI社は, 取扱商品約 70,000品目の重量と容積

をすべて個別に計量し, 包装の有無別, 小包輸送からトラックの貸切輸送

別に, 顧客が予め最適な輸送方法を選択することができる独自の貨物運送

費見積モジュール (proprietary freight-quoting module) を構築した｡

これによって顧客のエクスプレス輸送費を 5割カット, 輸送に関連する不
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2006年〈Gold Award (金賞)

�

：社名 American Identity

表 3 2006～08年アメリカ物流大賞受賞会社概要

年 度 2006年 2007年 2008年

社 名 American Identity CDW Corp. Ashland

本社の場所
カンサス州
Overland Park

イリノイ州
Vernon Hill

ケンタッキー州
Covington

代表的な製品
帽子やジャケット,
作業服などアパレル
商品の販売

マルチブランドの情
報技術商品の販売

多種多様な製品を製
造する世界的化学会
社

営 業 収 入 1億 8,500万ドル 680億ドル 78億ドル

従 業 員 数 約 1,000人 約 5,000人 N. A.

受 賞 理 由

7万品目の貨物運送
費見積モジュールを
構築することによっ
て, 輸送に関連する
不満を約 92％解消,
顧客と同社の付帯的
な輸送料金を削減し
た｡

シカゴに加え, 荷主
の 2割が集中する西
海岸に DCを新設す
ることによって, 輸
送費を削減しリード
タイムを短縮した｡

4部門の輸送体制を
会社全体の輸送業務
に統合することによっ
て, 輸送コストを 5
％カット, 運送業者
数を 44％削減, オ
ンタイム・サービス
を 98.5％に増加させ
た｡

出所：ロジスティクス・マネジメント社の 2006�09年物流大賞の内容に基づいて論者作成｡



満を約 92％解消するとともに, 同社の付帯的な輸送料金を年間 6,000万円

以上削減することを可能にした｡

イリノイ州 Vernon Hillの物流センター (450,000 f2) が混雑し, 身動

きが取れずケガが発生する事態に及び, 顧客の 20％がトラック輸送で丸 2

日を要するカリフォルニア州であることに注目し, 西海岸の原野ネバダ州

北ラスベガスに 96,000個の貨物をさばく高規格の DC (513,000 f2) を計
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2007年〈Gold Award (金賞)

�

：社名 CDW Corp.

図 2 AI社の物流改革

図 4 CDW Corp.社の物流改革



画, 建設した｡ これによって高速の発注処理, リードタイムの短縮, エク

スプレス輸送費の 40％カット等, 大幅な顧客サービスの改善と大きな利

益を実現した｡ Space Crunch (空間の危機) から学び, Go Greenfield

(原野へ行く) を実践することによってベネフィットを実現したのである｡

成功の秘訣は DCの場所選定に関する着眼点と, ベストサービスを提供し

ていた UPS, FedEx, DHLのコア運送業者に加え, メーカー, 購買者と

迅速に協議した進め方にあった｡

2007年については銅賞 ｢Bakers｣ の物流改革も, グローバルロジスティ

クスの国際物流に関係しており興味深い｡ Bakersは, 中国の 20～40の供

給者から 7～10日かけアメリカの 200店舗のストアへ商品を提供している

が, 売れ筋が激しく入れ替わる業界にあってさらに物流コストを削減し短

納期を実現することが求められていた｡ 当時の輸送状況は, アメリカの買

手がセットした店着日に合わせて Bakersが航空便を手配していたが, 中

国の工場単位でバラバラに輸送していたため, コンテナの半分にも満たな

い利用率に加え, 週数回輸送するケースが多くなっていた｡ そこで, 買手

が必要とする週に合わせて店着日を決め輸送日をまとめるとともに, 商品

を中国の物流センター 1箇所に集約し, 荷札付け, バーコード検品, 発送

作業を貨物フォワダー “Transmodal Associates” に委託した｡ 年間 200
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図 5 ベイカーズの新物流モデル



万点を中国から輸入していた Bakersにとって, 検品の生産性は 1時間当

たり 65～70から 100箱へ向上し, 25％の労働コストの削減を導くととも

に, 所要日数は 7～10日から 3～5日へ 40％の短納期を達成, 15％の輸送

費と 30％の保管コストをカット, 貨物追跡調査の可視性の向上をもたら

したのである｡

Fortune 500 社には, Ashland 社の中軸 4 部門 (Ashland Perform-

ance Materials, Ashland Distribution, Ashland Water Technologies,

Valvoline) が含まれている｡ 各々の部門は, 輸送需要に応じて開発され

た独自の物流プログラムで運営され, その全体の積込 (Truckload) コス

トは年間 4,500万ドルに達していた｡

2006年秋に会社の全部門の仕入れ, オペレーション, ロジスティクスの

メンバーを含む戦略的チームを編成し, 同チームによって策定された輸送
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2008年〈Gold Award (金賞)

�

：社名 Ashland6

図 6 Ashland社の物流改革



プログラムの統一化は, 会社全体にとってベストな意志決定を行うのに役

だった｡ 必要な輸送ニーズが発生すれば, drop trailers, 危険度, 積込時

間, 配達時間, 他の要求の情報を運送業者に正確に伝え, 入札で運行業者

を選考, 優れた成果を生み出したキャリアには報酬を与えた｡ 統一プログ

ラムはコア運送業者を 44％削減するのに貢献するとともに, Ashland社

の TLコストを 5％削減, オンタイムサービスを 98.5％に向上させた｡ 同

社の改革は, 追加的な ITを購入することなく, 既存の資源によってすべ

て成し遂げたものであった｡

2008年については銅賞 ｢Sun Microsystems Inc.｣ で, 日米の物流改

革の相違点が現れている｡ どういう違いか理解するため, 物流改革の流れ

を紹介しておきたい｡

我々は二つの重要なロジスティックス問題に直面していたとカリフォル

ニア州フリーモント支社サプライマネジャー Kuljit Raiは語っている｡

第一は, 正確な需要予測の不足であり, 二つ目はロジスティクス活動を別
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2008年〈Bronz Award (銅賞

�

：社名 Sun Microsystems Inc.

本社：カリフォルニア州 Santa Clara｡ 製品：Open Solaris, Java,

Sun Fire, MySQL, UltraSPARC 従業員数：33,350人｡

売上高：139億ドル｡

�受賞理由

�

：原材料や部品の調達について利用している伝統的なベス

ト・イン・クラス eソーシングプログラムを物流に適用

し, 輸送に関する資格要件を明示した上で, ビジネスに

勝つために料金を適宜調整する機会を与え, 物流の動態

的入札イベント (DBE) を導入した｡ この DBEによっ

て競争的な料金, ある場合には料金の引き下げを示すと

ともに, すべての情報交換がオンラインできる情報の透

明性を高めた｡



の方法で検証し評価する見方である｡ Sun社のロジスティクスは長い間 3

PLにアウトソーシングし, 全体的なロジスティクスの業務責任を通常の

RFQ (見積もり) 方式でさらに下請に任せてきた構造となっていた｡ 換

言すれば, 見積もりを取っていたとはいえ, 複雑な他の下請は決まった会

社になっていたのである｡

しかし 2年前, 会社はロジスティクスの過程をさらにストリームにする

ため点検を開始した｡ 我々は原材料や部品の調達について, 歴史的に使っ

てきたベスト・イン・クラス・プログラムを利用していた｡ 何故これらの

DBEを使用しないのだろうか｡ 注意深い評価と計画の後, Sun社は 2007

年秋に孫請け運送業者にアメリカとヨーロッパの 2つの動態的入札イベン

ト (DBE) を導入した｡ 入札者は当初 DBEのプロセスに関して懸念を表

明していたが, 一連の電話会議や会合を通じて最終的には我々を信頼する

ことになった｡
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図 7 Sun Microsystems Inc.の物流改革



物流の DBEの過程は, まず輸送に関する資格要件を明示し, それをク

リアした入札者が入札される路線について自分たちのランク (順位) をみ

ることができると同時に, ビジネスを勝ち取るために適宜, 彼らの料金を

調整できる機会をもつように組み立てられていた｡ この DBEによって競

争的な料金, ある場合には料金の引き下げを示す確証を伴うとともに, す

べての情報交換がオンラインでできる情報の透明性を高めることになった｡

ただし, これを成功裡に導く唯一の方法は常にパフォーマンスと価格の傾

向をベンチマークし続けることであると, Raiは述べている｡ DBEの構

造はまもなく会社の文化の一部となり, そして Sun社は新しい賞賛者の

地位を勝ち取ることになった｡

3. 2009年アメリカ・ロジスティクス大賞にみる改革

さていよいよ最新のアメリカ・ロジスティクス大賞の中身を掘り下げる

時が来た｡ Logistics Management社の物流大賞 (Best Practices) は,

日本の JILSの物流大賞と同様に企業を対象とし, 年 1回の審査, 応募の

中から選考 (年平均約 80社が応募), 審査基準は日本の JILSが創造性,

技術革新, 経営革新, 努力, 社会性, 成果に対して, ロジスティクス・マ

ネジメント社の物流大賞は, ｢the fine art on innovation (革新に対する

優れた技能), fresh ideas (創造性), thinking to help you reevaluate

current logistics practices and reengineer for the future (既存の物流

プロセスを再評価し将来のリエンジニアリングに役立つ思考)｣ などの審

査基準によって選考が行われている｡ 直近の 2010年は大賞発表がなかっ

たため, 最も新しい 2009年物流大賞の内容は次ぎの通りである17)｡
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� 金賞 ｢K�C勝利を収めたトレーラーのトラッカー｣

北アメリカにおける K�C最大の製造工場である南カロライナ州 Beech

島の 1,200エーカーの敷地で直面する問題が, 物流における古くて新しい

問題であった｡ その敷地は年 365日, 1日 24時間開いており, ほぼ 900

台/日のトレーラーを保管していた｡ 入口から出口まで 1.3マイル (約 2.1

キロ)｡ トレーラーを見失うほどの広い空間であり, 従業員が 1台のトレー

ラーの正確な位置を発見することはまさしくクラップス賭博そのものであっ

た｡

リアルタイムでトレーラーを追跡する自動的な方法が設計されれば, 1

日 4時間に及ぶトレーラーを紙 (運航日誌) と目で追跡する数十年前の古

いやり方は最終的に廃棄される｡ そこで導入されたのが, PINC製のウェ

ブベースによる駐車場管理システムであった｡ トレーラーには受動タグが

添付され, RFIDリーディング, GPS追跡, そしてWi�Fiコミュニケー

ション能力を装備した駐車場管理トラック (ヤードのジョッキートラック)

が駐車場を動く度にセミトレーラーからの読み取り情報を集めて, バーチャ

― 138―

2009年〈Gold Award (金賞)

�

：社名 Kimberly-clark

本社：ダラス (テキサス州)｡ 製品：クリネックス, Huggies, リト

ル Swimmers, Depends, Vivaペーパータオルを含むパーソ

ナルケア製品｡ 2008年の売上高：194億ドル｡ 従業員：53,000

人｡

Logistics Best Practice：K�Cは, 1,200エーカーの駐車場で紙の運

行日誌と目による旧来型のトレーラー管理から, RFIDを中心

としたリアルタイムの電子ヤードチェックとウエブスペースの

管理に転換したことによって, トレーラーの見える化と大幅な

コスト削減を実現した｡



ルのサイトマップ上のダッシュボードに表示, そしてオンラインデータが

利用される｡ これによって, トレーラーがヤードのどこに位置しているか,

リアルタイムで正確に把握することができる見える化を可能にした｡

PINCソフトウェアの利点は, バズーカー砲でバードハンティングと言

われることを避けるために機能上さほど精巧なものではなく, 導入コスト

はそう大きなものではなかった｡ それらのコストは設置された場所で発生

する節約から, まさに 1年以内にペイされている｡ もちろん克服する問題

がなかったわけではない｡ 電子機器はでこぼこのヤードに耐えられるよう

に固定しなければならなかったし, 添付するタグは多種多様なトレーラー

に装着するため, デザインの改良と添付方法の変更が必要であった｡

こうしたビジネスプロセスにおける改善の結果, ここ 1年でトレーラー

保管における 19％のコスト削減, ヤードチェックの 6％, 駐車場管理車サー

ビス 31％, そしてトレーラーのレンタルにおける 23％削減を達成するこ

とになった｡ 駐車場における安全性の改善もある｡ 同様のアプローチを採

用している会社は他にもあるが, アメリカで最も早くそれを採用した一つ
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図 8 Kimberly-clarkの物流改革



が K�Cであると, 会社関係者は強調している｡

� 銀賞 ｢Papa John’sの QC探索｣

ピザは非常に腐りやすい食品であり, 市場へのスピードが生命線である｡

ピザの御用商人 Papa John’sのサプライチェーンは複雑で, DCを通じて

多くのベンダーに電話による注文を行い, そのベンダーが運送業者を選択

し運送料金を前払い, 特定の運送業者が DCに運んでいた｡ Papa John’s

が積み荷, 製品の質あるいは輸送中の温度に関心を持つならば, それらの

情報を得るためにベンダーに戻り, そしてさらにベンダーを通じて運送業

者に戻らねばならなかった｡ すなわち, 現状は必要な運送業者との直接的

な関係を欠いており, 高い品質管理を確保するためには運送業者と車両管

理とともに, より大きな計画と調達の新しいソリューションを求める必要

性があったのである｡

スピードと温度を軸とした QCの改善に加え, いま一つの重要な挑戦で

あった在庫品の追跡と正確性に注目した会社は, 補充, 倉庫管理, 運送,

そして業績管理など SCMの合理化, ベンダーの統合を追求することになっ

た｡ これは Papa John’sのニーズだけでなく, その親会社である PJフー

ドサービスのニーズも巻き込んだ壮大な計画となり, プロバイダー
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2009年〈Silver Award (銀賞)

�

：社名 Papa John’s International Inc.

本社：ルイスビル (ケンタッキー州)｡ 製品：ピザ・レストランのメ

ニュー品目｡ 2008年の売上高：11億 1,300万ドル｡ 配送セン

ター：10ヵ所｡ 位置：世界の 3,000以上のレストラン｡

Logistics Best Practice：スピードと温度管理を生命線とするピザの

御用商人は, 輸送過程を自動化し積み荷の見える化を達成する

ことによって, 利用運送料を 15％引き下げ, 食の安全性を確

保する体制を構築した｡



Manhattan Associatesもかかわることになった｡ PJフードサービスは,

10の QCセンターを通じて Papa John’sのレストランで使用するすべて

の食材や供給品のワンストップショッピングを行っていた｡

パートナーを選択する過程はかなりの努力を要したが, 調達過程からの

評価表に基づいて運送業者を選ぶ解決はより良い荷主／運送業者関係とネッ

トワークの一元化を促進することになり, 12の運送業者の選考と契約の

準備過程はかなり合理的なものとなった｡ すなわち, Papa John’sの運送

業者指名を可能にし, そして運送業者と Papa John’sの新しい直接的な関

係は, 積み荷に関する基本的なデータ, たとえば輸送中の温度などをしば

しばリアルタイムで把握できる “可視化” を実現したのである｡ ただし難

問のうち戦術的なもの, たとえば EDI化はなお積み残したままであり,

これが整備されれば, 流通, 監査, 支払などの機能もスムーズにいくはず

である｡

Papa John’sの改革の主要な目標は ｢見える化｣ に加え, マニュアルの

削減, 効率性の向上, コスト削減, そして株主価値の引き上げにあったが,

実際の実行期間である 6ヵ月後には 10％から 15％のコスト削減目標を実

現し, 支払運送料金を削減した｡ また新しい補充と輸送体制の実行後は在

庫を大幅に縮小するとともに, Papa John’sの施設に製品が到着する前に,

急遽外部の注文に転用することも可能となった｡

しかし, 最大の利益はトータルなメンタリティである｡ 我々のレストラ

ンは, フレッシュな材料を持つ食事を提供することで知られている｡ だか

らこそ, 我々の製品と運送業者に対する可視化が食に対する安心, 安全を

与えてくれるのである｡
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� 銅賞 ｢NewEgg.comは新しいモデルを作り上げた｣

カリフォルニア州を拠点とするインターネットの小売業者 Newegg.com

は, 東海岸ニュージャージー州の二つの地域, Cranberryと Edisonに大

量注文受取倉庫を設立した｡ しかし, その後の急速な成長が 4万点以上の

コンピュータ・ハードウェア, ソフトウェア, 家庭用電化製品および通信

機器を販売する e�リテイラーに倉庫運営の自動化と合理化アプローチを

とらせることになった｡ なぜならば, 東海岸の注文が 2008年の Newegg.
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2009年〈Bronze Award (銅賞)

�

：社名 NewEgg.com

本社：City of Industry (カリフォルニア州)｡ 製品：コンピュータ・

ハードウェア, ソフトウェア, 家電, 及び通信機器のオンライ

ン小売業者｡ 2008 年の売上高：21 億ドル｡ 従業員：世界で

2,000人

Logistics Best Practice：急速な成長が電子注文の小売業者に倉庫運

営の自動化と合理化アプローチをとらせ, 1つのオーダーの平

均処理時間約 15～20％改善, 注文当たりコスト削減は 20％に

達した｡



comの総注文 1,060万件の約 3分の 1, 総売上高のおよそ 40パーセントを

担うようになってきたからである｡

従来のオーダー品のピックアップは, 1枚の紙を従業員に与え, 特定の

オーダーを見つけるために倉庫中を歩かせるやりかたであったが, Newegg

はシステムインテグレーター “Dematic” から pick to light systemとコ

ンベア・プラットホームを導入した｡ 注文がDCに割り当てられた時, トー

チのルートを決め, 適切なピックゾーンで職員が独特のバーコード IDを

持つトーチをスキャンすると, 在庫品が保管されている場所にライトがと

もり, 商品がピックアップされる｡ そのシステムは, 特定の場所から如何

に多くのアイテムがピックアップされる必要があるか確認することもでき

る｡ 注文, すなわちトーチが完全にピックアップされた時, 30のパッキ

ング基地の 1つに運ばれ, 注文品の内容がスクリーンに現れ, ピックアッ

プされたものがされる必要があるものと完全に一致しているか保証するた

め, 各注文のアイテムをスキャンする｡ そしてオーダーが終了すると, 注

文品が詰められ, 輸送ラベルが印刷され, 箱の中に挿入されて出荷場所へ

向かうコンベアに置かれる｡

こうした受注の高速処理によって, ローカルタイムで PM 3時までに受

け取った注文の約 98％が同じ日に輸送される｡ 顧客から受け取った注文

の正確性は, 99.99％に達している｡ 1つのオーダーの平均処理時間はかつ

てのマニュアルによるセットアップに対して約 15～20％の改善を示し,

現在 20分に短縮されている｡ その結果, Neweggは労働の生産性から直

接発生するコスト削減は 20％に達している｡ このことは, 2008 年の

Newegg の東海岸における年平均注文が 2005 年の需要の 3 倍に当たる

330万件に達したことを考えると, 特に重要である｡ 同じ労働力 (約 100

人) で, より多くの注文を処理することが可能となり, 労働生産性が著し

く向上したのである｡
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4. 総括と問題

①Kimberly-clark社, ②Papa John’s International Inc, ③NewEgg.

comがなぜ物流大賞に選ばれたか, その理由が重要である｡ 一つは物流

改革の切り口ないし着眼点, 発想 (創造性) といってよいかもしれない｡

Kimberly-clark 社は RFID, GPS, Wi�Fi (無線 LAN) を活用した 900

台に及ぶトレーラーのロケーション追跡, Papa John’s International Inc.

は安心安全を監視する輸送過程の見える化を実現しただけでなくベンダー

と輸送業者の整理統合を図ったこと, NewEgg.comはトーチと pick to

light systemを利用した注文処理の効率化に新しい知見がみられる｡

本論でみた 2006年金賞の American Identityは, 顧客の輸送費と輸送

サービスに対する不満を解消するため, 実に 7万品目に及ぶアパレル商品

の ｢貨物運送費見積モジュール｣ を構築することによって 92％の不満を

解消するとともに, 顧客と同社の付帯的な輸送料金を削減した｡ 2007年

金賞の CDW Corp.は, 第 2の DCを新設するに当たって荷主の 2割が集

中するアメリカ西海岸を選んだ ｢立地｣ の着眼点が評価につながった｡ 国

際物流ということで例外的に取り挙げた 2007年銅賞の ｢Bakers｣ は, 中

国の供給者別航空輸送方式から一括輸送方式に変えたことが 40％の短納

期と 15～30％の輸送保管コストの削減につながった｡ 08年金賞の Ash-

land社は, 4部門の関係者が協議し部門別物流からそれぞれの輸送ニー

ズを満たすかたちで ｢物流一元化｣ を果たしたところに共感が得られたと

考える｡ 2008年銅賞の ｢Sun Microsystems Inc.｣ は, 原材料や部品の

調達において伝統的に使ってきたベスト・イン・クラス・プログラム (複

数回入札制度) を物流, すなわち運送会社の選考に応用したところに新し

い試みがあった｡

いま一つは莫大な投資を行った物流改革ではなく, 手頃な投資で費用対
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効果が大きい物流改革が選ばれている印象を受ける｡ 誰でも取り組むこと

ができる改革というところが重要なのであろう｡ たとえば, Kimberly-

clark社は航空機のブラックボックスのように現在地を信号で発信し続け

る高価な電子装置ではなく, 手頃な ICタグとリーダーを採用したもので

あり, また NewEgg.comは最新鋭の立体自動倉庫で導入される自動ピッ

キングシステムではなく, 注文書にトーチをかざせば注文品が保管されて

いる場所を知らせる pick to light systemを採用し, 注文処理時間を 15

～20％短縮した｡ これは大きな投資コストを伴う自動化というよりは省力

化や合理化に近い改革である｡

取り上げた事例の中でとりわけ費用対効果が大きいのは, すべて既存の

資源だけで物流一元化を成し遂げた Ashland社の改革であり, 投資コス

トはまったく必要なかった｡ 莫大な投資を行って物流を改善する試みは世

界至るところで日夜行われている｡ その方向の改革よりは, 現場に則し費

用対効果が大きい改革が評価されているのである｡ ただし費用対効果といっ

ても, それが数値で立証されているわけではない｡ この点が今後物流改革

を比較する場合の主要な課題になってこよう｡

物流改革の重要な要素は二つであるが, あと強いて挙げれば注目される

物流改革には関係者の “協力” が不可欠であることもあげてよい｡ トレー

ラーのリアルタイムの位置確認システムの改革においては, Kimberly-

clark 社のビジネスパートナーであるシステムエンジニアリング会社

PINCが重大な責任を担い, Papa John’sに適切な解決策を提供した事例

ではコンサルタント会社 Manhattan Associatesが大きな役割を果たし
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表 4 物流改革の 3要素

○切り口ないし着眼点, 発想 (創造性)

○手頃な投資で費用対効果が大きい物流改革

○関係企業間のコラボレーション



た｡ アメリカは会社においても個人主義や契約が中心となっているが, 物

流の何をどのように変えるか着眼点, 切り口の発見は多くの場合関係者の

コラボレーションのもとに行われている｡

貨物運送費見積モジュールを構築した 2006年金賞の American Iden-

tityは, 商品輸送の不満をクライアントから聞き出したことが改善へのきっ

かけとなった｡ 2007年金賞の CDW Corp.は, 第 2の DCを新設するに

当たってベストサービスを提供していた UPS, FedEx, DHLのコア運送

業者に加え, メーカー, 購買者と迅速に協議したことが成功の要因と言わ

れている｡ 2007年銅賞の ｢Bakers｣ は, 中国の発荷主 20～40のベンダー

はもとより, アメリカの着荷主 200店舗, そして荷札付け, バーコード検

品, 発送作業など総合物流を担うように委託を受けた貨物フォワダー

“Transmodal Associates” の協力なくして改革は実現しなかった｡ 2008

年金賞の Ashland社においては, 会社の全部門の仕入れ, オペレーショ

ン, ロジスティクスのメンバーが戦略的チームを編成し, 同チームによっ

て策定された輸送プログラムの統一化が Ashland社の物流一元化につな

がった｡ 物流改革においては改革の着眼点 (切り口・創造性), 費用対効

果, 協力体制, 3つがポイントであることをアメリカの物流大賞は示唆し

ていると考えるのである｡

もちろん物流改革の要素は 3つだけに限定されるわけではない｡ 改革に

かかわる人数, 投資等のコスト, 期間, 国内かグローバルか, 物流部門主

導で可能, 調達や生産, 販売, 回収など他部門連携の必要性, 発荷主や着

荷主, 運送・倉庫業者など他社連携の必要性, 鉄道や港湾など物流インフ

ラの整備との関連等も改革に影響を及ぼす要素であり, その範囲は広範囲

にわたっている｡ 論者は, 日本ロジスティクスシステム協会のグリーン物

流研究会に参加させて頂いている｡ その研究会で, スペアタイヤの 9割が

使用されずに廃棄されていることに着目し, スペアレス化による省資源化

を促進している改善や, 20年後のスパーエコシップをどのような船にす
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るかの話を聞いていると, 改めて物流改革にとっては人の発想 (創造性)

や着想が重要だなと感じる｡ そしてその発想を実際に改革に結びつけてい

くのは, なによりも携わっている人の熱意なのであろう｡

2006年時点で対 GDP物流コストの比率は日本 8.7％に対してアメリカ

9.9％, 中国 18.3％ (2007年) である｡ 物流先進国として位置づけられる

日米両国の物流は, 実際にどのような改革を行っているかからスタートし

た研究が, 相違点を明確にする過程でグリーン物流の問題に直面し, 両国

のグリーン物流の施策を調べることになった｡ この結果, 日本は全体の半

数強をグリーン物流が占めているのに対して, アメリカは物流効率化を中

心とした施策を展開し, 結果として環境の改善を図る対策をとっているこ

とがわかった｡ この点で, 日本は “社会オリエンティド”, アメリカは “企

業オリエンティド” を志向した物流改革を行っていると論点整理したので

ある｡

さらに本研究で物流改革に取り組む場合の重要な要素として, 物流改革

の切り口ないし着眼点, 発想 (創造性), 手頃な投資で費用対効果が大き

い物流改革, そして関係会社のコラボレーション 3つが重要であることを

指摘した｡ 物流改革の研究をもう少し積み重ね, アメリカの物流改革のト

レンドを見過ごすことなく, かつ物流改革にとって重要な要素をさらに深

く掘り下げ研究していきたいと考えている｡

1) SCMについては多様な定義の仕方があるが, コアは ｢ITを通じた財と情

報のフロー｣ と ｢調達から回収に至る供給連鎖と関係企業の統合｣ 二つであ

る｡ James Wang, Daniel Olivier, Theo Notteboom, Brian Slack (2007),

Ports, Cities, and Global Supply Chains, Ashgate Publishing Limited, pp.

11�17｡

Demand Chain Management (需要連鎖管理) は, エンドユーザーの需

要情報, クレイムを川下から川上の配送・製造・開発部門に伝え活用してい
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く管理手法｡ 顧客を起点に関係するプレイヤーで情報を共有し, 製品の効率

的な生産と配送, 在庫補充を行うとともに, さらに新製品の開発に結びつけ

ていく考え方が DCMである｡

Peter R. Chase, “Beyond CRM : The Critical Path to Successful Demand

Chain Management,” DCM Solutions Ins., 2000, p. 3.

2) 日本政府の物流政策, すなわち総合物流施策大綱は下記の文献を参照｡

日本物流団体連合会 ｢数字でみる物流 2010｣, 日本物流団体連合会, 2010

年, pp. 183�207. アメリカ政府の物流政策については, 貨物輸送に限定した

領域であるが次の文献を参照｡

The National Academy of Sciences (2003), Freight Capacity for the 21st

Century, Transportation Research Board, Special Report 271, pp. 5�6.

3) 日本の物流大賞 (ロジスティクス大賞) は, 社団法人日本ロジスティクス

システム協会が物流の分野で毎年優れた改革の実績をあげた企業を表彰する

ものであり, 1984年より導入され, 09年で 27回目を迎えている｡ http://

www.logistics.or.jp/fukyu/prize/g-prize

4) 複数回入札を繰り返す契約手法はアメリカでも多いわけではないが, こうし

た商慣習がそれぞれの国の物流改革における特徴に影響を与えることになる｡

2003年 11月, 経済産業省の ｢SCM推進のための商慣行改善調査｣ では,

日本の商慣行として ｢物流センター・フィー支払制度｣ や ｢リベート・協賛

金制度｣, ｢返品制度｣, ｢多頻度小口配送｣ を挙げている｡

5) Logistics Management Com., Best Practices 2007 “AND THE WIN-

NERS ARE . . . ,” Logistics Management, Jun 2007, pp. 2�30参照｡

6) 経済産業省資源エネルギー庁 ｢改正省エネ法説明資料｣, 2009年 5月, p. 11.

7) 国分株式会社 人事総務部・物流統括部課長 山田英雄氏 07年 9月 4日

に開催された第 2回拓殖大学物流セミナーにおける講演配付資料を要約｡

8) リコーロジスティクスの取り組みについては, 下記の文献を参照｡

日本ロジスティクスシステム協会 ｢ロジスティクス環境フォーラム・グリー

ンロジスティクス事例研究会第 3回会合｣, 2010年 10月 13日, pp. 1�43参照｡

9) 日本ロジスティクスシステム協会 ｢ロジスティクス環境フォーラム・グリー

ンロジスティクス事例研究会第 3回会合｣, p. 27.

10) 矢野祐児 ｢グリーンロジスティクスチェックリスト調査WG｣, 日本ロジ

スティクスシステム協会ロジスティクス環境会議, 2010年, p. 17を参照｡

11) 日本経済新聞 ｢排出量取引導入先送り｣, 2010年 12月 29日｡ アメリカの

排出量取引の動きについては下記の文献を参照｡

三橋規宏 ｢環境経済入門｣, 日経文庫, 日本経済新聞社, 2007年, pp. 61�64｡
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12) 炭素の足跡として知られているカーボンフットプリントの取り組みではサッ

ポロビールが有名であるが, その関係者の間でも ｢景気後退の折, 数億円か

けて CFPに取り組むことがよいのかどうか検討する時期に来ている｣ とい

う研究会でのコメントがあった｡ 不況下雇用か環境か綱引きが始まっている

感じを受けた｡

日本ロジスティクスシステム協会 ｢ロジスティクス環境フォーラム・グリー

ンロジスティクス事例研究会第 1回会合｣, 2010年 7月 14日

13) 2006年現在アメリカは 56億 8,400万トンの CO2 を排出し世界の 20.3％を

占めている｡ アメリカの部門別 CO2排出量は, 産業, 交通, 商業, 家庭, 農

業の順で多く, 交通部門の割合は日本の 19.1％に対してアメリカ 28％｡ 内訳

は乗用車・バス 34％, 軽トラック (SUV, ミニバンを含む) 28％, 大型トラッ

ク 19％, 航空機 9％となっている｡ 部門別では 1990～2004年で最も増加した

のが交通部門であり, 増加率は大型トラック 62％, 乗用車・軽トラック 23％,

航空機 10％の順で高くなっている｡ 地球温暖化に対する物流部門の責任は決

して小さくない (出所：John Davies, Michael Grant, John Venezia, and

Joseph Aamidor (2007), “Greenhouse Gas Emissions of the U. S. Trans-

portation Sector,” Transportation Research Record, No. 2017, pp. 42)｡

14) 2009年 3月現在, CNG車全体ではアメリカ 146,876台に対して, 日本は

35,720台の普及である｡ ENGVAの統計資料 (Gas Vehicle Report) 2009/3

の数値を参考｡

15) アメリカ・オバマ政権のグリーン・ニューディール政策は, 景気対策 2年

間で総額 7,870億ドル〈75兆円〉を投資, うち環境関連の ｢グリーン・ニュー

ディール｣ 部分 1,160億ドル (11兆円)｡ 内訳は, 断熱材や二重窓を設置した

省エネビル化, 電力使用量の削減につながる次世代送電網 (スマートグリッ

ド) の推進, 風力や太陽光発電などのクリーンエネルギーの利用, 自動車の

温暖化ガス排出規制の強化, 高速鉄道の整備推進などであり, 物流に関する

新機軸はいまのところ現われていない｡

16) 受賞事例については, Logistics Management Com., Best Practices “AND

THE WINNERS ARE . . . ,” Logistics Management, Jun, 2006, 2007, 2008

を要約｡

17) 受賞事例については, Logistics Management Com., Best Practices “AND

THE WINNERS ARE . . . ,” Logistics Management, Jun, 2009を要約｡
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要 約

インターネットの普及により, インターネット通信販売 (ネット通販)

の市場規模は年々拡大しており, ネット通販を導入する農産物産地も増え

ている｡ 本研究では, 農産物産地の中でも法人形態で農業を営む農業法人

におけるネット通販の現状を明らかにし, ネット通販の成功要因を検討す

る｡ 全国の農業法人に対するアンケート調査を行った結果, 次のことが明

らかとなった｡ 2000年以降, ネット通販を導入する農業法人は増加し続

けている｡ 多くの農業法人にとってのネット通販は追加的な受注手段であ

り, 補助的な販売形態と位置づけられる｡ 農業法人におけるネット通販の

導入は, 顧客の増加や年齢層の拡大, 顧客の地理的範囲の拡大などにはつ

ながりやすいが, 売上や利益の増加に結びつきにくい｡ しかしながら, 売

上や利益を上げている農業法人も存在しており, 1戸からなる農業法人の

方が複数戸からなる農業法人よりネット通販で売上や利益を上げる確率が

高い｡ 今後もネット通販を導入する産地が増えることが予想されるが, 技

術的な問題や収益性の問題が農業法人におけるネット通販拡大の阻害要因

となっている｡

キーワード：インターネット通信販売, 農業法人, 農産物産地, 流通



1. は じ め に

流通のあり方は時代とともに変化している｡ 農産物流通も例外ではなく,

卸売市場流通以外にも, 小売・外食チェーンや食品加工業者等による契約

栽培や農業参入, 有機農産物宅配業者による宅配などによって様々な流通

チャネルが形成されている｡ このように流通システムが多様化する中で,

農産物産地は, 産地ごとの様々な条件に適した販路の選択や開拓が必要と

されている｡

他方で, 2000年以降のインターネットの普及は流通システムに大きな

影響を及ぼしている｡ インターネット利用者数は, 2001年末に 5,593万人

であったのに対し, 2009年末では 9,408万人(1) と推計されている (総務省,

2010)｡ さらに, 経済産業省 (2010) の推計によると, B to C電子商取

引(2) 市場は年々拡大しており, 2005年の市場規模は約 3.5兆円であったの

に対し, 2009年は 6.7兆円と 2倍近く伸びている｡

こうしたインターネットの普及は, 生産者やメーカーが消費者に直接販

売する通信販売への参入障壁を下げた｡ 農産物流通においては, インター

ネットを利用して消費者に商品を直接販売するインターネット通信販売

(以下, ネット通販) を導入する農産物産地が増加している｡ しかしなが

ら, 必ずしもネット通販を導入した農産物産地が成長するとは限らない｡

どのような条件をもつ産地がネット通販で成功しうるのだろか｡ 以上の問

題意識に基づいて, 本研究では, 日本における農産物産地におけるネット

通販の現状を明らかにし, ネット通販の影響や成功要因を検討する｡

農産物産地には農協や任意組合などの様々な形態があるが, 本稿では,

法人形態で農業を営んでいる農業法人を研究対象とする｡ また, 農産物の

ネット通販の形態も様々であり, たとえば, 農産物宅配企業や流通企業な

どが産地から農産物を仕入れて消費者に販売する ｢宅配企業型｣ と, 産地
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が直接消費者と取引を行う ｢産地―消費者直結型｣ の形態がある｡ 農産物

産地におけるネット通販の影響を総合的に分析するためには両者の研究が

必要であるが, 本稿では, 産地への直接的な影響が表れやすいと考えられ

る ｢産地―消費者直結型｣ のネット通販を研究対象とする｡

本研究では, 全体的な傾向を明らかにするために, 全国規模のアンケー

ト調査を実施した｡ 具体的には, �日本農業法人協会に加盟している全国

1,710社の農業法人に対して, 2008年 6月に郵送によるアンケート調査を

実施し, 435の農業法人から有効回答(3) を得た (有効回答率 25.4％)｡

2. フェイスシートの概要

まず, 分析対象とする農業法人 (以下, 法人) の概要を整理しよう｡ こ

こで分析対象となるサンプル数は有効回答の 435法人である｡ 1法人当た

りの農家戸数 (表 1) は, 1戸が 240法人 (55.2％) と最も多く, 10戸以

内の法人を合わせるとその数は 375戸 (86.2％) である｡ このように少数

の農家で構成される法人が多い一方で, 100戸を超える法人も存在してい

る｡ また, 年間売上高は, 1,000万円以下の法人から数億円以上の法人ま

で幅広い (表 2)｡ 各法人の販売品目に関しては, 多くの法人が, 米と生

鮮野菜, 生鮮果物と農産物加工品など複数の品目を組み合わせており, そ
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表 1 1法人当たりの農家戸数
n＝435

戸 数 社 ％

1

2～ 10

11～ 30

31～ 50

51～100

101～

240

135

26

11

11

12

55.2

31.0

6.0

2.5

2.5

2.8

合 計 435 100.0

資料：アンケート調査より作成｡



の組み合わせが多岐にわたるため販売品目で分類することは難しいが, 最

も販売金額が大きい品目 (以下, 主要取扱品目) で法人を分類すると, 米

を主要取扱品目とする法人が最も多く, その次に生鮮野菜, 食肉, 花卉と

続いている｡

3. 通販・ネット通販の現状

通信販売の手段には, インターネット, 電話, ファックス, はがきなど

がある｡ 本稿では, インターネットを用いた通信販売を ｢ネット通販｣,

インターネットを使用せずに電話やファックス, はがきなどを使用する通

信販売を ｢通販｣ と表現する｡ 通販かネット通販を実施している法人は,

155社 (35.6％) であり, ネット通販を実施している法人は 101社 (23.2

％), ネット通販を実施していないが通販を実施している法人は 54 社

(12.4％) である (図 1)｡ 残りの 280社 (64.4％) は, 通販もネット通販

も実施していない｡ 以下では, ｢通販のみあり｣ 54サンプル, ｢ネット通

販あり｣ 101サンプル, 両方を合わせた ｢通販・ネット通販あり｣ 155サ

ンプルをベースに分析を進める｡
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表 2 年間売上高
n＝435

売 上 高 社 ％

1,000万円以下

1,000～3,000万円

3,000～5,000万円

5,000～7,000万円

7,000万円～ 1億円

1～ 3億円

3～ 5億円

5～10億円

10億円～

9

56

65

48

52

123

38

23

21

2.1

12.9

14.9

11.0

12.0

28.3

8.7

5.3

4.8

合 計 435 100.0

資料：アンケート調査より作成｡

表 3 主要取扱品目
n＝435

品 目 社 ％

米

生鮮野菜

食 肉

花 卉

生鮮果物

鶏 卵

農産加工

そ の 他

無 回 答

97

59

40

37

35

21

16

51

79

22.3

13.6

9.2

8.5

8.0

4.8

3.7

11.7

18.2

合 計 435 100.0

資料：アンケート調査より作成｡



まず, 主要取扱品目による分類(4) で通販・ネット通販の導入状況をみる

と (図 2), ｢農産物加工品｣ が通販・ネット通販を導入している法人の割

合が最も高く, 次に ｢生鮮果物｣ が続く｡ 一方で, 他の品目を主要取扱品

目としている法人では, 通販・ネット通販を導入している法人の割合が

50％を下回る｡ 単価が高い生鮮果物や農産物加工品は通販・ネット通販で

販売しやすく, 単価が低い生鮮野菜等は産地―消費者直結型のネット通販

に乗りにくいと考えられる(5)｡ このことは, 平均客単価に表れており, 通
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図 1 通販・ネット通販の導入状況

資料：アンケート調査により作成｡

図 2 主要取扱品目別通販・ネット通販導入割合

資料：アンケート調査により作成｡



販・ネット通販の平均客単価をみると (表 4), 3,000円より多い法人が 93

社 (60.0％) であり, 3,000円以下の法人は 31社 (20％), 2000円以下の

法人は 9社 (5.8％) にすぎない｡ 農業法人のネット通販では, 商品の配

送に宅配便が利用されているため, 商品金額に対する送料の割合を考慮に

入れると, 通販・ネット通販を導入するための条件として, 単価の高い商

品を取り扱う必要があるといえる｡

4. 通販・ネット通販の進展

農業法人における通販導入法人数は, 1980年代以降, 年々増加してい

る (図 3(6))｡ 一方, 有効回答の中で, ネット通販を導入している法人は,

1999年時点でわずか 10社であったが, 2000年には 19社となり, その後

も増加し続けている｡

農業法人はどのような理由で通販やネット通販を導入し始めたのであろ

うか｡ 表 5は, 通販やネット通販を導入した理由の自由回答を分類し, 回
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表 4 通販の平均客単価
n＝155

平均客単価 社 ％

1,000円以下

1,000～ 2,000円

2,000～ 3,000円

3,000～ 4,000円

4,000～ 5,000円

5,000～ 6,000円

6,000～ 7,000円

7,000～ 8,000円

8,000～ 9,000円

9,000～10,000円

10,000円～

無 回 答

1

8

22

18

26

9

6

14

1

13

6

32

0.6

5.2

14.2

11.6

16.8

5.8

3.9

9.0

0.6

8.4

3.9

20.6

合 計 435 100.0

資料：アンケート調査より作成｡



答が多かった上位 4つの理由を示したものである｡ 通販の導入理由に関し

ては, ｢消費者からの要望｣ によって導入した法人が 32社と最も多い｡ こ

れは, 直売所や観光農園などで商品を購入した消費者等からの要望をきっ

かけに導入したパターンである｡ また, 親戚に農産物を送っていたことが

口コミで広がり, 他の消費者から ｢送ってほしい｣ という要望があり, 通

販を始めた法人もある｡ 次に多い理由は, ｢自ら価格決定｣ と ｢利益確保｣

である｡ この理由の背景として, JA (農協) や卸売市場への出荷では,

販売価格を自ら決めることができないため, 安定した利益確保が難しいこ
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図 3 通販・ネット通販導入社数の推移

注：｢ネット通販導入社数｣ には, 通販を導入していた企業がネット通販を導入

した場合も含まれる｡

資料：アンケート調査より作成｡

表 5 通販・ネット通販の導入理由

通販導入理由 社 ネット通販導入理由 社

消費者からの要望

自 ら 価 格 設 定

利 益 確 保

消費者とのつながり

32

7

7

3

販 路 拡 大

ホームページの開設

時 代 の 流 れ

人 材 の 確 保

7

7

6

3

注：自由回答より執筆者分類

資料：アンケート調査より作成｡



とがある｡ つまり, 産地は, 販売する農産物の価格を自ら決めることによっ

て利益を確保するために, 消費者に直接販売する通販を導入している｡ 次

に多い ｢消費者とのつながり｣ については, 卸売市場を経由して販売する

場合, 生産者は自ら生産した農産物がどこで消費されているのか分からな

いことや, 生産したものを直接消費者にアピールしたり, 消費者の反応を

知ることができないことが背景にある｡

一方, ネット通販を導入した理由に関しては, ｢販路拡大｣ を目的とし

たものや, ｢ホームページの開設｣ をきっかけに導入するという理由が最

も多い｡ 次に, ｢時代の流れ｣ が多く, インターネットやネット通販の普

及の流れに乗り遅れないようにネット通販が導入されている｡ また, 息子

が経営に加わるなど, インターネットを活用できる ｢人材を確保｣ したこ

とをきっかけにネット通販を導入する法人も存在する｡

5. ネット通販の位置づけ

次に, 農業法人におけるネット通販の位置づけについて検討しよう｡ ネッ

ト通販を ｢主要な販売形態｣ と位置づけている法人は 6社 (5.9％) と少

なく, ｢補助的な販売形態｣ と位置づけている法人が 73社 (72.3％) であ

る (表 6)｡ 元々, 農法業人における通販による販売額の比率は低く, 自

社の販売額に占める通販の販売額の割合は, 10％以下の法人が 81 社

(52.3 社), 10～30％の法人が 30 社 (19.4％), 30～50％の法人が 16 社

(10.3％) となっており, 50％を超える法人は 13社 (8.4％) のみである

(表 7)｡

一方, ネット通販を導入している法人の中で, 69社 (68.3％) がネット

通販を実施する前から通販を実施している法人であり, 通販を実施してい

なかった法人がネット通販を導入したのは 19社 (18.8％) であった (表 8)｡

すなわち, ネット通販を導入している法人の約 7割は, ネット通販導入前
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から通販を実施しており, これらの法人にとってのネット通販は, 通販の

追加的な受注手段と位置づけられる｡

6. ネット通販導入後の変化

次に, ネット通販を導入することによって農業法人に生じた変化をみて

いこう｡ 表 9は, 農業法人のネット通販導入後の変化 (複数回答可) を示

したものである｡ 最も多くの法人が回答した項目は ｢顧客が増加した｣

(42社, 41.6％) であり, 次いで ｢顧客の地理的範囲が広がった｣ (37社,

36.6％) である｡ ネット通販の影響は, このような顧客の数や地理的範囲

拡大のみならず, 顧客年齢層の拡大にも表れている｡ 図 4は, 通販とネッ

ト通販における最も多い顧客の年齢層を尋ねた結果である｡ 通販の場合,
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表 6 ネット通販の位置づけ
n＝101

社 ％

主要な販売形態

補助的な販売形態

無 回 答

6

73

22

5.9

72.3

21.8

資料：アンケート調査より作成｡

表 7 全売上高に占める通販の売上高割合
n＝155

通 販 比 率 社 ％

10％以下

10～ 30％

30～ 50％

50～ 70％

70～100％

無 回 答

81

30

16

7

6

15

52.3

19.4

10.3

4.5

3.9

9.7

合 計 155 100.0

資料：アンケート調査より作成｡

表 8 ネット通販導入前の通販導入状況
n＝101

社 ％

ネット通販導入前から通販実施

ネット通販導入と同時に通販開始

無 回 答

69

19

13

68.3

18.8

12.9

合 計 101 100.0

資料：アンケート調査より作成｡



最も多い顧客の年齢層を ｢50歳代｣ と答えた法人が最も多く, ｢60歳代｣

がそれに次ぐ｡ 他方, ネット通販の顧客層については, ｢40歳代｣ と回答

した法人が最も多く, 次に ｢30歳代｣ が続く｡ つまり, 農業法人による
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図 4 最も多い顧客の年齢層

資料：アンケート調査より作成｡

表 9 ネット通販導入後の変化
n＝101

社 ％

顧客が増加した

顧客の地理的範囲が広がった

売上が増加した

出荷作業が増えた

利益率が上がった

利益が増加した

販売品目が変化した

生産品目が変化した

加工品を導入した

経費が削減された

職員を増やした

そ の 他

無 回 答

42

37

25

22

15

11

11

8

6

3

3

4

37

41.6

36.6

24.8

21.8

14.9

10.9

10.9

7.9

5.9

3.0

3.0

4.0

36.6

注：複数回答可
資料：アンケート調査より作成｡



ネット通販の導入は, 通販の顧客より若年の顧客を取り込むことにつなが

るといえよう｡

しかしながら, ネット通販の導入によって ｢売上が増加した｣ 法人は 25

社 (24.8％) であり, 半数に満たない｡ さらに, ｢利益率が上がった｣ 法

人は 15社 (14.9％), ｢利益が増加した｣ 法人は 11社 (10.9％) のみであっ

た(7)｡

7. ネット通販の成功要因

農業法人によるネット通販の導入は, 半数以上の法人で顧客の増加や地

理的範囲の拡大等につながっているが, 売上や利益 (率) 増加につながる

までにいたっていない法人が多い｡ しかしながら, ネット通販の導入によっ

て売上や利益を上げている法人も存在する｡ どのような法人がネット通販

の導入によって売上や利益を上げているのだろうか｡

農業法人におけるネット通販の成功要因を分析するために, ロジスティッ

ク回帰分析を実施した｡ まず, ネット通販導入後の変化に関する設問 (表

9) において, 売上か利益か利益率が増加した法人をネット通販で成功し

た法人とした｡ ネット通販によって成功しているかどうかを被説明変数

(成功：1, 失敗：0) として, 説明変数を, 農家戸数 (1戸からなる農業

法人：1, 複数戸からなる農業法人：0), 年間売上高, 通信販売比率, 通

販の経験年数, ネット通販の経験年数, ネット通販導入前の通販経験 (あ

り：1, なし：0), 取扱品目 (表 3の各品目について, 取り扱いがある：1,

取り扱いがない：0), ウェブサイトの作成者 (自社：1, その他：0), ウェ

ブサイトの更新者 (自社：1, その他 0), として, 変数増加法 (尤度比)

による変数選択を行った｡ その結果, ネット通販の成功に対して, ｢農家

戸数｣ (回帰係数 2.17, 有意確率：0.002, オッズ比：8.76) のみが有意な

変数として選択された｡ すなわち, 1戸からなる農業法人の方が複数戸か
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らなる農業法人よりもネット通販で成功する確率が高いことがいえる｡ 一

方, 売上高の規模や通販経験の有無, 通販・ネット通販の経験年数, 取扱

品目の違いなどは, ネット通販の成功に対して有意な関連がみられなかっ

た｡

8. ネット通販の今後

次に, 農業法人におけるネット通販の今後について検討しよう｡ 今後の

ネット通販導入の意向について尋ねた結果を, 通販を導入している法人と

導入していない法人に分けてまとめた結果が表 10である｡ ネット通販に

｢今後取り組む具体的な計画がある｣ と回答した法人は, 通販を導入して

いる法人では 5社 (9.3％) あり, 通販を導入していない法人では 20社

(7.1％) であった｡ さらに, ｢具体的な計画はないが将来的には取り組み

たい｣ と回答した法人は, 通販を導入している法人では 29社 (53.7％)

であり, 通販を導入していない法人では 119社 (42.5％) であった｡ これ

らのことから, 今後もネット通販を導入する法人が増えることが予想され

る｡

しかしながら, 農業法人によるネット通販導入には阻害要因も存在する｡

それは, パソコンやインターネットなどの技術的な問題である｡ 通販のみ

を導入している法人の 5社 (9.3％), 通販を導入していない法人の 16社

(5.7％) は, ｢パソコンやインターネットの技術が身につけば取り組みた

い｣ と回答しており (表 10), ネット通販を導入していない法人の 75社

(22.5％) が, ネット通販を導入しない理由を ｢パソコンなどの技術不足｣

と回答している (表 11)｡ 一方, 既にネット通販を導入している法人にお

いて, 自社でウェブサイトを作成した法人は 37社 (36.6％) であり, 47

社 (46.5％) の法人は専門業者や知人にウェブサイトの作成を委託してい

る (表 12)｡ また, 自社でウェブサイトの更新している法人は 56 社
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(55.4％) であり, 28社 (27.7％) はウェブサイトの更新を専門業者や知

人に委託している｡ すなわち, 農業法人においては, ネット通販を導入し

ている法人でも, 法人内部にインターネットの技術を持つ人材がいないケー
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表 11 ネット通販を導入しない理由
n＝334

社 ％

現状で十分

パソコンなどの技術不足

関心がない

インターネット環境がない

そ の 他

無 回 答

113

75

18

13

118

52

33.8

22.5

5.4

3.9

35.3

15.6

資料：アンケート調査より作成｡

表 10 ネット通販導入の意向
n＝334

通販あり 通販なし
社 ％ 社 ％

今後取り組む具体的な計画がある

具体的な計画はないが, 将来的には取り組みたい

パソコンやインターネットの技術が身につけば取り組みたい

今後も取り組まない

そ の 他

無 回 答

5

29

5

7

2

6

9.3

53.7

9.3

13.0

3.7

11.1

20

119

16

66

13

46

7.1

42.5

5.7

23.6

4.6

16.4

合 計 54 100.0 280 100.0

資料：アンケート調査より作成｡

表 12 ネット通販導入企業における
ウェブサイト作成者と更新者 n＝101

作成者 更新者
社 ％ 社 ％

自 社

専門業者

知 人

無 回 答

37

39

8

17

36.6

38.6

7.9

16.8

56

20

8

17

55.4

19.8

7.9

16.8

合 計 101 100.0 101 100.0

資料：アンケート調査より作成｡



スも多い｡ 他方, 前述のように, パソコンやインターネットを使うことが

できる息子が経営に加わったことをきっかけにネット通販を導入する法人

も存在する (表 5)｡ これらのことから, インターネットやパソコンの技

術が農業法人のネット通販導入の阻害要因の一つになっていることが分か

る｡

9. お わ り に

本研究では, 農業法人におけるネット通販の現状を概観し, ネット通販

の成功要因を検討した｡ 最後に, 本研究で得られた知見を整理して, 今後

の課題を述べたい｡

農業法人におけるネット通販は, 2000年以降に, ｢ホームページの開設｣

｢販路拡大｣, ｢時代の流れ｣ 等の理由によって導入され始め, ネット通販

を導入する農業法人は年々増えている｡ 多くの農業法人にとってのネット

通販は追加的な受発注手段であり, 補助的な販売形態と位置づけられる｡

農業法人におけるネット通販の導入は, 顧客の増加や年齢層の拡大, 顧客

の地理的範囲の拡大などにはつながりやすいが, 売上や利益 (率) の増加

に結びつきにくい法人が多い｡ 今後もネット通販を導入する法人が増える

ことが予想されるが, 技術的な問題や収益性の問題が農業法人におけるネッ

ト通販拡大の阻害要因となっている｡

ネット通販によって成功 (売上や利益の増加) 要因に関しては, 1戸の

農家からなる農業法人の方が複数戸の農家から構成される農業法人よりも

成功する確率が高いことが明らかとなった｡ 1戸からなる農業法人と複数

戸からなる農業法人では, 法人全体としての経営方法や意思決定の方法,

ネット通販への取り組み姿勢などが異なると考えられるが, 具体的に何が

異なるのかはアンケート調査では明らかにならなかった｡ これを解明する

ためには, 両者の経営方法や販売戦略の違い, ネット通販への取り組み方
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の違いなどに関する実態調査を進め, ネット通販の成功要因を検討する必

要がある｡ これによって, 農産物産地がネット通販を導入する際に, いか

なる仕組みを構築するべきかを解明することができるだろう｡ この点につ

いては今後の課題としたい｡

付 記

アンケート調査にあたり, 社団法人日本農業法人協会と会員法人の皆様にご協

力を頂きました｡ ここに記して厚くお礼申し上げます｡

本研究には, 国土地理協会平成 19年度学術研究助成 ｢情報化社会における新

たな農産物流通システムと農村振興に関する地理学的研究｣ (研究代表者：梶田

真, 研究分担者：池田真志) と 2010年度科学研究費補助金 (若手研究�) ｢農産

物流通における電子商取引の可能性に関する研究｣ (研究代表者：池田真志, 研

究課題番号：22720316) を使用し, 内容の骨子は, 日本地理学会 2008年度秋季

学術大会 (於岩手大学) において発表した｡

( 1 ) パソコンのみならずモバイル端末等からの利用者も含む｡

( 2 ) B to C電子商取引とは, 企業対消費者の電子商取引を意味する｡ いわゆ

るネット通販のことである｡

( 3 ) 回収したアンケートの中から, ｢事業内容｣, ｢取扱品目｣, ｢年間売上高｣,

｢農家戸数｣ の全てに回答があったものを有効回答とした｡

( 4 ) ネット通販の導入状況は, 年間売上高等で分類しても明確な傾向は確認で

きなかった｡

( 5 ) ｢宅配企業型｣ では, 複数の産地の農産物を合わせて販売するため, 生鮮

野菜であっても購入合計金額が高くなり, 通信販売に利用することができる｡

( 6 ) 2008年は 7月までの値である｡

( 7 ) ネット通販導入のメリットとデメリットについて自由回答で尋ねて分類し

た結果, メリットは, ｢顧客の増加｣ 6社, ｢売上増加｣ 4社, ｢利益率向上｣

と ｢メリットなし｣ が 2社, デメリットは, ｢手間やコストがかかる｣ 10社,

｢注文や売上が増えない｣ が 6社であった｡
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経済のグローバル化と日本企業の再生�

吉 武 博 道

2. 企業業績の推移

[ 1 ] 収益の推移

2000 年にいわゆる IT バブルが崩壊し, それ以降の名目 GDP は実質

GDPを下回って推移しており, デフレ状態が既に 10年間続いている｡ 財

務省の法人企業統計における全産業 (金融・保険は含まず) ベースでの企

業収益の推移は, 図表 22の通りとなっている｡
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要 約

本稿は, ｢経営経理研究第 90号 (2010年 12月発行)｣ の続編である｡

戦後日本経済の高度経済成長過程で形成されてきた日本企業の ｢他社並み

経営｣ 志向が失われた 20年間で強い日本企業再生の意欲を削ぐとともに,

新たに日本の生産年齢人口の減少と経済のグローバル化, 新興工業国の台

頭が現れてきた｡ 外部モニタリング機能の強化及び異文化を自社に取り入

れ ｢真のグローバル企業｣ に脱皮するとともに, 失敗を恐れさせる社会で

はなく ｢再起が可能な社会｣ の構築が日本企業再生の道と考える｡

キーワード：生産年齢人口の減少, 経済のグローバル化, 企業風土 (ガバ

ナンスの欠如) の改革, 事業・製品の選択と集中, 真のグロー

バル企業, 再起が可能となる社会



� 営業利益の伸び悩み

1990～2008年度間の企業の損益をみると, 営業利益では 1990年が 49.7

兆円で, その後 1998年に 25.3兆円を記録するまで一貫して減少した｡ そ

の後, 増益に転じ 2007年には 49.3兆円まで回復した｡ しかしながら,

2007年に発生したアメリカのサブプライム問題, 2008年に発生したリー

マンショックの影響等で, いまだに 1990年の営業利益を更新できず,
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図表 22 企業収益の推移 (全産業ベース) (単位：兆円)

年次 売上高 営業利益 特別損益
当 期
純利益

配当金 内部留保
売 上 高
営業利益率
(％)

1990 1,428.2 49.7 △ 0.0 17.6 4.2 12.4 3.5

1991 1,474.8 49.0 △ 0.9 14.1 4.5 8.6 3.3

1992 1,465.1 41.0 △ 2.0 7.8 4.0 3.0 2.8

1993 1,439.1 32.0 △ 2.3 3.7 3.8 △ 0.8 2.2

1994 1,439.0 32.9 △ 3.0 4.5 3.8 △ 0.2 2.3

1995 1,484.7 35.5 △ 3.2 7.7 4.1 2.7 2.4

1996 1,448.4 34.4 △ 3.7 8.9 5.5 2.6 2.4

1997 1,467.4 33.1 △ 5.4 8.3 4.2 3.3 2.3

1998 1,381.3 25.3 △ 9.3 △ 0.5 4.4 △ 5.7 1.8

1999 1,383.5 29.3 △14.3 2.2 4.2 △ 2.7 2.1

2000 1,435.0 37.7 △15.2 8.4 4.8 2.8 2.6

2001 1,338.2 29.6 △21.1 △ 0.5 4.5 △ 5.5 2.2

2002 1,326.8 32.0 △11.8 6.2 6.5 △ 1.2 2.4

2003 1,334.7 36.7 △ 8.7 13.2 7.2 5.0 2.7

2004 1,420.4 43.6 △11.7 16.8 8.6 7.0 3.1

2005 1,508.1 47.7 △ 8.3 23.2 12.5 9.1 3.2

2006 1,566.4 49.3 △ 5.4 28.2 16.2 11.9 3.1

2007 1,580.2 49.5 △ 6.6 25.4 14.0 11.3 3.1

2008 1,508.2 29.4 △13.3 7.4 12.2 △ 4.8 1.9

出典：財務省法人企業統計｡



2008年度は 29.4兆円にまで減少している｡

又, 日本企業の売上高営業利益率をみてみると, 1990年の 3.5％から

1998年の 1.8％まで一貫して低下し, その後は上昇に転じ 2005年の 3.2％

まで回復したが, リーマンショック等もあり 2008年は再び 1.9％まで低下

し, 未だ 1990年の水準に達していない｡ 1960年以降の長期トレンドをみ

てみると, 一貫して売上高営業利益率が低下しており, 欧米企業と比較し

て日本企業の低収益性が著しい1)｡

� 当期純利益の伸び悩み

当期純利益面では, 1990年が 17.6兆円で, その後 1993年に 3.7兆円ま

で減少した｡ その後 1996年までは増益に転じ, 1997年も堅調であった｡

しかしながら, 1998年は銀行のバランスシートの圧縮・改善に伴う貸

し渋り問題が発生し, 企業も不良債権, 不良資産の整理が始まり当期利益

は 0.5兆円の赤字となった｡ その後も企業は土地・証券バブルの清算のた

めバランスシートの改善を余儀なくされ, 巨額な特別損失の計上が行われ

当期純利益の本格的な回復は 2003年まで待たねばならなかった｡ 2005年

に 23.2兆円を記録しピーク利益を更新, 2006年も好調であった｡ しかし

ながら前述したように, アメリカのサブプライム問題, リーマンショック

の影響で 2008年は 7.4兆円まで減少している｡

� 企業の内部留保の伸び悩み

企業の体力をみるうえで, 自己資本の厚みは非常に重要である｡ プラザ

合意が行われた 1985年以降の企業の会計上の内部留保額は 1989年度の

13.0兆円がピークで, 現在に至るまでこの金額を上回る年度はない｡

財務省の法人企業統計に基づく内部留保額の 1980～1989年累計額は,

製造業 35.3兆円, 非製造業 32.5兆円, 全産業ベースでは 67.8兆円であっ

たが, 1990～2008年累計額では製造業 37.3兆円, 非製造業 21.6兆円, 全
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産業ベースでは 58.9兆円となっている (非製造業には金融は含まれてい

ない)｡ この 19年間の全産業ベースでの内部留保額は, この期間に先立つ

10年間の内部留保額と比べ 8.9兆円減少している｡ この最大の要因は, 不

良債権処理に追われたことによる当期純利益の停滞が大きく, 加えて近年

の配当流出額の増加が挙げられる｡

[ 2 ] 生産性の推移

� 資本生産性の伸び悩み

1981年, 1985年, 及び 1990年以降の付加価値, 有形固定資産残高 (全

産業ベース), 資本生産性 (付加価値／有形固定資産) を法人企業統計で

みてみると, 図表 23の通りとなっている｡

1997年の北海道拓殖銀行や山一證券の倒産, 1998年には日本長期信用

銀行や日本債券信用銀行の倒産, 金融庁の発足があり, 銀行による貸し渋

り問題が発生すると企業も不良債権や過剰設備の整理を本格化してきた｡

その影響は 1999年以降の有形固定資産残高の減少として現れている｡

しかしながら, 資本生産性をみてみると 1981年はおろか 1990年と比較

しても製造業, 及び非製造業ともに資産生産性が大きく低下している｡

2007年の米国のサブプライム問題や 2008年のリーマンショックによる世

界的な景気後退が資本生産性に悪影響を及ぼしているものの, 2005～2007

年の推移をみると上昇傾向にあることより資本生産性の低下にも歯止めが

かかり始めているものと思われる｡

資本生産性を ROEに置き換えてみてみると, 日本企業は欧米企業の 50

％前後にとどまっており, 資本生産性においても欧米企業と日本企業との

間では大きな格差が存在している｡

� 労働生産性の伸び悩み

中小企業庁が作成した資料によると, 2006年の主要国の労働時間当り
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の生産性は, 米国を 100とした場合, 日本はイタリアの 76％を下回り米

国の 70％程度で, 欧米諸国と比較しても低くなっている｡

又, 日本と米国の 1985年以降の労働生産性の推移を比較してみると,

日本は 1980年代後半は 4％台と大幅な伸びを示していたが, 米国は 1％台

にとどまっていた｡ しかし, 1990年代に入ると日本は 2％台に低下する一

方, 米国は規制緩和の効果, IT情報産業が立ち上がったこと, 金融分野
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図表 23 全産業ベース資本生産性の推移
(単位：億円)

年次

製 造 業 非 製 造 業 全 産 業

付加価値
有 形
固定資産

資 本
生産性
(％)

付加価値
有 形
固定資産

資 本
生産性
(％)

付加価値
有 形
固定資産

資 本
生産性
(％)

1981 592,597 534,335 110.9 844,685 977,727 86.4 1,437,282 1,512,062 95.1

1985 704,040 686,960 102.5 1,044,004 1,457,791 71.6 1,748,044 2,144,751 81.5

1990 897,481 978,993 91.7 1,572,231 2,440,063 64.4 2,469,712 3,419,056 72.2

1991 947,340 1,097,876 86.3 1,708,537 2,716,884 62.9 2,655,877 3,814,760 69.6

1992 914,033 1,169,698 78.1 1,766,297 3,103,992 56.9 2,680,330 4,273,690 62.7

1993 885,842 1,193,730 74.2 1,780,204 3,265,105 54.5 2,666,046 4,458,835 59.8

1994 918,653 1,211,280 75.8 1,806,119 3,487,316 51.8 2,724,772 4,698,596 58.0

1995 924,351 1,214,546 76.1 1,848,381 3,606,454 51.3 2,772,732 4,821,000 57.5

1996 911,816 1,184,956 76.9 1,785,390 3,607,117 49.5 2,697,206 4,792,073 56.3

1997 936,781 1,228,715 76.2 1,819,826 3,635,120 50.1 2,756,607 4,863,835 56.7

1998 876,912 1,215,298 72.2 1,827,215 3,769,844 48.5 2,704,127 4,985,142 54.2

1999 888,557 1,219,899 72.8 1,788,761 3,739,528 47.8 2,677,318 4,959,427 54.0

2000 920,907 1,243,312 74.1 1,845,387 3,572,843 51.7 2,766,294 4,816,155 57.4

2001 818,706 1,220,846 67.1 1,750,212 3,505,339 49.9 2,568,918 4,726,185 54.4

2002 813,218 1,168,165 69.6 1,765,473 3,496,990 50.5 2,578,691 4,665,155 55.3

2003 816,088 1,136,769 71.8 1,758,522 3,427,917 51.3 2,574,610 4,564,686 56.4

2004 847,257 1,134,236 74.7 1,894,739 3,521,434 53.8 2,741,996 4,655,670 58.9

2005 841,061 1,135,311 74.1 1,971,204 3,516,430 56.1 2,812,265 4,651,741 60.5

2006 890,468 1,164,878 76.4 2,017,287 3,483,517 57.9 2,907,755 4,648,395 62.6

2007 887,679 1,213,957 73.1 1,966,894 3,325,287 59.1 2,854,573 4,539,244 62.9

2008 737,560 1,191,795 61.9 1,905,718 3,383,924 56.3 2,643,278 4,575,719 57.8

出典：財務省法人企業統計｡



の発展等により労働生産性が大幅に上昇し, 米国の労働生産性の伸びは日

本と同程度まで上昇している｡ その結果, 日本と米国の労働生産性の格差

は縮小していない｡ 労働生産性を欧米諸国と比較する限りにおいては, 日

本が最先端の経済大国ではないと言わざるをえないのである｡

� 付加価値の配分状況

財務省の法人企業統計より, 付加価値がどのように配分されているか,

その推移をみてみよう｡ 付加価値の額, 及びその構成要素は図表 24の通

りとなっている｡ 尚, ここで言う付加価値とは法人企業統計では次のよう

に定義している｡

純付加価値＝人件費＋純金利費用 (支払利息・割引料等－受取利息等)

＋賃借料＋租税公課＋特許権使用料＋営業純益

営業純益＝営業利益－純金利費用

人件費の総額は 1998年までは増加し, その後は人員削減, 労働時間の

短縮化傾向が強まったこともあり減少している｡ 1人当り平均給与額も

1998年以降減少していることは先に述べた通りであるが, 人件費は 1990

年より一貫して付加価値の伸びを上回っている｡ このことは, 国内需要を

下支えし景気の落ち込みを軽減することに貢献した反面, 人件費が下方硬

直的であることを示している｡ それ故, 企業はできる限り人件費の変動費

化を図っている｡ この流れが派遣社員の増加であり, コスト削減が必要な

際には派遣社員を解雇することは企業サイドからみれば合理的行動である｡

派遣社員へのセーフティネットワーク作りは政治の課題として取り上げら

れるべきものと思われる｡

純金利費用は, 金利の低下, 及び 1995年には短期及び長期借入金残高

が 584.3兆円あったものが 2008年には 468.0兆円まで減少している等の影

響により大幅に減少している｡ 又, 付加価値に対する割合でみてもほぼ一

貫して低下している｡ このことは企業の不良債権処理が進みバランスシー
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トが改善していることを示している｡ 営業純益は 2004年より営業利益が

改善したこと, 更には純金利費用が軽減したこともあり 2007年までは大

幅に改善したが, 2008年度はリーマンブラザーズの破綻の影響, 前年に

発生した米国サブプライム問題が引き続き重荷となり世界的規模で景気が

落ち込んだ結果, 及び内需型産業の収益悪化を受けて大幅に減少している｡
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図表 24 全産業ベース付加価値配分の推移

年次
付加価値
(億円)

付加価値構成要素 (億円) 伸び率 (1990年を 100とした％)

人件費
支 払
利息・
割引料

動産・
不動産
賃借料

租税
公課

営業
純益

付加
価値

人件費
支 払
利息・
割引料

営業
純益

1990 2,469,711 1,662,339 346,012 189,208 121,540 150,612 100.0 100.0 100.0 100.0

1991 2,655,877 1,823,474 379,248 211,959 130,359 110,837 107.5 109.7 109.6 73.6

1992 2,680,331 1,903,654 349,367 235,710 130,904 60,696 108.5 114.5 101.0 40.3

1993 2,666,047 1,966,407 295,729 250,216 129,131 24,564 107.9 118.3 85.5 16.3

1994 2,724,772 2,007,464 277,759 253,204 135,355 50,990 110.3 120.8 80.3 33.9

1995 2,772,731 2,022,503 232,888 259,665 135,753 121,922 112.3 121.7 67.3 81.0

1996 2,697,207 1,965,808 192,084 254,077 133,216 152,022 109.2 118.3 55.5 100.9

1997 2,756,607 2,031,204 170,151 255,199 139,462 160,591 111.6 122.2 49.2 106.6

1998 2,704,127 2,033,555 182,101 273,979 143,363 71,129 109.5 122.3 52.6 47.2

1999 2,675,469 2,019,617 144,427 249,560 113,593 148,272 108.3 121.5 41.7 98.4

2000 2,766,294 2,025,373 135,564 256,993 107,279 241,085 112.0 121.8 39.2 160.1

2001 2,568,917 1,928,607 116,524 247,182 97,515 179,089 104.0 116.0 33.7 118.9

2002 2,578,691 1,899,189 109,119 258,664 100,415 211,304 104.4 114.2 31.5 140.3

2003 2,574,610 1,843,032 101,961 268,181 96,195 265,241 104.2 110.9 29.5 176.1

2004 2,741,995 1,915,174 96,372 281,664 109,407 339,378 111.0 115.2 27.9 225.3

2005 2,812,265 1,968,475 110,198 272,862 93,894 366,836 113.9 118.4 31.8 243.6

2006 2,907,754 2,013,560 96,475 275,342 125,998 396,379 117.7 121.1 27.9 263.2

2007 2,854,573 1,981,473 94,969 268,020 110,557 399,554 115.6 119.2 27.4 265.3

2008 2,643,278 1,975,017 103,915 272,848 101,867 189,631 107.0 118.8 30.0 125.9

出典：財務省法人企業統計｡



3. 日本企業が直面している課題

[ 1 ] 産業, 及び企業の再編

人口減少社会を迎え, 国内需要が伸び悩むという時代の転換期という認

識が是非必要である｡ 欧米諸国の技術力にキャッチアップが完了した日本

企業にとっては経済活動の中核は民間企業であり, 民間企業は政府に頼る

ことなく自己責任で完結させるべき存在であるという基本的な認識を確認

する必要がある｡ 何よりも過去の成功体験にとらわれることなく物事を客

観的・合理的に判断し, 非効率的な組織・制度をより効率的にする意志が

必要となる｡ 生産年齢人口の減少が意味するところは, 国内需要に重きを

置く企業は国内需要に見合った規模まで企業活動を縮小すること, 輸出が

可能な企業は国内需要に加えて輸出可能な規模の企業活動に注力すること

が必要となる｡

過去 20年間, 短期的な景気対策が繰り返された結果, 本来, 淘汰され

るべき非効率的な産業, 企業の再編・淘汰, 企業の新陳代謝が停滞したが,

まったく進んでいなかったわけではない｡ 2007年度の 1997年度に対する

伸び率は, 図表 25の通りとなっている｡

日本企業は概して欧米企業と比較すると, 規模, 生産性, 利益水準で劣っ

ているとともに, 日本企業は日本国内の競争に経営資源を使っている産業

が多く見受けられる｡ 日本国内における独占禁止政策は原則としては適切

であるが, 経済のグローバル化が進展する現実の中では, 独占の判定に用

いる経済指標の見直しが必要となっていると思われる｡ 又, 企業経営にお

いても経済のグローバル化を視野に大胆な企業再編を行わなければ欧米大

企業に太刀打ちできなくなっている｡ 日本の生産年齢人口の減少を前提に

考えるならば名目 GDP の停滞は避けられない恐れが強いが, 1 人当り

GDPの減少は避けなければならない｡ そのためにも, 生産性の低い産業,
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事業より生産性が高い得意な事業や産業に経営の中心を移行し, 常に選択

と集中に注意を払うことが必要となる｡

[ 2 ] グローバリゼーション

� グローバリゼーションの現実

1975年に, 日本, 米国, 英国, 西ドイツ, フランス, イタリア 6カ国

による G 6として発足した首脳会議は, 1976年にカナダが加わり G 7と

なった｡ その後 1998年にロシアが加わり, 現在の G 8首脳会議へと続い

ている｡ この 1998年には新興国も加わり G 20拡大会議が行われ, 現在の

G 20会議に引き継がれている｡ この首脳会議の歴史が示す通り, 1998年

までは曲がりなりにもこの 8ヶ国で世界経済を仕切ることが出来た幸福な

時代であった｡ しかし, BRICs (ゴールドマン・サックス証券が命名) を

始め新興国は, 自国産業の保護・育成を図り高い成長を実現してきている｡

新興国の GDP, 貿易取引, 資本取引, 資源争奪, 環境悪化等は全世界的

規模で急速に拡大しており, 先進国と新興国間の利害対立が各方面で顕在

化してきている｡
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図表 25 2007年度の 1997年度に対する割合 (％)

業 種 名目生産額 名目 GDP 雇用者数

鉄 鋼 150.1 105.0 86.5

電気機械 (除く, 情報通信機器) 109.2 94.6 82.8

輸送機械 137.4 144.6 115.4

建 設 (除く, 情報通信建設) 72.8 75.9 77.9

卸 売 98.4 95.3 91.0

小 売 80.6 76.3 106.3

運 輸 103.6 95.8 92.8

情報通信産業 105.8 111.4 100.0

全 産 業 103.7 100.1 102.5

出典：平成 21年度版情報通信白書｡



日本は戦後の供給不足経済から出発して, 旺盛な国内需要に支えられ活

発な設備投資が行われたこと, 更には繊維製品等の軽工業品, 及び民生用

電気製品を安く生産し欧米市場に大量に輸出することにより, 高い経済成

長率を達成した｡ 日本は賃金の安さ, 及び製品の品質の高さ, 小型化を武

器に欧米諸国を追う者の強みで利益を享受することができたのである｡ し

かしながら, 現在の日本経済は, 欧米にキャッチアップする時期は過ぎ,

自らが新製品の開発, グローバルスタンダード, 或いはローカルスタンダー

ド製品の開発が求められているが十分に成功していない｡ このような時代

に日本に追いつき, 追い越す勢いで中国経済が台頭してきている｡ 中国は

雑貨品, 繊維製品, 及び家電製品等の低価格品の輸出にとどまっていない｡

例えば, 日本の金型技術者を雇用し, 更には日本の一流の金型会社を買収

することにより, 自動車産業における新車開発, 新幹線の車両製造, IT

関連の新製品開発でも日本と競争できる水準になってきている｡ 韓国, イ

ンド, マレーシア, タイ, インドネシア, ブラジル, メキシコ, 南アフリ

カ等の国々も既に初期の工業化を終え高い経済成長を遂げている｡ 更に,

これら新興国は FTA協定を積極的に推進し, 国を挙げてグローバル化を

推進している｡

翻って, 日本をみてみると, 農業団体や一部の産業団体は自己の既存権

益に固執し, 政治家は票目当てのばら撒きに終始し, 日本が置かれている

国際環境から殊更目を塞いでいる状態が続いている｡ 必要なときに適時に

構造改革が行われなかったつけは, 失われた 20年間で十分ではなかろう

か｡

残念ながら, 今なお利益誘導政治が行われ, 時代に適合した国民全体の

意識改革は十分ではない｡ FTA協定の先送りは一種の鎖国政策であり更

なる失われた年月を加えることになる恐れが大きい｡ グローバリゼーショ

ン化とは, 日本企業が中国企業, 韓国企業, インド企業, 更には近年国際

競争力を高めているマレーシア, タイ等企業との競争において如何にした
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ら優位に戦えるか問われていることを意味している｡ 日本企業がこれら新

興国を労働コストが安い単なる生産基地との意識を払拭し, 新しい市場と

認識し競争力のある商品をこれら新市場に投入できる企業になりうるか否

かが問われているのである｡ 逆に言うならば日本市場 (日本国内の需要)

はいずれ開放され, このような新興国企業にとっては魅力的な市場となり,

これら新興国からの廉価な輸入品が日本市場にあふれることも十分考えら

れる｡ そのような時代は, 衣料品, 食料品にとどまらず, 電化製品, 車,

IT機器など生活関連品の大半が輸入品や日系企業の逆輸入品になること

も予想される｡

現在日本の貿易収支は黒字であるが, 将来は恒常的に赤字になる恐れも

ある｡ 欧米諸国にとっては日本による追いつき, 追い越せを経験している

こと, EUという共通の市場認識を共有していること等, グローバリゼー

ションに対応できる素地があるが, 日本にとっては追われることは初めて

の経験である｡ 今までに経験したことがない本格的な国際競争時代への突

入であるので, 外需型企業のみならず内需型企業においても積極的なグロー

バリゼーション化への対応が必要となってくる｡ 内需型企業にあってコン

ビニエンスストア企業, 外食企業, 乳児向け用品や高齢者用の商品を製造

している企業等の中には中国, 東南アジアでの営業戦略を強めている企業

も出始めている｡ 予想されないリスクもあるが, 国内市場が飽和した成熟

産業が国内市場の深耕に加えて海外に市場を求めて行くことは新しい試み

であると思われる｡

経済のグローバル化といわれて久しいが, その間の日本の経済活動は主

な国の中でも最もパフォーマンスが悪かった｡ この理由は, 日本の産業構

造が内需型産業構造で新興国等の成長の成果を取り込めなかったこと,

1990年にバブル経済の崩壊が発生した後の産業構造の転換, 企業のリス

トラクチャリング, 資本ストックの調整に時間をとられた結果と言える｡

産業構造の転換や企業のリストラクチャリングが遅れた理由は先にも述べ
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た通り, 生産年齢人口の減少と本格的なグローバル化時代の到来という時

代の転換期が重なり合った構造的な国内有効需要の減少が十分に認識され

なかったことが大きい｡ それ故, 時代の転換期という状況変化は企業の経

営戦略に十分反映されなかった｡ 過去の成功体験に固執して, 景気悪化を

一過性のものと考え, 政府の景気対策を頼り, 不良債権や過剰資産の整理

を先送りしたのである｡ 企業は国内需要に限界があることを認識して, 海

外市場へ積極的に販路を開拓していくか, あるいは縮小していく国内需要

に自らの企業をダウンサイズしていくかの選択を迫られているのが現状で

ある｡

このような時代性は明治維新にも匹敵する時代変化ではないかとさえ思

われる｡ 日本企業が世界市場で競争していくには意思決定のプロセスの透

明化と短縮化, 現場への権限の委譲, 海外事業会社における現地スタッフ

の育成と経営への参加, 開発部門における日本人主義をやめ日本人以外の

頭脳スタッフの導入, 英語力の強化が避けて通れない課題となっている｡

このような中にあって, 日本企業においても新しい時代への対応が進み始

めている｡

� 日本の輸出依存度, 及び輸出相手国

わが国は貿易立国と言われ, 輸出依存度が高いと思われ勝ちだが, 実態

は異なっている｡ 総務省統計局貿易統計データによると, 2008 年度の

GDPの輸出依存度 (輸出額／GDP) は 16.1％で, 主要国で日本より輸出

依存度が低いのは米国の 9.1％, ブラジル 12.6％, インドの 14.4％のみで

ある｡

一方, 輸出依存度が高い国は韓国 45.4％, ドイツ 39.9％, 中国 33.0％と

なっている｡ この理由は, 日本の経済構造が日本国内の需要に依存する内

需型産業構造を基礎としていることにあると思われる｡ 日本企業で国際競

争力がある産業は自動車, 電器・電子工業, 工作機械等一部の産業のみで

― 180―



あり, これら特定産業が米国や中国, 更には東南アジア向け輸出を行って

いる｡ 日本の主な輸出相手国は, 2009年度はそれまで最大の貿易相手国

であった米国が中国に取って替わられ 2位に転落するとともに, 3位韓国,

4位台湾, 5位香港の順となっている｡

日本企業が国内の生産年齢人口の減少 (少子高齢化時代) にもかかわら

ず成長を続けていくには, グローバル化の中で海外に市場を開拓できるか

否かにかかっており, そのためには成熟した欧米諸国で獲得したシェアを

維持しながらも, 成長著しいアジア, 中南米でいかに競争力がある製品を

販売できるかにかかっている｡

� 1980年代半ばの国際化戦略とグローバル化

日本企業が直面している課題として ｢生産年齢人口の減少｣, 及び ｢グ

ローバリゼーション化｣ という二つの大きな命題があることは先に述べた

通りである｡ 企業にとって ｢生産年齢人口の減少｣ は与件として受け入れ

ざるを得ない｡ これへの対応は, 需要減少に対応して企業の身の丈を需要

減少に合わせる縮小均衡か, 若しくは企業自らを ｢グローバリゼーション

化｣ し, 新規商品の開発力を強化して競争力を向上し輸入品と戦うか, 或

いはそれら商品を海外に輸出するか, 更には海外新規市場の開拓に注力す

るかいずれかである｡

農業, 土木建設業, 運輸業, サービス業等にみられるような輸入品への

高率関税, 補助金, 政府予算の配分方法, 不透明な入札制度や免許制度等

の参入障壁を作り日本国内市場で ｢シーラカンス化｣ して生き残りを図る

ことは, 世界が自由貿易体制の構築を目指している以上不可能である｡ 日

本企業復活の条件を考えるには積極的に ｢グローバリゼーション化｣ を受

け入れ, 民間企業としての経営責任を明確に認識し, 合目的な経営戦略を

策定し, 策定された経営戦略を実行できる人材の育成, マネジメント能力

の向上, 現地に骨を埋める覚悟のある人材の養成, 世界スタンダード・ロー
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カルスタンダードとなりうる商品の開発, 競争力があるニッチ商品の開発

を図ることが重要である｡ このような観点より, かつて ｢国際化｣ という

言葉が脚光を浴びた時期があったことを思い起こすことも有益と思われる｡

この ｢国際化｣ は, まさにバブル経済真っ只中で円高が進行し, 海外企業

がバーゲン価格で買収できるという発想に浮かれていた 1980年代半ば頃

に流行した言葉であった｡

① 邦銀の国際化

日本の銀行は取引先企業の海外進出に伴い, 現地日系企業向け融資・貿

易金融・外国為替等の業務を通じて国際化を進めていった｡ この国際化の

主な目的は非日系企業である現地資本の企業を顧客として開拓することで

はなく, あくまでも既存取引先の海外進出に伴い, その関連取引を取り込

む目的で国際化を図り海外進出を行うことにあった｡ このような海外進出

は, 既存の日系企業が顧客であったのでリスクは小さかったものの, 収益

的には大きなものではなかったと思われる｡ 当時の日本の銀行はバブル経

済で規模を拡大し, 豊富な資金量を武器に格付けが最高位のトリプル A

格を取得する都市銀行 (当時) も現れ, 世界の金融市場で存在感が一段と

増す一方, 外国為替市場は円高が急速に進んでいた｡ このような経済環境

の中で, 日系企業との取引のみならず現地企業との取引を積極的に行う必

要性を感じていた都市銀行 (当時) の中には, 収益の拡大を求め豊富な資

金力で米国金融会社を買収する銀行も現れた2)｡

これら買収は米国の金融ノウハウの修得を目指すもので, 買収後は困難

な事業環境を乗越え, 業績向上を図り企業価値が増加しニューヨーク証券

取引所に上場する企業も現れた｡ しかしながら, バブルが崩壊し不良債権

処理に追われ, 資金確保のため或いは BIS規制をクリアーするため, 富

士銀行, 第一勧業銀行, 三和銀行, 東海銀行は買収した企業を売却, 住友

銀行も持ち株比率を大幅に減少させた｡ その結果, 現在も日本の銀行の米

国子会社として存在しているのは, 親銀行の合併に伴い東京銀行のユニオ

― 182―



ンバンクと三菱銀行のバンク・オブ・カリフォルニアが 1996年に合併し

て発足した現在のユニオン・バンクのみである｡ このユニオン・バンクは

カリフォルニア州以外でも銀行業務を行って発展している｡

現在の銀行の海外現地法人, 海外支店, 海外駐在員事務所等の海外拠点

はピーク時と比べると半減している｡ 最近では, 銀行も不良債権処理に目

処がついてきたこともあり, 再び日系企業の進出が著しい中国や東南アジ

アへ出店している｡ この海外進出も, 1980年代の国際化と同様に日系企

業の進出に合わせた後追い的な側面が強く, 現地で新市場を開拓するとい

う真の意味でのグローバル化とは異なっているように思われる｡

金融技術, M & A等のファイナンシャル・アドバイザー業務等, 欧米

銀行と比べると差があるのは事実である｡ しかし, 現地の邦銀事業会社は,

いずれは現地に根付いた現地企業として発展していかなければ銀行全体の

更なる発展はおぼつかない｡ それ故, 業務の統一化と標準化を推進し組織

横断型のグローバルな経営管理体制の構築と, 実際に企業活動を全世界的

なレベルで運営するグローバル・オペレーションの実行が必要となる｡ 日

本人が世界でビジネスできる英語のスキルを身につけることは当然として,

海外でオペレーションする上で必要な現地の金融ビジネスに精通した優秀

な現地人の確保, 欧米一流銀行の持っている金融技術の習得, 有用な現地

情報の収集体制の確立を早急に実現するためには現地金融会社の買収も選

択肢になってくる｡

② 事業会社の国際化

事業会社にあっても好業績を上げていた企業の中にはジャパン・マネー

と言われた豊富な資金と 1985年のプラザ合意後の急速な円高を利用して

米国企業の買収を行う会社も現れた3)｡ しかしながら, 現在でも日本企業

の経営になる案件は, ソニーの買収案件 2件とブリヂストンの合計 3件の

みである｡ 失敗した案件の主な要因は, 買収する日本企業に被買収企業評

価の技術がなく, 仲介会社の言い値で買収したため暖簾代が大きく発生し,
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その償却に追われたこと｡ 更に, 被買収企業の米国経営陣に対して日本企

業が経営のリーダーシップを発揮でなかったこと, 優秀な人材の確保がで

きなかったこと等が挙げられる｡ 又, 三菱地所の場合は米国の不動産市場

の急激な悪化が最大の失敗の原因と言われているが, 米国の不動産市場を

熟知していなかったことがその根底にある｡ 青木建設, 及び西友によるホ

テルチェーンの買収は本体の業績不振に加え, 経営ノウハウを持たない企

業の異業種の買収であり, 経営マネジメント能力の不足に買収失敗の要因

があった｡ いずれにしても資金力に物を言わせて企業買収を行っても, 買

収企業側に明確な経営戦略, それを実行するマネジメント能力, 優れた技

術力等が欠如していると買収は成功しない｡

一方, ブリヂストンの場合には買収したブリヂストン側にファイヤース

トーンよりも優れた技術力があったこと, 又ソニーの場合にはハードとソ

フトの組み合わせの重要性を明確に経営戦略の中に取り入れていたため,

被買収企業に対してリーダーシップを発揮できる環境が少なからずあった

ことことが成功の要因と思われる｡

③ 電子工業産業と自動車産業のグローバル化

�電子工業産業のグローバル化�

日系企業の世界生産額に対するシェアは, 韓国や中国企業の躍進を受け

25％まで低下していること, 更に日系企業の生産シェアのうち日本国内で

の生産は既に 43％と半分以下となっており, 世界生産額に対するシェア

も 10.8％に過ぎないことは, 本稿�で既に述べた通りである｡

斯く電子工業産業が存続していくためには, 既存商品の改良以上に市場

ニーズにマッチした新規商品の開発力, コストの削減, 及びグローバルオ

ペレーションをスムーズに遂行できる経営管理能力, 更には生産技術の優

位性等を核とした事業戦略が重要である｡ そのためには, 積極的に全世界

的視野で海外生産を行い, 現地の需要を取り込むことである｡ 生産技術,

商品開発力では中国や韓国企業と十分競争する実力があるため, 新興国で
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の市場ニーズの掘り起こし, 及び市場ニーズに合致した商品の開発力を高

めることが重要な経営上の課題となっている｡

�自動車産業のグローバル化�

2007年に海外生産台数がはじめて国内生産台数を上回り, 2008年も海

外生産台数が国内生産台数を上回ったことは既に述べた｡ 今後は中国, 韓

国, インドの自動車会社との競争が激化することが予想されるが, 各々の

市場に適した製品を開発できる技術開発力, 及び生産技術力, グローバル

なオペレーションを可能とする経営管理能力, 現地スタッフの人材育成,

及び優秀な現地スタッフの経営参画等がこれまで以上に求められる｡

④ その他のグローバル企業, 産業

日本の食文化の象徴である ｢醤油｣ を主に米国向けに輸出する目的でキッ

コーマン4) は, 1957年に米国に現地販売会社を設立し販売活動を行った｡

その地道な販売努力により米国でも ｢醤油｣ の良さが認められて販売

が着実に伸び, 1973年に米国で現地生産に入った｡ その後シンガポール,

オランダ, 中国にも工場を建設し現地生産を行っている｡ キッコーマンは

｢醤油｣ を ｢All-Purpose Seasoning (万能調味料)｣ のキャッチフレーズ

のもと 100カ国以上で ｢醤油｣ を販売している｡ キッコーマンの成功は,

｢醤油｣ は日本食のための調味料という伝統的な発想から脱皮して, 西洋

料理, 中華料理等どのような料理にも合う ｢万能調味料｣ として ｢醤油｣

を捉え, 新市場を創造したことが成功につながっている｡

又, 日本で発明されたインスタントラーメンは, �日本即席食品工業協

会の 2009年の資料によると, 現在全世界では 915億食が生産されている｡

生産第一位は中国で 408.6億食, 第二位はインドネシアで 139.3億食, 第

三位が日本の 53.4億食, 第四位はベトナムで 43.0億食, 第五位は米国の

40.8億食となっている｡ 日本からの輸出は 6,190万食に過ぎないが, イン

スタントラーメンはほぼ全世界で生産されている｡ 日本メーカーが現地生

産している比率は低いが, 現地メーカーの多くは日本製の生産ラインを使
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用して製造している｡ インスタントラーメンは, 既存の食べ物である麺の

調理法を変える事により, 手軽で, いつでも, お湯があれば食することが

できる画期的な新商品として世界市場に受け入れられている｡

� グローバル化企業として成功するための条件

1990年に土地神話は崩壊しバブル経済は破綻したが, その影響は大き

く, 日本企業は企業存続を最優先課題として不動産投資等で水ぶくれした

企業財務の建て直し, バランスシートの改善, コスト削減に経営努力を傾

注せざるを得なかった｡ 更に 1995年以降は生産年齢人口の減少に伴う国

内需要の減少にも直面し, 企業経営の建て直しとリストラクチャリングは

遅れたが会計上の時価評価の導入もあり, 2010年 3月期決算においてほ

ぼ有形固定資産の含み損の処理は完了したと推測される｡ 又, 一部輸出企

業においては豊富な預金残高を保有している企業も出始めている｡

一方, 中国, 韓国等の新興国の経済状況はまさに日本の高度成長期に相

当している｡ 製品を作れば売れる国内需要の顕在化, 売れるから更に設備

投資を行う企業, 加えて貿易収支の黒字を維持できる程に成長した輸出産

業の出現等, 高度成長路線を当面は維持できる要素を有している｡ 日本企

業は新規市場の創造を可能とする技術革新投資等, 企業の活力を向上させ

るための投資が低迷するとともに, 新興国を市場として取り込む体制づく

りが遅れた｡ この結果, 日本企業は大企業ランキングにおいても, 韓国,

中国, インドなど新興国企業の躍進と比較して地位を低下させ, かつての

輝きを失ってきている｡

日本の過去 20年間の経済状況は芳しい結果ではなかったが, 企業業績

の低下を国内経済環境の悪化を理由にすることは避けなければならない｡

経済活動の中核を担っているのは民間企業である｡ 民間企業は政府に対し

て規制緩和, 法人税の実効税率の軽減等の競争環境の整備を求めることは

大切ではあるが, 企業自らが何故現在のような閉塞状況に陥ったのかを総
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点検し, 創意工夫と競争力強化のために, 労働及び資本生産性の向上を目

指し, 優位な事業への特化, 新規需要の創造が可能となるような研究開発,

商品開発体制の構築及び新市場の開拓, 人材育成を経営戦略として選択す

ることが何よりも必要である｡ 過去の成功は, 需要が拡大する日本という

大きな市場が存在した幸運に恵まれていたことを自覚する必要がある｡ 地

価が右肩上がりの経済では, 多くの企業がそれほどの努力をしなくても存

続が可能であった｡

しかしながら, 現在はそのような時代ではない｡ 現代の企業に求められ

ているのは自己責任, 自助努力であり, このことは企業のガバナンスが問

われていると言い換えることも可能である｡ このような日本企業の実情を

踏まえ, 世界市場で日本企業が競争していく上で, 何が企業に求められて

いるか, どのような対応が必要かを考えていく｡ そのためのヒントとして

先に述べた 1980年代半ばの国際化戦略とグローバル化を考えてみる｡

① グローバル化成功のヒント

ブリヂストン, 電子工業メーカー, 自動車メーカー, さらには最近の信

越化学の塩化ビニール事業での米国会社の成功に共通しているキーワード

は, ｢世界標準の中核商品｣ もしくは ｢国或いは地域標準の中核商品｣ を

持ち, ｢既存の中核商品を改良していく技術力｣ があるということであり,

研究開発機能を日本だけでなく海外にも拠点を設け, 現地の研究成果を本

社に取り込める体制を作り上げている｡ このため, これら中核商品に関連

した研究開発に重点的に投資を行うことが可能となり, 技術力の深化につ

ながっている｡ 電子気工業メーカー, 及び自動車メーカーは輸入国により

産業保護目的で輸入規制が導入されたこと, 或いは組み立てコスト (人件

費) の削減効果を求めて現地で生産することは競争力維持の上で避けて通

れない要請でもあった｡ ブリヂストンや信越化学の場合は, 世界最大の市

場である ｢米国市場の開拓｣ への取り組みであった｡

これら業種にあって, 電子工業メーカーは AV機器, 白物家電, エレ
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クトロニクス等幅広い商品を生産しているので, ブリヂストンや自動車メー

カーと比べて, 中核商品への絞込み効果は小さいと思われる5)｡ このこと

は経営が総花的になる恐れを秘めていることを意味しており, 組織の効率

化を図って経営の最終判断が迅速に行われる中国, 韓国企業の追い上げに

は弱い面がある｡

一方, 総合電気会社といわれる ｢日立｣ ｢東芝｣ ｢三菱電機｣ は発電機か

ら家電製品, パソコン, 半導体, カーエレクトロニクス, 原子力関連, 車

両関連等多様な製品を生産しているが, 中核商品といえる商品が見えにく

い｡ ｢三菱重工業｣ ｢川崎重工業｣ ｢石川島｣ 等も船舶, 車両, 航空宇宙,

原動機, 鉄鋼を生産しているが, やはり同様である｡ これら重厚長大企業

は社内シナジーのみでは発展は難しいと思われる6)｡ 生産拠点は日本に置

きながらも研究開発部門は日本と海外との複数拠点を確保するとともに,

日本人のみの研究開発にとどまらず優秀な外国人研究者の招聘は必須となっ

てくる｡ 重厚長大型産業にあって, 世界第一位の鍛造技術を日本国内で深

化させ世界的な競争力を保っているのが日本製鋼所であるが, いまやレア

ケースとなりつつある｡

② 国際化失敗の教訓

国際化に失敗した事例をみると, 被買収企業の企業価値を適切に評価す

る術を持ち合わせていなかったために仲介者の言い値で買ってしまい結果

として暖簾代の償却が高くついている事例, 被買収企業の現地経営陣と本

社の意思疎通がうまくいかなかった事例, 本業と全く関連のない事業の買

収, 市場動向に精通していないにも拘らず買収を強行した事例など, 冷静

に考えてみると当然失敗することが想定できるケースが多い7)｡

又, デパート産業においても高島屋, 三越, 大丸, 西武等が海外の大都

市に出店した｡ その目的は現地の有名ブランドとの提携, 現地日系人向け

の日本品販売であったがしかし, 日本のデパートで買い物をする魅力を消

費者に伝えることが出来ず多くの店は閉店に追い込まれた｡ 他社との差別
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化を図る価値をどこに置くか明確なビジョンがなく海外に出店したケース

である｡

4. 経済のグローバル化の意味と企業, 及び企業を取り巻く

社会の課題

[ 1 ] 経済のグローバル化の意味

経済のグローバル化とは国内需要に関しては輸入品と競争していくこと,

世界市場に関しては世界の優良企業と競争していくことを意味している｡

生産年齢人口の減少は企業にとっては所与の条件と言わざるを得ないが,

経済のグローバル化は企業の主体的な意思により, 可能性の中から何をど

の様な組み合わせで選択するかにより企業価値が大きく変動する｡ 経済の

グローバル化とは世界が一つの統一化された市場になることではなく, 歴

史, 文化, 制度, 国民性, 嗜好等が異なる国がそれぞれの国の基本の形を

維持しながら経済取引の自由化を進めていくことである8)｡

一般的に言えば, 新興国の政府は自国の産業保護, 産業育成策を重視す

るので需要地で生産を行う場合がさらに増加していく｡ しかし, 労働者の

質, 資本の蓄積, インフラの整備状況, 言葉, 習慣, 嗜好等はそれぞれの

国において異なる｡ それ故, 国際戦略といえども, 一つの固定した戦略が

存在するわけではなく, それぞれの個別の国に適応したものにすぎない｡

A国での成功事例が B国での成功を保証するものではなく, あくまでも

A国という歴史, 文化, 制度, 国民性に適合していたからこそ成功した

と考えなければならない｡ 日本の歴史においても外資が日本に進出して来

る際には ｢黒船来たる｣ と言われたが, その多くは成功していない｡ 例え

ば燃費効率が劣る米国車, 陳列コンセプトが異なるカルフールの流通業等

をみれば国民の嗜好の相違がみてとれる｡ 母国の歴史, 文化, 制度, 国民

性, 嗜好などがそのままの形では日本では受け入れられなかったというこ
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とになる｡

逆に成功事例としては, 日本独自の製品開発商品が商品の中核を占めて

いる日本コカコーラ9), 日本独自に研究開発を行った日本 IBMや富士ゼ

ロックス等があるが, 共通しているのは日本発の商品研究開発を行った企

業であるということである｡ 日本市場における当該外資企業の経験から見

出せる教訓は, 本社に権限が過度に集中し, 世界中のことを本社がグロー

バルスタンダードとして一律に決裁することは大きな誤りを犯すことにな

るという点である｡ 現地のオペレーションは現地が責任を持って行う体制

を築くことがグローバル競争では必要となってくる｡

本社の役割は, 各国に存在する子会社等に本社の経営方針, 及び経営戦

略の周知徹底を図ることにより統一した企業理念を明確化することであり,

その実現を目指して現地が責任を持ってオペレーションできる人事, 資金

調達, 商品の供給調達, 販売・輸送網の構築を整備することにある｡ それ

故, 各国の単位当り労働コストと生産性の水準, 資本市場の規模や調達の

可能性とコスト, 技術の蓄積と質, 国民の嗜好, 商品コンセプト, 慣習,

現地の法律, 輸入関税, その他制度等を十分に検討し, 自社の経営資源と

の最適な組み合わせを選択できる人材と組織の構築が必要となってくる｡

企業を取り巻く環境は非常に厳しいが, 民間企業が経済活動の中核を担っ

ていることは明白であり, 今後とも変わらないと思われる｡ それ故, 民間

企業が企業としての経営責任を明確にし, スピーディに合目的でグローバ

ルな経営戦略を策定しなければならない｡ その策定されたグローバルな経

営戦略をスピーディに実行するための組織づくり, 人材の育成, マネジメ

ント能力の向上, 競争力がある製品開発等を行っていかなければならない｡

企業が安易に政府の経済対策だけに頼ることがあってはならない｡ 米国の

J・F・ケネディーが 1961年 1月の米国大統領就任演説で述べた ｢祖国が

あなたのために何が出来るかを問うのではなく, あなたが祖国のために何

を行うことが出来るかを問うてほしい｣ という言葉は, ほぼ 50年経過し
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た現在の日本人全体に対する問いかけとしても新鮮に聞こえる｡

[ 2 ] 企業の課題

� 企業風土 (ガバナンス) の改革

グローバル経済化に日本企業が対応していく上で, 日本企業に求められ

ていることは, ｢決定に至るスピードと決定過程の透明性｣ ｢経営組織の改

革を伴う業務の見直し｣ ｢自助努力と結果責任｣ ｢世界に視野を広げる｣ と

いうことではなかろうか｡ 欧米企業に対する技術的なキャッチアップに成

功した日本の大企業においても, 世界に販路を開く独創的な新規商品開発

が成功していないこともあり, 過去 20年間の日本の全産業ベースの労働

生産性は向上しておらず, 又, 資本生産性 (有形固定資産の効率) も低下

傾向にある｡ 1人当り GDPも 1990年の世界第 4位から 2008年は 19位ま

で低下している｡ 更に, スイス経営開発国際研究所 (IMD) が毎年公表

する ｢世界競争力年鑑｣ によると, 日本の国際競争力は 1993年の 1位か

ら 2010年は 27位にまで低下している｡ 新興国市場の開拓では中国や韓国

企業に遅れをとっている分野も出ており, もはや日本が一流の経済大国と

はいえない状況となっている｡

このことは必ずしも企業の怠慢とばかりは言えず, 政治が日本の国際競

争力強化のための環境整備を怠ってきた結果でもある｡ 欧米企業にキャッ

チアップするまでの日本企業の成功は, 勤勉に働く日本人の資質に加え,

需要超過社会が戦後長く続いていた事実が大きい｡ 一億総 ｢中流意識｣ が

形成される過程においては中流に属していることを象徴する商品, それは

特徴がある個性的な商品よりはむしろ平均的な商品が最も売れるマス販売

社会であった｡ マス販売社会においては独創性や自己責任原則よりはむし

ろ同質的で集団的な組織, 大量生産方式, 護送船団方式のほうが適してい

た｡ このような認識のもとで日本企業は国内での自己完結を目指すシステ

ムを作り上げ, 日本人による企業経営, 日本人による研究開発が主流となっ
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ていった｡ 企業は社員の活力を会社に向けさせる必要性から終身雇用制度

を作り出し, 社員は大過なく定年まで働くことが美徳とされた｡ そのよう

な将来が安定した雇用環境により中流意識を涵養したのであった｡

又, 企業は各々の企業に相応しいと思われる社員象を模索すると共に,

外部教育よりは OJT, 社員育成を重視し, メーカーによっては社内学校

を設立, 技能工の育成に注力した｡ 企業が同質的で定型的な中流を志向す

る社員を多数確保する中で, 社員は会社を内 (うち) と呼び, 同じ釜の飯

を食べたという強い連帯意識で社員間が結ばれる様になっていった｡ 仕事

で最も重要なことは起案した稟議書を可決させることである｡ それ故, 社

内根回しと呼ばれる社員間のコミュニケーション, なかんずく稟議を審議

する担当部署の社員との人的繋がりを図れる社員が重宝された｡ この結果,

より一層帰属意識が高いが内向き志向が強い中堅管理職社員を核とした日

本的企業が作り上げられたのである｡ このように社員のモチベーションの

向上を図る側面では, 日本企業は成功したと言えるであろう10)｡

更に, 日本においては企業の評価が利益よりはむしろ売上高で行われる

売上至上主義の風潮と超過需要が常態であった時代においては, 定型的社

員の大量育成, 平均的商品の大量生産, 大量販売が企業のビジネスモデル

となった｡ しかしながら, 成功したモデルが時代の変革期にも耐えうると

いう保証はない｡ 逆に過去の成功体験を基に決定される経営方針は, 経営

環境の変化に適切にスピーディに対応できない場合が多く見受けられるよ

うになった｡ 時間の経過とともに定型主義, 平均主義, 自前主義, 総合主

義の自己完結型システムは, 生産年齢人口の減少, 少子高齢化社会, グロー

バル化社会を迎えるとともに, 組織の硬直化が目立ってきた｡

組織の非弾力性, 組織の暴走傾向の高まりは, 経営における外部環境の

変化を過小評価させ, 経営環境に適合させるためのリストラクチャリング

に抵抗し組織防衛を優先させる方向に傾いていった11)｡ 企業はチャレンジ

し, 企業革新を目指して No. 1企業を目指すよりはむしろ自社の業界での
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位置をキープするという相対的な位置付けを重視する傾向を強くしていっ

た｡ このような企業の行動様式は ｢他社並み｣, ｢皆で渡れば怖くない｣ と

いう言葉に象徴的に表れている12)｡

この ｢他社並み｣ 経営では自社の強み, 弱みを分析して比較優位な事業

に経営資源を投入する事業再編等は進みにくかった｡ ｢他社並み｣ 経営は

企業のチャレンジ精神を喪失させ, 経営における選択と集中の原則を機能

不全にした結果, 企業間の優劣と順位を固定化させる傾向を強め, 大資本

優位の経済序列を生み出した13)｡ 企業のこのような行動様式による最悪の

企業行動がバブル期における不良債権の累積と不良債権処理の先送りであっ

た｡ 企業活動には常にリスクが存在する｡ それ故, 企業はリスクを把握し

たならば, リスクが暴走することを防止する手立てを事前に講じ, 質・量

の適切なリスク管理が必要となる｡

しかし, バブル経済当時は, ｢他社もこうやっています｣ と言えば正論

が引っ込む風潮があり, 企業活動に対する冷静な議論は少なく, 現状追認,

他社に遅れをとるなと言った意識が企業活動を歪めることになった｡ 不思

議なことに財テクに付随するリスクは霧散し, さほどの根拠もなく財テク

は儲かることと同義になった｡ 最終的に財テク運用が失敗したことが明ら

かになった際には, 景気が回復したならば含み損は取り戻せるという根拠

のない妄想を抱き, 又, 他社は不良債権処理をしていないのに当社が先頭

を切って処理するのは如何がなものかという ｢他社並み｣ の発想により,

不良債権処理は先送りされていった｡

このような風潮が受け入れられた背景には, 日本の場合大学を卒業し生

え抜きとして企業に入社したサラリーマンが, 一段一段階段を上っていき,

たどりつく最終ゴールが社長であるという了解があることが大きい｡ 次期

社長は通常現社長が選ぶ｡ 現社長は多くの場合会長等の肩書きで, 社長を

退任した後も社内で相応の権力を有している｡ それ故, 後任として選ばれ

た社長が自社の強み, 弱みを分析して, 先任の社長と異なった経営戦略に
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基づき, 比較優位な事業に経営資源を投入するという思い切った事業再編

等を行うことは難しかった14)｡ その上, 取締役や監査役は社長に選ばれる

立場上, 取締役会は経営方針を決定する場ではあるものの, 担当業務の報

告の場としての機能に矮小化されている場合が多いと言われている｡ 取締

役会も監査役会も, 本来期待されているガバナンス機能は形骸化している｡

上場企業においては取引先との株式持合いによる安定株主工作が重視さ

れた｡ 株式を持ってもらう相手先企業も, 当然のことながらサラリーマン

が社長となっている企業が大半である｡ それ故, 株式持合いの目的は企業

と株主が経営を議論するというよりは, 何かあった場合に企業の味方とし

て株主権を行使してもらうことであり, そのことを相互に理解しているの

が株式の持合ということである｡ このような株式持合いが機能している限

り, 株主の目を気にする必要はなく株主による外部監視機能は弱体化して

いた｡ このように ｢他社並み｣ という発想は経営の適切な指針とはならな

いが, 業界の多くの企業が ｢他社並み｣ 経営を志向するならば結果的に業

界における相対的な地位の変動が少なくなり, 居心地が良い安楽な発想に

なったことは事実である｡

組織の自己防衛, 自己目的化の傾向は, 合併企業や新規取引においても

影響を与えた｡ 企業の合併は, 本来二つの企業が一つになり単位当り経営

コストを引き下げ, スピーディな経営で企業の存続を図るのが趣旨である｡

しかし, 企業名は旧社名をつなぎ合わせることが多く, 人事も和を優先す

るという理由でたすきがけ人事が平然と行われている｡ 合併会社において

はあの人は A社出身, この人は B社出身ということが長期にわたり意識

され, 社員間の融和が進まず合併効果が十分に生かされていないケースが

多々見受けられる｡ 又, 新たに取引する場合においても業歴が重要であり,

新興企業や今まで取引がなかった企業と取引をするに当っては前例がない,

｢何かあったらどうするのだ｣ という責任逃れ, 事勿れ主義の意識と戦い,

社内のコンセンサスを得るのに時間がかかるケースが多い｡
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このような閉鎖性は, 東京証券取引所に上場している外国企業の上場数

の推移をみてもわかる｡ 東京証券取引所は 1973年に外国部を設け外国企

業の上場を推進し, 1991年には上場外国企業数は 127社まで増加した｡

しかし, その後は日本経済の低迷, 東証が積極的に上場振興支援策を打ち

出さなかった事などの理由により, 現在上場している外国企業数は僅か

12社にまで激減している｡ 今では香港市場やシンガポール市場にも負け

ている状態で, アジアの盟主という地位からも転落してしまっている｡ こ

のことは環境の変化に対応して柔軟な発想や組織を作り上げていくという

よりは, 自己完結型の世界観に閉じこもりがちな日本社会の閉鎖性の結果

であるともいえる｡

日本社会は, 器は作るがその後のフォローがない, 何かを行うが計画,

実行, 結果の因果関係を分析し次の指針となる検証作業を行わない, やりっ

ぱなしといわれる欠点を持っている｡ その根底には同質性を優先させ, ま

あまあの事なかれ主義, 流れに任せる, 責任逃れに陥りやすい日本社会の

閉鎖性があると思われる｡ 米国のジャーナリズムで最近使用されている表

現に ｢like Japan｣ という表現がある｡ この趣旨は ｢日本のようになって

しまうぞ (なってはいけない)｣ ということらしい｡ ｢Japan as No. 1｣ と

言われた頃からほぼ 30年が経過した結果の表現である｡

一方, 米国社会は米国建国の経緯もあり, 自己責任, 自助努力の精神が

重要視されてきた｡ 米国企業は自己責任原則と開かれた社会をベースに,

長年にわたり世界市場で競争を行う世界第一位, 第二位等の巨大な企業が

多く, ｢他社並み｣ の発想で企業経営を行うことは不可能なことであった｡

自己責任社会においては企業は日々チャレンジを行い, 自ら変革して進歩

していくのでなければ競争に負け淘汰されてしまうことを意味している｡

社長は必ずしも生え抜きとは限らず, スカウトされることが多く, 社長の

評価, 報酬は社長在籍の営業成績によってのみ判断され決定される｡ それ

故, 先任社長とのしがらみに縛られることは少ないが, 反面短期的な利益
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計上に走り勝ちとの批判もある｡ しかし, 自己の判断において, 思い切っ

た事業のリストラクチャリングが可能となりやすい環境であることは間違

いない｡ 厳しい企業間競争, もの言う株主が米国企業に日々の進歩を強制

し続け, 技術革新, 経営管理, 人事管理, 金融技術等の世界的な理論を米

国企業に生み出させる契機になっているように思われる｡

確かに米国経済は近年, 金融技術に偏った金融立国経済になっている｡

日本経済新聞の記事によると, 1980年代には金融業の利益は米国の全産

業の利益の 10％程度を占めるに過ぎなかったが, 2000年頃には 45％を占

めるまでになっていた｡ リーマンショック後は一時的に金融業の利益割合

は低下したが, 2009年には再び 35％まで上昇している｡ 金融に過度に依

存する経済は問題であるが, 先進の技術に対してリスクマネーを提供する

金融システムが確立し, 企業の淘汰, 学生・若年者による企業の設立が日

常的に行われている企業社会は評価するに値する｡ このような企業風土の

中から, マイクロソフト, アップル, インテル, グーグルなどに代表され

る情報産業が立ちあがった｡

米国では規制緩和を推進することにより, 多様な市場に多様な企業が参

入した｡ 例えば, 投資銀行を核とした金融技術の発展と新規金融商品開発,

新しいコンセプトに基づく企業として格安航空会社の誕生, 通信分野では

AT & Tの分割と独立キャリア会社の設立, 電力分野においても自由化が

行われ新たな独立系の売電会社や配電会社が設立された｡ 1990年に米ソ

の冷戦が終結し, 産軍複合体といわれていた米国経済の先行きに悲観的な

意見が強かった 1990年前半の時代に, 規制緩和は米国の経済活動のダイ

ナミズムを復活させたことも事実である｡

昨今では, 自動車メーカー GMが倒産する一方, ベンチャー企業であ

るテスラモータースが電気自動車を開発している｡ このように米国は利益

を正当なものと認知し, 民間企業が適切に活動できるための市場制度の整

備, 失敗した場合の迅速な対応, 人種の枠にこだわらず中国人, 韓国人,
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インド人等世界より優秀な頭脳を引き寄せて世界標準となる新しいアイデ

アを生み出し, そのアイデアを現実に使用可能とする技術開発, 製品化を

図るネットワークが育まれている｡ 米国の企業風土を真似る必要も, 羨む

必要もない｡

しかし, 日本企業には環境の変化に敏感に対応する感受性が十分に浸透

しているようには見受けられない｡ 敏感であるとは, 環境の変化を認識し,

その変化に適切にスピーディに対応すること, 対応した結果を検証, 評価

して現実の行動を調整し期待される成果を挙げることであり, これらのこ

とが現実に有効なものとなる支えが企業風土 (ガバナンス) である｡ それ

故, ｢他社並み｣ 経営の発想を乗り越える上で, 企業風土の改革, 外部モ

ニタリング機能の一層の強化が不可欠となってくる｡

� 事業, 製品の選択と集中による効率化

日本経済が需要過多の時代には, 日本企業は多様な事業部門を持つ総花

的経営で企業内に存在する経営資源の活用を図ることができ15), シナジー

効果による企業競争力の向上が企業経営上の合言葉となった時期があった｡

しかしながら, グローバル化の中では全く事情が異なってくる｡ 資本生産

性は過去 20年間で 10％低下, 労働生産性は米国の 70％程度にとどまって

いるのみならず, 日本と米国の労働生産性の格差は縮小していない｡ 売上

高利益率の日米格差は大きく, 日本企業の収益性は米国企業の 50～70％

程度である｡

この理由は業種による違いがあり一概には言えないが, 日本企業は減少

する国内需要の取り込を図る目的で, 商品のわずかな変更を行いライフサ

イクルが短い目先の需要の拡大を図りがちであることがあげられる｡ 米国

企業は商品の絞込みを行い骨太の大型商品を中核にしているのに対して,

日本は商品の数, 商品の多様性で競争している｡ このため常に新規投資が

必要となり投資コストが高止まりし, 競争相手に追随され易く結果として
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売上に見合う営業利益が得られていないのである｡ 企業の存続は企業規模

ではなく, いかに利益を挙げるかによる｡ それ故, 重要なことはその特定

事業や特定商品の競争力であり, 自社の特定事業部門が事業を行っている

市場の大きさと成長性であり, 市場シェアである｡ このような観点から事

業や商品を見直し, 自社が得意とする事業部門や比較優位な事業部門, 商

品に経営資源を集中していくことが強く求められている｡

現在の日本企業に求められている事業の選択と集中とは, 日本における

生産年齢人口の減少, 日本市場の少子高齢化, 及びグローバル化の視点に

立つことである｡ その上で, 国内需要に関しては安い海外製品との差別化

対応を考えることであり, 競争優位が見出せない場合には事業閉鎖も視野

に経営が行われなければならない｡ 欧米市場の重要性に加えて, 中国, 東

南アジア, その他の新興国市場の変化を取り込んでいく必要がある｡ 中国

に関しては, もはや単なる生産基地に留まらず中間層の拡大に伴い大消費

市場へと変貌し始めている｡ このような中国市場の成長が高品質な日本商

品への需要を急速に増加させており, 魅力ある市場に適した競争力のある

商品の開発, 及び販売網の整備が問われている｡ その他開発途上の市場に

関しては現地生産, 現地販売できる商品開発が第一ということになる｡ 日

本市場や日本標準仕様品に拘泥する企業は規模を縮小して生き残るか, 或

いは廉価な輸入品によって淘汰されるかいずれかである｡ いずれにしても

日本企業の行く末は, 輸出の増加, 海外生産の増加, 海外販売網の構築等,

海外志向の経営とならざるをえない｡

� 現地雇用社員の登用, 及び門戸開放

日本企業は日本人が主として経営しており, 経営トップが日本人でない

大企業は例外である｡ 僅かに日産自動車, ソニー, 日本板硝子等のみであ

る｡ 海外現地法人においても日本から派遣された日本人が期限を限定され

た駐在期間に, 本社の意向を汲み取って経営を行っている｡ トヨタアメリ
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カと謂えども, 米国人経営者には販売に関する権限しか委譲されていなかっ

たことがリコール問題発生で公になった｡ グローバル化とは, 内需型ビジ

ネスにとっては輸入品との競争であり, 外需型ビジネスにとっては世界に

ある生産・販売・研究開発拠点を結合して競合相手と競争することである｡

過去の成功体験に追随するだけの経営では競争に敗れ淘汰されることは明

白である｡ 現在の日本企業, 日本社会は日本人のみにこだわっているが,

日本人の日本人によるという旧来の陋習に囚われる必要はないと思われる｡

優秀な現地人社員の管理職登用や経営への参画, 優秀な頭脳を研究開発分

野で招聘することは, 日本人の経営者予備軍や研究開発者にも刺激になる｡

更に, 研究開発体制は日本のみならず, 欧米・アジアにも拠点を設けるこ

とが必要である｡ 知見を世界に求めなければ日本国内のみでは, 世界水準

から遅れてしまう恐れが強い｡

しかし, 単なる肉体労働者を移民として受け入れることは知見の蓄積に

つながらない｡ 安価な労働力との認識で安易に肉体労働者を受け入れるこ

とは, 効果的な人材の門戸開放とはいえないことには十分注意しなければ

ならない｡

今まで行われてきた海外現地法人の経営において, 現地スタッフをロー

カルスタッフと位置づけ人件費を駐在員人件費の半分程度に押さえ込む人

事政策がよいとはいえない｡ 経営幹部候補の採用, 現地スタッフの教育を

行う人事政策に変えていくことこそが企業の戦力向上につながる施策であ

る｡ 重要なことはコスト・パフォーマンスの改善である｡ 先ごろコマツは,

中国子会社 16社の社長すべてを中国人にする方針を決定し, またトヨタ

自動車は海外生産拠点 48社のトップの 3割を外国人とする方針を発表し

た｡ 更に伊藤忠商事は, 海外拠点の役職者に占める現地人材の比率を 3割

から 5割に引き上げる方針を決定した｡ 資生堂や花王も現地人スタッフの

育成・人事考課基準を世界的に統一する方針を公表した｡ このような方針

は, 大手企業がグローバル経済の中で競争力を強化できうる適切な方針と

― 199―



思われるが, 日本本社の実行力, リーダーシップやコミュニケーション能

力の向上がなければ, 組織の分裂や失望感にもつながりかねないリスクも

かかえている｡ PDCAサイクルの実践が必要となる｡

[ 3 ] 失敗を恐れさせる社会ではなく再起が可能となる社会の構築

日本社会は大学を卒業後, 新卒として企業へ入社し定年まで勤めるのが

最も安全で望ましいことと認識されている｡ またそれは, 日本社会におい

ては一度どこかの段階で躓くと, 一生涯浮かび上がれない恐れが強い過酷

な社会となっていたからである｡ そのような再起の可能性が少ない社会は

活力を奪い, 成功を目指すよりはむしろ失敗しないことを第一とする消極

的で活力が少ない社会となっていった｡ 企業においても減点主義が加点主

義より圧倒的に多いのが実態で, 型にはまった失敗が少ない社員, 責任回

避が上手な社員が評価されることになる｡ このように失敗しないことを第

一とする日本社会のあり方が, 社員の採用に当たっては保守的にさせ, 起

業を志す人に対してはリスクマネーの提供ができず起業化を阻み, 中小零

細企業の代表者に対しては個人的な負担を過重にさせている｡

日本社会は単に外国人に対して閉鎖的ということだけではなく, 日本人

に対しても自己が属す集団とそれ以外の集団との交流が少なく, 関係は単

線的で閉鎖的な社会となっている｡ 企業間, 学校間, 及び企業と学校間の

交流が活発に行われ, 双方間で人・金・物が活発に流れているとの認識は

少ない｡ 日本ではかつて勝ち組, 負け組みという言葉がはやった｡ 新入社

員に対しては毎年のように ｢今年の新入社員は……型｣, 今の男性は草食

型等というようにレッテルを貼りたがる｡

しかし, これらの言葉で人を二分化することがどのような意味や価値を

有しているのか甚だ疑問である｡ 一人一人に義があるのが人間の社会であ

る｡ その義を大切にしながらも社会全体の大義と齟齬をきたさないように

していくのが社会の知恵であろう｡ 個人が本当に大切にされる社会とはど
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のような社会であろうか｡ 自己責任をベースに置きながらも失敗を恐れさ

せる社会ではなく再起が可能となる社会の構築, 必要に応じて減点主義で

はなく加点主義のメリットを受け入れる社会, 前向きにチャレンジする心

を持った若者の再起を図れる社会の構築が必要である｡

� 社員採用面での見直し

日本企業が復活するためには再起可能, 努力する者に対しては複数回チャ

ンスが与えられる, 複線化社会に転換していくことが是非とも必要である｡

しかしながら, 現行のように大学を卒業する 4年次に 1回のみ採用し自社

仕様の型に社員をはめ込んでいくやり方は, 企業及び学生双方にとって決

して好ましいこととは思われない｡ 入社後 3年以内に三分の一に近い社員

が新しい職場を求めて転職していく, もしくは転職予備軍と言われている

ほど企業, 学生双方に就社の齟齬が発生している｡ 中堅企業以上の企業が

大学 4年次の採用に加えて, 大学卒業後 3～5年次の定期採用を行うシス

テムは, 他社等での社会経験を自社で活用してもらうことにより自社をよ

り複眼的にさせる効果があると共に, 企業, 学生双方の齟齬を解消できる

機会を設定していくメリットがある｡

更に, 企業の戦力向上の一環としてキャリア社員の中途採用, 社会科学

系大学院卒業生の積極的な採用, 人事評価が極端に低い一定割合の社員の

離職等もある程度推進される必要がある｡ 企業が固定した企業風土にこだ

わることなく, 異文化の社員を一定数抱えることにより社員相互間で切磋

琢磨が行われ, 同質の中に異質が存在することにより開かれた企業風土へ

と転換を図りうる｡ そうした結果が企業を不断に変革させていくことにな

るのである｡

米国の経営者や管理職掌に就くレベルの人材は大学を卒業した後, 一旦

就職しその後, 向学心がある者は専門大学院等へ進学した後に専門家の道

を選ぶ者が多い, 又, 勤めた企業で専門知識を修得した後に転職する者も
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少なくない｡ いずれにしても専門的な知識の修得が必要条件ではあるが,

日本の現状と比べると米国の管理職クラスの労働市場の流動性や柔軟性は

高い｡ この差異発生の理由が日本の企業風土 (ガバナンス) と大きく関わっ

ていることは明白である｡

� リスクマネーの問題

米国の投資銀行, ゴールドマン・サックス, モルガン・スタンレー等は

外国政府の財務アドバイザーを引き受けている場合が多く, その国の財政

金融情報を独占しているとともに, 高いリターンが期待できる新規ビジネ

スに投資を希望する世界の富裕層を顧客に持っている｡ これら富裕層の資

産運用に応える一環として, 世界各国での新規ビジネスに対する情報収集

やそれを評価出来る優れた人材を多数抱えている｡ それ故, 投資リスクに

敏感な富裕層に対してもベンチャー企業の成功可能性を説明し, 出資の形

で起業家に富裕層のリスクマネーを仲介している｡

一方, 日本においては, 米国のような投資銀行は存在しておらず, 外国

政府の財務アドバイザーとなっている銀行・証券会社はほとんどないと思

われる｡ 又, 日本では個人的にリスクマネーを提供できる富裕層は極めて

少ない｡ その理由としては日本の富裕層の財産の多くが自社株であり, そ

の時価総額は米国のオーナー企業の企業価値と比べて非常に小さいこと,

及び自社株の換金性の難しさがあげられる｡ 日本におけるリスクマネーの

出し手としては, 株式上場を目指している会社に対して上場前に当該企業

の株式を取得しているベンチャーキャピタルが僅かに存在するのみである｡

しかし, ベンチャーキャピタルの多くは金融機関の子会社で, 出資後 5

年以内の株式上場を要求するのが通常である｡ このため株式上場の目処が

立たない場合には, 企業オーナーに対して出資分の買取を要求するケース

が見受けられる｡ 企業の揺籃期より起業家を支援するという本来の意味で

のリスクマネーの性格とは微妙に異なっているのである｡
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日本において, ベンチャー企業, 先端分野の研究等へ資金が回りづらい

のはこのような理由に加え, 新研究等に関する評価が難しいことによるが,

これらの活動をサポートするための制度の整備は政策的に行われる必要が

ある｡ 最近の動きとして日本銀行が成長資金を供給するとの報道があるが,

成長資金は個別の商業銀行が対応するもので中央銀行の政策目標としては

適切とは思われない｡

� 金融機関における連帯保証制度の禁止

日本国内でベンチャー企業や中小零細企業を経営するに当っては, 会社

が運転資金等を銀行やノンバンク等より借入するのが一般的である｡ 金融

機関より会社が借入をする場合には, 通常, 会社の代表者が連帯保証債務

を負わされる｡ この連帯保証債務は債務者と同等の地位にあり, 会社経営

が失敗した場合には個人的に金融機関に差し出した担保を失うことは当然

ながら, 担保処分では返済できずに残った会社の債務を全額負担しなけれ

ばならない義務を負っている｡ それ故, 万が一会社経営に失敗すると, 差

し入れていた担保のみならず未返済となった負債が連帯保証人に残り, こ

の負債の返済が重く, 借金に追われることになる｡ その上, 失敗者として

の記録や評判が残り, 金融機関取引も閉ざされ再起することはほとんど不

可能となっていく｡

銀行等の金融機関の貸付は, ノンリコース・ローンに主軸を移していく

必要がある｡ ノンリコース・ローンの場合では, 差し入れた担保を失うこ

とがあっても, それ以上経営者個人に債務負担が及ぶことはない｡ このた

め, 金融機関に差し入れた担保を失うだけでそれ以上の負担を迫られるこ

とはない｡ 金融機関は担保評価や貸付限度額等のリスク管理の徹底, 貸付

スキルの向上を図り, 早晩, 過酷な連帯保証制度を禁止すべきである｡ 日

本企業の 99％が中小零細企業といわれており, 連帯保証制度の禁止は一

度失敗しても再起可能な社会を築いていく上で不可欠な制度, 条項と考え
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られる｡

[ 4 ] 安定した社会の構築

企業が社会的存在として健全に発展し雇用を創出していくためには, 将

来に希望が持てる健全な社会を構築する基盤となる教育が重要であり, 加

えて社会が概ね公正であるという人々の共通認識が社会や企業を一層健全

に発展させる上で大切になってくると思われる｡

� 教育の重要性

日本が世界から孤立して日本国のみで存在することは不可能な今日にお

いて, 競争は悪だとして否定し, 皆仲良くと言ったところでなんらの解決

策にもならない｡ 家庭や学校でいじめが行われ, 周りは見て見ぬふりをす

る事件が多発している｡ 現実社会とバーチャル社会の境界が分からない世

代が生まれてきている｡ 飲酒をして交通事故を起こした場合は, アルコー

ル濃度が下がるまで逃げたほうが得と言われている程に社会が劣化してき

ている｡ かつては幼少時から “お天とうさんが見ている” と言われて育っ

たが, この言葉も死語となってしまった｡ 世代が変わる都度, 古い世代が

新しい世代をみて “今の若い者は” と嘆いたと言われるが, 現在はそのよ

うな嘆きすら聞こえてこなくなっている｡ 公私のけじめ, 善悪のけじめ,

自己責任, 結果責任, 他人とのコミュニケーションの重要性と必要性が身

につく社会とはどの様な社会なのか, そのありようが問われている｡

若者のミーイズム化や大人になりきれない大人の増加等に対応できる教

育が必要である｡ 社会全体を構成する家庭, 教育現場, 企業が一丸となっ

てそれぞれの立場で苦悩して立て直していかなければ, 日本の今後は今ま

で以上の速さで豊かさと安全を喪失していくと思われる｡
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� 経済犯罪に対する重罰化

米国における最大の粉飾決算といわれた通信会社ワールドコムの元

CEOは 25年の禁固刑であるが, 日本では証券取引法違反の罰則は過料と

最高 5年の懲役刑に過ぎない｡ そごうや SFCG (旧商工ファンド) の社長

の背任・横領事件, 脱税事件, 食品の産地偽造, 賞味期限の改ざん, 事故

米の勝手な流用等に対しても法的制裁が不明朗であり, 寛容である｡ その

結果, 同様な犯罪が繰り返し行われている｡ 経済事犯のやり得を容認する

ことは社会全体に対する信頼を喪失させることになり, 経済システムの根

幹にかかわる重大問題である｡ 社会を考える上で ｢公正｣ は, 社会を支え

る根本的なキーワードと思われる｡

しかし, 日本社会において経済事犯は軽微な事犯と思い込まれており対

応に厳しさが欠け, 善悪についての判断停止状態が続いている｡ このこと

は日本企業のガバナンスとも共通するが, 公私のけじめに欠け, 利己的な

行動がまかり通ってしまっている場合が少なくない｡ 日本社会はある意味

では性善説を基本に出来上がっている傾向が強い｡ この傾向は決して間違っ

ているわけではないが, 社会が社会として機能するにはルールが破られた

場合の取扱が明確で, 公正, 且つ公平でなければならない｡

物事を論理的ではなく情緒的に捉えること, 子供がルールやエチケット

に違反しても子供だからと言って終わりにしてしまい何をどうしなければ

ならないのかを教えない大人, 和を持って尊しとなすと言いながら実際は

不条理の押し付けを行っている社会, 敗戦を転進と発表するその場しのぎ

の言い換え, 何ごとも大目に見てという甘え, これらは日本社会が成熟化

していく上で克服すべき最大の課題の一つと思われる｡ やり得を許さない,

ルールはルールとして守り, 多くの者が不合理と考える法規制や制度は積

極的に改善していく行動力が大事である｡ 各種の問題対応の際によく見受

けられる総論賛成, 各論反対では何事も前へ進んでいかない｡ 不適切な行

動を行っているものはその行動に対しては責任を負わねばならないという
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強い決意を持って, 経済犯罪に対する法制度の改革を行う必要があると思

われる｡

1) 三品和広著 ｢戦略不全の論理｣ 東洋経済新報社, 2004年, 29�47頁参照｡

2) 1984年には富士銀行 (当時) が米国有数のノンバンクであるウォルター・

イー・ヘラーを買収, 三菱銀行 (当時) が米国カリフォルニア州の大手銀行バ

ンク・オブ・カリフォルニアを買収, 1986年には住友銀行 (当時) が米国第 3

位の証券会社ゴールドマン・サックスへ出資, 1988年には東京銀行 (当時)

が米国カリフォルニア州の大手銀行ユニオンバンクを買収, 1989年には第一

勧業銀行 (当時) が米国有数のノンバンクである CITグループ・ホールディ

ングスを買収｡ その他三和銀行 (当時), 東海銀行 (当時) が米国の中小銀行

を買収した｡

3) 1988年ソニーが米国の有力なレコード会社である CBSレコードを買収, ブ

リヂストンが米国の有力タイヤメーカーであるファイヤーストーンを買収, 青

木建設 (当時) が米国の高級ホテルチェーンであるウエスティンホテルを買収,

西友 (実態は親会社のセゾンコーポレーション) が米国の高級ホテルチェーン

であるインターコンチネンタルホテルを買収｡

1989年三菱地所がニューヨーク市にあるロックフェラーセンターの所有会

社ロックフェラー・グループ・コーポレーションを買収, ソニーが米国の大手

映画会社コロンビア・ピクチャーズを買収｡ 1991年松下電器 (当時) が米国

の大手映画・娯楽会社MCAを買収｡

4) キッコーマンに関する事項に関しては該社のホームページより引用｡

5) パンカジ・ゲマワット著, 望月衛訳 ｢コークの味は国ごとに違うべきか｣ 文

芸春秋社, 2009年, 132�134頁, 及び 171�181頁で大手家電業界に関する商品

の品数の絞込みの難しさを指摘している｡

6) 沼上幹著 ｢経営戦略の思考法｣ 日本経済新聞出版社, 2009年, 268�275頁参

照｡

7) パンカジ・ゲマワット ｢前掲書｣, 106�110頁でグローバル化を前提にグロー

バル化をどうやって行うべきかは議論されているが, 何故グローバル化すべき

かが問われていないことを指摘している｡

8) パンカジ・ゲマワット ｢前掲書｣ において, ｢世界のフラット化｣ 論を批判

し, ｢セミ・グローバリゼーション｣ 論を提唱している｡
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9) パンカジ・ゲマワット ｢前掲書｣, 48�49頁参照｡

10) 三品 ｢前掲書｣, 24�28頁参照｡

11) 沼上 ｢前掲書｣, 297�327頁参照｡

12) ｢他社並み｣ 経営は三品 ｢前掲書｣, 48�49頁で述べられている ｢戦略不全の

2形態｣ とも共通する要因がある様に思われる｡

13) 沼上 ｢前掲書｣, 291�296頁では全企業の ｢総合企業｣ 化を通じて, 業界トッ

プのリーダーが勝ち続ける固定的な業界秩序が出来上がると指摘している｡

14) 三品 ｢前掲書｣, 254�258頁において事業部長職の分析を行っているが, 社

長職にも当てはまる要素があると思われる｡

15) 沼上 ｢前掲書｣, 288�291頁参照｡

参考文献 (注に提示したものは除く)

吉冨勝著 ｢日本経済の真実｣ 東洋経済新報社, 1998年

伊東光晴著 ｢日本経済を問う｣ 岩波書店, 2006年

神津多可思・佐藤嘉子・稲田将一 ｢わが国の人口動態がマクロ経済に及ぼす影響

について｣ 日本銀行ワーキングペーパー 2003年 9月号

大西勝明 ｢電機産業・危ういその存立基盤｣ ｢世界経済危機下の日本経済｣ シン

ポジウム, 2010年 3月 27日

経済企画庁 ｢第 2回経済審議会総括部会議事概要｣ 経済企画庁, 2000年 10月 10

日

松谷明彦著 ｢人口減少経済の新しい公式｣ 日本経済新聞社, 2004年

朝日新聞変転経済取材班編 ｢失われた 20年｣ 岩波書店, 2009年

リチャード・クー著 ｢日本経済を襲う二つの波｣ 徳間書店, 2008年

リチャード・クー著 ｢デフレとバランスシート不況の経済学｣ 徳間書店, 2003
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戸部良一・野中郁次郎他著 ｢失敗の本質｣ ダイヤモンド社, 1991年

(原稿受付 2011年 1月 11日)
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�資 料〉

建 部 宏 明

Ⅰ はじめに

かつて私は拙著 『日本原価計算理論形成史研究』 (同文舘出版, 平成 15

年) の巻末に, 原価計算文献年表を添付した1)｡ 当該年表はおもに昭和 53

年に出版された日本会計研究学会編 『近代会計百年 その歩みと文献目

録』2) (以下, 『百年目録』 と略称する) 所収の年代別, サブジェクト別の

文献目録を基礎として, 佐藤孝一 『会計年表』 (中央経済社, 昭和 44年),

中央経済社編 『会計学文献目録大集』 (中央経済社, 昭和 44年), 黒沢
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要 約

私は 『日本原価計算理論形成史研究』 において, 研究期間を明治中期か

ら昭和 20年 (1945年) までに限定し, この期間内に出版された文献を理

論の形成主体と考え, これらの文献の分析によってわが国における原価計

算理論の形成を史的に考察した｡ このとき, 拙著の巻末に添付した原価計

算文献年表は, 研究の素材として大きな役割を果たした｡ この分野の今後

の研究に資するために, 原価計算文献年表の改訂版を提示したい｡

キーワード：会計史, 原価計算, 原価計算史, 原価計算文献史, 理論形成

史, 文献年表

原価計算文献年表

明治, 大正, 昭和 (20年まで)



清 『日本会計学発展史序説』 (雄松堂書店, 昭和 57年), その他多くの会

計文献目録を参照して, 作成したものである｡ くわえて, その当時までに

自らが収集した文献で 『百年目録』 やその他の文献目録に記載のない文献

も当該年表に加えた｡

当該年表は, 次の要領で作成した3)｡

1. 『百年目録』 所収の文献目録(Ⅰ)�年代順〉より, 原価計算関連文

献 (銀行原価計算は除く) を抜き出し, 一覧表を作成した｡

2. さらに, その一覧表から初版本のみを抜き出した (同書名で増補

版, 改訂版を目録より除外した)｡

3. この一連の手順により作成した文献目録と私が作成した文献目録

とを照合し, 未掲載文献を加えた (私の作成した文献目録は, おも

に関東の国公立図書館, 国公立・私立大学図書館のインディクスや

自らが収集した文献などがもとになっている)｡

また, 当該年表の冒頭には次の一文を付した4)｡

｢星印を付した文献については, 私が実物 (★) ないし複写 (☆)

で所蔵しているものである｡ これについては, 初版発行年月日, 著者,

書名, 発行所などの目録記載事項を確認することが可能であったが,

それ以外 (×) については閲覧できなかった文献であり, なお未確認

のままで, 諸他の文献目録記載のとおりとした｡ したがって, 文献の

脱落, 誤りが存する可能性もある｡ 今後さらに, 精緻化に努めなくて

はならない｡｣

それから, 約 8年間が経過し, この間に文献史研究を取り巻く環境が激

変した｡ すなわち, それはインターネットを基盤とした各図書館における

蔵書目録の電子化および検索システムの整備によってもたらされた｡
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Ⅱ 旧年表の改訂作業

今回提示する原価計算文献年表 (以後, 新年表と略称する) は, 『日本

原価計算理論形成史研究』 における原価計算文献年表 (以後, 旧年表と略

称する) とは, 正確性および網羅性がまったく異なる｡ 旧年表の基本は前

掲の 『百年目録』 であり, これはおもに一橋大学と神戸大学の蔵書目録か

ら作成されていた5)｡ また, 旧年表の作成に当たっては各図書館に直接赴

き, 蔵書目録を参照することによって 『百年目録』 の確認および追加・訂

正を行った｡ 文献の収集にあたっても, 古書店を直接巡ったり, 古書店が

定期的に発行する目録を参照したりしたが, 当然のことながら, こうした

方法では地域的な限界があった｡

ところが, 国立国会図書館, 公立図書館, 国公立大学図書館, 私立大学

図書館, NACSIS Webcatにおける電子検索システムの整備により直接

図書館に行かなくても蔵書目録を参照でき, しかもキーワード検索により

必要な文献を年代順にリストとして参照できるようになった｡ また, ｢日

本の古本屋｣ なる古書店の統合サイトの登場により, それまで神田を中心

とした文献収集から, 直接古書店を巡らなくとも全国的な範囲で収集でき

るようになった｡ くわえて, 国立国会図書館のWebsiteでは, 同館が所

蔵する明治・大正・昭和前期刊行図書が近代デジタルライブラリーでデジ

タル画像として取得できるようになった｡ こうした文献収集を取り巻く環

境の激変は, 年表の精緻化を飛躍的に推進した｡

今回の新年表は, 次の手順で作成した｡

1. 旧年表の誤謬を訂正した (誤字, 著者と文献の不一致, 重複など)｡

2. 新たに収集した文献をリストに加えた (初版本でない場合もある

が, 版数を明示し, リストに加えた)｡

3. この一連の手順により作成した文献目録とインターネットによる
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蔵書検索によって作成した国公立図書館, 国公立・私立大学図書館

の文献目録とを照合し, 未掲載文献を加えた｡

4. 新年表の所蔵欄は ｢★｣, ｢☆｣, ｢未｣, ｢×｣ の 4区分とした｡

｢★｣ は実物の所有, ｢☆｣ はコピーで所有, ｢未｣ は未入手 (所在

を明記), ｢×｣ は未入手かつ所在不明をそれぞれ示す｡

5. 陸軍や海軍などが刊行した小冊子は ｢冊子｣6) というくくりで,

附録として原価計算関連冊子年表を作成した｡

6. 西暦を付した｡

このような手順で, 旧年表を新年表へと改訂した｡ 新年表は現時点で,

旧年表と比して明治期, 大正期, 昭和期 (昭和 20年まで) に出版された

原価計算文献をより精緻に網羅しているように思える｡ 図表 1はこれを数

値的に裏付けている｡

旧年表と新年表では, 総掲載文献が 49冊増えた (図表 1)｡ まず, 所在

不明文献 (×) が減り, それは所在の判明により未入手文献 (未), 複写

によりコピー所蔵文献 (☆), 購入により実物所有文献 (★) となった｡

また, 新しく発見した文献は☆, ★, 未のいずれかの形態である｡

ただし, 附録の原価計算関連冊子年表は, ほぼすべて私蔵冊子をもとに

作成したものである｡ それゆえ, まだ未完成であり, 今後の整備を急がな

くてはならない｡ 今後こちらも, 研究素材としての必要価値を有するよう

になるであろう｡
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図表 1 新旧年表における蔵書形態・所蔵数比較表

所蔵形態 × ☆ ★ 未 計

旧 年 表 31 37 133 ― 201

新 年 表 6 22 185 37 250

差 －25 －15 ＋52 ＋37 ＋49



Ⅲ 原価計算文献年表がもたらす知見

新旧年表では, 明治中期から昭和 20年までの約 60年間にわが国で出版

された原価計算文献を出版年順に列挙してあるが, 年表に提示された文献

は, 概ね下記の 7種類に集約できる7)｡

1. 工業簿記文献

2. 英米翻訳原価計算文献

3. 英米系統原価計算文献

4. 原価管理志向原価計算文献

① 産業合理化原価計算文献

② 管理型原価計算文献8)

5. ドイツ翻訳原価計算文献

6. ドイツ系統原価計算文献

7. 原価計算規程解説原価計算文献

① 戦時体制下原価計算文献

② 軍需工場向け原価計算文献

③ 業種別原価計算文献

｢工業簿記文献｣ (文献の大分類にはカギカッコ, その枝分類には下線を

付した) はおもに簿記的観点から工場の会計を展開しており, 工業経営の

財産・損益計算を論じている文献である｡

｢英米翻訳原価計算文献｣ は著者が英米の原価計算文献を全訳, 抄訳な

いしは一部抜粋したものであり, 翻訳のみから構成されている文献である｡

｢英米系統原価計算文献｣ は著者が英米の原価計算文献を渉猟し, これ

をベースに原価計算論として取りまとめており, 引用や参考文献に英米の

原価計算書が列挙されている文献である｡

｢原価管理志向原価計算文献｣ は原価管理を論じた文献であり, 産業合
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理化原価計算文献と管理型原価計算文献に区分できる｡ 産業合理化原価計

算文献は産業合理化運動に影響を受けて出版された文献であり, 管理型原

価計算文献は管理のための原価計算 (おもに標準原価計算) が論じられて

いる文献である｡

｢ドイツ翻訳原価計算文献｣ は著者がドイツの原価計算文献を全訳, 抄

訳ないしは一部抜粋したものであり, 基本的に翻訳以外に手が加えられて

いない文献である｡

｢ドイツ系統原価計算文献｣ は著者がドイツの原価計算文献を渉猟し,

これをベースに原価計算論として取りまとめており, 引用や参考文献にド

イツの原価計算文献が列挙されている文献である｡

｢原価計算規程解説原価計算文献｣ はいかに原価計算が実施されるべき

かを平易に解説した文献であり, 戦時体制下原価計算文献, 軍需工場向け

原価計算文献, 業種別原価計算文献に区分できる｡ 戦時体制下原価計算文

献は, 戦時体制下 (統制経済下) における原価計算のあり方を理論的に考

察した文献である｡ 軍需工場向け原価計算文献は軍需工場向けに, 業種別

原価計算文献は特定の業種向けに, 実施が強制された原価計算規程にいか

に準拠して実施するべきかを解説したマニュアル的文献である｡

こうした原価計算文献の内容から, 下記の発展段階が提示できる9)｡

1. 工業簿記文献発展期：明治 20年から明治末期頃まで

2. 英米翻訳原価計算文献発展期：大正 4年頃から昭和 2年頃まで

3. 英米系統原価計算文献発展期：大正 6年頃から昭和 8年頃まで

4. 原価管理志向原価計算文献発展期：大正 15年頃から昭和 16年頃

まで

5. ドイツ翻訳および系統原価計算文献発展期：昭和 5年頃から昭和

15頃まで

6. 原価計算規程原価計算文献発展期：昭和 14年頃から昭和 20年ま

で
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上記の時代区分は, その期間内において当該文献が顕著な展開を見せた

と解してほしいのであり, その後まったく出版されなくなったわけではな

い｡

新旧年表から得られた知見は, 以下のとおりである10)｡

明治 20年から明治末期頃まで, おもに簿記学校の教科書として多くの

工業簿記文献が出版された｡ 工業簿記文献において, 当初は商品勘定を応

用したごく単純な初期の工業簿記論, その後は製造勘定を有した工業簿記

論が論じられた｡ 最終的には明治期に出版された工業簿記文献によって,

製造勘定による期間費用集計としての内部価値移転記録が形成された｡

大正 4年頃から昭和 2年頃までには, 英米翻訳原価計算文献が研究書と

して顕著な展開を遂げた｡ これらの文献では共通的に原価計算目的として

製品原価の算定 (原価管理を含む), 原価構成として材料費, 工賃, 工場

間接費 (くわえて, 販売費), 間接費に対しては簡単な間接費配賦法が説

明されていた｡ また, 単位原価の計算が行われており, 期間費用の集計で

はなく, 単位原価の集計が論じられている｡ したがって, 英米翻訳原価計

算文献によって, わが国の原価計算の理論的研究が始まり, 間接費処理法

の工夫により製品原価の範囲が提示され, 製品原価概念が生成した｡

大正 6年頃から昭和 8年頃までは, 英米で出版された原価計算文献に依

拠して著わされた英米系統原価計算文献が研究書として数多く出版された｡

これらの文献においては, それまでにも増して原価費目としての間接費と

その処理に目が向けられている｡ 英米系統原価計算文献ではチャーチ

(Alexander Hamilton Church) やその他の論者に依拠したさまざまな

間接費配賦法が説明されている｡ したがって, 英米系統原価計算文献によっ

て, 原価計算の理論的枠組みが定着し, 間接費計算の精緻化を通じて製品

原価概念が確立された｡

大正 15年頃から昭和 16年頃まで, 産業合理化に大きな影響を受けた原

価管理志向原価計算文献が出版された｡ これは産業合理化原価計算文献と
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管理型原価計算文献に分類できる｡ まず, 産業合理化意識の高まりととも

に産業合理化原価計算文献 (大正 15年頃－昭和 12年) が登場した｡ これ

らには能率の向上のための原価計算の重要性が論じられており, ほぼ同時

期に東京商工会議所が刊行した産業合理化資料の原価計算関連資料ととも

に実務書として啓蒙的役割を果たした｡ 他方, 管理型原価計算文献 (昭和

6年頃－昭和 16年頃) はおもに研究書としての役割を果たし, アメリカ

において原価管理の手法として注目を集めていた標準原価計算をわが国に

紹介した｡

原価管理志向原価計算文献は, 英米翻訳原価計算文献, 英米系統原価計

算文献が築いた原価計算論構造の下地 (製品原価算定計算構造) に原価管

理という新しい要素を加えた｡ すなわち, 産業合理化原価計算文献は部門

費計算や生産中心点の概念を明確化し, 管理型原価計算文献は標準原価計

算論 (標準の概念, 標準原価計算機構, 差異分析) をもたらし, これらの

文献は, わが国の初期的原価管理思考を確立へと導いた11)｡

昭和 5年から 15年までの間には, ドイツ翻訳原価計算文献, ドイツ系

統原価計算文献が展開した｡ 産業合理化の所産として, ドイツ原価計算文

献がわが国に紹介されるようになった｡ それ以前は英米原価計算文献が原

価計算の理論構造を構築したが, ドイツ原価計算文献の流入によって英米

原価計算論とは違った理論構造が形成され始めた｡

とくに, ドイツ翻訳原価計算文献およびドイツ系統原価計算文献には,

英米翻訳原価計算文献および英米系統原価計算文献では看取することがで

きなかった理論的厳密性が認められる｡ それは経営経済学的な側面に立脚

して原価計算が論じられているからであり, 操業度の変動からの原価の定

義, 原価と費用の異同に関する論述がなされている｡ ドイツ翻訳原価計算

文献およびドイツ系統原価計算文献は, その内容がきわめて理論的である

ことや翻訳者, 著者が研究者であることから察して研究書としての性格を

有し, これらの文献の登場により原価計算論のバックボーンは (実践的な)
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英米原価計算論にくわえて (理念的な) ドイツ原価計算論との 2本立てと

なった｡

昭和 14年頃から昭和 20年までに出版された文献は, 以前の文献とは論

述形式も枠組みもまったく異なる｡ これらの文献は昭和 14年頃から昭和

20年までに, 相次いで制定された原価計算規程 (要綱, 準則, 規則) の

解説書である｡ 昭和 14年頃から昭和 20年までの間に, わが国の原価計算

理論は原価計算規程の形で条文化され, 実施手続きとして制度的な確立を

見たと考えられる12)｡ したがって, この時期の原価計算文献は規程の解釈

や手続論が中心であり, 原価計算制度をいかに導入し, これをいかに運用

していくかに論点が集中している｡

大正期より昭和 15年までに, 英米翻訳原価計算文献および英米系統原

価計算文献, ドイツ翻訳原価計算文献およびドイツ系統原価計算文献によっ

て構築されてきたわが国の原価計算論の流れは, ここで大きな転換を遂げ

ることになる｡ つまり, 軍需工場はもちろん一般工場も原価計算の実施が

法的に強制されたために, 制定された原価計算規程が各工場で実践される

ことになる｡ そこで, 原価計算文献の論点は, 理論的や啓蒙的ではなく,

実施すべき原価計算手続きを規定する原価計算規程の解説に向けられたの

である｡

こうして, 明治 20年頃から昭和 20年までに出版された文献により, わ

が国の伝統的原価計算論が完成することになる｡ したがって, 今日の原価

計算の基本書に書かれている大半の内容は, 昭和 20年までに形成された

原価計算理論の産物である｡

Ⅳ む す び

旧年表の作成にはかなりの手間と年月を要したが, 新年表の作成はそれ

に比べれば, 実物文献の入手を除いて, 格段に少ない手間と年月で作成で
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きた (近年, 実物文献の入手は困難を極め, 年々入手できる数が減少して

いる)｡ インターネットの進化は, 文献史研究における史料とのその研究

とのかかわりあいを根本から変えた｡ 旧年表では多くの所在不明文献が存

在したが, 新年表ではこれがかなり改善された｡ かつて, 未発見の文献を

探し出してそれを紹介するだけでも, ある一定の研究価値を有したが, 今

やそれに価値を認めることはできない｡ また, 検索の手軽さは来訪した図

書館で思わぬ史料に出会う機会を喪失させた｡ 同時に, ある史料は何らか

のコンテクストがその史料の価値が決まるのであるが, 突然キーワードで

ヒットした史料にはそのコンテクストがない場合が多く, その史料の価値

判断を難しくしている｡ ゆえに, インターネット検索の手軽さは, アーム

チェアー・スタディーに陥る危険性を多分に孕んでいる｡

本稿で示唆してきたように, 理論体系は文献によって形成される｡ ある

一定のテーマが問題になっているときは, それにかかわる文献が多く出版

され, それによってある一つの理論体系が形成される｡ 原価計算に求めら

れる目的に対して理論が充足されると, ないしは原価計算に求められる目

的が変化すると, 別のテーマの文献が多く出版され, 別の理論体系が形成

される｡ こうしたある理論体系から他の理論体系へと移行する転換点には,

変化をもたらす要因が存在する｡ それは原価計算に求められる目的が大き

な要因である｡ 当初は教育者や研究者自身の目的, いわば内的要因から外

国で話題になっている論点がそのままそれをトレースする形でもたらされ

た｡ やがて, 産業が成熟するにつれて, 目的は社会的経済的要請, いわば

外的要因からもたらされるようになった｡

明治中期から昭和 20年までの約 60年間の原価計算文献の進展は驚異的

であり, 瞬く間に, 白紙の状態から今日の原価計算理論構造の基礎に相当

する部分が構築された｡ これは年表を概観することでも看取できる｡ 現在,

第 2次世界大戦中の原価計算の展開について, 興味を示す研究者は必ずし

も多くはないが, 戦時中に培った管理のための思考は, 戦後の管理会計の
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大きな展開を支えたものであり, 昭和 20年までに構築された原価計算の

基本構造に管理的視点が付与された結果である｡ 向後, 昭和 20年までに

展開した原価計算文献を基礎として, 戦後の原価計算文献の研究もなされ

なければならない｡

1) 拙著 『日本原価計算理論形成史研究』 同文舘出版, 平成 15年, 343�351頁｡

ここで, ｢文献｣ とは出版された書物 (冊子を除く) をいう (注 6) を参照)｡

2) 日本会計研究学会編 『近代会計百年 その歩みと文献目録』 日本会計研究

学会, 昭和 53年｡

3) 拙著 『前掲書』 343頁｡

4) 『上掲書』 343�344頁｡

5) 日本会計研究学会編 『前掲書』 164頁｡

6) 多くの図書館ではこれを図書として分類しているので, いずれは原価計算文

献年表と原価計算関連冊子年表 (冊子年表と略称する) を統合するべきである

と考えるが, 現時点で冊子年表は調査が充分ではなく, 未完成である｡ そこで,

2つを分割して示した｡ 冊子は陸海軍が内部で使用したもの, 企業や業界が限

定的に使用したもの, 特定の組織や団体が限定的に無償・有償で頒布したもの

であり, これを一般出版書物とは区別した (注 1) を参照)｡ また, 冊子年表

には, 鉄道会計関連冊子や産業合理化関連冊子も含む｡

7) 拙著 『前掲書』 26頁｡

8) これまで, この文献群の分類項目名に ｢管理会計文献｣ を使用していたが,

｢管理会計文献と言い切るには問題があるのではないか｣, ｢誤解を招く｣ など

のご指摘をいただき, これを ｢管理型原価計算文献｣ と分類項目名を変更した｡

9) 拙著 『前掲書』 334頁｡

10) 『上掲書』 321�325頁｡

11) これについては, 下記の拙稿を参照されたい｡

｢わが国における原価管理思考の形成 (その 1)｣ 『経理知識』 第 79号, 平成

12年 9月, 117�132頁｡

｢わが国における原価管理思考の形成 (その 2)｣ 『川口短大紀要』 第 14号,

平成 12年 12月, 117�132頁｡

｢わが国における原価管理思考の形成 (その 3)｣ 『経理知識』 第 80号, 平成

13年 9月, 35�51頁｡

― 219―

《注》



｢わが国における原価管理思考の形成 (その 4)｣ 『川口短大紀要』 第 15号,

平成 13年 12月, 19�46頁｡

｢わが国における原価管理思考の形成 (その 5－完)｣ 『川口短大紀要』 第 17

号, 平成 15年 12月, 15�38頁｡

｢わが国における原価管理思考の初期的展開｣ 『会計史年報』 第 22号, 平成

16年 3月, 52�63頁｡

12) 下記の拙稿では, 原価計算規程がいかに原価計算実務として実施されていた

かを明らかにした｡

｢統一原価計算制度による原価計算実務の普及 日本原價計算協會編 『原

價計算圖鑑』 に見る戦中の原価計算実務の一例｣ 『会計の諸相』 所収, 白桃書

房, 平成 20年, 225�249頁｡

参考文献

東北学院大学経理研究所編 『会計学文献目録』 東北学院大学経理研究所, 昭和

29年｡

山桝忠恕編 『文献研究現代の会計学』 国元書房, 昭和 41年｡

佐藤孝一 『会計年表』 中央経済社, 昭和 44年｡

中央経済社編 『会計学文献目録大集』 中央経済社, 昭和 44年｡

染谷恭次郎編 『会計学文献目録：明治・大正・昭和前期』 中央経済社, 昭和 56

年｡

黒沢 清 『日本会計学発展史序説』 雄松堂書店, 昭和 57年｡

山桝忠恕編著 『文献学説による会計学原理の研究』 (文献学説研究シリーズ) 中

央経済社, 昭和 59年｡

中田信正 『財務会計・法人税法論文の書き方・考え方：論文作法と文献調査』 同

文舘出版, 平成 16年｡

小林哲夫 [ほか] 共著 『文献研究：わが国 1980年以降の会計学』 (研究叢書；24)

桃山学院大学総合研究所, 平成 19年｡

山本浩二編著 『原価計算の導入と発展』 森山書店, 平成 22年｡

参照Website

http://opac.ndl.go.jp/ (国立国会図書館)

http://webcat.nii.ac.jp/ (国立情報学研究所 (NII))

http://www.lib.u-tokyo.ac.jp/ (東京大学附属図書館)

https://op.kulib.kyoto-u.ac.jp/ (京都大学図書館機構)

http://www.hit-u.ac.jp/ (一橋大学附属図書館)
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http://op.lib.kobe-u.ac.jp/ (神戸大学附属図書館)

http://opac.lib.kyushu-u.ac.jp/ (九州大学附属図書館)

http://www.library.tohoku.ac.jp/ (東北大学附属図書館)

http://www.otaru-uc.ac.jp/ (小樽商科大学附属図書館)

http://www.mita.lib.keio.ac.jp/ (慶應義塾大学図書館)

http://www.wul.waseda.ac.jp/ (早稲田大学図書館)

http://www.lib.takushoku-u.ac.jp/ (拓殖大学図書館)

http://www.lib.meiji.ac.jp/ (明治大学図書館)

http://doors.doshisha.ac.jp/ (同志社大学図書館)
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西暦 元 号 所蔵 著者名 書 名 出版社 (者)

1886 明治19年 × 青柳源十郎 著 『商用・日用・銀行・官
用・工業・農業, 簿記
学独習』

大日本英文学
会関西本会

1887 明治20年 ★ 有沢菊太郎 編集 『製造所簿記教科書 全』 加藤鎮吉・岩
藤錠太郎

1890 明治23年 未 片山直治 著 『(原理応用・普通商業・
合名会社・株式会社・
工業会社・家計簿記)
簿記大全 全 』

窪田恵錠
国電ラ

★ 亀井亮之 著 『実業応用醸造簿記学精
理上中』

京都簿記学校

未 御宿正定 著 『単式製造簿記学例題』 愛知簿記学校
国電ラ

1892 明治25年 未 御宿正定 著 『製造簿記学例題』 愛知簿記学校
国電ラ

未 御宿正定 著 『単式工業簿記学例題』 愛知簿記学校
国電ラ

未 御宿正定 著 『単式製造簿記学例題
第 1�3号』

愛知簿記学校
国電ラ

1897 明治30年 × 御宿正定 著 『製造営業簿記学例題』 愛知簿記学校

× 御宿正定 著 『単式製造簿記学例題』 愛知簿記学校

× 御宿正定 著 『紡績会社簿記学例題』 愛知簿記学校

未 矢野元次郎 著 『商工簿記学 全 理論
及例題』

矢野元次郎
国電ラ

☆ 和田昌良 著 『(教科書適用) 工業簿
記学』

植田書店

1899 明治32年 ★ 大原信久 著 『日本新式 簿記六法講
義』

大原簿記学校

(改訂版) 原価計算文献年表

凡 例

1. ｢★｣ は実物の所有, ｢☆｣ はコピーで所有, ｢未｣ は未入手 (所在を明記),

｢×｣ は未入手かつ所在不明をそれぞれ示す｡

2. 出版社 (者) 欄に付した ｢国電ラ｣ は国会図書館近代デジタルライブラリー,

｢国会｣ は国立国会図書館, ｢一橋｣ は一橋大学, ｢神戸｣ は神戸大学, ｢早稲

田｣ は早稲田大学, ｢京都｣ は京都大学, ｢明治｣ は明治大学, ｢広島修道｣

は広島修道大学をそれぞれ示し, 文献の所在を明記した｡
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★ 馬詰次男 著 『通俗官庁工業簿記』 博文館

★ 守田整義 著 『(工業) 簿記学教科書』 日本簿記専修
学校

1900 明治33年 未 勝村栄之助 著 『工業簿記学教科書』 積善館国電ラ

1901 明治34年 ☆ 御宿正定 著 『複式製造簿記学例題』 愛知簿記学校

1903 明冶36年 未 御宿正定 著 『紡績会社簿記学例題 2
版』

愛知簿記学校
国電ラ

1905 明治38年 ★ 山田四朗 著 『工業簿記』 建築書院

1908 明治41年 ☆ 山田四朗 著 『カード式工業記帳法』 建築書院

1909 明治42年 ☆ 土屋長吉 講述 『工業簿記』 早大出版部

未 森田熊太郎 著 『(商工) 実践会計法
全』

前川書店
国電ラ

1910 明治43年 ☆ 森田熊太郎 著 『(製造工業) 応用簿記
設題 全』

啓成社

1912 大正 1年 未 田代仙次郎 著 『工業簿記』 田代仙次郎
国会

1915 大正 4年 ★ 旦 睦良 訳 『工場原価計算論』 帝国会計協会

1917 大正 6年 ★ 岡戸一栄 著 『製糸工業簿記』 丸山舎書籍部

★ 吉田良三 著 『工場会計』 同文館

1918 大正 7年 ★ 高塚 栄 訳 『製造業と原価計算法』 紡績雑誌社

★ 吉田良三 著 『工業簿記』 同文館

未 吉田良三 著 『工業簿記教科書』 同文館一橋

1919 大正 8年 ★ 古館市太郎
佐橋賢次

著 『造船造機鐵工・工場須
知』

松邑三松堂

1921 大正10年 未 高塚 栄 訳 『紡績工場原価計算法』 紡織雑誌社
国会

未 中西新兵衛 著 『工業会計精義』 宝文館一橋

★ 原口亮平 解説 『ほーきんす氏 工場会
計』

宝文館

1922 大正11年 未 中西新兵衛 著 『小工業の会計』 白羊社早稲田

☆ 橋本良平 著 『近世工業簿記』 文雅堂

1923 大正12年 ★ 茂木英雄 著 『工業簿記』 松邑三松堂

1924 大正13年 ★ 柳楽健治 著 『工業簿記講義』 共立社

1925 大正14年 ★ 小野文英 著 『原価採算と相場関係』 東洋経済新報社

☆ 陸軍造兵廠 編 『原価計算』 陸軍造兵廠

1926 大正15年 ★ 渡部義雄 著 『能率本位原価計算法』 中外産業調査会

1927 昭和 2年 ★ 伊藤正一 訳 『ニコルソン及ロールバッ
ハ 原価計算論』

巌松堂

★ 魚谷伝太郎 著 『例解原価計算』 巌松堂
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★ 小野文英 著 『原価採算の見方 上巻
改題改定増補版』

東洋経済新報社

★ 小野文英 著 『原価採算の見方 下巻
改題改定増補版』

東洋経済新報社

★ 野田信夫 著 『最新原価計算法』 マネジメント社

☆ 松本喜道 訳 『ダビス・印刷原価算出
法』

松本印刷所

1928 昭和 3年 ☆ 宇野信三 著 『実践原価計算法』 日本能率協会

未 片倉正三 著 『実践工業簿記』 文武堂一橋

未 陶山誠太郎 著 『工業簿記』 大石堂出版部
一橋

未 陶山誠太郎 著 『工業簿記』 大阪屋号書店
早稲田

★ 吉田良三 著 『工業簿記と原価計算』 同文館

1929 昭和 4年 ★ 神馬新七郎 著 『工場経営と会計』 (第
1巻材料編)

共立社

★ 神馬新七郎 著 『工場経営と会計』 (第
2巻職工編)

共立社

★ 神馬新七郎 著 『工場経営と会計』 (第
3巻原価計算編)

共立社

★ 吉田良三 著 『工業簿記提要』 同文館

× 吉田良三 著 『会計監査・原価計算・
工業簿記』

改造社

未 渡部 明 著 『工業簿記』 宝文館国会

1930 昭和 5年 未 宇野信三 著 『実践原価計算法』 田口書店一橋

★ 東京商工会
議所

訳 『米国における間接費の
研究』 産業合理化資料
第 4号

同会議所

未 橋本良平 著 『工場会計要義』 文雅堂一橋

★ 長谷川安兵衛 著 『原価会計学 (上巻)』 東京泰文社

★ 長谷川安兵衛 著 『予算統制の研究』 大東書館

★ 吉田良三 著 『工業会計研究』 森山書店

★ 渡部義雄
渡部寅二

著 『原価計算法綱要』 同文館

× 渡部義雄
渡部寅二

著 『新択工業簿記教科書記
帳練習用帳簿』

村邑三松堂

1931 昭和 6年 ★ 青木倫太郎 著 『工場原価計算法』 大同書院

★ 宇野清隆 著 『工業簿記』 大同書院

未 鹿野清次郎 著 『工業簿記提要』 大倉書店一橋
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★ 東京商工会
議所

訳 『勘定体系図表 (コンテ
ンラーメン)』 産業合理
化資料第 5号

同会議所

★ 東京商工会
議所

訳 『予算による企業の統制』
産業合理化資料第 9号

同会議所

★ 東京商工会
議所

訳 『製造業における出費の
統制』 産業合理化資料
第 27号

同会議所

★ 東京商工会
議所

訳 『販売配給費の計算方法』
産業合理化資料第 30号

同会議所

☆ 東京商工会
議所

訳 『生産予算及び手許在高
予算』 産業合理化資料
第 31号

同会議所

★ 土岐政蔵 訳 『標準工業会計図解』 同文館

★ 長谷川安兵衛 著 『標準原価の研究』 森山書店

★ 村瀬 玄 著 『工業会計の常識』 千倉書房

未 渡部義雄
渡部寅二

著 『新択工業簿記教科書記
帳練習用帳簿』

村邑三松堂
広島修道

1932 昭和 7年 ★ 喜多卯吉郎 著 『織布工場の合理化と原
価計算』

紡績織布研究社

★ 陶山誠太郎 著 『原価計算例題集』 大同書院

★ 東京商工会
議所

訳 『図表計算』 産業合理化
資料第 40号

同会議所

未 東京商工会
議所

訳 『営業費の予算作成に就
いて』 産業合理化資料
第 42号

同会議所一橋

★ 長谷川安兵衛 解説 『予算統制の実証的研究』 森山書店

1933 昭和 8年 ★ 池田英次郎 著 『原価と操業率』 日本評論社

★ 大倉義雄 著 『紡績業の会計と其の経
営』

森山書店

★ 田中要人 著 『(原価低減及収益増進
の制度及技術) 経費節
約及緊縮』

文雅堂

★ 東京商工会
議所

訳 『原価計算の基礎案』 産
業合理化資料第 44号

同会議所

★ 長谷川安兵衛 著 『原価会計学 (下巻)』 東京泰文社

★ 古川栄一 著 『予算統制論』 森山書店

★ 渡部寅二 著 『学生の工業簿記』 同文館

1934 昭和 9年 ★ 有本邦造 著 『国際銀塊取引の其原価
計算』

森山書店
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★ 神馬新七郎 著 『鋳物工場の原価計算』 共立社

☆ 東京商工会
議所

訳 『統一簿記 機械製造
工場用』 産業合理化資
料第 46号

同会議所

☆ 東京商工会
議所

訳 『経済性の計算方法』 産
業合理化資料第 47号

同会議所

★ 長谷川安兵衛 著 『原価会計学』 (合本) 東京泰文社

★ 三輪 寛 著 『工業会計実務誌』 同文館

池田寿太郎

★ 山邊六郎 訳 『レーマン原価計算』 高陽書院

★ 吉田良三 著 『原価計算』 東洋出版社

★ 芳野武男 著 『原価計算の要領』 同文館

1935 昭和10年 ☆ 宇原義豊 著 『(科学的管理法応用)
営業予算統制の実際』

宝文社

★ 土岐政蔵 訳 『原価計算と価格政策の
原理』

東洋出版社

未 中島直吉 著 『工業簿記教科書 修
正』

中島直吉国会

★ 日本会計学会 編 『原価計算』 森山書店

★ 橋本良平 著 『(改訂増補) 工場会計
要議』

文雅堂

★ 古川栄一 著 『経営比較論』 同文館

★ 三輪 寛
池田寿太郎

著 『原価計算と標準原価計
算制度 工業簿記会計
の一般』

非凡閣

★ 吉田良三 著 『工業会計』 千倉書房

1936 昭和11年 ☆ 青木倫太郎 著 『管理会計』 東洋出版社

★ 土岐政蔵 著 『工業会計概論』 同文館

★ 中西寅雄 著 『経営費用論』 千倉書房

★ 長谷川安兵衛 著 『我企業予算制度の実証
的研究』

同文館

★ 長谷川安兵衛 著 『原価会計概論』 東京泰文社

未 村瀬 玄 著 『新工業簿記』 浩文堂一橋

★ 山城 章 著 『経営費用論』 同文館

★ 吉田良三 著 『間接費の研究』 森山書店

★ 渡部義雄
渡部寅二

著 『改訂増補 原価計算法
綱要』

同文館

1937 昭和12年 ★ 池田寿太郎 著 『(実用) 工業簿記の知
識』

同文館

★ 伊藤正一 著 『工業原価計算及会計』 巌松堂
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★ 太田哲三 著 『工業会計及原価計算』 千倉書房

★ 太田哲三 著 『新訂 工業会計及原価
計算』

千倉書房

★ 久保田音二郎 訳 『ヘラウア経営計算論』 同文館

★ 黒沢 清 著 『工業経営比較』 千倉書房

☆ 神馬新七郎 著 『工業の管理組織・工業
の経理組織』

非凡閣

★ 陶山誠太郎 著 『工業簿記 修正版』 大石堂

★ 長谷川安兵衛 著 『統制的会計』 東洋出版社

未 長谷川安兵衛
芳野国雄

著 『原価計算・工業簿記』 非凡閣明冶

★ 古川栄一 著 『経営計理論 (前篇)』 東洋出版社

★ 古川栄一 著 『経営計理論 (後篇)』 東洋出版社

★ 松浦登一 著 『絹糸紡績業の原価計算
と会計』

森山書店

未 村瀬 玄 著 『実践工業簿記要説』 浩文館早稲田

★ 山邊六郎 著 『工業簿記の研究』 三省堂

★ 吉田良三 著 『三訂工業簿記教科書』 同文館

1938 昭和13年 ★ 相沢次郎 著 『経費最小限の工場経営』 修教社書院

★ 石橋謙祐 著 『醸造簿記』 今野商店出版部

★ 魚谷伝太郎 著 『原価計算』 科学主義工業社

★ 久保田音二郎 著 『原価構成論』 関西学院経営
研究会

★ 黒沢 清 著 『工業会計』 千倉書房

★ 商工省財務
管理委員会

編 『製造原価計算準則』 日本工業協会

★ 杉田瀬平 著 『工業会計実務捷成』 杉田会計事務
所出版部

★ 土岐政蔵 訳 『改定標準工業会計図解』 同文館

★ 橋本良平 著 『工場会計要義 [再訂九
版]』

文雅堂

★ 山邊六郎 解説 『(シュマーレンバッハ)
価格政策論』

森山書店

★ 吉田良三 著 『改訂 工業簿記提要』 同文館

1939 昭和14年 ★ 海軍省軍需局 著 『海軍服地の原価計算に
就て』

海軍省軍需局

★ 可児隆五郎 著 『(最近) 工業簿記入門』 太洋社

★ 陶山誠太郎 著 『企業予算統制と標準原
価計算』

大同書院

★ 陶山誠太郎 著 『工業会計 上巻』 東洋出版社
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★ 陶山誠太郎 著 『新工業簿記』 大石堂

★ 土岐政蔵 著 『原価計算研究 (第 1巻)』 森山書店

★ 日本会計学会 編集 『戦時体制下の会計問題』 森山書店

★ 橋本良平 著 『三訂増補 工場会計要
義』

文雅堂

未 松岡元三郎 著 『実用中小工業簿記』 同文館国会

★ 松本雅男 著 『統制価格論』 森山書店

★ 村瀬 玄 著 『新訂工業会計の常識』 千倉書房

★ 渡部寅二 著 『工業簿記問題解説』 同文館

1940 昭和15年 ★ 青木倫太郎 著 『輓近原価計算』 関西学院経営
研究会

★ 青木倫太郎 著 『原価計算の方法』 森山書店

★ 青山金一郎 著 『工業組合簿記と其の原
価計算』

青山書店

★ 小高泰雄 著 『経営計算論』 巌松堂

★ 岸谷梧郎 著 『(軍需品工場) 原価計
算要綱の解説』

工業書房

★ 木村重義 著 『工業会計』 叢文閣

★ 銀行信託協会 編 『(軍需工場) 適正利潤
率算定と原価計算手続』

銀行信託協会

★ 商工経営研
究会

編 『(問答式) 陸軍利潤統
制の解説』

大同書院

★ 白崎 豊 著 『支配人会計学』 ダイヤモンド社

★ 陶山誠太郎 著 『軍需品工場の原価計算』 大同書院

★ 鉄鋼連盟 訳 『アドルスミュラー鉄鋼
原価の分析』

改造社

★ 日本会計研
究学会

編集 『経済統制下の会計問題』 森山書店

★ 日本会計研
究学会

編集 『原価及原価計算』 大東書館

★ 日本会計研
究学会

編集 『工業会計』 大東書館

★ 日本経営学会 編纂 『価格統制』 同文館

★ 日本経済研
究社

編集 『利益統制はどう行はれ
るか』

伊藤書店

★ 沼田・井上・
番場

著 『利潤統制と原価計算』 ダイヤモンド社

★ 宮崎力蔵 著 『企業の原価計算』 平野書店

★ 村瀬 玄
小野澤義勝

著 『新訂工業簿記』 浩文堂



― 229―

☆ 山下勝治 著 『工業簿記大綱』 晃文社

★ 山城 章 著 『価格統制の研究』 日本評論社

★ 渡辺 進 著 『結合原価の研究』 森山書店

1941 昭和16年 未 榎本定雄 著 『工業簿記入門』 同文館国会

★ 大樹光雄 著 『化学工業の原価計算』 ダイヤモンド社

未 大阪商工会
議所

編 『標準工場簿記』 大同書院神戸

★ 岸谷梧郎 著 『検査令に依る経理及原
価計算の実務』

ダイヤモンド社

未 黒沢 清 著 『価格形成と原価計算』 大東書館神戸

未 計算課 編 『紡績原価計算並に等価
比率計算法解説』

大日本紡績連
合会早稲田

☆ 社会事情調
査所

編 『陸軍の軍需工業新指導
方針』

社会事情調査所

★ 商工経営研
究会

編 『(問答式) 軍需品工場
新経理要綱概説』

大同書院

★ 東海林健吾 著 『標準原価の理論と応用』 ダイヤモンド社

★ 杉本秋男 著 『原価計算総論』 同文館

☆ 陶山誠太郎 著 『製造工業原価計算要綱
草案の解説』

大同書院

★ 土岐政蔵 訳 『原価計算と価格政策
(上巻)』

創元社

★ 永井雅也 著 『紡績標準原価計算』 東洋経済新報社

★ 日本経営学会 編纂 『利潤統制』 同文館

★ 長谷川安兵衛 著 『原価計算』 ダイヤモンド社

★ 古川栄一 著 『経営比較論 増補版』 同文館

1942 昭和17年 ★ 青木倫太郎 著 『原価計算簿記』 大同書院

★ 大山侃爾 著 『原価計算規則論』 高山書院

★ 小高泰雄 著 『原価計算論』 慶応出版社

★ 岸谷梧郎 著 『入門原価計算』 大同書院

★ 久保田音次郎 著 『間接費計算論』 巌松堂

★ 黒沢 清 著 『価格形成と原価計算
(増補版)』

大東書館

☆ 厚生省衛生局 編 『医薬品製造工業原価計
算準則草案』

東京製薬同業
組合

★ 佐藤晃文 著 『新制 原価計算指導』 開成館

★ 陶山誠太郎 編集 『原価計算の手引』 日本原価計算
協会

★ 陶山誠太郎 著 『鉱山業の原価計算』 大同書院
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★ 大同書院編
集部

編 『原価計算関係諸法令集』 大同書院

★ 東京製薬同
業組合

編 『医薬工業の原価計算』 東京製薬同業
組合

★ 土岐政蔵 訳 『原価計算と価格政策
(下巻)』

創元社

★ 日本会計研
究学会

編 『会計検査制度及計算統
制』

大東書館

未 日本原価計
算協会

編 『原価計算入門の栞』 日本原価計算
協会早稲田

★ 長谷川安兵衛 著 『増補 予算統制の研究』 大東書館

★ 藤井久平 著 『原価計算便覧』 春陽堂

未 二村英一 著 『鰊製品ノ原価計算』 北海道水産研
究会国会

★ 満岡 熈 著 『図解工業会計』 厚生閣

★ 宮崎力蔵 著 『工業原価計算』 科学主義工業社

★ 山下勝治 著 『原価価格計算』 千倉書房

★ 山城 章 著 『生産拡充と利潤統制』 同文館

★ 芳野武男 著 『原価計算の要領 (改訂
版)』

同文館

1943 昭和18年 ★ 青木大吉 著 『原価計算』 千倉書房

★ 石井健一郎 著 『特殊鋼の原価計算』 金属社

★ 今井 忍 著 『原価計算の話』 伊藤書店

★ 木村和三郎 著 『原価計算研究』 日本評論社

★ 銀行問題研
究会

編 『原価計算準則集』 銀行問題研究会

☆ 銀行問題研
究会

編 『第二原価計算準則集』 銀行問題研究会

★ 黒沢 清 著 『価格形成と原価計算
増補版』

大東書館

★ 高光兼重 著 『工業会計概説』 叢文閣

★ 田中要人 著 『会計実務篇』 教材社

★ 玉野次雄 著 『染色工業の原価計算』
(非売品)

日本織物染色工
業組合連合会

★ 日本原価計
算協会

編 『原価計算講座 第一部
原理編』

国民科学社

★ 日本原価計
算協会

編 『原価計算講座 第二部
実務編』

国民科学社

★ 日本原価計
算協会

編 『原価計算実施手続作成
要領』

日本原価計算
協会
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★ 日本原価計
算協会

編 『原価計算要綱解説』 伊藤書店

★ 日本原価計
算協会

編 『統一原価計算全集 第
二巻』

千倉書房

★ 平岡市三 著 『新制工業原価計算及簿
記』

邦光堂

☆ 物価局 編 『統一原価計算の話』 物価局

★ 村瀬 玄 著 『工業会計入門』 千倉書房

★ 山城 章 著 『配給原価計算』 千倉書房

1944 昭和19年 ★ 荒武太刀夫 著 『改正原価計算要綱解説』 山海堂

★ 今井 忍 著 『原価計算の運用』 伊藤書店

★ 小高泰雄 著 『原価計算と原単位計算』 霞ケ関書房

★ 久保田音二郎 著 『工業原価計算論』 巌松堂

★ 久保田音二郎 著 『統一原価計算制度論』 産業図書株式
会社

未 工場管理研
究所

編 『製造工業原価計算要綱
解説』

三和書房
早稲田

★ 神馬新七郎 著 『経営組織の能率と内部
監査制度』

山海堂

★ 日本原価計
算協会

編 『原価計算図鑑』 伊藤書店

☆ 畑中健三 著 『建造工業の原価見積』 土木技術社

★ 古川栄一 著 『軍需工場の会計監督制
度』

山海堂

★ 山下勝治 著 『工業簿記』 千倉書房

★ 吉田良三 著 『原価計算提要』 同文館

未 吉田良三 著 『原価計算提要』 三省堂
京都, 神戸

不明 未 日本原価計
算協会

編 『原価計算実例図説』 日本原価計算
協会神戸
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発行年月日 所蔵 編 著 者 冊 子 名 発行機関

明治34年 6月 ★ 岡田甲子之助
(訳)

独国鉄道事務官エズヅアルド,
ボービッシュ氏著 鉄道経理
論 全

不明

明治36年 3月 ★ 平塚講師演 会計学講義 陸軍経理学校

明治40年 6月 ★ [編著者不明] 鉄道法規類抄 計理の部 上
巻前篇

帝国鉄道庁経
理部

明治43年 ★ [編著者不明] 工場経理規程 鉄道院

大正12年 3月 ★ 海軍軍令部編 歐洲戰爭海軍軍事調査資料；
第 195號 工場管理及原價計
算 第 5編 原價計算 其一

海軍軍令部

大正14年 8月 ★ [編著者不明] 鉄道勘定の概要 鉄道省運輸局

11月 ★ [編著者不明] 鉄道局工場経理規程 鉄道省

大正15年 9月 ★ [編著者不明] 電気製作業ノ標準会計及ビ原
価制度 (第 5版)

米国電機製作
者協会

昭和 2年 1月 ★ [編著者不明] 工場経理概要 東京鉄道局

10月 ★ [編著者不明] 鋳物ノ原価計算法並ニ鋳物工
場ニ於ケル賃金支払法調査報
告 (研究報告第 8号)

大阪府立産業
能率研究所

昭和 3年 8月 ★ 中山二郎述 陸軍経理の概要 陸軍軍医団

昭和 4年 6月 ★ 白神主計少佐 海軍燃料廠作業会計の梗概
(孔版)

不明

昭和 5年 5月 ★ 河上 肇 産業合理化とは何か 社会問題研究
編集所

11月 [編著者不明] 独逸に於ける合理化運動と独
逸産業合理化協会

東京商工会議所

12月 ★ [編著者不明] 臨時産業合理局の事業 臨時産業合理局

昭和 6年 7月 ★ 電気協会編 米国に於ける動力原価と其趨
勢 (電気事業資料第 16号)

電気協会

(附録) 原価計算関連冊子年表

凡 例

1. 冊子には奥付がない場合もあり, 発行年月日, 編著者, 発行機関のデータ

がない｡ この場合には, 不明項目について ｢発行年月不明｣, ｢[編著者不明]｣,

｢不明｣ を用いた｡

2. ｢★｣ は実物の所有, ｢☆｣ はコピーで所有｡
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昭和10年 5月 ★ 黒澤 清 原価計算講義案 中央大学教務課

9月 ★ 武井大助 見積リ原価計算ト民間工場ニ
対スル希望

日本能率連合会

12月 ★ [編著者不明] 蚕種原価調査成績 (昭和 9年
度)

全国蚕種業組
合連合会

12月 ★ 日本工業協会 兵庫県工業会原価計算研究委
員会議事録

日本工業協会

昭和11年 3月 ★ 鉄道省経理局 木材防腐工場概況 鉄道省経理局

6月 ★ 鉄道省経理局 会計法規集 鉄道省経理局

昭和12年 7月 ★ [編著者不明] 鉄道局工場経理規程 物品事
務規程

鉄道省

昭和13年 5月 ★ 桝澤久之 (訳) 卸売業特に薬品卸売業の原価
分析

東京府臨時物
価対策実行部

昭和14年 3月 ★ [編著者不明] 蚕種原価調査成績 (昭和12年
度)

全国蚕種業組
合連合会

10月 ★ 陸軍省経理局 軍需品工場事業場検査令, 同
施行規則

川流堂

11月 ★ 陸軍省編纂 陸軍軍需品工場事業場原価計
算要綱

内閣印刷局

12月 ☆ 彦根高等商業
学校調査課

独逸に於ける官庁調弁品 (主と
して軍需品) の価格計算について

不明

昭和15年 1月 ★ 陸軍経理学校
校閲

陸軍簿記ノ参考 川流堂

3月 ★ 坪山 一 満鉄の経理研究 満鉄社員会

3月 ★ 川越八郎 (訳) オットー・カイザー著 市街
電車原価計算

鉄道監察官

5月 ★ [編著者不明] 陸軍軍需品工場事業場原価監
査要綱 (部外秘)

陸軍省

6月 ★ 日本経済連盟会 軍需工業利潤統制問題解説
(調査彙報第 29号)

日本経済連盟会

昭和16年 2月 ★ 西垣富治編 企画院 編纂, 中西 寅雄 講
述, 製造工業原価計算要綱草
案解説 (資料第 1号)

日本原価計算
協会

4月 ★ 陸軍省監査課 陸軍軍需工業財務比較要綱草
案

陸軍省

5月 ★ [編著者不明] 紡績業原価計算準則 大日本紡績連
合会

6月 ★ 陸軍省編纂 陸軍軍需品工場標準原価計算
要綱

陸軍主計団記
事発行部

6月 ★ 陸軍省編纂 陸軍軍需品工場予算統制要綱 陸軍主計団記
事発行部
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6月 ★ 陸軍省編纂 陸軍軍需工業財務比較要綱 陸軍主計団記
事発行部

7月 ★ 企画院編纂 製造工業原価計算要綱草案 高陽書院

9月 ★ 陸軍省編纂 陸軍軍需工業経営比較要綱 陸軍主計団記
事発行部

10月 ★ 京都市産業部 原価計算 工場経営講座 第
1輯

京都市産業部

12月 ★ 杉本秋男講述 陸軍軍需工業財務比較要綱に
就て (講演録 第 7冊)

計理士会

12月 ★ 和歌山高等商
業学校学会編

軍需品工場原価計算関係資料
第 2輯

和歌山高等商
業学校学会

12月 ★ 企画員編纂 中西寅雄講述 製造原価計算
要綱草案解説 (資料第 1号)

日本原価計算
協会

昭和17年 1月 ★ 阿部英明講述 製造工業原価計算要綱草案解
説

計理士会

2月 ★ 製鉄鋼統制会編 厳秘 製鉄原価計算準則試案
附表

製鉄鋼統制会

4月 ★ 物価局編 原価計算規則 物価局

4月 ★ [編著者不明] 光学工業原価計算準則 (案) 不明

5月 ★ 西垣富治編 原価計算規則, 製造工業原価
計算要綱

日本原価計算
協会

6月 ★ 陸軍省編纂 経理及原価ニ関スル報告書類
徴取要領

陸軍主計団記
事発行部

6月 ★ 中支那軍票交
換用物資配給
組合編

中支主要商品原価計算 (軍配
資料第 1集)

中支那軍票交
換用物資配給
組合

6月 ★ [編著者不明] 工作機械原価計算準則案 不明

10月 ☆ 居倉直記講述 製造工業原価計算要綱と旧陸
海軍原価計算との相違

計理士会

12月 ★ 日本加工織布
小田原工場編

日本加工織布株式会社原価計
算実施手続

日本加工織布
株式会社

昭和18年 3月 ★ 西垣富治編 火砲製造工業原価計算準則,
装軌車両製造工業原価計算準
則 (資料第 3号)

日本原価計算
協会

3月 ★ 西垣富治編 ピストンリング製造工業原価
計算準則 (資料第 4号)

日本原価計算
協会

3月 ★ 西垣富治編 造船工業原価計算準則 (資料
第 7号)

日本原価計算
協会

3月 ★ 西垣富治編 信管製造工業原価計算準則
(資料第 9号)

日本原価計算
協会
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5月 ★ 西垣富治編 電気機器製造工業原価計算準
則 (資料第 6号)

日本原価計算
協会

6月 ★ 西垣富治編 工作機械製造工業原価計算準
則

日本原価計算
協会

7月 ★ 西垣富治編 麻紡織工業原価計算準則 (資
料第 12号)

日本原価計算
協会

8月 ★ 西垣富治編 護謨布製品製造工業原価計算
準則 (資料第 17号)

日本原価計算
協会

8月 ★ 西垣富治編 護謨タイヤ製造工業原価計算
準則 (資料第 18号)

日本原価計算
協会

9月 ★ 今井 忍編 機械染色工業原価計算準則
(資料第 20号)

日本原価計算
協会

9月 ★ 西垣富治編 製菓工業原価計算準則 (資料
第 21号)

日本原価計算
協会

10月 ★ 日本原価計算
協会東海支部
編纂

小規模機械工場原価計算要綱 日本原価計算
協会

10月 ★ 西垣富治編 綿ス・フ紡職工業原価計算準
則 (資料第 27号)

日本原価計算
協会

12月 ★ 陸軍省 陸軍軍需品原価能率調査表作
成要領

陸軍省

昭和19年 1月 ★ 兵庫県商工経
済会

軍需会社法並統制会社令解説 兵庫県商工経
済会

2月 ★ 今井 忍述 化学工業原価計算ニ関スル諸
問題

計理士会

6月 ★ [編著者不明] 航空関係民間工場財務諸表準
則

軍需省航空兵
器総局

10月 ★ [編著者不明] 小規模加工工場原価計算要領 福島県商工経
済会

昭和22年 4月 ★ [編著者不明] 工場経理規程 鉄道総局工作局

発行年月不明 ★ 電気機械統制
会編

計器製造工業原価計算準則 電気機械統制会

発行年月不明 ★ [編著者不明] アセンチレン系合成品製造工
業原価計算準則 (案)

不明

発行年月不明 ★ [編著者不明] 石炭鉱業原価計算準則解説 不明

発行年月不明 ★ [編著者不明] 工業用護謨製品工業原価計算
準則案

不明

発行年月不明 ★ [編著者不明] 電解法ソーダ製造工業原価計
算準則 (案)

不明

発行年月不明 ★ [編著者不明] 醗酵法ブタノールアセトン製
造工業原価計算準則 (案)

不明
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発行年月不明 ★ [編著者不明] 無機工業薬品工業原価計算準
則 (案)

不明

発行年月不明 ★ [編著者不明] 硫酸製造工業原価計算準則
(案)

不明

発行年月不明 ☆ [編著者不明] 軽合金銅合金製造工業原価計
算実施要領案

不明



『拓殖大学 経営経理研究』 投稿規則

1. 発行目的

『拓殖大学 経営経理研究』 (以下, ｢本紀要｣ という) は, 研究成果の発表を含

む多様な学術情報の場を提供し, 研究活動の促進に供することを発行の目的とす

る｡

2. 発行回数

本紀要は, 原則として年 3回発行する｡ 各回の発行について, 以下の原稿提出

締切日を設ける｡

第 1回 6月末日締切 ―10月発行

第 2回 9月末日締切 ―12月発行

第 3回 12月末日締切 ― 3月発行

紀要冊子としての発行のほか, 拓殖大学経営経理研究所 (以下, ｢当研究所｣

という) のホームページにもその内容を掲載する｡

3. 投稿資格

投稿者 (共著の場合, 執筆者のうち少なくとも 1名) は, 原則として研究所の

研究員でなければならない｡ ただし, 経営経理研究所編集委員会 (以下, ｢編集

委員会｣ という) が認める場合には, 研究員以外も投稿することができる｡

4. 著作権

掲載された記事の著作権は, 当研究所に帰属する｡

当研究所が必要と認める場合には, 執筆者の許可なく, 掲載記事の転載や引用

を許可する｡

5. 投稿様式

� 投稿区分の指定

投稿原稿は, ①論文, ②研究ノート, ③資料, ④調査報告, ⑤書評, ⑥文献

紹介, ⑦学会展望, ⑧抄録, ⑨その他, のいずれかに区分される｡

投稿原稿の区分については, 別に定める 『拓殖大学 経営経理研究』 執筆要

領付記にしたがって, 投稿者が指定する｡ ただし記事掲載にあたっては, 編集

委員会が投稿者と協議の上, 区分の変更を行うことができる｡

� 研究所助成研究の原稿に関わる投稿区分

当研究所から研究助成を受けた研究に係わる原稿は, 原則として論文とする｡

� 字数の制限

投稿原稿は, A 4縦版, 横書きで作成し, 原則として下記の字数を上限とす

る｡ 図表についても挿入部分に対応した文字数で換算し, 制限に含める｡ 日本
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語以外の言語による原稿についても, これに準ずる｡

ただし編集委員会が許可した場合に限り, 同一タイトルの原稿を複数回に分

割して投稿することができる｡ その場合, 最初の稿で投稿記事の全体像と分割

回数を明示しなければならない｡

� 執筆要領

執筆に際しては, 執筆要領にしたがうものとする｡

� 投稿原稿の取扱

投稿原稿の受理日は, 完成原稿が編集委員会に到着した日とする｡

投稿原稿原本は編集委員会に提出された原稿とし, その写しを投稿者が保管

する｡

6. 掲載の可否, 区分の変更, 再提出

� 投稿原稿の採否は, 編集委員会が指名する査読者の査読結果に基づいて決定

する｡

� 投稿した原稿を, 編集委員会の許可なしに変更してはならない｡

� 編集委員会は, 投稿者に訂正や部分的な書き直しを求めることができる｡

� 編集委員会において本紀要に掲載しないことを決定した場合には, 拓殖大学

経営経理研究所長名の文書でその旨を執筆者に通達する｡

� 他の刊行物に既に発表された, もしくは投稿中である記事は, 本紀要に投稿

することができない｡

7. 校 正

掲載が認められた投稿原稿の校正については, 投稿者が初校および再校を行い,

編集委員会と所長が三校を行う｡

校正は, 最小限の字句に限り, 版組後の書き換え, 追補は認めない｡

校正は, 所長の指示に従い迅速に行う｡

投稿者による校正が決められた期日までに行われない場合, 紀要掲載の許可を

取り消すことがある｡

8. 原稿料, 別刷

投稿者には, 一切の原稿料を支払わない｡

投稿者には, 掲載記事の別刷を 50部まで無料で贈呈する｡ 50部を超えて希望

する場合は, 超過分について有料とする｡
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Ⅰ ①論文 ②研究ノート 24,000字

Ⅱ ③資料 ④調査報告 20,000字

Ⅲ その他の区分 6,000字



9. 発行後の正誤訂正

印刷上の誤りについては, 著者の申し出があった場合, これを掲載する｡ 印刷

の誤り以外の訂正や追加は, 原則として取り扱わない｡

ただし著者の申し出があり, 編集委員会がそれを適当と認めた場合には, この

限りでない｡

10. その他

本投稿規則に規定されていない事柄については, そのつど編集委員会で決定す

ることとする｡

11. 改 廃

この規則の改廃は, 経営経理研究所編集委員会の議に基づき, 所長が決定する｡

附 則

本規程は, 平成 21年 7月 31日から施行する｡
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『拓殖大学 経営経理研究』 執筆要領

1. 使用言語

使用言語は, 原則として日本語又は英語とする｡

これら以外の言語で執筆を希望する場合には, 事前に経営経理研究所編集委員

会 (以下, ｢編集委員会｣ という) に申し出て, その承諾を得るものとする｡

2. 様 式

� 投稿原稿は, 原則としてワープロ・ソフトで作成したものに限定する｡

� 原稿作成にあたっては, A 4用紙を使用し, 日本語原稿は横書きで 1行 33

文字× 27行, 英文原稿はスペースを含め 1行に半角 66文字, ダブルスペース

で作成すること｡

� 数字はアラビア数字を用いること｡

� 上記以外の様式で投稿する場合には, 編集委員会と協議する｡

3. 表 紙

投稿原稿の提出に際しては, ｢『拓殖大学 経営経理研究』 投稿原稿表紙｣ に必

要事項を記入し, ホームページでの公表を認める捺印を行った上で提出すること｡

4. 要旨・キーワード

投稿論文には, 前項の様式で 1ページ程度の要旨を作成し, 添付すること｡ 日

本語以外の言語による投稿論文には, 使用言語による要旨とは別に, 要旨の日本

語訳が必要である｡

記事内容を表す 10項目以内の日本語のキーワードを作成し, 添付すること｡

5. 図・表・数式の表示

� 図・表の使用は必要最小限にとどめ, それぞれに通し番号と図・表名を付け,

本文中の挿入位置を指定する｡ 図表についても挿入部分に対応した文字数で換

算し, 制限に含める｡

� 図・表は, そのまま印刷できる形式で作成すること｡

� 数式は, 専用ソフトを用いて正確に表現すること｡

6. 注・引用・参考文献

� 注は, 必要箇所に通し番号をつけることで, 記載があることを示すこと｡ 通

し番号は, 肩アラビア数字, 片パーレンの形式による｡ 注記内容は, 文末に一

括して記載するものとする｡ また, 参考文献の表記についても同様とする｡

� 英文の場合は, The Chicago Manual of Styleを準用する｡

7. 電子媒体の提出

投稿者は, 編集委員会による審査後, 編集委員会により指示された修正・加筆
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などが済み次第, 論文等を保存した電子媒体 (FD等) と, それをプリントした

出力原稿 1部を提出すること｡ その際, ワープロ専用機の場合は使用機種, コン

ピューターの場合は使用機種と使用ソフト名, バージョンを明記すること｡

なお, 手元には, 必ずオリジナルの投稿論文等データを保管しておくこと｡

8. 改 廃

この要領の改廃は, 経営経理研究所編集委員会の議に基づき, 経営経理研究所

長が決定する｡

附 則

本要領は, 平成 21年 7月 31日から施行する｡
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